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ジーであると理解しています。そのプロセスにおける

すべての協力者にとって有形・無形のインセンティブ

が創出されることが必要であり、それが長期に亘るサ

ステナビリティの根源であると考えています。言い換

えればパートナーのすべてが勝者にならなければなら

ないわけです。そしてその結果、地域の人々、次世代

の方々、そしてあまねく国民に喜ばれるパブリックな

成果を創出しなければなりません。それらは目に見え

る構築物であり、感じ取ることのできる空間や仕組み

であり、どれだけ多くの社会共有付加価値を生み出せ

るかがこの事業のポイントだろうと思っています。従

来のやり方では不可能であったプロジェクトを文字通

り産官学の密な協力の下で推進するというのが、実は

PFIのエッセンスであろうということをこの数年の経

験から感じています。またそれらを理解することが我

が国にこのストラテジーが根付くかのキーになるだろ

うとも感じています。筑波大学はまさにその壮大な実

証実験を勇気と希望をもって遂行しており、その成功

は我が国のこれからの世代にとって大きな福音になる

に違いないとまで考えております。この記念すべき年

に、あらたな時代に向けての取り組みの核となる病院

が姿を現すことの重みを、パートナーすべてでしっか

り受け止め、この地域、そして後継者への大きな贈り

物のスタートとしようではありませんか。　

　筑波大学附属病院は開院35周年を迎え、この年に念

願の新棟が竣工することは大きな喜びであります。新

棟には、つくば市のシンボルでもあり、天空に颯爽と

枝を伸ばす「けやき」の名称がつけられました。しか

し、これが私どもにとってのゴールではありません。

むしろ、これからの医療、医学を築き発展させるため

のスタートと考えています。

　国立大学が病院施設を作るということは大変な事業

です。幾ばくかの国からの支援はありますが、その事

業にかかる経費の大半を自らの診療を通じて返済して

いかねばならない大プロジェクトです。国としても体

力のない大学にリスクの高い事業をさせるわけにはい

きませんから、概算要求では数多くの条件が求められ

ます。幸い、筑波大学附属病院は比較的長期にわたっ

て健全経営を続けてきましたから関係各位、とりわけ

文部科学省、ならびに大学本部の皆様の深いご理解と

信頼をいただくことができました。これもひとえに

我々の夢を実現するために尽力してきて下さった先輩

諸氏、そして今を支えているスタッフ一人一人の汗の

結晶であります。この場を借りてすべての方々に感謝

申し上げます。

　この大プロジェクトを推進するために私どもは広

く社会に協力を求めました。PFIという新しい手法

は、必ずしも実業界が考えているビジネスの一型だけ

とはとらえていません。ビジネスを通じた社会連携事

業であり、明日の医療を創るためのより良いストラテ

筑波大学附属病院

開院35周年にのぞみ
院長

五十嵐  徹也
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組織運営機構 
Organization Chart

診療科・診療グループ
Clinical Services and Departments

職員数
Number of Staff

平成24年 4 月 1 日現在平成24年10月 1 日現在

標榜診療科 診療科対応グループ

内科 腎泌尿器〈内〉
血液
総合
細菌学的診断〈感染症〉
内分泌代謝・糖尿病〈内〉
保健衛生外来
遺伝
睡眠呼吸障害
病理診断

呼吸器科 呼吸器〈内〉

消化器科 消化器〈内〉

循環器科 循環器〈内〉

リウマチ科 膠原病リウマチアレルギー内科

神経内科 脳神経〈内〉

精神科
神経科

精神神経

小児科 小児〈内〉

小児外科 小児〈外〉

皮膚科 皮膚

放射線科 放射線腫瘍科
放射線診断・IVR

外科 乳腺・甲状腺・内分泌〈外〉
消化器〈外〉
救急・集中治療

形成外科 形成

呼吸器外科 呼吸器〈外〉

心臓血管外科 循環器〈外〉

脳神経外科 脳神経〈外〉

整形外科 整形

泌尿器科 腎泌尿器〈外〉

眼科 眼

耳鼻咽喉科 耳鼻咽喉

産科
婦人科

婦人・周産期

麻酔科 麻酔

歯科口腔外科 歯・口腔

診療科共通グループ

臨床病理

職　種 人　数

教員 282

レジデント 244

病院講師 44

薬剤師 36

看護職員 704

診療放射線技師 37

臨床検査技師 45

歯科技工士 2

歯科衛生士 1

理学療法士 11

作業療法士 5

言語聴覚士 3

栄養士 8

臨床工学技士 13

視能訓練士 2

事務職員 93

社会福祉士 8

診療情報管理士 5

臨床心理士 3

医療技術職員 10

給食職員 13

合計 1,569

筑波大学

附属病院再開発推進室

附属病院 附属病院長 副病院長（6）

総務・教育・研究

安全管理・質の管理

診療

再開発・財務・経営企画

看護・患者サービス

特任（国際連携・ 
国際戦略総合特区）

診療科 診療グループ レジデント養成コース 
（診療グループに対応）

特別委員会

病院連絡会議

病院経営協議会

病院長補佐（2）

常置委員会

病院会議
診療施設

その他の施設

薬剤部

看護部

病院総務部

陽子線医学利用研究センター

茨城県難病相談・支援センター

経営戦略室
放射線治療品質管理室
国際戦略総合特区推進室

検査部
手術部
放射線部
救急・集中治療部
輸血部
光学医療診療部
医療情報部
病理部
リハビリテーション部
血液浄化療法部
臨床医療管理部
ISO・医療業務支援部
病態栄養部
感染管理部
医療福祉支援センター
物流センター
総合周産期母子医療センター
総合臨床教育センター
緩和ケアセンター
つくばヒト組織診断センター
総合がん診療センター
医療機器管理センター
水戸地域医療教育センター
茨城県地域臨床教育センター
ひたちなか社会連携教育研究センター
日立社会連携教育研究センター
土浦市地域臨床教育ステーション
茨城県小児地域医療教育ステーション
臨床研究推進・支援センター
歯科技工室

総務課
経営企画課
管理課
医事課
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医療機関の指定承認状況
Designated Special Functions of the Hospital

病院開設許可（承認）等
医療法第７条第１項による開設許可（承認） 昭51.  3.10
特定機能病院の名称の使用承認  平  7.  4.  1

法令による医療機関の指定等
法令等の名称 指定等の年月日
健康保険法による特定承認保険医療機関 平 5.12.  1
労働者災害補償保険法による医療機関 平 7.  9.  1
消防法による救急医療（救急病院・診療所） 昭60.  3.  4
生活保護法による医療機関 昭56.  4.  1
原爆医療法（一般医療）による医療機関 昭52.  8.  1
母子保健法（妊娠乳児健康診査）による医療機関 昭61.12.  9
母子保健法（養育医療）による医療機関 昭58.12.  1
戦傷病者特別援護法（更生医療）による医療機関 昭52.  2.  1
臨床修練指定病院（外国医師・外国歯科医師） 昭63.  3.29
結核予防法による指定医療機関 平13.  1.30
障害者自立支援法（育成医療、更生医療、精神通
院医療）による医療機関 平18.  4.  1

エイズ治療拠点病院 平 6.  7.18
地域がん診療連携拠点病院 平20.  2.  8

先進医療の届出状況　
名称 承認等の年月日
胎児尿路－羊水腔シャント術 平17.  2.  1
内視鏡下甲状腺がん手術 〃
胎児胸腔－羊水腔シャントチューブ留置術 平17.  6.  1
悪性腫瘍に対する陽子線治療 平20.  8.  1
多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 平21.  8.19
経胎盤的抗不整脈薬投与療法 平22.11.11
パクリタキセル静脈内投与及び
カルボプラチン腹腔内投与 平23.  2.28

前眼部三次元画像診断 平23.  3.30
抹消血幹細胞による血管再生治療 平23.  6.10
神経症状を呈する脳放射線壊死に対する核医学
診断及びベバシズナブ静脈内投与療法 平23.  7.11

特定疾患治療研究事業等 指定等の年月日
特定疾患治療研究事業（国指定）
ベーチェット病 昭51.12.  1
多発性硬化症 　〃 　
重症筋無力症 　〃 　
全身性エリテマトーデス 　〃 　
スモン 　〃 　
再生不良性貧血 　〃 　
サルコイドーシス 　〃 　
筋萎縮性側索硬化症 　〃 　
強皮症/皮膚筋炎及び多発性筋炎 　〃 　
特発性血小板減少性紫斑病 　〃 　
結節性動脈周囲炎
　（1）結節性多発動脈炎 　〃 　
　（2）顕微鏡的多発血管炎 　〃 　
潰瘍性大腸炎 　〃 　
大動脈炎症候群 　〃 　
ビュルガー病（バージャー病） 　〃 　
天疱瘡 　〃 　
脊髄小脳変性症 　〃 　
クローン病 　〃 　
難治性肝炎のうち劇症肝炎 　〃 　
悪性関節リウマチ 昭52.10.  1
パーキンソン病関連疾患
　（1）進行性核上性麻痺 平15.10.  1
　（2）大脳皮質基底核変性症 　〃 　
　（3）パーキンソン病 昭53.10.  1
アミロイドーシス 昭54.10.  1
後縦靱帯骨化症 昭55.12.  1
ハンチントン病 昭56.10.  1
モヤモヤ病（ウィリス動脈輪閉塞症） 昭57.  1.  1
ウェゲナー肉芽腫症 昭59.  1.  1
特発性拡張型（うっ血型）心筋症 昭60.  1.  1

特定疾患治療研究事業等 指定等の年月日
多系統萎縮症
　（1）線条体黒質変性症 平15.10.  1
　（2）オリーブ橋小脳萎縮症 昭51.12.  1
　（3）シャイ・ドレーガー症候群 昭61.  1.  1
表皮水疱症（接合部型及び栄養障害型） 昭62.  1.  1
膿疱性乾癬 昭63.  1.  1
広範脊柱管狭窄症 昭64.  1.  1
原発性胆汁性肝硬変 平 2.  1.  1
重症急性膵炎 平 3.  1.  1
特発性大腿骨頭壊死症 平 4.  1.  1
混合性結合組織病 平 5.  1.  1
原発性免疫不全症候群 平 6.  1.  1
特発性間質性肺炎 平 7.  1.  1
網膜色素変性症 平 8.  1.  1
プリオン病 平14.  6統合
　（1）クロイツフェルト・ヤコブ病 平 9.  1.  1
　（2）ゲルストマン・ストロイスラー・シャインカー病 平14.  6.  1
　（3）致死性家族性不眠症 　〃 　
肺動脈性肺高血圧症 平10.  1.  1
神経線維腫症（Ｉ型・Ⅱ型） 平10.  5.  1
亜急性硬化性全脳炎 平10.12.  1
バット・キアリ（Budd-Chiari）症候群 　〃 　
慢性血栓塞栓性肺高血圧症 　〃 　
ライソゾーム病 平14.  6統合
　（1）ライソゾーム病 平13.  5.  1
　（2）ファブリー病 平11.  4.  1
副腎白質ジストロフィー 平12.  4.  1
家族性高コレステロール血症（ホモ接合体） 平21.10.  1
脊髄性筋委縮症 　〃 　
球脊髄性筋委縮症 　〃 　
慢性炎症性脱髄性多発神経炎 　〃 　
肥大型心筋症 　〃 　
拘束型心筋症 　〃 　
ミトコンドリア病 　〃 　
リンパ脈管筋腫症（LAM） 　〃 　
重症多形滲出性紅班（急性期） 　〃 　
黄色靭帯骨化症 　〃 　
間脳下垂体機能障害 　
　（1）PRL分泌異常症 　〃 　
　（2）ゴナドトロピン分泌異常症 　〃 　
　（3）ADH分泌異常症 　〃 　
　（4）下垂体性TSH分泌異常症 　〃 　
　（5）クッシング病 　〃 　
　（6）先端巨大症 　〃 　
　（7）下垂体機能低下症 　〃 　
小児慢性特定疾患治療研究事業
悪性新生物 昭51.12.  1
慢性腎疾患 　〃 　
慢性呼吸器疾患 　〃 　
慢性心疾患 　〃 　
内分泌疾患 　〃 　
膠原病 　〃 　
糖尿病 　〃 　
先天性代謝異常 　〃 　
血友病等血液・免疫疾患 　〃 　
神経・筋疾患 平 2.  4.  1
慢性消化器疾患 平17.  4.  1
先天性血液凝固因子障害等治療研究事業
第Ⅰ因子（フィブリノゲン）欠乏症 平 1.  4.  1
第Ⅱ因子（プロトロンビン）欠乏症 　〃 　
第Ⅴ因子（不安定因子）欠乏症 　〃 　
第Ⅶ因子（安定因子）欠乏症 　〃 　
第Ⅷ因子欠乏症（血友病Ａ） 　〃 　
第Ⅸ因子欠乏症（血友病Ｂ） 　〃 　
第Ⅹ因子（スチュアートプラウア）欠乏症 　〃 　
第ⅩⅢ因子（フィブリン安定化因子）欠乏症 　〃 　
von willebrand（フォン・ヴィルブランド）病 　〃 　
第ⅩⅠ因子（PTA）欠乏症 平 7.  6.  6
第ⅩⅡ因子（ヘイグマン因子）欠乏症 　〃 　
血液凝固因子製剤の投与に起因するHIV感染症 　〃 　

届出施設基準名 算定開始年月日
重症者等療養環境特別加算 昭57.  2.  1
体外衝撃波腎・尿管結石破砕術 平 3.  9.  1
補助人工心臓 平 6.  7.  1
療養環境加算 平 6.12.  1
血液細胞核酸増幅同定検査 平 8.  4.  1
埋込型除細動器移植術及び
埋込型除細動器交換術 平 8.  8.  1

高度難聴指導管理料 平 9.  1.  1
補綴物維持管理料 平10.  1.  1
薬剤管理指導料 〃
大動脈バルーンパンピング法（IABP法） 平10.  4.  1
ペースメーカー移植術、
ペースメーカー交換術（電池交換を含む。） 〃

生体部分肝移植術 平10.  7.  1
診療録管理体制加算 平12.  4.  1
放射線治療専任加算 平12.  6.  1
高エネルギー放射線療法 平14.  4.  1
短期滞在手術基本料１ 平14.10.  1
脊髄刺激装置植込術又は脊髄刺激装置交換術 平15.  1.  1
基幹型臨床研修病院入院診療加算 平16.  4.  1
医療保護入院等診療料 〃
両室ペースメーカー移植術 〃
総合周産期特定集中治療室管理料 平17.  7.  1
緩和ケア診療加算 〃
ハイリスク分娩管理加算 平18.  4.  1
小児食物アレルギー負荷検査 〃
運動器リハビリテーション料（Ⅰ） 〃
入院時食事療養費（Ⅰ） 〃
呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ） 平18.  7.  1
補聴器適合検査 平19.  4.  1
褥瘡ハイリスク患者ケア加算 〃
コンタクトレンズ検査料１ 〃
脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ） 平19.  5.  1
人工内耳埋込術 〃
地域歯科診療支援病院歯科初診料 平19.  6.  1
脳刺激装置植込術（頭蓋内電極植込術を含む）
及び脳刺激装置交換術 平20.  3.  1

がん診療連携拠点病院加算 〃
超急性期脳卒中加算 平20.  4.  1
妊産婦緊急搬送入院加算 〃
精神科身体合併症管理加算 〃
ハイリスク妊娠管理加算 〃
医療機器安全管理料１ 〃
遺伝カウンセリング加算 〃
心臓カテーテル法による
諸検査の血管内視鏡検査加算 〃

神経学的検査 〃
CT撮影及びMRI撮影 〃
心臓MRI撮影加算 〃
画像診断管理加算２ 〃
無菌製剤処理料 〃
医科点数表第２章第10部手術の通則５（歯科点数
表第２章第９部手術の通則４を含む。）及び６に
掲げる手術

〃

頭蓋骨形成手術（骨移動を伴うものに限る。） 〃
両室ペーシング機能付き埋込型除細動器移植術
及び両室ペーシング機能付き埋込型除細動器交
換術

〃

同種死体腎移植 〃
生体腎移植術 〃
外来放射線治療加算 〃
長期継続頭蓋内脳波検査 平20.  5.  1
特定機能病院入院基本料　
一般病棟７対１入院基本料 平20.  6.  1

外来化学療法加算１ 平20.  8.  1

届出施設基準名 算定開始年月日
直線加速器による定位放射線治療 平20.11.  1
糖尿病合併症管理料 平20.12.  1
冠動脈CT撮影加算 平21.  1.  1
ニコチン依存症管理料 平21.  3.  1
体外衝撃波胆石破砕術 平21.  4.  1
新生児治療回復室入院医療管理料 平22.  4.  1
障害者歯科医療連携加算 〃
救急医療管理加算・乳幼児救急医療管理加算 〃
医療安全対策加算１ 〃
特定集中治療室管理料２及び小児加算 〃
救急搬送患者地域連携紹介加算 〃
皮下連続式グルコース測定 〃
検体検査管理加算（Ⅳ） 〃
経皮的大動脈遮断術 〃
ダメージコントロール手術 〃
一酸化窒素吸入療法 〃
埋込型心電図検査 〃
埋込型心電図記録計移植術 〃
埋込型心電図記録計摘出術 〃
内服・点滴誘発試験 〃
肝炎インターフェロン治療計画料 〃
抗悪性腫瘍剤処方管理加算 〃
がん性疼痛緩和指導管理料 〃
がん患者カウンセリング料 〃
歯科治療総合医療管理料 〃
HPV核酸同定検査 〃
心臓超音波検査胎児心エコー法 〃
センチネルリンパ節生検 〃
エタノールの局所注入（甲状腺に対するもの） 〃
エタノールの局所注入（副甲状腺に対するもの） 〃
歯科技工加算 〃
皮膚悪性腫瘍切除術における
悪性黒色腫センチネルリンパ節加算 〃

乳腺悪性腫瘍手術における
乳がんセンチネルリンパ節加算 〃

麻酔管理料（Ⅰ）及び（Ⅱ） 〃
画像誘導放射線治療加算 〃
特定機能病院入院基本料
精神病棟10対１入院基本料 平22.  6.  1

小児入院医療管理料２及び加算 〃
呼吸ケアチーム加算 平23.  5.  1
医療機器安全管理料２ 平23.  8.  1
がん治療連携計画策定料 〃
強度変調放射線治療（IMRT） 平23.  9.  1
総合評価加算 平23.11.  1
ハイケアユニット入院医療管理料 平23.12.  1
地域連携診療計画管理料 平24.  1.  1
透析液水質確保加算１ 平24.  4.  1
無菌治療室管理加算1.2 〃
急性期看護補助体制加算（75対１） 〃
感染防止対策加算１ 〃
救急搬送患者地域連携紹介加算・
救急搬送患者地域連携受入加算 〃

データ提出加算 〃
人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算 〃
外来リハビリテーション診療科 〃
病理診断管理加算２ 〃
早期悪性腫瘍大腸粘膜下層剥離術 〃
移植後患者指導管理料 〃
外来放射線照射診療料 〃
体外照射呼吸性移動対策加算・
定位放射線治療呼吸性移動対策加算 〃

腹腔鏡下膀胱悪性腫瘍手術 〃
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概要

病
床
数
／
敷
地・建
物
／
建
物
配
置
図

病床数
Number of Beds

建物配置図
Building Layout

敷地・建物
Campus・Buildings

平成24年 4 月 1 日現在

病棟

一般病床
精神病床 合　計成　人

周産期 小　児
急性期 亜急性期 一般

単位　　床 単位　　床 単位　　床 単位　　床 単位　　床 単位　　床 単位　　床
Ｂ棟　４階 1 10 1 22 2 32
　　　５階 2 90 2 90
　　　６階 2 88 2 88
　　　７階 1 45 1 41 2 86
　　　８階 1 45 1 45 2 90
　　　９階 2 91 2 91
　　　10階 2 90 2 90
　　　11階 2 92 2 92
Ｅ棟　２階 2 21 2 21
　　　３階 1 32 1 32
　　　４階 1 26 1 26
　　　５階 1 24 1 24
　　　６階 1 38 1 38
　　合　計 2 36 13 563 1 45 1 32 4 83 1 41 22 800

一般病棟＝759床　　精神病棟＝41床　　合計＝800床

敷地面積＝98,136m2

建物＜構造＝鉄筋鉄骨コンクリート＞
棟　名  規　模 建築面積 総床面積 竣　工 備　考
Ａ棟（外来診療棟） 地上４階　地下１階 2,225m2 10,743m2 昭51. 3.27
Ａ棟（　　〃　　増築） 地上４階 995m2 3,233m2 平 4.12.15
Ｂ棟（病棟） 地上12階　地下１階 2,626m2 29,977m2 昭51. 1.31
Ｃ棟（中央診療棟） 地上５階　地下１階 2,508m2 13,763m2 昭51. 3.27
Ｄ棟（特殊診療棟） 地上２階 1,031m2 1,489m2 昭52. 6.15
Ｅ棟（病棟） 地上６階　地下１階 968m2 5,661m2 昭56. 3.20
Ｆ棟（ＭＲ棟） 地上１階 489m2 489m2 昭63. 3.30
Ｆ棟（　〃　増築） 地上１階 230m2 230m2 平 6. 3.22
Ｆ棟（　〃　増築） 地上１階 90m2 90m2 平15. 3.31
地域医療システム研究棟 地上２階 450m2 825m2 平23. 8.29
陽子線医学利用研究センター 地上３階 2,142m2 5,138m2 平12. 2.28
　〃　（屋上部分増築） 地上３階 140m2 平14. 3.25
　計 13,754m2 71,778m2
看護師宿舎１号 地上５階 553m2 2,160m2 昭51. 6.30

（平 6. 3.28改修）
50室

　　　　　２号 地上８階 258m2 1,705m2 昭52. 3.31
（平 6.12.21改修） 39室

　　　　　３号 地上５階 319m2 1,520m2 昭53. 3.18
（平 9. 1.13改修） 38室

　　　　　４号 地上８階 252m2 1,701m2 昭53. 3.29
（平 8. 1.16改修） 39室

　　　　　５号 地上５階 285m2 1,134m2 昭56. 3.30
（平 8. 7.19改修） 25室

　　　　　６号 地上５階 174m2 796m2 平 8.12.20 22室
　　　　　７号 地上５階 736m2 3,191m2 平22. 3.17 100室
レジデント宿泊施設１号 地上６階 271m2 1,293m2 昭55.10.31 46室
レジデント宿泊施設２号 地上４階 666m2 2,025m2 平22. 3.12 64室
　計 3,514m2 15,525m2 *423室
合　計 17,268m2 87,303m2

＊＝うち看護師宿舎室数は、313室

高置水槽

機　械　室

機械室

機械室

機械室

病棟（成人）

病棟（成人）

病棟（成人）

病棟（成人）

病棟（成人）（精神）

病棟（成人）

病棟（成人）

  

薬剤部、物流センター

消化器（内）、消化器（外）、歯・口腔

循環器（内）、循環器（外）、血液

呼吸器（内）、皮膚、形成、耳鼻咽喉

内分泌代謝・糖尿病（内）、脳神経（外）、眼
放射線腫瘍科

消化器（内）、乳腺・甲状腺・内分泌（外）
脳神経（内）、救急・集中治療

呼吸器（外）、整形、麻酔、睡眠呼吸障害
膠原病リウマチアレルギー内科

腎泌尿器（内）、腎泌尿器（外）
乳腺・甲状腺・内分泌（外）、婦人・周産期

病棟（小児）

病棟（小児）

病棟（重症）

病棟（周産期）、MFICU

NICU、GCU

機　械　室

ピ　ッ　ト

外  来  診  察

外  来  診  察

外  来  診  察

医療情報部（病歴室）

医療情報部、食堂

外  来  診  察

外  来  診  察

厚生室、厨房、倉庫

放射線治療 MR室、CT室 MR室

総合周産期母子医療センター

手　術　室

X線診断、核医学

洗濯室、解剖室、機械室

医事課、薬剤部、救急・集中治療部
医療福祉支援センター

看護部
総合がん診療センター

病棟（集中・重症）
血液浄化療法部、感染管理部
総務課、管理課、経営企画課

ISO・医療業務支援部
茨城県難病相談･支援センター

検体検査、病理部、輸血部
つくばヒト組織診断センター

機能検査
リハビリテーション部

臨床研究推進・
支援センター

屋階

12Ｆ

11Ｆ

10Ｆ

９Ｆ

８Ｆ

７Ｆ

６Ｆ

５Ｆ

４Ｆ

３Ｆ

２Ｆ

１Ｆ

ＢＦ

A棟 B棟 C棟 D棟 E棟 F棟

MR棟（F棟）

病棟（E棟）

地域医療
システム研究棟

病棟（B棟）

特殊診療棟（D棟）

中央診療棟（C棟）

外来診療棟（A棟）

新棟（けやき棟）

外来診療棟
（A棟） バス停側入口

救急入口

陽子線医学
利用研究センター

高置水槽

機　械　室

機械室

機械室

機械室

病棟（成人）

病棟（成人）

病棟（成人）

病棟（成人）

病棟（成人）（精神）

病棟（成人）

病棟（成人）

  

薬剤部、物流センター

消化器（内）、消化器（外）、歯・口腔

循環器（内）、循環器（外）、血液

呼吸器（内）、皮膚、形成、耳鼻咽喉

内分泌代謝・糖尿病（内）、脳神経（外）、眼
放射線腫瘍科

消化器（内）、乳腺・甲状腺・内分泌（外）
脳神経（内）、救急・集中治療

呼吸器（外）、整形、麻酔、睡眠呼吸障害
膠原病リウマチアレルギー内科

腎泌尿器（内）、腎泌尿器（外）
乳腺・甲状腺・内分泌（外）、婦人・周産期

病棟（小児）

病棟（小児）

病棟（重症）

病棟（周産期）、MFICU

NICU、GCU

機　械　室

ピ　ッ　ト

外  来  診  察

外  来  診  察

外  来  診  察

医療情報部（病歴室）

医療情報部、食堂

外  来  診  察

外  来  診  察

厚生室、厨房、倉庫

放射線治療 MR室、CT室 MR室

総合周産期母子医療センター

手　術　室

X線診断、核医学

洗濯室、解剖室、機械室

医事課、薬剤部、救急・集中治療部
医療福祉支援センター

看護部
総合がん診療センター

病棟（集中・重症）
血液浄化療法部、感染管理部
総務課、管理課、経営企画課

ISO・医療業務支援部
茨城県難病相談･支援センター

検体検査、病理部、輸血部
つくばヒト組織診断センター

機能検査
リハビリテーション部

臨床研究推進・
支援センター

屋階

12Ｆ

11Ｆ

10Ｆ

９Ｆ

８Ｆ

７Ｆ

６Ｆ

５Ｆ

４Ｆ

３Ｆ

２Ｆ

１Ｆ

ＢＦ

A棟 B棟 C棟 D棟 E棟 F棟

MR棟（F棟）

病棟（E棟）

地域医療
システム研究棟

病棟（B棟）

特殊診療棟（D棟）

中央診療棟（C棟）

外来診療棟（A棟）

新棟（けやき棟）

外来診療棟
（A棟） バス停側入口

救急入口

陽子線医学
利用研究センター
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第 Ⅰ 章
～35年の歩みと将来展望～

University of  Tsukuba Hospital
35th Anniversary 



最先端の医療拠点として

「教育」、「診療」、「研究」、「地域貢献・社会貢献」、「国際化」という5つの使命を担い、
新時代の理想的な医療環境を形成する拠点として、
「けやき棟」が平成24年9月に竣工、平成24年12月26日より運用が開始されます。
地域に根ざしつつ、日本における医療の発展を見据え、
つくばから新たな一歩を踏み出します。

新棟『けやき棟』
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機械室、設備機器置場

病床37床（一般）

病床41床（精神）

病床74床（一般）

病床37床（一般）

既存棟　189床

屋上2階

屋上1階

12階

11階

10階

9階

8階

7階

6階

5階

4階

3階

2階

1階

地下1階

免震層

屋上へリポート、機械室

機械室、設備機器置場

展望ラウンジ

病床75床（一般）

病床88床（一般）

病床88床（一般）

病床88床（一般）

病床88床（一般）

病床74床（小児 ・ 無菌）

病床62床（ NICU・GCU・MFICU ・ 産科）

ISS（設備展開スペース）

手術部

病床48床（ICU ・PICU ・HCU）血液浄化療法部、医療情報部

救急部、画像診断（MRI ・ CT ・ 一般撮影）、薬剤部、けやきプラザ

物流センター、機械室、電気室

免震装置

けやき棟　611床
合計800床

エントランスホール

　「明日の医療・医学を創る力に」をコンセプトに、築後35年を経過した附属病院の施設環

境を抜本的に改善し、大学病院の使命である高度先進医療・高難度医療、先進的医学教

育、地域医療の高度化・均てん化、国際的な人材育成、そして臨床医学の力となるべき研究

を確実に推進・持続発展させるために産・官・学の英知を結集し、地域とも密接な連携の下

に、病院経営の更なる健全化を図るとともに、わが国のモデルとなる医療提供体制の構築を

目指す病院再開発事業を行います。

　本事業を推進するため、我が国の国立大学病院としては初となるPFI方式により、病院の

整備・運営を行います。病院の整備による施設環境の改善内容については、患者アメニティの

向上のほか、高度先進医療・高難度医療への対応のため高機能手術室の増室整備、集中治

療病床等急性期病床の増床、救急機能の拡大等を行うこととしています。併せて、地震など

の災害発生時にも病院機能の継続性を維持しつつ、緊急医療の拠点機能を果たすべくけや

き棟には免震構造を採用しています。また、運営に関しては医療コアを除く運営支援・維持

管理業務について長期・包括的に事業者が行うことにより更なる効率化とともに、医療スタッ

フの本来業務への傾注を図ることとしています。

1．事業の目的

工事名称 筑波大学附属病院再開発に係る施設整備等事業

施工場所 茨城県つくば市天久保2丁目1-1他

事業発注者 国立大学法人 筑波大学

事業者 株式会社 つくばネクストパートナーズ

設計・監理 筑波大学附属病院再開発施設整備設計・監理共同企業体

施工 鹿島建設株式会社

工期 平成22年6月1日～平成24年9月30日

敷地面積 197,855m2

延床面積 45,746m2（けやき棟）

構造形式 鉄筋コンクリート造＋鉄骨造

2．工事概要

3．けやき棟の整備について

病院機能の集約化を図り、効率性の向上を図るため、急性期医療部門をけやき棟に集約

して整備します。

（1）フロア構成図
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（2）施設環境の改善について

①患者アメニティの向上
来院する患者やその家族が安心して医療を受けられるよう、

バリアフリーやユニバーサルデザインの環境を実現するとともに、

プライバシーに配慮した環境となるような設計としています。

②高度先進医療・高難度医療への対応のため高機能手術室の整備

ユニットシャワートイレ

ビジネスタイプ（1床室） MRI手術室（イメージ）

個室的多床室 手術室フロア ハイブリッド手術室

•手術室に導入される本邦初のガントリー移動式術中MRI（1.5テスラ）

•手術供給体制の強化に向けた手術室の増室
　12室（H23実績6,695人）→16室（H25見込8,000人）

•循環器系、整形外科等の高度手術に対応した手術室の面積拡大
　標準：6室（30m2）、中規模：6室（40m2）
　→標準：10室（40m2）、中規模：5室（70m2）、大規模：1室（90m2）

•壁面アルコーブとマルチ配管・配線ダクトシステム（FlexDOCK）
　→壁面器材、エネルギー供給、情報配線の位置変更が可能

•個　室：92床（11.5％）→218床（27.25％）
 ユニットシャワートイレの設置

•差額病床（個室的多床室を含む）の拡充：46床（5.8％）→253床（31.6％）

•多床室の病床数減少：5 床室→ 4 床室
 （中ベッドの廃止：小児病床を除く）
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入院フロア

HCU・ICUホール

自家発電設備室

中央機械室コントロール室

①けやき棟構造
　けやき棟には免震構造を採用し地震対策を行っています。

　•屋上にはヘリポートを設置

　•エントランスホールには医療ガス配管、情報配管、発電

　　機電源を設置して患者のトリアージ・収容・処置スペース

　　として活用できるようにしています。

③急性期患者受入体制の強化、手術件数増加等に向けた重症病床の整備

②電源設備
生命維持装置、重要医療機器だけでなく、災害時にも病院

機能（60％）を3日間（最大5日間）は維持できるように、救

急部門や手術部門、集中治療病床（ICU/PICU/HCU/ 

NICU/GCU/MFICU）、画像部門（一部）に対して自家用

発電機により電源を供給できるようにしています。

屋上ヘリポート 地下免震装置

•ICU ： 10床 → 12床

•PICU ： 0 床 → 8 床

•HCU ： 26床 → 28床

•MFICU ： 6 床 → 9 床

•NICU ： 9 床 → 9 床

•GCU ： 12床 → 18床

④救急機能の拡充等
救急搬送患者の受入増へ対応するため、

救急スペースを拡充整備しました。

（3）災害対応について
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4．PFI事業
実施者　　　株式会社つくばネクストパートナーズ（特別目的会社：SPC）

　　　　　 【出資企業：株式会社日立ビルシステム、鹿島建設株式会社、

 　　　　  三菱商事株式会社、東京電力株式会社】

事業期間　　平成21年2月1日～平成44年3月31日（約23年間）

事業範囲　　統括マネジメント業務

　　　　　　開設準備・移行支援業務

　　　　　　施設整備業務（設計、建設、工事監理）

　　　　　　病院運営支援業務（滅菌業務、搬送業務など）

　　　　　　施設維持管理業務（清掃業務、警備業務など）

　　　　　　利便施設運営業務

（4）憩いの空間

①けやきプラザ

③展望ラウンジ②展望デッキ
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筑波大学附属病院開院35周年によせて

祝辞

山田　 信博　 国立大学法人筑波大学  学長

橋本　 　昌　 茨城県知事

市原　 健一　 つくば市長

齋藤　 　浩　 茨城県医師会  会長

深尾　 　立　 千葉労災病院  名誉院長（元筑波大学附属病院長）

山口　 　巖　 茨城県顧問（医療改革担当）  茨城県総合健診協会  会長（元筑波大学附属病院長）

小松﨑 房枝　 元筑波大学附属病院看護部長

大塚　 藤男　 国立大学法人筑波大学  教授（前医学群長）
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筑波大学附属病院開院35周年によせて

　筑波大学附属病院開院35周年おめでとうございます。

35年にわたり本院の発展に尽力頂きました教職員の皆

さんに心より感謝し、敬意を表します。文部科学省、

茨城県、関連医療機関の皆様のご支援、ご理解にも感

謝しますとともに、今後ともどうぞよろしくお願い申

し上げます。

　平成19年（2007）～平成21年（2009）に病院長を務め

ましたが、当時は研修必修化や国立大学の法人化、７

対１看護への転換、医療費抑制の影響もあり、大変に

激しい医療環境の変化、そして医療崩壊に日本全体が

苦しんでいました。本院では皆さんの心強い、前向き

な努力の成果もあり、全国の国立大学の中にあって、

最大限の対応力を発揮したと感謝しています。今思い

返しても、当時の医療環境は極めてきびしく、決して

当時の状況に後戻りさせてはいけないと痛感していま

す。現在では、本院を始めとした国立大学病院は地域

医療の最後の砦機能をしっかりと果たす決意を持っ

て、努力をつづけることにより、地域から厚い信頼を

得ていることに医療環境の大きな変化を強く感じま

す。そして、最後の砦を強化し続ける皆さんの並々な

らぬ高い職業意識を本学の誇りと感じています。本院

の地域医療への多くの取り組みは、地域医療への貢献

と地域との信頼関係構築の全国のモデルとして発信さ

れており、特筆すべき本院の努力でもあります。特に、

昨年度の東日本大震災においては、病院をあげて被災

地への支援活動が自発的、積極的に展開されました。

皆さんの医療人としての矜持がしっかりと発揮された

ことに大変に感激しました。

　平成24年（2012）末には新棟がオープンする予定で

す。多くの叡智を結集して、最適な医療環境としての

新棟を皆様にご披露できることと思います。大学は真

理の探究の場であり、創造の場でもあります。未来へ

の新しい挑戦をさらに心がけたいところです。患者さ

ん本位の医療の益々の充実を期待しています。医療を

構成する多様な職種の医療人が目的意識を共有するこ

とにより、フラットな信頼関係を築くことがその基本

となります。今後の成熟社会の医療において、患者さ

ん本位のフラットなチーム医療の発展が、患者さんの

信頼に必ず応えることになるからです。今後さらに国

立大学病院に求められる高度先進医療の提供と質の高

い医療人材の輩出、および研究成果の国際的発信が本

院のブランドをますます高めるものと期待していま

す。

国立大学法人筑波大学
学長

山田  信博

　この度、筑波大学附属病院がめでたく開院35周年を

迎えられましたことを、心からお慶び申し上げます。

　昭和51年の開院以来今日までの、五十嵐病院長をは

じめとする歴代の病院長の皆様方並びに関係の皆様方

のご尽力に対し、深く敬意を表する次第でございます。

　近年の保健医療を取り巻く環境は大きく変化し、医

師の絶対数の不足や地域偏在、生活習慣病の増加な

ど、様々な課題が生じており、県では、生活大県づく

りの最も重要な柱の一つとして、地域医療の充実に努

めているところでございます。

　こうした中、筑波大学附属病院におかれましては、

寄附講座により、県立中央病院に茨城県地域臨床教育

センターを設置し、県北・県央地域の医療体制の整備

を目的とした研究・教育を実施するとともに、医師不

足地域への医師派遣など、医師の養成・確保による地

域医療の充実に取り組んでいただいております。

　また、総合周産期母子医療センター、地域がん診療

連携拠点病院として、政策的な医療の提供に大きな役

割を果たしていただいておりますほか、県が設置して

いる審議会や協議会等にご参画いただき、本県医療行

政の推進に対するご助言、ご支援等をいただいており

ます。

　さらに、東日本大震災におきましては、被災した病

院へいち早く災害派遣医療チーム（DMAT）を派遣し

て医療救護活動にあたられるとともに、被災地の生徒

の心のケアや福島県からの入院患者の受入れなど、被

災者の生命の安全確保等にご尽力をいただいたところ

でございます。

　このように、筑波大学附属病院には、様々な面で、

本県医療の向上に多大なご貢献をいただいているとこ

ろでございますが、現在、高度先進医療、急性期医療

等の提供を中心にした新病院の建設が進められてお

り、今後一層、本県医療の中心的な役割を果たしてい

だだけるものと大いに期待しております。

　結びに、この度の開院35周年を契機として、筑波大

学附属病院がますます発展されますことと、本県医療

の向上のため、今後ともご支援、ご協力をいただきま

すようお願い申し上げまして、お祝いの言葉といたし

ます。

祝辞
茨城県知事

橋本  　昌
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筑波大学附属病院開院35周年によせて

　筑波大学附属病院開院35周年を迎え、心からお祝い

を申し上げます。

　貴病院は35年の長きにわたり、発足時に掲げられた

「患者さまの権利の尊重、 プライバシーの保護など患

者さま中心の診療に努めるとともに、地域に開かれた

大学附属病院としての役割を十分に認識し、最高水準

の医療を提供すること、さらに、先進的な臨床教育と

研究の場を提供することにより社会的使命を果たすこ

とを目指します。」という理念の下、つくば市のみな

らず、茨城県、そして我が国の医療に多大な貢献をし

ていただいております。

　例えば、茨城県の人口10万人当たり医師数は全国で

ワースト２位ですが、貴病院では、医師不足等を原因

とした地域医療体制の崩壊という喫緊の課題に対応す

べく、医師不足地域における地域医療体制の整備及び

質的向上などへの寄与を目的として、行政や企業など

と連携した地域医療の再生プランに積極的に取り組ん

でおられます。

　また、大学病院にある、日本で唯一の陽子線治療施

設である、陽子線医学利用研究センターでの研究内容

は、国内外で最も歴史があり、現在実施されている

様々な先進医療についても、高度に専門化された医

師、看護師、技師等が一丸となって医学・医療の発展

に大きな役割を果たしてこられています。改めて深く

敬意を表する次第です。

　つくば市におきましても、昨年12月に内閣総理大臣

から「つくば国際戦略総合特区」の指定を受けました。

これは、茨城県、つくば市、筑波大学の３者共同によ

るもので、つくばの科学技術から新事業、新産業が絶

え間なく生み出されていく新しいシステムを確立してい

くものです。科学技術とイノベーションの一体的な推進

を図ることで、我が国のみならず、世界が直面する課

題の解決に貢献するものであり、この総合特区で実施

するモデルとして、「４つの先導的プロジェクト」を掲

げました。その中の大きな柱の一つに「次世代がん治療

（BNCT）の開発実用化」があります。平成27年度まで

に治療方法と治療装置の実用化を図ることで、BNCT

の国際標準となるモデルを確立し、がん対策の推進と

医療の関連産業の発展を図ろうとする取り組みです。

　将来的には、貴病院も、このプロジェクトに参加し

ていただくなど、今後とも世界的課題解決の一翼を

担っていただけることを心から期待しております。

　結びに、筑波大学附属病院開院35周年を契機に、今

後とも日本医療の発展と、世界医療の向上にも寄与さ

れることを心から祈念いたしまして、お祝いの言葉と

いたします。

祝辞
つくば市長

市原  健一

　筑波大学附属病院開院35周年、誠におめでとうござ

います。

　近年、医学と医療と社会の関係は、密接な関連性を

有すると同時に複雑なものとなっております。大学病

院は、教育と研究の場であるだけでなく高度の医療を

提供する病院であります。急速に変貌する社会に対応

して、大学病院は社会との連携と共同作業が求められ

る時代となりました。筑波大学附属病院はこの35年間、

茨城県内の唯一の大学附属病院として、十分に社会的

責務を果たしてこられました。陽子線医学利用研究セ

ンター、エキシマレーザー冠動脈形成術、肝切除画像

支援ナビゲーション、胎児への心磁図検査などの先進

医療、朗報としてPFI方式附属病院再開発による平成

24年（2012）の新棟竣工、地域医療再生プランとして

の寄附講座、社会連携講座などによる各種教育セン

ターの開設、産学連携事業としてのつくば臨床検査教

育・研究センターの開所などは、人材育成・地域医療

への貢献・共同開発研究の面で大きな期待が寄せられ

ているところであります。

　良好に機能していると評価される都道府県医師会は、

大学病院と医師会との連携が必要条件であると言われ

ております。平成23年（2011）３月の東日本大震災と

原発事故に際し、筑波大学附属病院に“つくば災害復

興緊急医療調査室（T–DREAM）”が設置され、大学

病院と県医師会との共同連携体制が構築されましたこ

とは全国初めての試みとして評価されたのでありまし

た。

　茨城県医師会の研修事業の大半は筑波大学附属病院

の強力なご支援とご協力のもとに実施されていると

言っても過言ではありません。これは、茨城県医師会

にとどまらず、医学・医療にかかわる全ての団体・組

織においても同様に関連しており、相互の理解と信頼

が新たな医学と医療の進歩を生み出す原動力であると

考えられます。

　筑波大学附属病院の発展は我々の誇りでもあります。

筑波大学附属病院が、日本の国立大学附属病院の“あ

るべき姿”としてのモデルケースとなり、限りなく発

展されますことを心より祈念申し上げましてお祝いの

言葉といたします。

祝辞
茨城県医師会
会長

齋藤  　浩
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筑波大学附属病院開院35周年によせて

　私が筑波大学に赴任した昭和50年（1975）５月当時

は病院は建設中で、医学専門学群棟１階の解剖学教室

に附属病院開設準備室があり、病院幹部や看護部諸氏

が立ち働いていました。私たちはできあがりつつある

病院をみるたびに、旧来の大学病院とは全く異なる斬

新な設計と運営方法による最新鋭の病院が姿を現そう

としていると心が躍ったものでした。

　無給医闘争に端を発する学園紛争への回答である大

学として、医学部附属ではない大学附属病院、旧来の

医局がない診療グループ制、医局員が居ないレジデン

ト制、症度別の完全混合病棟制、診療録一元化、看護

部の強い権限など医師側の戸惑いや反発もありまし

た。小宮正文初代院長は医師たちの強硬な要望には

もっぱら低姿勢で柳に風と受け流されていましたし、

無給医闘争当事者であった若い講師たちは新しい病院

を自分たちで作るのだという想いから、この革新的体

制を結構自慢にしていました。

　その想い出の詰まった病院も35年経ち、新たに近未

来の医療レベルに合わせるための病棟建設が進められ

ています。私の院長時代も常に新しいことに取り組ん

できたように思いますし、この10年余りにも驚くほど

多くの組織改革が行われています。また現在は地域医

療再生プログラムや人材育成プログラムなどを含む筑

波大学附属病院再開発プロジェクトが進行しています

が、その一環である国立大学で初めてのPFI方式の新

棟運営にも筑波大学の挑戦のDNAがしっかり受け継

がれていることが感じられます。

　医療過疎の茨城県ではありますが、日本有数の頭脳

集積地域にある地の利と、筑波大学という恵まれた懐

に抱かれた附属病院はその存在価値をますます高めて

います。五十嵐徹也病院長は、「筑波大学附属病院の

再開発プロジェクトはこのコミュニティに健康を実現

するアライアンスを確立すること」と「安全の実現」

を決意されています。

　このリーダーの決意の下に筑波大学附属病院が35周

年を迎え、さらなる発展へと歩を進められることを心

からお祝い申し上げます。

筑波大学附属病院挑戦のDNA
千葉労災病院
名誉院長

深尾  　立

　昭和52年（1977）の筑波大学赴任時、開院２年目を
迎えたばかりの堂々たる新病院を目にしました。ちょ
うどその頃、日本で開催される国際会議出席のために
来日した米国人医師（建築学修士）に、本院での講演
前の１時間、院内と周辺を案内する機会がありまし
た。開院したばかりでインフラはともかく、せめて外
観には当時私が抱いていた評価と賞賛の言葉を期待し
ていましたが、50年前の構想で建てられた印象の一
言、少し悔しい思いが残りました。それ以来、特に海
外出張の際にはその地の主要病院見学の機会が増え、
歴史やそれぞれのエピソードの数々に興味を持つよう
になりました。
　法人化後の病院再開発は生易しいものではない、理
想を掲げるばかりでは駄目だ、もっと実績を上げなけ
れば、といった厳しい意見に直面し、とにかく病院全
体として方向性だけでも決めておこうと集会をもつこ
とになりました。その第１回集会で、概要説明後参加
者に意見を求めていた時、再開発に当たって病院長と
してのvisionは何かと聞かれたことがありました。「夢
を追っているといったところです」というような、い
かにも場違いな言葉がつい出て、場内を白けさせたこ
ともありました。しかし、病院再開発の目標には迷う
ことなく、「実績」を上げることに賛同が得られて新
たに取り組むことになりました。
　一方で、「国から認可される順番がどうやら１年遅
れそうだ」という噂もあり、その理由が具体的で、し
かも私達の全く関与しないことでもあったので不安に
かられましたが、打つ手もなくその不安が現実となり
がっかりしたこともありました。しかし、その期間中
も再開発の準備、計画遂行のためのエネルギーの蓄積
が着実に進行する結果となりました。
　再開発認可後は、いつから用意してあったのかと思

えるほどの周到な準備に、ややためらいを感じるほど
でした。しかしこういった現象も今から考えると優秀
な職員を始め、病院を取り巻く関係者の先見性の結果
でもあり、その過程のひとつひとつが懐かしく蘇りま
す。
　再開発認可の必須条件が病院の経営実績の効率化
にあることは明白でした。新任の田村光男病院長補
佐は、節約の戦略として「店卸し」という、病院にも
私にもあまり馴染みのない用語で取り組みその先鞭を
つけました（後の経営戦略室の前身ともいえる活動）。
救急患者の受け入れ促進、入院待ち日数の短縮、病床
稼働率・回転率の上昇は、一般的には患者さんにとっ
て有益な要因ではありますが、病院が持つ多様性から
も全て一様にはいかないものです。部分的に対応可能
な診療科や病棟に限った上で、看護部の協力のもとに
導入されました。この診療体制は、柔軟さをもって受
け入れられたように思います。新しく取り入れられた
PFI事業が好調に推移し、償還計画が好転し続けるこ
とが求められる路線が選択された結果でもあります。
　病院再開発が契機となって、多少の試行錯誤は繰り
返されましたが、病院に一体感が生まれ様々な工夫に
より病院経営の効率化につながったように思います。
　病院再開発にあたって、本文の冒頭に述べた新しい
建造物としての病院を在任中見ることも触れることも
なく、30年以上にわたる病院見学の経験は今回の再開
発には全く役に立ちませんでしたが、病院再開発導入
期に病院職員の一員として様々なチームワークの形成
に関われたことは真に幸運でありました。附属病院は
医療に不可欠な尊敬・信頼を醸成させる重要な「場」
としての役割を担っています。新時代の医療に引き継
がれるべき筑波大学の伝統が、生き続ける新病院であ
ることを心から祈ります。

再開発導入期
茨城県顧問（医療改革担当）
茨城県総合健診協会　会長

山口  　巖
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筑波大学附属病院開院35周年によせて

　医療過疎地と言われた“つくば”に開院した筑波大
学附属病院が、35周年を迎えられたことに心からのお
喜びを申し上げます｡ 併せて、筑波大学附属病院のも
たらした多くの成果に思いを致すとき、関係者の辛苦
とご努力に心からの敬意を捧げたいと思います。
　筑波大学附属病院の特徴は、既存の大学病院とは異
なる新しいシステムにあり、講座制を廃止した診療グ
ループ制・レジデント制・PPC看護方式・病歴中央管
理などの画期的なものでした。なかでも、PPC看護
方式と卒後教育・研修体系は、付添いに委ねない患者
さん中心の看護をその核に据えた、大きな試金石であ
り問題提起でした。段階的ケアの負の面として「患者
さんの病棟移動が多い」「医師が患者さんを追って動
かねばならない」などの苦言もしばしば呈せられまし
た。しかし、付添い無しには成り行かなかったあの時
代に、看護職の手ですべてのケアを行う“つくば方式
の看護”は、極めて新鮮で魅力がありました。また、
家族にとっても、付添いの算段をせずに入院が任せら
れる、心強いシステムであったと自讃しております。
　私は、昭和57年に国立病院から転勤し13年間勤務さ
せて頂きましたが、当初、苦心したのは募集活動でし
た。関東甲信越をはじめ東北・九州まで学校訪問を重
ねましたが、採っても採ってもザルで水を汲むよう
な状況は、容易に改善されませんでした。私は「離職
行動と組織風土との関連」を調査研究し、「なぜ定着

が図れないか」についてKJ法での解析を試みました。
その結果、「スタッフの役割葛藤や役割荷重を減らし、
個々の成長へのサポートシステムをつくり、さらに、
支持的風土を高めることが離職防止の鍵である」との
示唆を得ました。
　看護部の目標に「個々のスタッフが働き易い職場環
境を整え、定着を図る」を掲げ、手始めに病棟の業務
量調査を行い「フロアの提言やスタッフの声」を集め、
PPCを含めた勤務体制や職階・職務の見直し、業務
改善などに看護部の総力を結集しました。さらに、ク
ラークの看護部復帰、アルバイトやボランティアの導入、
省力化のための機器購入など、病院部からの力強い支
援もありました。これらの取組みにより、100名近かっ
た離職者が平成５年には46名にまで暫減し、看護部と
しては歓声を上げたいほどの喜ばしい成果でした。
　職場を離れて、はや17年が経ちました。今、言える
ことは、「若者を定着させる魅力ある職場」とは、チー
ム医療が定着し「医師や看護師が言いたいことを本音
で話し合える職場」であり、「活性化した柔軟な組織
である」ことです。高度先進医療の場であっても、「ス
タッフ個々に目が行き届く“支持的風土”が育まれて
いるか」、POSで培われた主体性のある看護師によっ
て「患者さんの思いに寄り添う心温かなケアが提供さ
れているか」を問い直しつつ、「創造的な看護」を目
指してくださることを祈念しております。

開院35周年に寄せて
元筑波大学附属病院看護部長

小松﨑  房枝

　筑波大学附属病院は昭和51年（1976）10月に開院さ
れ、平成23年（2011）10月に35周年を迎えられまし
た。35周年を迎えられましたこと、そして今新棟建設
とともに診療研究に日々新たな取り組みを推進してい
る病院の皆様に心よりお祝いを申し上げたいと存じま
す。附属病院はいうまでもなく①診療機能、②教育機
能、③研究機能を合わせ有し、それぞれの機能を高度
に発揮していますが、これまで医学専門学群学生、医
学類、看護学類、医療科学類の３学類体制の医学群学
生の臨床教育に多大のご協力を賜っています。昭和55
年（1980）に医学専門学群の第一期卒業生を送り出し
て以来30年を経過しています。本学医学の卒業生は筑
波大学のみならず、他大学附属病院、各地域の中核病
院などで活躍しており、またその力量や医療人として
の在り方が高く評価されています。周囲の医療人や社
会の高い評価は本学医学の教育体制、附属病院の臨床
教育の優れた側面の評価であり、この点でも附属病院
に感謝する次第です。
　附属病院は医学教育、特に臨床教育の現場であり、
学生にとってはclinical clerkship, on the job training 
の場です。臨床実地教育が将来の医療人養成の要です。
ご承知のように筑波大学の医学では「新筑波方式」と
称する医学教育プログラムを実施しています。PBL–
チュートリアル方式を全面的に取り入れた基礎・臨床
医学教育と長期間のclinical clerkship（CC）の臨床実
習を柱にしたプログラムであり、特に後者は日本でも
最長のCC期間を確保して国際標準に十分到達してい

ます。このような斬新なプログラムは附属病院の皆様
の熱い議論と協力のもとに導入できた次第で、筑波大
学ならではの有難いことと考えております。
　学群学生、卒業生は附属病院にとっては将来の病院
の担い手ですが、担い手となりうるためには研修、専
門医養成の教育・訓練機能を発揮する必要がありま
す。いわゆる卒後教育です。医師でいえば本学卒業生
の半数近くが附属病院で研修を開始しており、その定
着率は高く、附属病院の研修システム、臨床教育実績
が若手医師から評価されていると考えられます。一
方、看護師や臨床検査技師でも卒前・卒後の臨床教育
に附属病院の果たす役割は極めて大きいものがありま
す。従来、本学看護の卒業生は必ずしも附属病院に職
を求めませんでしたが、病院側の多大なご尽力により
就職率が上昇しています。病院の看護教育と学類の看
護教育との協調にも影響する大きな意義を有すると期
待しています。
　35周年を迎え、新棟建築の響きが耳に木霊し、躯体
が現出しているこの頃です。附属病院が多大な教育機
能を発揮して学群教育と連動して有為の人材を多数育
成していますが、それにも増して診療、研究機能、さ
らには運営面でも常に前進していると信じております。
新棟の完成はその象徴でもあり、21世紀10年代の筑波
大学の医学のさらなる発展を促進する一里塚です。
　学群教育の観点から筑波大学附属病院の果たしてき
た役割の大きさに感謝し、35周年をお祝いするととも
に、今後のさらなる発展を祈念しております。

学群教育の感謝とともに
国立大学法人筑波大学　教授

（前医学群長）

大塚  藤男
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開院直後の附属病院の風景

建設中の外来診療棟〈A棟〉

開院当初の防災センター
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大学と社会情勢附属病院

年表
昭和48年（1973）～ 昭和63年（1988）

昭和48年（1973）
●�筑波大学が開学、初代学長に三輪知雄が
就任した。

●�江崎玲於奈がノーベル物理学賞を受賞した。

昭和49年（1974）
●校章を「桐の葉」とした。Ⓐ
○�佐藤栄作がノーベル平和賞を受賞した。

昭和50年（1975）
○ベトナム戦争が終結 した。

昭和51年（1976）
●学長に宮島龍興が就任した。

昭和52年（1977）
○�日本初の静止気象衛星「ひまわり」が
　打ち上げられた。

昭和53年（1978）
●東京教育大学が閉学された。
○�新東京国際空港（現成田国際空港）開港した。

昭和55年（1980）
●学長に福田信之が就任した。

昭和57年（1982）
○老人保健法制定。

昭和61年（1986）
●学長に阿南功一が就任した。
○�チェルノブイリ原発爆発事故が発生した。

昭和62年（1987）
○国鉄が分割・民営化された。
○�利根川進がノーベル生理学・医学賞を受
賞した。

昭和63年（1988）
○青函トンネルが開通した。

昭和50年
（1975）

昭和51年
（1976）

昭和52年
（1977）

昭和57年
 （1982）

昭和56年
（1981）

昭和58年
（1983）

昭和60年
（1985）

昭和61年
（1986）

昭和63年
（1988）

昭和49年
（1974）

	 4月	・�附属病院設置準備のため事務局に主幹が置かれた。

	 4月	・�附属病院創設準備室が設置された。

	 1月	・�病棟〈B棟〉が竣工した。
	 3月	・�外来診療棟〈A棟〉、中央診療棟〈C棟〉が竣工した。
	 5月	・�事務局に病院部が、附属病院に15診療科、検査

部、手術部、放射線部、材料部、薬剤部、看護
部がそれぞれ設置された。

		 ・�初代病院長に小宮正文が就任した。①
	 10月	・�附属病院が開院した。

	 4月	・�第3内科、神経内科、脳神経外科が設置された。
		 ・�救急部、病歴部が設置された。
	 6月	・�特殊診療棟〈D棟〉が竣工した。

	 3月	・�病棟〈E棟〉が竣工した。
	 4月	・�分娩部が設置された。②

	 4月	・�理学療法部が設置された。
		 ・�第2代病院長に伊藤巌が就任した。

	 4月	・	長期入院義務教育就学児童について、茨城県立
友部養護学校の訪問教育を開始した。

	 3月	・�第3次救急医療機関に指定された。

	 4月	・�第3代病院長に大菅俊明が就任した。
	10月	・�本院開院10周年記念式典が挙行された。③

	 3月	・�MR棟〈F棟〉が竣工した。
	 5月	・�卒後臨床研修部が設置された。

②

①

Ⓐ

病棟看護師から手術部への引き継ぎの様子

③



’89-’02

⑤

Ⓑ Ⓒ

自動再来機運用を開始（平成14年） 彫像「フルートを吹く少女」除幕式（平成10年） KEKでの陽子線治療の様子
（昭和58年〜平成12年）

④

年表

大学と社会情勢附属病院
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平成元年（1989）～ 平成14年（2002）

平成元年（1989）
○昭和天皇崩御、「平成」と改元。

平成2年（1990）
●陽子線医学利用研究センターが設置された。
○東西ドイツが統一された。

平成4年（1992）
●学長に江崎玲於奈が就任した。Ⓑ

平成6年（1994）
○大江健三郎がノーベル文学賞を受賞した。
○地域保健法制定。

平成7年（1995）
○阪神・淡路大震災が発生した。
○地下鉄サリン事件が発生した。

平成8年（1996）
○�社会保障構造改革による共通基盤制度の
見直しがされた。

平成9年（1997）
○臓器移植法制定。
○介護保険法制定。

平成10年（1998）
●学長に北原保雄が就任した。
●筑波大学開学25周年記念式典が挙行された。
○感染症法制定。

平成11年（1999）
○東海村JCOで臨界事故が発生した。

平成12年（2000）
●白川秀樹がノーベル化学賞を受賞した。Ⓒ

平成13年（2001）
○アメリカ同時多発テロ事件が発生した。

平成14年（2002）
●�国立学校設置法の一部を改正する法律に
より図書館情報大学と統合された。
○健康増進法制定。

	 4月	・�第4代病院長に岩崎寛和が就任した。
	 6月	・�集中治療部が設置された。

	 4月	・�第5代病院長に小磯謙吉が就任した。
		 ・�輸血部が設置された。
	12月	・�外来診療棟〈A棟〉の増築が竣工した。
		 ・�附属病院ボランティア活動が開始された。

	 3月	・�MR棟〈F棟〉の増築が竣工した。
	 5月	・�光学医療診療部が設置された。

	 4月	・�病歴部の改組により医療情報部が設置された。
	 	 ・�特定機能病院の名称の使用承認を取得した。④
	 7月	・�第6代病院長に長谷川鎭雄が就任した。

	 4月	・�病理部が設置された。

	 4月	・�第7代病院長に深尾立が就任した。

	 2月	・�財団法人日本医療機能評価機構から認定を受けた。
⑤

	 4月	・�理学療法部の改組によりリハビリテーション部が
設置された。

		 ・�陽子線医学利用研究センターを併設した。⑥

	 4月	・�第8代病院長に能勢忠男が就任した。
		 ・�血液浄化療法部が設置された。

	 4月	・�臨床医療管理部が設置された。
		 ・�国立大学の附属病院等の診療科に関する訓令及

び国立大学の附属病院等の中央診療施設等に関
する訓令が廃止された。

平成2年
（1990）

平成4年
（1992）

平成6年
（1994）

平成7年
（1995）

平成9年
（1997）

平成10年
（1998）

平成11年
 （1999）

平成12年
（2000）

平成13年
（2001）

平成14年
（2002）

⑥



’03-’07

⑦

外来玄関前に灯されるイルミネーション（平成17年）

⑨

⑧

Ⓓ

⑩ Ⓔ

年表
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平成15年（2003）～ 平成19年（2007）

	 3月	・�MR棟〈F棟〉の増築が竣工した。
	 4月	・�医療福祉支援センターが設置された。
		 ・�第9代病院長に山口巖が就任した。

	 2月	・�財団法人日本医療機能評価機構の認定が更新さ
れた。

	 3月	・�ISO9001：2000認証を取得した。⑦⑧
	 4月	・��国立大学法人筑波大学附属病院として新たに出発

した。
		 ・�中央診療施設、特殊診療施設が診療施設として統

合された。
		 ・�材料部、分娩部、卒後臨床研修部の改組により

それぞれ物流センター、周産期総合医療センター、
総合臨床教育センターが設置された。

		 ・�病態栄養部が設置された。
		 ・�病院部が病院総務部として新たに出発した。

	 4月	・�茨城県難病相談・支援センターが設置された。
	 6月	・�茨城県から総合周産期母子医療センターの指定を

受けた。
	 7月	・�緩和ケアセンターが設置された。
		 ・�周産期総合医療センターが総合周産期母子医療セ

ンターに改称された。

	 3月	・�本学に筑波大学附属病院再開発推進室が設置さ
れた。

	 9月	・�財団法人日本医療機能評価機構の認定が更新さ
れた。

	10月	・�筑波大学附属病院開院30周年記念式典が挙行さ
れた。⑨

	 2月	・�つくばヒト組織診断センターが設置された。
	 3月	・�ISO9001の認証が更新された。
	 4月	・�第10代病院長に山田信博が就任した。
	 7月	・�臨床腫瘍センターが設置された。
	 9月	・�臨床腫瘍センターが総合がん診療センターに改称

された。⑩
	12月	・�救急部、集中治療部の改組により救急・集中治療

部が設置された。

平成15年（2003）
●�筑波大学開学30周年記念式典が挙行された。

平成16年（2004）
●�国立大学法人法により国立大学法人筑波
大学が設置され、学長に岩崎洋一が就任
した。 Ⓓ
○新潟県中越地震が発生した。
○スマトラ島沖地震が発生した。

平成17年（2005）
○JR福知山線脱線事故が発生した。

平成18年（2006）
○�石綿による健康被害の救済に関する法律
制定。
●ゆりのき保育所を開設した。Ⓔ

平成19年（2007）
○�日本郵政公社が分割・民営化された。

平成16年
（2004）

平成15年
（2003）

平成17年
（2005）

平成18年
（2006）

平成19年
（2007）
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平成20年（2008）～ 平成24年（2012）

	 2月	・�地域がん診療連携拠点病院に指定された。

	 7月	・�医療機器管理センターが設置された。

	 9月	・�NPO法人卒後臨床研修評価機構から認定を受けた。

	 2月	・�再開発に関わる施設整備等事業の契約書調印式

が行われた。⑪

	 4月	・�第11代病院長に五十嵐徹也が就任した。

	 	・�水戸地域医療教育センターが設置された。

	 2月	・�ISO9001：2008の認証が更新された。

	 4月	・�ISO・医療業務支援部が設置された。

	10月	・�茨城県地域臨床教育センターが設置された。

	12月	・�つくば臨床検査教育・研究センターが設置された。�

（産学連携事業）⑫⑬

	 1月	・�そよかぜ保育所を開設した。⑭

	 4月	・�ひたちなか社会連携教育研究センターが設置された。

		 ・�臨床研究推進・支援センターが設置された。

	 7月	・�つくば災害復興緊急医療調整室（T-DREAM）が設

置された。

	 4月	・�感染管理部が設置された。

	 	・�日立社会連携教育研究センターが設置された。

	 	・�土浦市地域臨床教育ステーションが設置された。

	 7月	・�茨城県小児地域医療教育ステーションが設置された。

	 	・�英語表記をUniversity of Tsukuba Hospitalに変更

した。

	 9月	・�新棟（けやき棟）が竣工した。⑮⑯⑰

	11月	・�次世代分子イメージング  つくば画像検査センター

が設置された。（産学連携事業）⑱

平成20年（2008）
○�小林 誠・益川 敏英・南部 陽一郎がノー
ベル物理学賞を、下村 脩がノーベル化学
賞を受賞した。
○後期高齢者医療制度が創設された。

平成21年（2009）
●学長に山田信博が就任した。

平成22年（2010）
○小惑星探査機はやぶさが帰還した。
●�学内にヘリコプター緊急離発着場が整備
された。Ⓕ
○�鈴木章・根岸英一がノーベル化学賞を受
賞した。
○改正臓器移植法施行。

平成23年（2011）
○東日本大震災が発生した。
○�サッカー女子ワールドカップで日本代表
が初優勝した。

平成24年（2012）
○�世界一の自立電波塔・東京スカイツリー
が開業した。Ⓖ
○�ロンドンオリンピックが開催された。

平成21年
（2009）

平成22年
（2010）

平成23年
（2011）

平成24年
（2012）

平成20年
（2008）
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証言で綴る筑波大学附属病院5つの特長

挑戦し続ける医療の先駆者として
筑波大学附属病院の開院時から導入された『診療グループ制』『診療記録の統一管
理』『レジデント制』『PPC看護方式』『予約制』という5つの特長は、どのような
哲学によって生み出され、運用されたのでしょう。6名の貴重な証言により、35年
前に始動した日本初の制度の数々を検証します。

［出席者］※右側から順に

松村　明　　　副病院長（脳神経外科教授）
鈴木　君江　 元副病院長（元看護部長）
堀　原一　 　元副学長（元医学専門学群長）
紀伊國  献三　元副病院長（元社会医学系教授）
大河内  信弘　副病院長（消化器外科教授）
白川　洋子  　副病院長（看護部長）
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すべてが日本初の試み、附属病院5つの特長
　附属病院の開院に向けて、小宮正文初代病院長の

確固たる理念が基礎となったことを強調しなければ

なりません。厚生省（現厚生労働省）の病院管理研

究所研究官だった紀伊國献三元副病院長は、昭和49

年（1974）から附属病院のプラン作りに参画。そこで、

「診療グループ制」「診療記録の

統一管理」「レジデント制」「PPC

看護方式」「予約制」について議

論されたと言います。

　「附属病院に関しては、今までのあり方を否定しよ

　日本初の制度を大胆に発案し、次々と導入してき

た筑波大学附属病院。こうした先進性は、新構想大

学として誕生した筑波大学に端を発します。筑波大

学の創設から参加した堀 原一元副学長は、医学教育

のグランドデザインが作られるまでを、次のように

振り返ります。

　「百年一遇の新しい大学づくり。

それが筑波大学の基本原理です。

昭和38年（1963）に決定した東京

教育大学の移転が、全国で吹き

荒れた大学紛争を背景に新構想

大学の創設に切り替えられ、昭

和48年（1973）10月１日に筑波大

学が開学しました。

　その目玉となったのが、医学部ならぬ“医学専門

学群”の新設です。そもそも大学紛争は東京大学医

学部から始まったものなので、それを反面教師とし

て、筑波大学は医学教育の改革を使命としたわけで

す。そして、教育を最優先する、新構想に従い推進

する、学閥を持ち込まないという３つの誓いを掲げ、

教員の全国公募をしました。

　医学専門学群の教育目標（学生を主語とした学習目

標）は、まず総合的に患者さんを診ることのできる

医師になること。そのうえで、専門医に、研究者に、

あるいは行政官になることが望ましいとしました。

筑波方式のカリキュラムは、基礎医学、臨床医学の

縦割りをなくし、しかも外科も内科もなくして横断

的に構成した細胞生物学と人間個体生物学とし、社

会医学は人間集団生物学としました。すなわち、全

カリキュラムを（臓器別とは言わずして）機能系ごと、

症状や愁訴ごと、あるいは患者ごとを科目として問

題解決の能力を身につける統合カリキュラムとしま

した。まさに背水の陣で、“１人の学生、１人の患者

さんも犠牲にせず”を固く誓い、さまざまな実験的

教育を行ってきたのです」

　こうして、講座制をなくした６年一貫の学問分野

統合による医学教育が日本で初めて実現、しかも筑

波方式を追うように文部省（現文部科学省）も医学部

設置基準を改訂しました。それと並行し、附属病院

の設置に向けた準備が進められていました。全国42

の国立大学に医学部がありますが、うち40大学は医

学部附属病院で、大学附属病院は筑波大学と富山医

科薬科大学（現富山大学）の２校のみ。これまでにな

い新たな大学病院づくりへの挑戦が始まりました。

うという思いはあったものの、正直なところ明確な

ビジョンはありませんでした。とはいえ、新しいも

のを作ろうという気迫が、多くの医師や看護師に満

ちていた気がします。

　まず、従来の大学病院では教授が診療と教育と研

究を兼ねていましたが、本院では診療グループを編

成して診療を行うこととしました。ですから外科の

教授が、自動的に外科の診療グループ長になること

はありません。これは非常に新しい考え方でした。

診療記録の統一管理は、私が強硬に主張して実現し

ました。今でこそ１患者１診療録は当然のように言

われますが、これを開院当初から導入できました。

レジデント制については、卒後教育をどうするか議

論し、教育できる定員を設けることを小宮正文初代

病院長に進言しました。

　PPC看護方式は、赤岡茂子初代看護部長、高橋美

智第２代看護部長の大変な努力により実現していま

す。また、予約制も他の大学病院にさきがけて導入

しました」

　徹底した議論を経て、昭和51年（1976）10月１日に

筑波大学附属病院が開院。ここで触れられた５つの

特長は、いずれも日本の国立大学病院で初の試みと

なりました。

背水の陣で挑んだ新しい医学教育

医学界に一石を投じた講座制の廃止という英断
　５つの特長に象徴される新しいシステムを導入す

るには、教授に権力が集中する講座制および医局か

らの脱却が絶対条件だったと言えます。しかしそれ

は、保守性の強い医学界に意識の一大転換を迫るも

のであり、非常に困難な一歩だったと堀は語ります。

　「私自身、学部や医局で象徴される講座で構成され

る大学病院は、教授がオールマイティを持つ名店街

で学部長や病院長は名ばかり、雑居ビルのよう、そ

ういう古い大学の古い医局にどっぷり浸かってから、

これではいけないと思って筑波へ来ました。正直言

うと、医局というのは馴れ合い所帯で、温室のよう

に極めて居心地が良い。その制度や部屋を廃止する

ことには猛烈な反対もありましたが、新構想を支持

し推進するという誓いで実行されました。

　筑波では、医師・看護師をはじめとする医療関係

者、事務の皆さんと学生までが三位一体、一致団結

していこう。その思いで、歯を食いしばって良い面

を伸ばそうとして頑張ってきました」

　長い歴史を持つ講座制の廃止は、医師と看護師の

関係性をも大きく変えるものでした。鈴木君江元副

病院長は、看護の現場でその転換点に立ち合った一

人です。

　「医師は講座制の中で育った方

たちですので、患者の障害度・

必要とするケアの程度により段

階別に病棟を区分するPPC方式

への反発がある中でチーム医療

がスタートしました。また、医

学生の教育にも看護部長が関与し、医療と看護は、

それぞれの専門性を持つ横列の関係で協力体制をと

るとの考えでチーム医療実習を開始しましたが、こ

こでも看護師から教わることへの反発があった。そ

ういう時代でした。看護師がどういう役割を担って

いるのか、しっかり医学生や医師に伝えていこうと

看護部の皆で誓い合ったものです」

証言で綴る筑波大学附属病院5つの特長

挑戦し続ける医療の先駆者として
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終的には、大反対を押し切って１フロア全部を使って

病歴室を作りました」

　この病歴室において、開院当初から全診療科の入

院カルテと外来カルテ、Ｘ線フィルム、心電図、超音

波検査資料、脳波・内視鏡フィルム、各種検査成績

など、全資料の徹底した中央管理がスタートしました。

　その後、新設医科大学病院などを中心に、入院・

外来カルテの中央管理が導入され始めますが、10年

が過ぎた時点でも全資料の中央管理を実現できた大

学病院はありませんでした。いかに本院の試みが特

筆すべきものであったか、鈴木の言葉からも浮き彫り

になります。

　「20年後に、国立大学病院で初めて日本医療機能評

価機構の審査を受けた際、診療記録の統一管理に驚

かれ、“１患者１診療録による患者情報の一元化”が

評価基準に加わった程でした。

　それでも他の大学病院では、医師と看護師と他診

療に関わるすべてのスタッフが紙面を共有する診療

録への抵抗感は根強く、ある国立大学病院の医師か

ら、“統一した診療録を作るとしても、看護師は医師

より出だしを２センチ下げて書くこと。そうしないと

納得できない”と言われたことがあります。やはり、

筑波大学附属病院の理念に合意した医師と看護師等

が侃々諤々話し合えた本院だったからこそ、実現でき

たことだと思います」

　産みの苦しみを経て、開院とともに診療グループ

制が動き始めました。各科別の病棟編成をやめ、内科、

外科等が一体となった体制をとったのも、日本の大

学病院で初めての試みです。それに伴い、中央手術

室や中央材料室を置く形をとり、

すべてが中央化されました。こ

の取り組みがもたらしたメリッ

トを、大河内信弘副病院長は次

のように評価します。

　「大学病院があって診療科があ

るのではなく、診療科が集まって大学病院があるの

が従来のスタイル。ところが本院は、診療グループ

制なので附属病院が一つの組織になっています。そ

のため、何かを変えたり、新しく取り入れたりする

ことがスムーズに運びます。これは、講座制をとっ

ていてはできません。講座制では、大学病院の会議

で決めたことでも、主任教授が了解しなければ組織

は動かないからです。

　また、診療のうえで本院に垣根というものはあり

ません。患者さんに何かが起きたとき、教官もレジ

デントもそれこそ電話１本ですぐに来てもらえる。こ

うしたシステムは、特定機能病院として高度な医療

を提供するうえで必要不可欠です。

　そういう意味で、すでに35年前に附属病院を一つ

の組織と考え、その中に診療グループを置いたこと

は、非常に先見性がありました。また日本の医療制

度が大きく変わっていく中で、十分に生き残れる体

制を作ったと思います」

　この診療グループ制が成功し

た背景には、コンサルテーショ

ンの充実がありました。松村明

副病院長は、自らレジデントと

いう立場でそのメリットを享受

した経験を持ちます。

　「例えば、ある外科の患者さんの心臓に問題が見つ

かり、循環器内科の先生に相談するとします。その

とき、個人的なつながりに頼るのではなく、コンサ

ルテーションの担当者が責任を持ってきちんと返事

をしてくれる。そうしたシステムが非常に発達して

いました」

医療の垣根をなくした診療グループ制

画期的なシステムを実現、診療記録の統一管理
　講座制の廃止は、診療記録の統一管理という画期

的なシステムの実現にもつながりました。当時の一般

的な診療記録の扱いを、堀は次のように表現します。

　「診療記録は、各診療科で別々、大きさも違うし、

書式もばらばら。患者さんにはもちろん秘密だし、医

者同士や看護師にも同様。わけの分からぬドイツ語

や英語で、いわば秘密文書でした」

　本院は日本の大学病院で初めて、診療記録の統一

に挑みます。その制度づくりを、小宮初代病院長と共

に強力に推し進めたのが紀伊國でした。

　「従来、診療記録は各科ごとに保管されてきました。

これにはプラスの面もありますが、仮に１人の患者さ

んが複数の病気を持った場合、診療記録が別々では

総合的な医療ができません。

　しかし現実に１患者１診療録を取り入れようとす

ると、まず膨大な資料を管理するスペースがない。最

対外試合のすすめ、レジデントを定員制に
　医学専門学群の第一回卒業生は、当時どこの大学

にもないカリキュラムで学びながら、医師国家試験

の合格率では全国トップランクの成績を達成しまし

た。続いて、レジデント制による卒後研修が始まり

ます。ここで大きな問題となったのが、採用定員です。

当時の経緯に詳しい堀は、こう振り返ります。

　「他の大学では、約９割の学生は卒業した母校大学

病院で研修を受けていました。しかし従来の大学の

轍を踏まないためにも、筑波は100名のうち30名しか

附属病院に残さず、70名は対外試合に応募すること

にしました。これは、小宮初代病院長の信念があっ

たのです」

　紀伊國は、採用定員の内規作りに関わりました。

　「なぜ30名か。それ

は、日本の大学病院は

外国と比べて在院日数

が長く、１年に診るこ

とができる患者さんの数が非常に少ない。そうなる

と、自ずと教育できるキャパシティが限られるから

です。しかし猛反対にあい、やむを得ず30名プラス

αと含みを持たせて決着しました」

　一方、医学専門学群の第一回生としてレジデント

の定員問題に直面した松村は、次のように振り返り

ます。

　「他の大学は全員大学病院に残れるのに、なぜ我々

は外に出されるのだと、当時は見捨てられたような

気持ちにもなりました。しかし視点を変えれば、定

員を守るのは、一人ひとりの給料をきちんと出すと

いうことです。筑波には、いわゆる無給医局員は存

在しません。研修医を採用し、きちんとした給与体

系の中で少人数のトレーニングを行うのがレジデン

ト制。これは欧米の制度に倣ったシステムです」

　こうした曲折を経て、本院独自のレジデント制が

始動しました。
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　附属病院が開院した昭和51年、文部省訓令の改正

に伴い国立大学病院に看護部が設置されます。これ

は、看護の自立へ向けた重要な一歩でした。

　これにさきがけて昭和50年（1975）、赤岡初代看護

部長、高橋第２代看護部長らが中心となり、日本初の

試みと評される『筑波大学附属病院の看護体系試案』

を発表。本院では医師とともに看護師もまた、新た

な道を切り開く先陣に立っていました。鈴木は、そ

の試案に強く魅かれたと振り返ります。

　「これまでの大学病院は、教授を頂点とした縦社会

の中で、看護職は従属する形で業務をしていました。

大学病院には本来の看護が行われる状況がない。そ

う感じていたときに看護体系試案を見て、飛びつく

ように筑波へ来て開院準備に加わったのです」

　白川洋子看護部長の言葉からも、本院に吹き込ん

だ新しい風が伝わってきます。

　「附属病院は、看護の自立と

チーム医療を強く打ち出してい

て、私が看護学校で勉強したの

とは全然違う思想が入っていま

した。そうした新しさが魅力で、

この附属病院なら何かがつかめそうな気がして就職

を決めたのです。

　当時は何を決めるにも話し合いがもたれ、看護師

たちも医者と喧々囂々議論をしました。何ごとも非

常にオープンで、自分の考えをきちんと発言するよ

う指導されたのを覚えています」

　「学群の医学生のカリキュラムにチーム医療実習の

一環として看護実習を入れた」と堀は振り返ります。

　レジデント制が目指したのは、一定のカリキュラ

ムのもと、一定期間、定員制により、広い分野で研

修を行い、臨床能力に優れた医師を養成することで

す。この研修を受けた松村は、当時の実体験を踏ま

えてシステムの利点を次のように語ります。

　「レジデント研修は、まさに医学専門学群の卒前教

育と繋がっていました。筑波方式の統合カリキュラ

ムは、例えば神経系なら神経系の中に、解剖、生理、

生化、薬理などの他、臨床医学の全部が入っています。

そこで学んだ後に附属病院に来てみると、他の大学

病院のように第一外科、第二外科が置かれているの

ではなく、心臓外科、脳神経外科、消化器外科……

という形で、卒前教育と一貫性がありました。また、

他の大学病院では第一外科、第二外科の両方で胃や

腸の手術をしますが、本院では臓器別にそれぞれ専

門グループがいて、クリアカットな診療ができました。

　レジデント研修は、初期にあたるジュニア課程２

年、後期にあたるシニア課程２年、チーフ課程２年の

計６年間。最初の２年間はスーパーローテーションを

し、３年目から自分の専門に進むシステムです」

　後の平成16年（2004）、日本の初期臨床研修制度が

改革され、さらに平成22年（2010）に見直しが行われ

ました。こうした国内の動きに対し、松村は言葉を

続けます。

　「平成22年の見直しで、日本の初期研修制度が、す

でに35年も前に本院で実践されていた筑波方式に揺

り戻されたことになります。まさに筑波のレジデン

ト制が、日本の初期研修制度を作りあげたと言える

でしょう」

時代を先取りした筑波のレジデント制

予約制があぶり出す外来の位置づけ
　予約制は、単に受診手続きの問題でなく、附属病

院の外来をどう位置づけるかという議論を要するも

のでした。紀伊國は、予約制導入の背景を次のよう

に語ります。

　「基本的に現在の日本の医療制度では、大学病院は

紹介の外来を中心に診るべき、と考えられています。

一方、医師法では患者さんの診療を拒否することは

できません。本当に大学病院で診るべき患者さんを、

どのように診ていくか。これはキャパシティの問題、

さらに救急の問題もからむ大変な難題です。

　もちろん病院の管理体制としても、患者さんを長

時間待たせるのはよろしくない。当時、この地域は

人口が急激に増え始めたところでもあり、周りの開

業医とも相談して、開院時から

予約制を導入しました」

　筑波大学附属病院開院10周年

記念誌には、次の記録が残って

います。

　『（昭和51年10月）４日、診療

開始。予約制、外来診察室を番号で呼ぶ等なじまな

いシステムによるだけに病院長自らが受付に立つ第

１日であった。』

　待ち時間の短縮と計画的な診療のために取り入れ

た予約制ですが、地域の患者さんに浸透するまでに

は時間を要しました。

チーム医療の一員として附属病院に本来の看護を

PPC看護方式で看護師不足を克服
　看護体系試案は、看護活動・看護管理、教育・研

究活動を２本の柱としています。その中で、物的・人

的制約のもとでより良い看護活動をしていくための

方法として、PPC（Progressive Patient Care）シス

テムが示されました。これは、患者の症度（重症・中

症・軽症）に分けた看護体制です。導入時の苦労につ

いて、鈴木は証言します。

　「看護師たちが一番苦しみ、血を吐く思いをした原

因は、国家公務員総定員法に

より看護師の数が足りなかった

ことです。定員措置のない集中

治療棟の開設や基準看護特２類

の認定等のため資源（人・物・

金）の効率的な活用を図る必要に迫られて、PPC看護

方式を導入。例えば夜勤も、重症は５人、中症は３人、

軽症は１人というように傾斜配置としました。

　こうした背景はありましたが、PPC看護方式はア

メリカで1957年、人・物・設備を傾斜配置し、医療

効果を上げ、看護力を能率化し、設備などの医療経

済に寄与するとして概念化されたものです。これを

導入することにより、個々の患者の医療上・看護上

ニーズを査定し、患者に最も適した場で医学・看護

を提供することで、特定の科の看護だけなく、総合

力のある看護師を育てようという思想がありました」

　この新しい看護システムのもと、看護師はどのよ

うに成長していったのでしょう。白川は自らの新人
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　卒後６年間なり７年間で、診療科の専門的な知識

を十分に修得させるのはなかなか難しいものです。

ところが本院はレジデント制により、屋根瓦方式で

上の先生が下の先生に教えていく手法をとったため、

非常に効率よく密度の高い教育ができ、良い医者が

育っています。

　ただ一つ残念なのは、講座制を廃止して医局がな

くなった弊害で、何かを相談するにも場所がないこ

と。そこで今、小さなスペースでもいいので、教官

とレジデントの居場所を作ろうという話が進んでい

ます」

　１学年５クラスのクラス担任はもちろん、すべて

の教授は学生と生活を共にしているという環境も

あって、学生の名前と顔をよく覚えており、学群長

であった堀は当時約2,500人の名前と顔が一致し、時

に彼らから煙たがられたこともあると述懐します。

時代を振り返り、こう語ります。

　「PPC看護方式は、人を効率的に配分し、効率的

に病床管理をするために導入された先駆的なシステ

ムです。看護師不足という苦しい状況から生まれた、

大きな成果と言えるでしょう。とくに、１人夜勤は

濃やかな目配りを必要とされるので、看護師として、

また人間としても成長することができます。私自身、

まだ駆け出しで右も左も分からないときに病棟で急

変があり、とにかくその患者さんを把握しなければ

サマリーが書けず、重症病棟に申し送りができない

状況に直面しました。そういう大変な経験を積みな

がら、どの看護師も成長していったのだと思います」

看護部の采配で病床稼働率を高める
　PPC看護方式の導入に伴い、占床率（病床稼働率）

を高めるにはどうするかという問題が出てきました。

紀伊國は、ここでもまた斬新な手法が取られたと証

言します。

　「従来であれば、例えば耳鼻科病棟の空床は、耳

鼻科の医師に責任を問えました。しかし、本院は診

療科ごとの病棟配置ではないので、各科に責任を問

えません。またPPC看護方式により、ある日突然重

症病棟の患者さんが中症病棟へ移っていたとなると、

医師の回診も大変です。

　そこで、なるべくグループ分けをしつつ、患者さ

んをどの病棟に入れるかは看護部が判断することと

しました。しかし医師の反発が予想されたため、呼

吸器内科の長谷川鎮雄先生に全病床の一括管理をお

願いする形をとりました」

　こうした制度が整う中で、白川はチーム医療の一

員であることを実感し、看護師の役割を強く意識し

てきました。

　「チーム医療のもとでは、診療科の垣根がなく、横

のつながりができやすい。そこで中心となるのは看

護師です。患者さんの症状が何に起因するのか分

からないとき、看護師が手を挙げて先生たちを招集

し、そこで話し合いがもたれます。診断するのは医師、

看護師は症状を中心にして、その患者さんがどこで

療養をすれば一番いいかを決めます。その件に関し

て看護師の発言権は大きく、そうした役割が大切に

されて今も受け継がれています」

レジデントと教授の驚くべき距離の近さ
　５つの特長に基づく先駆的な試みは、やがて附属

病院にしっかりと定着し、さらに次の段階へ向けて

進化していきます。

　平成14年（2002）に筑波大学へ着任した大河内は、

他の大学病院を良く知る立場から、本院で目にする

ことは驚きの連続だったと言います。

　「筑波へ来てまず驚いたのは、

レジデントと教授の距離がもの

すごく近いことです。教授がレ

ジデントの名前を覚えている、

レジデントがごく自然に教授室を訪ねていく……、

そのどれもがカルチャーショックでした。

進化するレジデント制とチーム医療GP
　本院では、専任教員を含む卒後臨床研修部（現総合

臨床教育センター）を設置し、レジデント制をフルサ

ポートしてきました。研修後のフォロー体制も充実。

総合的な臨床能力と高度な専門性を併せ持つ医師を

育てるため、レジデント制が進化し続けていること

を松村が説明します。

　「当初のレジデント制にはフェローがなかったので、

アメリカと同じように、レジデント修了後さらに高

度な専門医療を研修できるクリニカルフェロー制度

を設けました。また、一番油の乗った病院講師とし

ての道が開かれ、学系の講師とレジデントとの間の

インターフェースとなっています」

　もう一つ新たな展開として、平成23年度（2011）

筑波大学はチーム医療GPに採択されました。これ

は、チーム医療の推進について特に優れた取り組み

を文部科学省が選定し、支援をするものです。松村は、

期待を込めて語ります。

　「チーム医療GPに採択され

たのは、全国52大学中８大学の

み。本院のチーム医療が評価さ

れたということでしょう。欧米

ではコメディカルが高度な職務

を担っていますが、我々は日本

で先駆けてコメディカル全体のレベルを上げていく

ため、今年から５か年計画で取り組んでいきます。

　総合臨床教育センターの中には、総合臨床看護教

育センターも一緒に入っています。それからPTOT

（理学療法士・作業療法士）や事務も含めて、戦略性

の高い医療人を育てていく方向です。さらに、全国

医学部長病院長会議で、各大学病院に総合臨床教育

センターを設置するよう明記されました。これは全

国の大学病院が本院を倣うことであり、我々は今後

もトップを走っていこうという思いを新たにしてい

ます」
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　経営への感度が高まってきた。そう実感している

と話すのは白川です。

　「お金の動きが一看護師にも見えるようになってき

たのは、非常に良いことだと思います。経営状態に

関して情報公開もされ、看護師たちの間でもそうし

た会話が増えています。看護部の会議で、経営企画

室から出席してきちんと説明してくださるので、一

体化して経営しているという感覚が強くなりました」

　筑波大学附属病院へ行けば、学ぶことができる。

それが医師不足を解消する切り札になると、松村は

考えています。

　「今は全国的に医師不足です。しかし、筑波のレジ

デントは全国で５番目にマッチ者数が多く、卒業生も

国立大学としては全国で２番目に多く残っています。

これをさらに増やし、全国から人を集める方法とし

て、レジデント修了と同時に博

士号を取得できるアカデミック

レジデント制度や、短期海外研

修制度を設けました。システム

としてキャリア支援をしていく

ことが、一番のテーマです」

　同じく、看護師不足という問

題でも、教育がカギを握ると白川は言います。

　「看護師不足の解消も、やはりポイントは教育です。

本院に来れば学べるし、キャリアアップもできると

いうのが最大の魅力となるでしょう。これは、赤岡

初代看護部長の時代から、脈々と受け継がれてきた

哲学でもあります。すでに多様な教育研修制度が整っ

ていますが、それに頼り切らず、今後さらに幅広い

専門家を輩出できるよう、さまざまな看護の研修や

講座を作り上げていくべきだと考えます。

　本院は本当に自由なところで、病院長も看護には

非常に理解を示してくださっていますし、医師と看

護師が目的を一つにして働く仕組みができています。

ですから、全国から筑波を目指してくる看護師が増

えるよう願っています」

教育とキャリア支援で人材を引き寄せる

法人化で求められる経営という視点
　長年にわたり、国立大学は文部科学省の管轄下に

ありました。しかし、平成11年（1999）に独立行政法

人化が打ち出され、平成16年（2004）に制度導入。本

院も同年４月、国立大学法人筑波大学附属病院として

新たに出発しました。法人化で現れた変化について、

大河内が具体例を挙げます。

　「法人化後は国のしばりが緩くなり、大学の責任で

堂々と新しい計画を打ち出せるようになってきまし

た。これまでは大学の組織内に営利組織を作れませ

んでしたが、今は違います。例えば、つくば臨床検

査教育・研究センターは、民間企業との産学連携で

立ち上げた施設で、外部から有料で検体検査を請け

負えるようになりました。また、画像診断センターも

運営資金は民間企業が出し、そこに本院から患者さ

んを送って一緒に医療行為をする形をとっています」

　続けて鈴木も、法人化の利点に目を向けます。

　「法人化で本院は激変しました。これまでは規制が

厳しく、強みを生かしにくい面もありましたが、国

家公務員総定員法の枠が外れ、筑波大学附属病院な

らではの高質なチーム医療を推進するために、多職

種の導入・配置や、必要なところに必要な数の看護

師を配置できるようになってきました。特定機能病

院としての機能・役割を果たせる体制整備が充実し

つつあります。加えて法人化後は、医師や看護師に

も経営の意識が浸透し、もっと附属病院の強みを創

出しようという方向に動き始めたと思います。また、

事務部門が非常に成長し、それが良い病院経営につ

ながっています」

PFI事業から始まる新たな挑戦のステージ
　経営的な側面で、法人化に加えもう一つ大きな

トピックとしてPFI（Private Finance Initiative）事

業があります。PFIとは、民間の資金や能力を活用

し、公共施設の建設や運営を行う手法です。本院の

再開発整備計画では、このPFI方式を採用。平成21

年（2009）から平成44年（2032）にかけて事業が実施

されます。大河内は、PFIを次のように位置づけます。

　「多分これから５年間が、本院にとって大きな試練

の時期ではないでしょうか。PFI事業では、医療行為

以外の部分をできる限り外部の企業に委託し、医師、

看護師および職員は医療業務に特化します。過去に、

高知医療センターと近江八幡病院で失敗した先例も

ありますが、それを敢えて国立大学で取り入れるか

らには、年間30億円から35億円の借金を返す覚悟が

必要で、なおかつ新しい取り組み方を考えなければ

なりません。

　この試みは、これからの日本の医療が大学病院に

何を期待するか考える、また医療制度がどうあるべ

きかをチェックをし直す良い機会となるでしょう」

　日本の病院に明るい将来像を見出せるかどうか、

本院のPFI事業の成否が注目を集めることになりそ

うです。

次の時代へ向けて先駆者に求められるもの
　これから先、本院に何が求められていくのか。草

創期から本院とともに歩んできた紀伊國、堀、鈴木

の３氏に提言してもらいました。

　「日本の医療は大変難しい時期にあります。今後

ますます老人が増えれば、退院後のシームレスケア

は本院だけで解決できる課題ではなく、周辺の開業

医、在宅医療に取り組む医師、あるいは老人保健施設、

特別養護老人ホーム、有料老人ホームなどを上手に

活用しなければなりません。

　本院は開院以来35年間、日本の病院医療に欠けて

いるものや、これから必要となるものを絶えず追い

かけてきました。その姿勢は、ぜひとも維持してい

ただきたいと思います（紀伊國）」

　「東日本大震災を契機に“絆”という言葉がよく
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使われるようになりました。それは言い換えるなら、

コミュニケーションということです。

　筑波大学では、一日の長たる者は師たるべし（「屋

根瓦方式」）、という教育をすべての分野、すべての

ステージでしてきました。これは医療者と患者さん

とのコミュニケーションについても言えることで、

医療者は患者さんに対して教育者であってほしい。

そうでなければ本当の医療はできません。薬や手術

だけで、患者さんの心は治らないのです。それから

医療者同士だけでなく、これからは国際的にもコミュ

ニケーション・スキルを身につけることが大切です。

そうした努力により、良い医療を実践し、40兆円に

なんなんとする国民医療費を節約し、ますます厳し

くなる経済的な制約のもと、貴重な物的資源を活か

し、人的資源を生かしていかれることを望んでいま

す（堀）」

　「PPC看護方式は、現在の日本における疾病予防、

急性期医療、慢性期医療、在宅医療という考え方と

一致しています。また多くの大学病院で、ハイケア

ユニットが設置されるようになりました。そして診

療報酬で、一般病棟７対１看護の取得に向け、傾斜

配置を導入する施設が日本中で激増しております。

本院で実践してきたことが、35年経った今、目に見

える形となって現れています。

　本院は、人材育成・活用により茨城県にとどまら

ず世界にはばたく医療モデルを作る場所です。“温故

知新”により、国内外で評価される実績をあげ、そ

の成果を広く発信し、今より何倍もたくましい病院

になってほしいと願っています（鈴木）」

　今回、貴重な証言と提言をいただいた６名から、

共通して繰り返し語られたことがあります。それは、

35年前に本院で導入した制度が、その後、日本の医

療体制や医学教育のモデルとなり、国の法や制度の

改革を促し多くの大学病院でも取り入れられてきた

という事実です。

　時代とともに医療が変遷する中、常に変革に挑ん

できた筑波大学附属病院。トップランナーとして新

たな変革に挑む気概が、伝統の一つとなっています。

先駆的な試みを柔軟に受け入れる土壌、それが本院

最大の特長であり、一番の強みです。

開院35周年記念座談会

地域医療への
視点と将来展望
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質の高い教育は 
臨床との接点がカギ

五十嵐　開院35周年を迎え、ちょ

うど新棟もできますので、この

機会に皆さんと将来展望を語り

合おうということでお集まりい

ただきました。

　私学の附属病院の多くは都市

部にありますが、国立大学の附

属病院は全国くまなく設置され

ています。これは、明治の頃に教

育や研究の機会均等を考え、人

口分布と関係なく分散して設置

したからです。したがって大学

が置かれた地域との関係は大変

重要な意味を持つわけです。ま

た、医療は大学病院だけででき

るものではなく、地域を視野に

入れて教育・研究・診療を展開

しなければなりません。そこで

まず、教育の現状や今後のあり

方について伺いたいと思います。

坂東　大学病院には、学生の教

育とレジデントの教育という２

つのタスクがあります。まず学

生の教育ありきではありますが、

やはり診療にあたっては研修医

の教育も大きなウエイトを占め

ます。その折り合いをどうつけ

るかが課題です。

濱田　医師としての教育は、今

お話に出た通りです。もう一つ、

例えば筑波大学に薬学部はあり

ませんが、臨床の現場では薬剤

師さんと一緒に働くことが多い。

ですから、学類として持ってい

ない医療職についても、附属病

院として、資格取得後の教育を

より積極的にすべきではないで

しょうか。

里見　私は筑波大学で学部教育

と臨床研修を受けましたが、先

生方が教育に注ぐ熱意と質が素

晴らしく、非常に良かったと

思っています。ですから、筑波

大学で研修を受けたことは胸を

張りたいですし、どんな人とで

も比べてくれと自信を持って言

いたい。それくらい質の高い研

修を受けられました。

五十嵐　それはぜひ後輩にもお

伝えください（笑）。

福島　筑波大学は学生時代から

の教育がしっかりしているので、

医者として１年目の時点で、他大

学の人より臨床の知識や手技で

少しリードしているように感じ

ました。また、茨城県内で唯一

の医学部なので、県全体の疾患

が診られる点でもメリットがあ

ります。

五十嵐　卯野木さんは、国内有

数の看護の拠点である聖路加国

際病院から本院へ赴任されまし

た。看護教育の現状をどう見て

いますか？

卯野木　医学部では教員が臨床

も同時に手がけますが、看護の

場合は完全に分かれていて、教

員が病院で働くことはあまりあ

りません。かなり教員側が臨

床にコミットしようとしないと、

また、臨床側も学校側にコミッ

トしようとしないと、お互いに

何をやっているかが良く分から

ない。そこが一番難しい問題です。

倉持　看護教育の課題は、教育

と臨床の場のつながりが希薄で

あることです。看護部では他大

学や専門学校の学生さんにも門

戸を広げ、現任者の教育につい

ても公開講座や新任看護師研修

で他施設の新人を受け入れ、幅

広いニーズに対応していますが、

教育と臨床との交流は充分では

ありません。

平野　技師の学校も、３年制か

ら大学の４年制に移り変わりつつ

あります。その中で実習期間は

約半年しかなく、短期間で現場

を学ばなければなりません。

この短期間のなかで、放射線技

師の役割や患者さんとのコミュ

ニケーションのとり方、また他

の職種の方々との関わり方など

を現場で感じて学んでもらいた

いと思っています。

　また近年は、社会人大学院制

度を活用してスキルアップを図

る人もだんだん増えてきていま

す。現在放射線技師の中でも、

開院35周年記念座談会

地域医療への視点と将来展望

附属病院長
五十嵐  徹也

講師
坂東  裕子

放射線部主任技師
平野  雄二

助教
福島  紘子

助教
里見  介史

病院教授
濱田  洋実

副看護部長
倉持  亨子

副看護部長
卯野木  健

経営企画課長
鈴木  将貴

［出席者］
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とを発表しなくてはと構えてい

ましたが、普段の取り組みを外

部に発信していくことも大事だ

と、看護部全体の認識が変化し

てきています。

五十嵐　坂東先生の立場からは

研究をどうとらえていますか？

坂東　基礎研究と臨床研究の両

方を大切にしています。大学病

院はより高度な医療の提供およ

び新規知見をもたらす医療の模

索が重要と考えますので、臨床

研究は、できるだけ多くの患者

さんを臨床試験に参加していた

だき積極的に取り組んでいます。

また基礎研究については、再

生医療、内分泌、基礎系などの

先生と共同で進めています。近

年、医師主導の臨床研究（臨床

試験や治験）に関しても高いレ

ベルでの質の担保が求められま

す。企業主導の治験に加え、ぜ

ひ医師主導の臨床研究に関して

も事務やCRCの協力など物質的、

人的さまざまな支援をお願いい

たします。

五 十 嵐　CRCの 件 は 前 々 か ら

考えており、治験管理室を部に

昇格させ、医師主導の臨床研究

を活発化させる計画です。もと

もとCREIL（次世代医療研究開

発・教育総合センター）はプロ

フェッショナルの育成が機能の

一つですから、育てたCRCをぜ

ひ本院で雇用したい。また、そ

れ以外のルートも使って支援を

強化します。ところで技師の平

野さんは、研究畑での活動はい

かがですか？

平野　ここ５年くらいで放射線

部の装置がかなり更新され、そ

れに伴い臨床研究も少しずつで

すが進めている状況です。若い

技師も積極的に研究発表を行っ

ています。また、治験に関して

は放射線部としては協力してい

きたいと思っています。装置は

非常に高額なので、有効利用と

いう面でも病院全体として治験

や共同研究を進めていきたいと

考えています。

五 十 嵐　 大学病院やラボラト

リーをはじめ、建設中のPETセ

ンター、それから陽子線医学利

用研究センターも持っています

し、他大学と比べ放射線科のメ

リットは大きいと思います。ぜ

ひ多くのドクターと一緒に研究

をしてください。

茨城県全体の医療を 
いかに牽引するか

五十嵐　それでは次に診療につ

いてです。茨城は日本一産科医

が少ない県である一方、「来た患

者さんは絶対に断るな」という

吉川教授の指示のもと、濱田先

生は汗を流してくださっていま

す。そうした現場の声をお聞か

せください。

濱田　地域医療における大学病

院をはじめとした各産科医療機

関の役割分担を明確にすること

で、何とかやっていけています。

ただ、その役割分担が難しいん

ですね。産科は現在、県を３つ

の地域に分けて、本院はつくば

市から県西方面の中核医療機関

として、地域の産科救急患者を

すべてコントロールすることで地

域医療を牽引しています。そん

な中で、若い先生方が燃え尽き

てしまわないよう、勤務の中で

オンとオフをはっきりさせ、オ

フの時は絶対にオフにする。そ

ういうことも十分考慮しながら

やりくりしているのが実情です。

五十嵐　そういえば、小児科も

松井陽先生の頃に全県をいくつ

かに分けてセンター機能を整備

より専門性を重視する傾向にあ

ります。

五十嵐　筑波大学は茨城県立医

療大学と協定を結び、茨城県を

働きやすく勉強もできる地域と

するため、看護師や技師など多

職種の方々が県内どこでも同じ

ような教育と研修を受けられる

環境作りに取り組んでいます。

ところで、大学病院の医療事務

は特殊性がありますが、教育研

修の仕組みは？

鈴木　そこが各大学病院に共通

の課題と言えます。現場からす

れば継続性が重要なのに、大学

の事務の一員として３年程度の

周期で異動してしまうという現

状があります。法人化以降は、

大学の事務とは別に病院枠で採

用してきている医事業務等に特

化した職員をスペシャリストと

して養成していくため、定期的

な勉強会や研修会への積極的参

加を推進しております。

　また、平成22年度より病院講

師及びレジデントを対象として

一定額の研修費を配分しており

ますが、さらに平成23年度から

は医師以外の全職種を対象とし

た人材育成支援助成制度を創設

し て、 各 人・ 各 職 種 の ス キ ル

アップに向けた授業料及び受講

料等の教育研修経費を支援する

ことも始めたところであります。

研究の環境を整え 
リサーチマインドを育成

五十嵐　次に研究についてです。

まず、レジデントで研究ができ

る環境をどのように感じていま

すか？

里見　私はアカデミックレジデ

ントとして、後期研修を受ける

のと同時に、大学院生として研

究を遂行してまいりました。時

間的な制約はありますが、医師

にとって研究はプロフェッショ

ナリズムの根幹の一つなので、

臨床のなかで生じた疑問に対し

て研究することができて非常に

良かったし、他のレジデントの

先生にもぜひ勧めたいです。

福島　私も同じくアカデミック

レジデントですが、小児科医は

100パーセント臨床をしながらの

研究は難しく、今は少し臨床を

抑えて研究をしている状況です。

筑波大学には研究を支えてくれ

る制度があります。

五十嵐　例えば、循環器内科で

は臨床のデータベースを作り、

忙しいレジデントが一から苦労

しなくても作業できる基盤を

作っているそうです。おそらく

各科で同じような環境を整えれ

ば、リサーチマインドをもった

ドクターが育ちやすいのではな

いでしょうか。ところで、看護

研究はいかがですか？

卯野木　私は集中治療室が専門

なので、まずそちらに力を入れ

ています。430病棟（ICU）は今

年すでに５件発表し、抄録はア

メリカの学会に１件と他に６件

出していますので、内容的にも

活発になっています。それから、

１年かけて看護科のデータベー

スのようなものをやっと作り上

げたところです。

倉持　看護は、臨床しながら研

究することができず長年の課題

でしたが、卯野木さんが着任し

て研究指導の体制が整いました。

今までは研究というと特別なこ

（五十嵐）

（卯野木）

（濱田）
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した経緯があります。輪番制も

活用しながら地域と連携してき

たと思いますが、いかがですか？

福島　茨城県全体の中で小児科

をどう配置するか、整備してい

るところです。これまでは１〜

２人の小児科医が頑張って地域

を支える構図でしたが、最近は

もっと集約化して３〜５人の小

児科医のところに患者さんを集

めるシステム作りをしています。

五十嵐　茨城は看護師が少なく、

例えば水戸の協同病院は全国か

ら若い医師が集まる立派な病院

になりましたが、一番のネック

は看護師不足です。こうした状

況について、何か考えはありま

すか？

卯野木　看護師の研修システム

はどこも共通した内容がありま

すので、一つのアイデアとして、

ある程度年代で区切ったコース

を作り、医師のようにローテー

ションして県内の病院を回る。

そういうシステムのもとで数年

間かけて専門性を磨く方法が考

えられます。

倉持　看護部では約２年前から、

中途採用者の教育に非常に力を

入れています。各人に合った教

育プログラムを提供できれば、

つくばで働きたい方が増え人材

不足に貢献できるのではないで

しょうか。

五十嵐　看護師さんを単に労働

力として吸収するのではなく、

教育研修の枠の中でキャリア

アップさせながら活躍してもら

う。その仕組み作りを看護部で

実現できたら嬉しいですね。

　一方、技師さんの場合は定着

率の問題があります。個人病院

にも技師さんがいないと困るの

に、小規模の病院には行きたが

らない。何か上手な循環の仕組

みができるといいのですが。

平野　中規模や大規模の病院は、

いろいろな分野での仕事ができ

るので、みんなそれを求めて就

職を希望している現状は確かに

あると思います。また技師は装

置の操作の違いなどから、あま

り交流が進まない面もあると思

いますが、学会等でお互い交流

を持つことはできると思います。

積極的に学会等に参加して、情

報交換などをしていくのも一つ

の方法かと思います。

五十嵐　さて、診療は教育や研

究と無関係ではなく、加えて大

学病院でなければできない診療

も意識しなければなりません。

坂東先生の場合「癌」が主要テー

マの一つですが、今後どのよう

に取り組むのが望ましいとお考

えですか？

坂東　まずは世界レベルのスタ

ンダードとなる医療を、教育や

医療ネットワークを通して地域

に浸透させていく役割が大学病

院に求められています。さらに、

乳腺の認定看護師などとともに、

チーム医療としてこの地域に適

した乳癌診療を築き、つねにレ

ベルアップさせることが大切で

す。チーム医療というと、アメ

リカではミッションやビジョン

を明確化することを第一にして

います。私たちも筑波大学の一

員であることを意識し、もっと

みんなで考えたい気がします。

五十嵐　お互いに何かを共有し

ているという意識ですよね。本

院でも「病院の理念」を見直し、

チーム医療や、患者さん自身が

適切な医療を選択できるニュア

ンスを新しい理念の中に加えた

いと思っています。

「健康日本一」を目指し 
市民や子どもたちに発信

五十嵐　今お話を伺ってきたよ

うな取り組みを、大学病院とし

て地域にどのように還元してい

けばいいでしょう？

濱田　地域に目を向ける一つの

方法として、市民公開講座があ

ります。産科はちょっと特殊で、

病院に来る原因を本人たちが望

んで作るという側面もあります。

ですから、きちんとした知識を

持って産科の患者さんになれる

よう、いわば診療の一環として

公開講座が役立つでしょう。た

だし、受講しに来てくれる人は

良く理解してくれますが、来な

い人が問題でして……。そこか

らどう広げていくかが難問です。

五十嵐　そうですね。というの

は、私は生活習慣病関係で公開

講座に参画することがあります

が、来てくれた方々に話しても

手遅れ感が強いんです。手遅れ

状態の大人が、自分の子どもを

教育するのは無理。つくばは教

育日本一といっていますが、我々

は「健康日本一」を目指していて、

それには子どもたちを対象に教

えるのが確実なようです。

坂東　私は「つくばピンクリボ

ン」という乳癌検診を広める

NPO活動をしていますが、小学

校や中学校で生徒さんや父母会

に乳癌の授業をさせていただい

たとき、お母さん方が非常に関

心を持ってくださいました。検

診や講演会に来てもらうのを待

つだけではなく、こちらから出

向いて、積極的に情報を伝える

くらいの意気込みが必要なのか

もしれません。

五十嵐　確かに臨床医としては、

病気を防げるものなら防ぎたい

という気持ちが強いですよね。 

濱田　病気を医学的に完璧に予

防する教育とまでいかなくても、

知識を持つだけで随分行動が変

わるので、なるべく分かりやす

く、いろいろな形で地域に発信

していきたいですね。

倉持　私は養護教師として、中

学・高校で４年ほど保健体育の授

業を持っていました。もし病院

の先生方に病気予防の授業をお

願いできれば、生徒たちの医療

に対する関心も高まるでしょう。

それから今、中学生の職場体験

を看護部で引き受けていまして、

医療を理解する良い機会となっ

ています。

五十嵐　ありがとうございまし

た。他にもいろいろな社会貢献

があるかと思います。本院では

茨城県全体の医療を考え、水戸、

ひたちなか、日立に教育・研究・

研修の拠点作りを進めており、こ

れも大きな社会貢献プロジェク

トの一つです。それから、再開

発事業による設備や施設の充実、

国際戦略総合特区、再生医療も

含めて、大学病院として日本の

医療の一端を担っていきます。

国際化に対応するため 
人的資源を掘り起こす

五十嵐　次に国際化に話を進め

ます。筑波大学はグローバル30

の主幹校の一つに選ばれ、実際

に留学生も多く、外国人教員も

増員し始めました。また、つく

ば市は外国人の患者さんも多く

います。国全体を見ると、日本

の高度医療を希望する海外から

の患者さんへの働きかけや、海（福島）

（倉持）

（平野）
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し た の で、 築 後36年 の 老 朽 化

した建物から今後数十年に渡っ

て急性期医療を展開できるけや

き棟の建築と併せて手術室の増

室、術後患者や救急患者の増に

対応するための重症ベッド（ICU、

MFICU、GCU、小児集中治療）

の増床等の整備を行って、需要

つまり社会からの要請に応じる

ことが可能となる供給体制を整

備したものです。

　その結果、けやき棟は返済利

息も含めた整備経費は約340億円

となりましたが、これまでと同

様に施設の有する機能を有効に

活用することにより、比例した

収益が発生し、その収益をベー

スに返済計画を立てています。

五十嵐　病院が上手にマネージ

されていなければ、我々の夢も

実現できません。現に法人化以

後、医師を100人以上、看護師を

200人以上、メディカル・スタッ

フも100以上増員していますし、

さらに医師を対象とした処遇改

善として、手術など各人の勤務

実績に基づいた手当を毎年度新

設して個人支給、診療貢献評価

制度を創設してコンサル件数な

ど診療科の実績に基づいた教育

研修費の診療科配分を行い、ま

た、看護師についても手術室や

小児・周産期重症病棟などにお

ける勤務困難度に応じた給与の

増額なども行ってきています。

　また、診療環境の充実に向け

ては、まず、けやき棟に国内初

となる天井走行型のMRIを整備

しますが、新しいバージョンの

ダ・ヴィンチも含め高額医療機

器を計画的に整備していくこと

としています。

　このように、皆さん方が一生

懸命働いた結果がこのような形

で診療や教育や研究に還元され

れば、将来の夢にもつながるだ

ろうと思っています。

鈴木　法人化以前は病床稼働率

の維持すら困難な時もありまし

たが、今は「稼働率を上げましょ

う」というと、診療単位、病棟

単位で速やかに手だてを考えて

いただけるようになり、また手

術室は日々受入増加に向けた改

善に取組んでいただいており、

そのために必要なデータを事務

が用意するというように、それ

ぞれがうまく機能しているので

はないかと思います。その結果、

収益が135億円から222億円に増

えました。病院の収益増という

のは、一方で医療提供機能の拡

大であり、地域住民の方々に還

元されているとも言えます。

五十嵐　法人化に伴い大学の独

自性、特異性が発揮しやすくな

ると言われていましたが、実際、

蓋を開けてみれば、病院に関し

て言えば法人化は非常にプラス

に働きました。とくに本院は全

国平均を上回る勢いで改善され

ており、それは皆さんの努力の

賜物です。

人材は一番の宝 
今、求められる支援とは

五十嵐　ここで、皆さんから問

題提起をしていただきましょう。

いかがですか？

坂東　やりがいのある仕事がで

きる、夢を持って働ける場所で

あることが一番大切であると思

います。しかしながら、待遇や

就労条件などさまざまな要因に

より大学病院で働きたいけれど

働けない先生もいます。そこを埋

める手だてはないでしょうか？

五十嵐　女性医師・看護師の復

職支援に向けた短時間雇用の正

職員化や社会保障提供の工夫な

外にクリニックや医療サービス

を開く動きが盛んになっていま

す。そこで皆さんから、国際化

の取り組みについて伺いたいの

ですが。

濱田　まだ国際化については今

後の検討課題で、今は外国人の

患者さんにいかに安心して医療

を受けてもらうかという段階で

す。とくに英語以外の言語は大

変で、ボランティア的に通訳を

してくださる方に頼っているの

が実情です。

平野　検査にも、日本語を話せ

ない方がたくさん来ます。放射

線という特殊なものを扱います

ので、検査の説明をしっかりし

て、検査に対する恐怖心を取り

除いてあげたいのですが、コ

ミュニケーションを取るのは難

しいですね。

坂東　医療レベルや臨床研究は

国際化に対応できていると感じ

ます。しかし実際の診察室では、

診断書や患者さんへの情報提供

の文書は日本語で作成されたも

のしかなく、その都度、苦労し

ているのも事実です。例えば病

院として、英語・中国語・韓国

語の診断書のフォーマットを

用意したり、診療情報提供書や、

患者さんへの説明文書のフォー

マットの翻訳などを支援してく

ださると助かります。

卯野木　実は語学の能力がある

のに、埋もれて活用されていな

い職員もたくさんいるはずです。

そういう人を、必要なときに呼

べるようなシステムを作っては

どうでしょう。

五十嵐　そうすると、まず登録

制度を作る必要がありますね。

里見　私が学生時代に経験した

ことですが、インフォームドコ

ンセントの時間に、タイ人留学

生の協力を得ました。留学生の

方々を活用するのも効果的では

ないでしょうか。

濱田　大学として医療の国際化

を考えていただければ、きっと

協力してくれる方がいると思い

ます。

五 十 嵐　筑波大学は広いので、

Skype（スカイプ）を活用して、

人材を登録し端末同士で連絡を

取り合えるよう、いまSPCの人

に頼んで事業化の提案をしよう

と考えています。

努力が自らに還元される 
法人化以後の病院運営

五十嵐　次に運営ですが、現在

既に進行している附属病院再開

発整備事業は国立大学病院では

初めてとなる民間の資金及びノ

ウハウを活用するPFIという手

法で行っているところです。事

業期間は平成21年２月から平成

44年３月までの約23年間に亘る

長期のプランで、けやき棟（新

棟）建設や既存棟改修には多額

の経費を借入投下しており、これ

らの返済金と従来借入金の返済

金を合算すると最大で年間30億

円を超える事業年度が数年間継

続します。それでも大丈夫だとい

うところを、鈴木さんから簡単に

ご説明いただきましょう（笑）。

鈴木　法人化直前の平成15年度

と平成23年度を比較すると約90

億円増収していますが、増収要

因としては、病床数増床や手術

室増室などのハード面の整備を

行ったわけではなく、医師・看

護師等の人的資源、先端医療機

器等の物的資源の整備を行って、

現有施設を最大限有効に活用し

たことによるものです。

　しかし、近年は、増加しつづ

ける手術件数や、入院患者の療

養環境など需要に応じきれない

事象が継続して発生していま

（坂東）

（鈴木）
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す。あの日、300人以上の職員

が即座に「必要があったら行き

ます」と手を挙げてくれて、本

当に感激したのを覚えています。

3.11のとき、皆さん方はどういう

状況でしたか？

坂東　私はちょうど超音波検査

中でした。震災後は、手術も抗

癌剤治療も外来も止まり、診療

科のルーチンワークがほとんど

なくなったので支援の手を挙げ

たわけです。当科では福島に対

する甲状腺の超音波検診の支援

を続けています。

里見　私は検鏡室で顕微鏡を見

ているとき地震に遭いました。

震災で手術が止まっても標本は

止まりませんでした。それは

THDC（つくばヒト組織診断セン

ター）で、被災した県内の病院

の標本も受け入れたためで、ひ

たすら顕微鏡を覗いていました。

逆にいつも通りの仕事をするこ

とでお役に立てたのかなと思い

ます。

五十嵐　産科はどうでした？

濱 田　 え ー と、 通 常 営 業 で し

た（笑）。もともとの産科のシ

ステムが、医師も病院も少な

い中で構築されたものですか

ら、ちょっと崩れるとガタガタ

になってしまいます。ですから、

いつも通り診療するのが最大の

テーマでしたし、その意味で通

常通りにできたことは大変良

かったと思います。加えて福島

からの患者さんを診ることもで

きました。

五十嵐　そうですね、震災で患

者さんや妊婦さんが減るわけで

はありませんから。そういう中

で、普段通りの仕事を両立させ

るのは難しかったと思います。

倉持　看護部は病棟毎にチーム

を組んで、医師の判断のもと患

者さんを誘導しました。最初は

病棟によって対応も違いました

が、方針が定まってからは混乱

なく動けたと感じています。勤

務交代、先生方の疲労、食事の

問題など広範囲に目を配りつつ、

炊き出しもやりました。

平 野　放射線部も停電により、

使用できる装置が限定されてし

まいました。オーダーリングシ

ステムも一時停止してしまった

ため、画像の転送ができず、現

場もバタバタしてしまいました。

　また、私自身も、県立医療大

学と土浦協同病院、筑波大学の

共同チームで、２週間ほど交代

で土浦保健所に行きました。いわ

きから避難して来る方も多く、１

日に100人から多いときで200人

程度サーベイを行いました。

福島　私は外来の診察中でした。

問題は病棟の患者さんへの対応

で、現場が混乱していてシステ

マチックに動けませんでした。

加えて職員に対する教育、とく

に非常勤で異動の多いレジデン

トへの教育が必要だと感じてい

ます。

五十嵐　卯野木さんがいた聖路

加国際病院では、大震災後に何

か対策の動きはありましたか？

卯野木　現在の動きはわかりま

せんが、以前から熱心にマニュ

どさまざまな制度で支援してい

ますが、まだフォローしきれて

いない部分も必ず手だてはあり

ます。やはり人材は一番大切な

宝ですから、解決できる問題で

あれば可能な限り手を打ちます。

鈴木　もし、大学で働けない理

由がコストであれば、今は初期

研修も後期研修も定員枠という

概念はなくなりましたので、毎

年度経営の範囲内で増員をして

きています。また、教員になる

までの間は「病院講師」という

制度があり、医学医療系の２級

講師・診療講師と待遇的にほぼ

イコールです。こちらについて

もレジデントと同様に毎年度増

員してきています。

福島　給料や勤務時間以外のと

ころで、どれだけプラスαの魅

力を増やせるかも大事です。最

近は国際支援や出張の補助金も

増え、アトラクティブになって

きています。

里見　給料は、別にポルシェや

ベンツに乗りたいわけでもない

のでいいと思うんです（笑）。そ

れよりも、先ほど院長先生が

おっしゃられた「人材は宝」とい

う言葉を学生や初期研修医に伝

えること、また優秀な医師を育

成する環境が筑波大学に備わっ

ていることを伝えることが一番

ではないでしょうか。

　それから、我々レジデントは

いわば日雇い労働者で、かなり

不安定な身分です。そこを改善

するだけでも随分印象が変わる

と思います。

五十嵐　研修中の待遇をどうす

るかは、国全体で解決しなけれ

ばならない問題ですね。看護師

さんはどうですか？

倉持　看護師は平成22年度から、

卒後研修１年間の制度化に向けて、

努力義務化ということでスタート

しました。年間15日間の集合研修

を受けられますが、不在となる間

の仕事を先輩看護師がカバーし

なければなりません。卒後研修

が制度化されると、現場の人員

不足が問題となるでしょう。

平野　放射線部は最近かなり増

員していただき、来年度も新棟

に向けて２人増員されます。今

後は若い力と先輩方の経験を活

かして、効率よく運用できる体

制作りが必要になってきていると

思います。

　あと課題としては、検査件数

は装置が新しくなっても、あま

り変わらないため、検査依頼の

需要に供給が追いつきません。

病気の人に検査を何カ月も待っ

てくださいとは言えませんから、

新棟に向けて、何が問題なのか

を洗い出して改善していきたい

と考えています。

五十嵐　ご存知かもしれません

が、本院の手術室は素晴らしい

取り組みをしています。手術件

数は伸びているのに、手術室の

使用時間はさほど伸びていない。

大変な工夫をして無駄な時間を

圧縮したわけです。

鈴木　全行程に渡って業務の効

率化に取り組み、手術人数は202

人（４％）増加している中で、在

室時間は13時間（0.5％）増に抑制

することで、電気使用量の削減

にも大きく寄与しています。

五十嵐　つまりマネジメントが

非常に上手にできている。そう

いう効果的な施設の利用法につ

いて、ぜひ多くの皆さんに知っ

てほしいですね。

3.11を振り返り 
教訓を形あるものに

五十嵐　最後に、東日本大震災

を振り返っておきたいと思いま

（里見）
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アルを作り、災害訓練も本番さ

ながらにやっていました。昔サ

リン事件があり、かつ救命救急

センターを持っていることが災

害対策を推進する動力になって

いたと思います。ですから、す

でにある程度の備えはあったと

思います。

五 十 嵐　 本院では安田貢先生

（大震災復興緊急対策副本部長）

が一生懸命工夫して、地域の医

師会や看護協会、行政とチーム

を作って取り組んでいます。こ

れを支援して形あるものにして

いきたいですね。事務も24時間

態勢で対応してくれました。振

り返ってどうですか？

鈴 木　 震災直後に災害対策本

部、被災地支援を目途とした大

震災復興緊急対策本部を立ち上

げ、病院が一枚岩となって取り

組めたと思います。院内的に

は、安田先生の指示により診療

機能を縮小し、その縮小分のマ

ンパワーで外部の支援に向かい

ました。それも、必ず女性医師

が行くとか、現場の状況を考え

て精神科医や小児科医が行くな

ど、非常にきめ細かく対応して

います。被災地に位置する国立

大学病院でありながら、被災地

を一番多く支援したのが筑波大

学附属病院でした。３月11日の

記録集は既に発注済であり、３

月中には納品される予定であり、

また災害対策マニュアルも現在

作成中です。

五十嵐　記憶が風化しないうち、

形に残しておきたいですね。あ

のとき身動きが取れない災害

拠点病院がたくさんある中で、

我々はいち早く動くことができ

ました。振り返ると、東日本大

震災は確かに大変だったけれど

も、あれほどみんなが一致団結

したことはなかったように思い

ます。

おわりに

五十嵐　開院35周年を迎えた今、

皆さん方は将来に渡ってさまざ

まな希望をかなえられる時代に

います。大事なのは次の世代に

夢を伝え、一緒に働く仲間を増

やしていくことです。ぜひ今後

とも、よろしくお願い致します。

　今日は、どうもありがとうご

ざいました。

3.11
震災対応の記録
平成23年３月11日、午後２時46分。
国内観測史上最大となるマグニチュード9.0（最大震度７、震源：三陸沖）の
巨大地震が発生。つくば市では震度６弱を観測しました。
本院は施設の一部を被災しながら、24時間体制で緊急対応を実施。
ここに、被災直後から大震災復興対策本部解散まで
約３週間の震災対応を記録します。

特集　東日本大震災
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3.12（土）

3.11（金）

3.14（月）

地震発生　災害対策本部設置

全科当直体制を解除

ライフラインなどが順次復旧

発災２日目

発災４日目

　本院では患者・職員に地震による負傷者はなく、建物の倒壊もあり

ませんでした。ライフラインの停止や病院施設の損傷など、地震直後

の被災状況は次の通りです。

　停電が発生したため、自家用発電機を稼働。ガス及び医療ガスとも

に被害なし。水道は部分断水のみ。井水浄化供給システム※1を有する

ため病院全館の断水は免れました。空調は一部停止し、給湯停止や給

湯漏れも発生しました。

　院内施設については、エレベーター、エアシューター、搬送機など

が停止。また、建物間の渡り廊下が破損し、通行に支障をきたしまし

た。さらに１・３・５手術室が損傷。陽子線施設では、回転ガントリー

（200t）装置に１mmのズレが生じました。

　被災患者の緊急受入れに欠かせない通信状況が改善されてきたた

め、全科当直体制を解除して通常の当直・全診療科オンコール体制に

戻しました。また、被災した１・３・５手術室は、メーカーによる安全

確認が済み夕方までに復旧しました。

　東京電力より電気供給が可能になったと連絡があり、早朝より順次

復旧していきました。また部分断水していた箇所も午後から夕方にか

けて順次復旧。空調、給湯も復旧し、エレベーターは２機を残しこの

日のうちに復旧しました。

　通行に支障があった建物間の各渡り廊下は、応急処置により順次通

行できるようになりました。

　診療体制については、医薬品の枯渇防止、支援のための人員確保、

さらに緊急対応を考慮して編成しました。外来診療を抑制し、予約の

ある再診の患者のみを受け付け、予定検査CT・MRIなどはキャンセ

ルして緊急対応のみ（核医学検査を除く）。入院診療については、予

定入院を延期、稼働病床数を減らして被災者受け入れのためのベッド

を確保、緊急性の低い手術をキャンセルするとともに、35診療科すべ

てで当直体制をとりました。

　厚生労働省医政局DMAT事務局からの派遣要請に基づき、いち早

く本院DMAT（災害派遣医療チーム）※2の安田貢救急・集中治療部副

部長、高橋伸二病院教授、小笹雄司副看護師長、泥谷朋子副看護師長

の４人を、３月11日から13日にかけて被害の大きかった北茨城市に派遣

しました。現地では後着DMAT15隊を統括し、被災者のトリアージ、

被災病院の患者転院マネージメントを実施。また被災した地域中核医

療機関に対して、県・県医師会の承諾のもと、のべ200人を超える緊

急医療団（医師、看護師、放射線技師など）の派遣調整を行いました。

　防災センターに24時間対応の「災害対策本部」を設置（対策本部長：

五十嵐徹也附属病院長、組織対応：本間覚臨床医療管理部副部長〔当

時〕）。診療科連絡体制により、各診療科１人の待機を指示。臨床医療

管理部と病院総務部も24時間体制で対応しました。

　頻発する余震への対応は、入院患者については病棟待機としました

が、小児病棟などでは安全を確認のうえ人力で避難誘導。併せて、患

者の在院数や所在を確認。一方、外来患者は帰宅（会計後日）しても

らうこととし、院外へ誘導しました。その間も院内放送で速やかに情

報を提供し、パニック防止に努めました。

　停電への対応としては、エレベーターが停止したため、入院患者の

夕食を職員150人による人海戦術で配膳しました。また、エアシューター

が使用できないため、薬剤部から病棟へ階段を使って医薬品を搬送。

暖房が停止したため、毛布の手配や保温対策を指示。メールが使えな

いため、手書きの指示や院内PHSを活用して情報を共有化しました。

病棟Bから中央診療棟間（2F）

各地から集まったDMATによるミーティング

病棟Bから外来診療棟間（2F）

DMAT（Disaster Medical Assistance Team）
DMATとは、専門的トレーニングを受け、災
害急性期に活動できる機動性を持った医療チー
ムです。１チームは医師、看護師、業務調整員
で構成。全国で703チーム、約4,300人の隊員が
登録されています（平成22年３月末現在）。

茨城県内の被害状況
死者24人、行方不明者１人、負傷者707人。
住宅損壊19万1,550棟、火災31棟、床上・床下
浸水2,426棟。

（消防庁災害対策本部第143報　平成24年１月11日
17時00分現在）
出典：『東日本大震災における公共土木施設の
災害復旧活動の記録（第１版）』（茨城県土木部　
平成24年３月公開）

井水浄化供給システム
井水と上水を混合・浄化して供給するシステム
で、たとえ上水供給が途絶しても井水を水源
として利用できます。このシステムが完成し、
ちょうど３月11日午前中に稼働を開始していた
ため、断水の難を逃れることができました。

※1）

2:46pm

3.11震災対応の記録特集　東日本大震災

地震直後、屋外に避難する患者やスタッフたち

※2）
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3.18（金）

3.15（火）

3.17（木）

3.16（水）

計画停電の対象外に

診療体制の復帰

大震災復興緊急対策本部を設置
医療救援物資が到着

　この日までに、院内のライフラインはほぼ復旧。臨時病院会議にお

いて災害対策本部の拡大編成について協議し、承認を得ました。

　また、この日から本院においても計画停電が実施されることとなっ

たため、それに備えた診療体制を急遽整えました。しかし早朝に東京

電力から連絡があり、被災地である茨城県は計画停電の対象から外れ

ることとなりました。

　東海地区を中心に６大学病院の応援を得られる見通しがついたこと

で、地域医機関が正常化に向かい、本院でも早期の治療を必要とする

患者に対応できる段階となりました。医療材料の確保も確実となり、

これまで制限していた入院診療、予定手術、外来診療を徐々に回復さ

せることを対策本部が決定。同週中に平時の80％程度まで病院機能の

回復を図ることとしました。

　予想を超えて長期化する見通しとなったため、災害対応の機能をよ

り強化すべく、発災当日に組織した災害対策本部を拡大編成し、「大

震災復興緊急対策本部」を特別第３会議室に設置（対策本部長：五十

嵐徹也附属病院長、対策副本部長：安田貢救急・集中治療部副部長）。

24時間対応を開始しました。

　職員の混乱を避けるため、すべての情報を対策本部で一元管理する

とともに、全職員への指示も対策本部を経由することとしました。ま

た、被災地への人的・物的支援、行政や医師会、院内各組織との調整

をはじめ、新入院・手術・侵襲的検査などの集中管理、節電、食料や

医療材料の節約と実態調査及び確保作業を開始しました。

　NPO法人日本ACLS協会※3の境田理事長、茨城県医師会の小松副会長

が来院し、五十嵐対策本部長、安田対策副本部長と、茨城県の災害医

療の状況などについて意見交換をしました。

　日本ACLS協会からは、被災地である茨城県に対して医療材料20万

個（穿刺針、点滴、注射器等）の無償提供の申し出がありました。こ

れにより、本院は各地の日本ACLS協会支部から送付される救援物資

のハブ拠点として医療材料を取りまとめ、茨城県医師会に対し一括輪

送することとしました。

　千葉県や東北の製油所が被災したため、関東や関西地域でもガソリ

ン不足が発生。つくば市近郊のガソリンスタンドでも休業や長蛇の列

ができるなど混乱が広がり、本院においても勤務困難となった教職員

が相当数いることが判明しました。そのため、隣接するガソリンスタ

ンドの協力を得て18日、19日、20日、23日の４回にわたり、250台を

超える車両等に優先給油をしていただきました。

　つくば市建築指導課危険度判定士による「被災地建築物応急危険度

判定」が実施されました。これは、被災した建築物が使用できるか否

かを応急的に判定するものです。危険度判定士２人、施設部職員、管

理課施設系職員により、外来診療棟や病棟（Ｂ棟・Ｅ棟）の建物内外

の壁や柱を打診棒などにより確認。調査の結果、本院は調査済「○」

と判定されました。

徳島大学からの支援物資到着

ACLS協会からの支援物資

NPO法人日本ACLS協会
アメリカ心臓協会と正式に提携した国際トレーニ
ング組織で、ACLSはAdvanced Cardiovascular 
Life Support（二次救命処置）の略。心肺蘇生
法等の普及、情報提供、相談・支援事業を行っ
ています。

大震災復興緊急対策本部の構成員数（発足時）
昼間10人（医師４人、看護師１人、事務５人）、
夜間４人（医師２人、事務２人）
以後、最大時には昼間看護師３人、事務11人が
配置されました。

発災５日目

発災７日目

発災６日目
発災８日目

対策本部で対応する事務職員執行部による対策会議

　また、近隣、県北・県央地域を中心とした茨城県や各医療機関から

の要請に応え、被災地に医師や看護師、放射線技師などを派遣する医

療支援を開始しました。

　さらに、徳島大学病院から支援物資が届きました。これは、同大学

病院から支援物資提供の申し出があり、本院としても物流の停滞によ

る食糧不足などが予測されたため、支援を依頼したものです。内容は、

飲料水約1,900本（約1,800リットル）、非常食（ごはん、おかゆ、レト

ルトカレー等）約3,700食分です。

　今回の災害にあたっては、この日以降も多方面から医療材料や非常

食など支援物資を提供していただきました。

※3）
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3.22（火）

3.26（土）

3.28（月）

3.19（土）

3.20（日）

北茨城市避難所などへ医療支援チームを派遣

緊急医療材料供給センターの開設

「緊急体制」から「復興体制」にシフト

大震災復興対策本部の体制縮小

通常診療体制に復帰

　本院は、震災の影響が深刻な県央・県北、さらには隣接県の支援を

重要な使命と位置づけ、茨城県とも協議のうえ連日医療支援を実施。

この日は、北茨城市避難所に医師６人、看護師２人を派遣したのをは

じめ、高萩協同病院、洞峰公園避難所、土浦保健所、福島県いわき市

磐城共立病院に医療支援チームを派遣しました。

　また、高度医療機関としての機能を回復するため、この日より土曜

日を含む３連休も使用可能な手術室で平時手術を開始しました。

　医療資源が枯渇し、機能が停止するおそれのある医療機関への物資

支援を目的として、対策本部内に24時間対応の「緊急医療材料供給セ

ンター」を開設。NPO法人日本ACLS協会をはじめ下記受入先から提

供された医療材料を、当供給センターをハブ拠点として茨城県医師会

に一括輸送し、そこから各市郡医師会へ配送する態勢をとりました。

払出先は県内の医療機関だけでなく、福島県や宮城県までおよんでい

ます。

緊急医療材料供給センターの支援内容
◎受入先
NPO法人日本ACLS協会、テルモ（株）、ニプロ（株）、NPO法人日本ACLS協会支部（船橋TS、長
崎TS、熊本TS、広島TS、奈良TS、京都TS、佐賀好生館TSなど）、六日市病院、日本口腔外科学会、
光市立光総合病院、日本光電（株）、中島メディカル（株）、岐阜大学医学部附属病院、徳島大学病院、
日本バイリーン（株）、ネスレ日本（株）ほか
※各医療機関の物資がほぼ充足してきたため支援申出をお断りした文部科学省等の機関は記載して
ありません。
◎払出先
茨城県医師会、日立市、北茨城市、高萩市、常陸太田市、東海村、福島県災害対策本部、いわき市
磐城共立病院、宮城県農林水産部食産業振興課、宮城県災害対策本部
◎支援物資内容
医療材料：サージカルマスク類66,620枚、ガーゼ類48,000枚、シリンジ類23,450本、輸液セット類
20,050セット、絆創膏・テープ類16,860個など
食糧・日用品類：生理用品5,448枚、水4,322本、レトルト食品3,862食、子供用おむつ2,432枚、大人
用おむつ1,344枚、米1,000kgなど

　五十嵐対策本部長の非常事態宣言解除を受けて、対策本部の機能を

「緊急体制」から「復興体制」にシフト。それに伴い「大震災復興対策

本部」と改称し、業務を医療支援、物資支援に縮小しました。院内外

の協力のもとに被災地の支援を続けながら、本来の診療体制に復帰し

ました。

　災害対策が物資支援中心となるため、大震災復興対策本部に職員が

常駐するのは昼間のみに変更。夜間は警備員が初期対応し、本部職員

はオンコール体制としました。

　ほぼ震災前の通常診療体制に復帰することができました。この日、

陽子線施設も全面復旧しました。

大震災復興対策本部の構成員数（22日現在）
昼間６人（医師２人、事務４人）
夜間３人（医師１人、事務２人）

患者の受け入れ状況
発災からの10日間で、136台の救急車（平時の
約４倍）、244人の救急外来受診、妊産婦などを
含む140人の新入院患者（うち47人は被災地）を
受け入れました。

医療支援チーム派遣先（３月中）
◎茨城県：茨城県医師会館、霞ヶ浦医療セン
ター、北茨城市立病院、北茨城市避難所、志村
大宮病院、水府病院、住吉クリニック、多賀総
合病院、高萩協同病院、土浦保健所、洞峰公園
避難所、秦病院、日立総合病院、ひたちなか総
合病院、水戸医療センター、水戸済生会病院、
水戸赤十字病院
◎福島県：磐城共立病院、太田西ノ内病院、白
河厚生総合病院、福島県庁医療救護班調整本部

発災９日目

発災10日目

発災12日目

発災16日目

発災18日目

派遣の準備をする原先生、
対応される本間先生、水谷先生

各地からの支援物資（米）

医師派遣前のミーティング

緊急医療材料供給センター設置時の様子
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3.31（木）

その後

大震災復興対策本部を解散

医療支援の継続とT-DREAMの設置

　急性期対応が一段落したことから、大震災復興対策本部を解散。解

散式では災害対策に尽力した全職員に対し、五十嵐対策本部長から謝

辞が贈られました。今後の対応は、メディカルマネージメント室を設

置して行うこととなりました。

　また、被災直後からの本院の活動記録を外来ロビーに展示しました。

　本院は、３月11日のDMAT隊派遣から始まり、３月末までに65チー

ムの医師・医療従事者・事務職員を県北の医療機関や避難所を中心に

派遣。この間、院内ボランティアを集い、のべ170人を越える派遣待

機医師を登録し対応してきました。

　震災から約１か月経過した４月以降も、被災者の心のケア支援、放

射線スクリーニング支援、放射線理解のための啓発活動支援、福島県

いわき市磐城共立病院への継続した支援などを行いました。翌年２月

29日までの医療支援は、総勢217人・82チームにのぼっています。

　平成23年７月13日、筑波大学東日本大震災復興支援プログラムによ

る「つくば災害復興緊急医療調整室（T-DREAM）」※4（室長：安田貢）

を本院内に設置しました。これは、慢性期災害医療など被災地の多様

な医療ニーズに的確かつ迅速に応えていくためのものです。

　主な事業内容は、①国、県、地方自治体や県医師会などからの災害

医療派遣依頼の窓口、②大学職員の医療派遣に関する調整及び安全管

理の支援、③災害医療教育と災害臨床医療向上に向けた情報収集・記

録・分析・研究の実施、④今後の新たな専門的災害・緊急医療教育体

制の基礎作りです。

　T-DREAMは、茨城県の医師会・看護協会・北部地区消防本部など

と連携し、今後も被災地への医療支援の強化を図っていきます。

T-DREAM（Tsukuba Disaster Reconstruction 
Emergency And Medical management）
これまでの震災支援活動を継続するとともに、
安田貢室長をはじめT-DREAM関係者による
学会発表、講演などを精力的に実施。災害臨床
医療向上に貢献しています。

発災21日目

‥‥‥

‥‥‥

筑波大学附属病院

A B C D

県内外の医療機関

大震災復興緊急対策本部
窓口の一本化により
情報の収集・整理と
効果的、効率的、
秩序ある災害活動

診療科・
各部署

・県医師会  ・茨城県庁
・つくば市  ・近隣地域
・県内各消防本部

打合せ
テーブル

ホワイトボード

事務作業用
テーブル医師打合せ用

テーブル

看護師打合せ用
テーブル

口
入

等
茶
お
・
食
軽

ホワ
イト
ボー
ド

情報ツールモニター

機
合
複

※

※
※

※

←

※外線直通

大震災復興緊急対策本部の体制

大震災復興緊急対策本部配置図
A棟3F特別第3会議室（約35坪）を3月31日まで専用で使用

T-DREAMの看板を囲んで、右から佐藤日立市消
防本部消防長、村田茨城県看護協会長、齋藤茨
城県医師会長、五十嵐附属病院長、安田つくば
災害復興緊急医療調整室長、川上副病院長、白
川看護部長

※4）
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【非常用調乳水】

厚生労働省は、放射性ヨウ素の食品衛生法に基づく暫定規制値が、100Bq/kgを超える

水道水について乳児用調整粉乳および直接飲用に供する乳児しないよう指導している。

厨房内で調乳用使用水は、毎日採取し、水道水放射性同位元素濃度測定を実施し安全性

を確認しているが、水道水使用不可の場合においては、備蓄のミネラルウオーターによ

り提供を行う。

平成23年度　備蓄食材（非常食）について

使用予定ミネラルウオーター

　　商品名／いろはす（日本コカコーラ）555ml　１回使用量／26ℓ（２箱）

　　備蓄数／５日分（10箱130ℓ）

調乳水については、乳児に適正な水の基準を以下のように確認している。

　調乳水に適正な水の基準（100mlあたり）

４．保管場所の設置

　　栄養管理室　地下倉庫（日別・朝昼夕食の区分毎にコンテナに分けて保管）

東日本震災後　以下の点について改正

１．備蓄日数の増加 

２日間の備蓄から５日間の備蓄へ変更

２．備蓄内容の構成改正 

供給インフラの稼働状況を考えて段階的な献立を構成 

また、備蓄の内容に消耗品として、ディスポ食器、ラップ、手袋を備蓄

３．調乳水の確保 

非常用調乳水　１日26ℓ×５日分　　非常調乳水について

MR棟（F棟）

中央診療棟（C棟）

病棟（E棟）

病棟（B棟）

特殊診療棟（D棟）

陽子線医学利用
研究センター

外来診療棟（A棟）外来診療棟
（A棟）

病院入口

検収室WC♂WC♀

非常食倉庫

品名   数量 単位 規格
使い捨て食器（どんぶり） 1,200 枚 155*H53　500cc
使い捨てスプーン 1,200 個 140mm
使い捨てフォーク 1,200 個 140mm
割り箸 1,000 膳
紙コップ 2,000 個 口径 73*H77
ディスポ手袋 60 箱 Mサイズ　100枚入り
ディスポ手袋 60 箱 Sサイズ　100枚入り
ラップ 20 本 45cm×100m

消耗品在庫一覧
職員用（650人× 3食分）

品名 　数量 単位 賞味期限 更新日 規格 メーカー名
カロリーメイトロングライフ 1,200 個 2014/9/2 2014/7月 ２本/１箱×60箱　３年 大塚製薬
缶入りパン 2,976 缶 2014/5/1 2014/3月 100g×24缶　３年 アキモト
ごはん（アルファ米） 40 箱 2015/12/1 2015/10月 5kg, 50食分　５年 尾西食品
白粥（アルファ米） 26 箱 2015/12/1 2015/10月 2kg, 50食分　５年 アルファ食品
わかめごはん（アルファ米） 30 箱 2015/12/1 2015/10月 5kg, 50食分　５年 尾西食品
ライトツナフレーク 1,824 缶 2014/4/1 2014/2月 80g×24缶　３年 ホニホ
とりそぼろ 600 缶 2012/2/20 2012/1月 70g×24缶　３年６ヶ月 ホリカ
サンマの蒲焼き 1,200 缶 2014/4/1 2014/2月 80g×30缶　３年 極洋
牛肉の大和煮 600 缶 2012/2/4 2012/1月 70g×24缶　３年 ホリカ
鶏肉うま煮 600 缶 2012/4/30 2012/1月 70g×24缶　３年 ホリカ
いわしの味噌煮 600 缶 100g×24缶　３年 チョーシタ
むらさきはな豆 480 缶 2014/4/13 2014/2月 70g×24缶　３年 ベターホーム
うの花煮 600 缶 2011/10/10 2011/8月 65g×24缶　３年 ベターホーム
切り干し大根 600 缶 2011/9/16 2011/8月 65g×24缶　３年 ベターホーム
フルーツミックス 1,440 缶 2014/6/6 2014/4月 130g×24缶　３年 サンヨー
オレンジジュース 1,800 缶 2012/5/2 2012/3月 190g×30缶　１年 サンガリア
味噌汁缶 1,200 缶 2012/3/16 2012/1月 190g×15缶×２　３年 ベターホーム
コーンスープ 1,800 缶 2014/5/13 2014/3月 190g×15缶×２　３年 ベターホーム
パンプキンスープ 1,800 缶 2014/5/14 2014/3月 190g×15缶×２　３年 ベターホーム
ミネラルウオーターVittel（飲用水） 1,800 本 2012/7/8 2012/1月 190g×15缶×２　３年 サントリー
天然水（飲用水） 1,800 本 2012/2/3 2012/1月 190g×15缶×２　３年 サントリー
いろはす（飲用水） 1,800 本 2012/7/25 2012/5月 190g×15缶×２　３年 コカコーラ
いろはす（調乳水） 1,800 本 2012/7/25 2012/5月 190g×15缶×２　３年 コカコーラ
ナチュラルミネラルウオーター
あんしん保存水（ごはん用） 1,800 本 2015/3/8 2015/1月 190g×15缶×２　３年 五州薬品

平成23年度非常食在庫一覧 H23.8.9現在
患者用（600人× 5日分）

品名 　数量 単位 賞味期限 更新日 規格 メーカー名
缶入りパン 672 缶 2014/5/1 2014/3月 100g×24缶　３年 アキモト
天然水（飲用水） 528 本 2012/2/3 2012/1月 500ml×24本 サントリー
ミネラルウオーター
クリスタルガイザー 48 本 2012/10/13 2012/5月 500ml×24本 大塚食品

カロリーメイトロングライフ 660 個 2014/9/2 2014/7月 ２本/１箱×60箱　３年 大塚製薬
五目ごはん（アルファ米） 11 箱 2016/5/1 2016/3月 100g×50袋（箱） 尾西食品
ナチュラルミネラルウオーター
あんしん保存水（ごはん用） 96 本 2015/3/8 2015/1月 1.5ℓ×８本 五州薬品

職員用（650人× 3食分）

非常食倉庫の間取り図とコンテナ

消
耗
品
関
係 朝昼夕

入口

5日目

4日目

3日目

2日目

1日目

非
常
食
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被災地医療支援における診療グループ別内訳

医療支援等の実績（全体図）
医療支援等の実績（全体図）	


1	


患者の受入	


医療支援	

物資支援	


2	


診療グループ
( )内は全体
に対する割合

総合

循内

腎内

呼内

消内

代内

血内

膠内

神内

整形

脳外

救急

腺外

消外

耳鼻

循外

放腫

小内

精神

54.8%
31.0%

7.1%

5.6%
1.6%

n=126人

内科系

外科系

放射線

小児

精神

東日本大震災発生後における救急車等搬送受入患者数の推移

3	
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東日本大震災に伴う国立大学病院別被災地への医師等延派遣数一覧（DMATを除く）＜参考＞
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東⽇日本⼤大震災に伴う、国⽴立立⼤大学病院別被災地への医師等延派遣数⼀一覧（DMATを除く）

その他

看護師

医師

チーム数

派

遣

数

チ
�
ム
数

派遣者数降順ソート

延べチーム数

730チーム
延べ派遣者数

2,539人

注）東北大学については集計不能にて未集計

参考	
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(5.6%)
(1.6%)

（平成23年6月10日0:00時点）



　

ヒューマンドキュメント

医療を支える人たち



副病院長

神経内科・教授

玉岡　晃  TAMAOKA Akira

ヒューマンドキュメント

医療を支える人たち
Supporting medical treatment

教員

茨城県地域臨床教育センター・部長

島居　徹  SHIMAZUI Toru

教員

水戸地域医療教育センター・部長

渡邉  重行  WATANABE Shigeyuki

教員

ひたちなか社会連携教育研究センター・部長

寺島  秀夫  TERASHIMA Hideo

教員

小児科・病院教授

宮園  弥生  MIYAZONO Yayoi

教員

腎臓内科・講師

臼井  丈一  USUI Joichi

医員

心臓血管外科

逆井  佳永  SAKASAI Yoshie

医員

脳神経外科

増田  洋亮  MASUDA Yousuke

薬剤師

薬剤部

前島  多絵  MAESHIMA Tae

看護師

E400病棟・看護師長

阿部  安子  ABE Yasuko

医療の安全や改善の任務を得て
　本院に赴任して20年。副病院長
やISO・医療業務支援部部長等の
任に就いてからも教育・臨床・研究か
ら遠ざかることなく、一連の取り組み
を継続し発展させてくることができま
した。役職を通して医療の質と安全
について、また改善（PDCAサイクル）の考え方を学び、自
らの診療グループに反映させるなど、むしろ与えられた役
割によって私自身を育てていただいたと思っています。

イチロー型総合診療医を養成
　極めて広い守備範囲を網羅でき
るイチロー型の総合診療医を育てる
には、診療科の壁を取り払い、全科
が一丸となってレジデントを教育して
いかなければなりません。また、1か月
かかる内容を30分で教えられるよう
な優秀な教育者も必要です。そうした環境と人材が揃っ
た当教育センターには全国各地から多数のレジデントが
集まり、日本初の先進的事例として注目をあびています。

生涯を通して腎疾患を診る
　早期腎障害から透析、腎臓移植
まで含め、患者さんの生涯を通して
腎疾患を診ていきます。日本は優れ
た健診システムで腎疾患を発見でき
る一方、専門医の数が少ないため、
地域の先生方との病診連携を進
め、一人でも多くの患者さんの診療に対応してきました。
大学病院としては、腎生検、急性期の血液透析、アフェ
レース療法なども率先して行っています。また私自身は、幹
細胞と腎再生をテーマに研究を続けています。

臨床と研究の両輪を大切に
　脳神経外科医は、患者さんおよび
ご家族の満足を含めた視点で治療
を進めることが大切だと学びました。
疾患によってやむを得ず麻痺が残っ
てしまっても感謝してくださる姿には、
何ものにも代え難い感動を覚えま
す。現在はクリニカルフェローとして、大学院で術中支援
画像等の研究をしています。新棟では、手術室に日本第
一号となる術中MRIが入るので、手術治療の効果が一層
期待され、非常に楽しみです。

県北・県央の地域医療再生へ
　当教育センターは、茨城県立中央
病院を拠点に高度医療の導入や臨
床研修の充実に取り組み、その成果
を県央・県北の地域医療再生に反
映させることを目標としています。臨
床、教育、研究のミッションを果たす
ことで、新しい人材が循環、定着するシステムを構築する
というハードルの高いプロジェクトですが、大学附属病院と
県の連携で風通しの良いシステム作りを目指します。

経験を積み手術の腕を磨く
　筑波大学を卒業し、続いてレジデ
ントの研修も本院で受けています。
入院患者さんの診療や簡単な手術
は任せてもらえるなど、多くの経験を
積めるのが本院の強みです。循環
器の疾病については低侵襲の治療
が増えるなか、外科に来るのは難しい症例となっています。
新棟は手術室がさらに充実しますので、手術件数を増や
すとともに治療の幅を広げていけると期待しています。

持続的に再生する地域医療を
　次世代の地域医療を担う医師を、
その地域が自前で再生し続ける教
育システムをつくる。それが我々の目
標です。すでに当教育研究センター
の開設から1年で、研修医の人数が
１.5倍に増えました。それに伴い、常
勤医の先生方が積極的に教育に参画するという大きな変
化も生じています。加えて、我々には研究という使命もあり
ます。地域医療のなかでの医学研究にも力を注いでいき
ます。

新生児に未来を託して
　本院は総合周産期母子医療セン
ターに指定されており、その中の新
生児集中治療室（NICU）で、生まれ
たばかりの赤ちゃんの診療を行って
います。新生児は適切な治療をすれ
ば一生分の未来につながり、小さな
体に秘められた生きる力の強さには、驚かされることもしば
しばです。新生児・小児医療の魅力を伝え、診療・研究に
加えて大学病院の使命である人材の育成に努めていき
たいと思っています。

身近で専門性の高い薬剤師に
　処方箋に基づく調剤だけでなく、
高い専門性が要求される職場であ
ることが本院の魅力です。自主的な
調査研究で、学会発表などの機会
を得ることもできます。現在の主な業
務は、入院中の患者さんが服用する
薬の確認、服薬指導、投与される抗癌剤のミキシングな
ど。新棟には各病棟にファーマシーステーションが設置さ
れますので、今まで以上に患者さんの身近で職能を活か
したいと思います。

信頼を基盤に高度な看護を
　開かれた大学に魅かれて昭和53
年に入職。本院での34年のうち半分
は急性期の看護に携わってきまし
た。近年は、専門看護師や認定看
護師など求められる役割が高度化
かつ細分化していますが、忘れてな
らないのは患者さんに信頼される基盤があってこその知
識や技術だということです。私自身、本院の卒後教育で育
てていただいた一人。今度は後輩たちを育てるのが私の
使命です。
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看護師

1130病棟・看護師長

池見  亜也子  IKEMI Ayako

臨床検査技師

検査部・副臨床検査技師長

飯塚  儀明  IIZUKA Yoshiaki

放射線技師

放射線部・副診療放射線技師長

根本  広文  NEMOTO Hirobumi

作業療法士

リハビリテーション部

戸倉  織絵  TOKURA Orie

臨床心理士

総合がん診療センター

新井 励 ARAI Tsutomu/日高 響子 HIDAKA Kyoko

臨床工学技士

医療機器管理センター

吉田　聡  YOSHIDA Satoshi

管理栄養士

栄養管理室・室長

岩部  博子  IWABE Hiroko

医療ソーシャルワーカー

医療福祉支援センター・チーフ

岩田  直子  IWATA Naoko

事務

医事課・専門員

青木  祐子  AOKI Yuko

病院ボランティア

岩堀  隆子  IWAHORI Takako

がん患者さんから学ぶ看護観
　がん患者さんの全人的なケアを目
指し、関わる中で、がんと向き合い最
期を迎える瞬間まで人として成長し
続ける姿から、私たちは多くを学ば
せていただいています。そうした患
者さんと向き合い、尊重しながらケア
を提供できる看護師を育てるには、エキスパートの技をモ
デリングすることが重要です。若いスタッフの人生観や看
護観を成長させることが、真の意味での教育だと考えて
います。

高精度な画像を診断に役立てる
　昭和59年、当時東洋一の設備を
誇っていた放射線部に入職し、X線
撮影やCT、MRI、血管造影など一
通り手がけてきました。現在は核医
学部門で、放射性医薬品を用いて
主に血流や代謝の検査をしていま
す。この30年でコンピュータが進化し、画像はデジタル化さ
れ、画質の精度も著しく向上しました。今後は画像診断や
放射線治療に加え、研究や教育にも一層力を注いでいき
ます。

命に直結する医療機器を管理
　臨床工学技士の業務は、高度な
医療機器（生命維持管理装置）の
操作や保守点検で、平成19年の改
正医療法により院内での安全管理
体制が一層強化されました。私自身
は29年間にわたって透析治療に携
わり、とくに小児透析の場合は自作イラストを用いるなどご
家族への説明に努めてきました。私たちは、いわば医療と
機械の通訳。患者さんと気持ちの通い合う交流がなにより
大切です。

暮らしと気持ちを支援する窓口
　病気や障害により、患者さんは経
済的・社会的な諸問題に直面します。
そこで一人ひとりの生活状況を伺い、
時には現実と折り合いをつけていく
ことを支え、解決にむけた生活支援
をすることが私たちの役割です。相
談内容は、医療費や生活費、在宅環境調整、転院先選定、
就労支援など広範囲に及びます。患者さんから多様な生
き方を学び、社会復帰のプロセスを共有できるのが一番う
れしいことです。

先進的な検査体制で地域に貢献
　診断や治療に役立てるための検
査をする臨床検査技師は、縁の下
の力持ち的な存在。検査にあたって
は、正確・精密・迅速の三本柱を常に
念頭に置いています。平成23年のつ
くば臨床検査教育・研究センターの
稼働に伴い、最先端の装置、臨床検査技師の卒後教育
体制、他施設からの検体受け入れ体制などが整いまし
た。ここから、大学病院の技術や知識を地域に還元して
いきます。

美味しい食事を治癒の力に
　平成2年に入職し、その夏から参
加した小児糖尿病キャンプでの様々
な出会いが栄養士としての出発点と
なりました。現在は、給食管理と栄養
管理を統括しています。この20年で
「治療食」への意識が高まり、個別の
状況に即した対応が求められています。美味しく食べるこ
とが治る力につながります。
それを届けるのが私たちの仕事です。

気持ちも上向くリハビリを
　小児からお年寄り、急性期から慢
性期の患者さんまで幅広く作業療
法を行い、筋電バイオフィードバック
療法など珍しい症例も経験してきま
した。現在は神経内科・脳外科の患
者さんを中心にみています。順調に
退院や転院の日を迎えたときはもちろんですが、リハビリ室
に来て体を動かすことで患者さんのふさいでいた気持ち
が少しでも晴れれば、その小さな積み重ねにも手応えを感
じられます。

患者さんとご家族に心のケア
　医師や看護師とは違う立場を活
かして、生活全般の戸惑いや不安
に焦点を当ててお話を伺い、心理的
な支援を行うのが臨床心理士の役
割。患者さんに加えご家族への対応
も大切にしています。（新井）
　主に小児科の患者さんとご家族に対し、入院環境に適
応して長い闘病生活を乗り切れるよう、精神的なケアや心
理療法を行っています。退院後、順調に学校へ戻れたとき
は喜びを感じます。（日高）

事務部門から病院を支える
　昭和54年から30年以上にわたり
医事課ひとすじ、外来、入院、医事
係など全ての係を経験しました。
私にとって本院は人生の一部と言え
ます。その中で感じているのは、病院
は医師や看護師をはじめ多様な部
門の職員がいて成り立っており、事務も含めどの職種もな
くてはならない存在だということです。新棟でも、医事課と
して患者さんを迎えるのが大きな楽しみです。

外の風を持ち込んで20年
　平成4年にボランティアの会が発
足し、20年が経ちました。現在は約
40人が、読み聞かせ、受付、成人病
棟、小児病棟など一人ひとりが自ら
考えて活動しています。自主性を尊
重してくれるという点で、この病院は
日本一かもしれません。私は主に話し相手をして、病棟に
外の風を持ち込み、患者さんが心の整理をできるよう寄り
添っています。新棟の完成後も、ご期待に添えるよう努力
して参ります。

ヒューマンドキュメント

医療を支える人たち
Supporting medical treatment
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35年の歴史

　筑波大学循環器内科は昭和51年（1976）に
附属病院の開院に伴い創立されました。当科
が診療を開始して35年、時を経た重みを感じ
ずにはいられません。初代の伊藤巖教授（昭
和52年（1977）〜平成２年（1990））から始まり、
杉下靖郎教授（平成２年（1990）〜平成10年

（1998））・山口巖教授（平成11年（1999）〜平
成19年（2007））を経て現在は青沼和隆（平成
18年（2006）〜）が医局を主宰しています。
　病院創設初年度は杉下靖郎先生・小関迪先
生・新冨芳明先生・加来功臣先生の４人で循
環器内科としての診療を開始し、設立２年目
に伊藤巖先生が教授として就任され、山口巖
先生・松田光生先生が加わって７人体制とな
り、筑波大学循環器内科の原点が築かれまし
た。開院当初は、他の部門と同じく ｢野戦病
院のような｣ と表現される状態で、苦労はあ
りましたが医局を創っていく意気込みがレジ
デント・スタッフに漲っていました。
　伊藤巖教授は温厚柔和かつ実直な先生で、
正に臨床家の鏡のような先生でした。大動
脈炎症候群の臨床像を明らかにされるととも
に、循環器内科の基盤を確立され、附属病院
長・筑波大学副学長も兼任されました。教授
回診は火曜日に行われ、心臓カテーテル検査
予定の患者さんについての検討と新入院患者

さんの紹介がありました。同日夕方には症例
検討会が行われ、金曜日に検査を行うという
週間予定は、現在でも継続しています。検査
としては、心電図・心音図・心臓超音波・運
動負荷試験（Master2階段・エルゴメータ・
トレッドミル）、その他の負荷試験（薬物・過
呼吸・寒冷昇圧等）・電気生理学検査・核医
学検査（心プールシンチ・心筋シンチ）・DSA

（digital subtraction angiography）・ 心 臓 カ
テーテル法・心血管造影法・心筋生検等が行
われ、循環器疾患診療の標準的検査法を確立
していこうとする時代でした。
　二代目の杉下靖郎教授は、学問的に大変厳
しい先生でしたが、勤務時間中の厳格さとは
異なり、医局の集まりでお酒を飲まれたと
きに見せる笑顔が対照的でした。「情熱・ひ

らめき・進歩」をモットーとされ、日々の診
療・教育・研究にあたられていました。回診
の緊張感に押しつぶされないために前日のプ
レゼンテーション準備に苦労したことが思い
出されます。杉下先生こそ医学者という名に
ふさわしく、心機能解析を研究の出発点とし
て、心負荷が生じた際の正常と病的心の心機
能の反応性・形態の変化・調節因子の役割解
明という内容に興味を持たれ、その観点から
心不全・心筋症・弁膜症・心筋虚血・高血圧
といった循環器疾患を、当時発達段階にあっ
た運動負荷・超音波診断・放射光などのモダ
リティーを応用し考察する、というスタイル
をとられていました。また、この時代に本院
でも経皮的冠動脈形成術が開始され、現在の
インターベンション隆盛時代の幕開けとなり
ました。そして基礎研究では、エンドセリン
を始めとする循環調節因子の病態生理学的役
割を明らかにされ、現在はエンドセリン拮抗
薬として臨床応用されるまでに至りました。
様々な学会を主催されましたが、平成11年

（1999）には第63回日本循環器学会総会・学
術集会の会頭を務められ、医局員総出で準備
にあたりました。
　三代目の山口巖教授は、縁ある人とのつな
がりを大事にされ、医局員の希望を可及的に
実現させ、各人の優れた特質を見抜き適材適
所に配置された先生です。この時代に蒔いた
種が現在花開いているといっても過言ではあ
りません。不整脈診療を専門とされ、不整脈
治療の必須薬であるアミオダロンの本邦への
導入に中心的役割を担い、WPW症候群に対
し本邦で初めての高周波カテーテルアブレー
ションを施行し、心臓の電気活動ベクトルを
可視化する心磁図を臨床に使用できるまで完
成させました。平成13年（2001）には第16回
日本心臓ペーシング・電気生理学会学術大会

（現不整脈学会学術大会）の会頭を務められ、
私たちも準備にあたりました。また、循環器
内科医局員総出で原稿を書き、心電図のテキ
ストを２冊上梓したのもこの時代で、そのう

ち１冊は心電図を学習する標準的テキストと
して版を重ねています。附属病院長・筑波大
学副学長を兼任され、新棟建設の話をまとめ
上げました。

循環器内科の現状と今後について

　平成18年（2006）からは青沼和隆が教室を
主宰しています。不整脈治療を専門としてい
ますが、カテーテルアブレーション施行数は
年々増加し、平成23年度（2011）には450件
を超えました。現在では日本全国からカテー
テルアブレーション治療を希望する患者さん
が訪れ、この分野では日本でトップクラスの
技術を誇っています。また、心室再同期療
法（CRT）という心臓ペーシングを取り入れ
た新しい心不全治療の導入と装置の開発を行
い、冠動脈疾患治療における経皮的冠動脈形
成術はあたりまえの治療法となりました。こ
のように、現在では従来の薬物療法に加え、
非薬物療法の積極的な展開を特徴とし、医局
員は「闘う内科医」を目指して日々研鑽を積
んでいます。
　以上、歴代の教授を中心に循環器内科の流
れを記しましたが、時代とともに特色が変化
してきたことが分かります。しかしながらこ
の流れの底辺に横たわるのは「患者さんに尽
くして自らも成長する」という姿勢であり、
これは創立以来変わっていません。診療を通
して得られた経験・知見が診療の工夫につな
がり、解決すべき研究課題となり、次代の
医師と医学生に対する教育内容となります。
日々の問題点を解決しつつ高い診療能力を維
持し、時の要請に柔軟に対応して自身も成長
していくことが循環器内科医局員の基本姿勢
で、これは次世代になっても変わりません。

文責：酒井　俊・青沼和隆

循環器内科
患者さんに尽くして自らも成長します

循
環
器
内
科

昭和52年（1977）10月

後列左より　小関迪先生、松田光生先生、加来功臣先生、山口巖先生
前列左より　新冨芳明先生、伊藤巖先生、杉下靖郎先生

桜の木の下で（平成24年（2012）4 月）

日本循環器学会関東甲信越地方会（会長　山口巖先生）
（平成12年（2000））

循環器内科スタッフとレジデント（平成 8 年（1996）1 月）
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グループ発展の基盤

　初代の堀原一教授の大方針は、「患者さん

にはやさしく、しかしながらいつも科学的に

判断することを忘れない冷静な心を持ち、後

輩や学生には献身的に自分の知るものを伝授

する。ただ、臨床・研究・教育すべてにおい

て、いろいろと判断に窮することはあると思

うが、迷った時は前に進む。」というもので

した。「海外に出ての研究や臨床にも積極的

に取り組むように」との命もあり、多くの派

遣先で数多くのメンバーが海外での経験を持

つことができました。主な派遣先は、ハー

バード大学、マサチューセッツ総合病院、ペ

ンシルバニア大学、ケンタッキー大学、マ

ギール大学、トロント大学、トロント小児病

院、ブリティッシュコロンビア大学、ボル

ドー第２大学、クレルモンフェラン大学、ヘ

ルシンキ大学、ベトナムチョーライ病院など

です。臨床経験を積むために国内でもいわゆ

る他流試合を若手に経験させるために、虎の

門病院、三井記念病院、国立小児病院、都立

墨東病院、聖隷浜松病院、八王子小児病院、

横浜労災病院、広島市民病院などにも積極的

に人を送り込み臨床トレーニングを奨励しま

した。筑波大学附属病院にも、この様な臨床

経験や海外での経験が大きく生かされまし

た。この大方針は、二代目の三井利夫教授に

よりさらに押し進められ、グループ構成員の

成熟とともに筑波大学内のみならず大きく全

国に活躍の場が得られるようになりました。

　香川大学、佐賀大学、藤田保健衛生大学、

弘前大学、帝京大学千葉医療センター、関西

医科大学の教授を輩出し、また山形大学、自

治医科大学、聖マリアンナ医科大学、杏林大

学で心臓血管外科に欠くべからざる存在とし

て活躍している教員が今も活躍中です。この

人達のルーツは、筑波大学医学部門、とりわ

け筑波大学附属病院で多くのことを学んだこ

とにあり、皆これを基盤にして現在があるこ

とを誇りに感じながら働いています。

臨床アクティビティーの推移

　心臓血管外科のアクティビティーの指標と

して、開心術症例数が社会からも注目を集め

ています。手術症例数のみでその施設の医療

の質を問うことはできませんが、よりたくさ

んの患者さんの外科治療を行うことでさらに

難易度の高い治療に臨むための多くの示唆が

得られることは事実です。本院開設当初、年

間開心術数が50例前後であったことがかなり

長期にわたってありました。三井教授の指揮

のもと、一度だけ年間開心術数が100例を超

えて皆で大きな喜びを分かち合ったことを懐

かしく思います。この10年間は、順調にこの

症例数が増え150〜170例台となっています。

一方、末梢血管外科手術も順調に増えてい

て、100例を超えるに至っています。以上の

ように35年の歴史からハイボリューム施設へ

の変貌に向けて地道な準備が十分に整ってき

ています。

今後のチャレンジ

　循環器内科・小児内科・麻酔科ならびに看

護部・臨床工学技士の皆さんの最大限のご協

力に基づき、グループ構成員全員のたゆまぬ

努力で少しずつ増えてきた手術症例数でした

が、手術室数・人員など抜本的解決策を見出

す必要もあるため、この度の新棟完成後に大

きな飛躍を必ずや成し遂げ、救急症例の積

極的な受け入れや豊富な手術経験に基づい

た高度な心臓血管外科治療にチャレンジして

いきたいと思います。また先進医療として最

近立ち上げてきた下肢虚血に対する細胞移植

治療、大動脈瘤に対するステントグラフト治

療のブラッシュアップ、下肢静脈瘤に対する

レーザー治療などを従来のラインアップに加

えていきたいと思っています。

　地域医療に尽力しつつ、世界に向けて発信

できる心臓血管外科手法に役立つ理論や新し

い機器の開発などを総合的に構築すべく、素

晴らしいチームワークで頑張っていきたいと

考えています。
文責：榊原　謙

心臓血管外科
幅広い循環器疾患に対する安定した外科治療の提供ならびに
数多くの心臓血管外科医・外科研究者を全国に輩出

心
臓
血
管
外
科

最近のメンバー集合写真

手術風景

循環器外科・呼吸器外科合同の同窓会（車会）
毎年日本胸部外科学会の時に開催。最も多くのメンバーが集まった平成18年（2006）に開催された時の集合写真
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消化器内科35年の歴史

昭和52年（1977）〜平成５年（1993）（草創期）

　消化器内科初代グループ長の故崎田教授
（日本消化器内視鏡学会初代理事長）は、しば
しば講演の最後を「難きにつけ！！」という言葉
で締めくくられました。胃カメラの創成という
大事業に尽力され、早期胃癌内視鏡診断の確立
という偉業を達成された先生ならではの言葉
でした（筑波大学消化器内科10年の歩み：崎
田隆夫教授退官記念集）。草創期の本学には、
教育、診療、研究のすべてにわたり、困難を
克服して他大学を凌駕しようという「夢」が
ありました（しかも他大学より少ないスタッ
フで）。講座制を廃し国際的・学際的な研究・
教育を目指す本学の高い建学の理念と研究学
園という名を冠した新天地が、集った人々に

「夢」を抱かせたのです。実際、新カリキュ
ラム制度による医師国家試験での好成績など
医学教育の成功は、我が国教育界のリーダー
東京教育大学を母体とする本学に新規参入し
た医学部門が最初に挙げた成果でした。診療
面では全国の大学病院初のレジデント制度が
導入されました。
　第２代グループ長の故大菅教授は、胆石・
胆汁酸研究の第一人者で最終講義「胆石はど
うしてできるか―成因論の過去、現在、未来」
に、その輝かしい業績がまとめられています

（筑波大学消化器内科10年の歩み1984–1994：
大菅俊明教授退官記念集）。４年間の病院長
時代には新構想大学設立から病院開院10周年
を迎え、病院機能の充実のため物心両面にわ
たりご苦労されました。この頃から優秀な消
化器内科臨床医が育ち、さらに肝癌の陽子線
治療、消化性潰瘍や胆石の成因、胃癌の蛍光
診断・レーザー治療、肝炎の研究など、研究
面でも成果が得られ始めました。「科学的・国
際的思考」と「人情・友情」の大切さを説か
れ、この教えは現在の国際共同臨床研究へと
つながっています。

平成６年（1994）〜平成16年（2004）（発展期）

　消化器内科専門医を目指す者からプライマ
リーケア医を目指す者まで、幅広い進路を求
め、入局者が増えました。しかし、この時代
には新臨床研修医制度が導入され、それ以
降、大学は大変な混乱期を経験します。
　第３代グループ長の福富教授は、全国に先
駆けて内視鏡室を光学医療診療部へと発展さ
せ、多くの後進を育てられました。特にレー
ザー内視鏡等を用いた胃癌の診断と治療の確
立は、消化器内視鏡学に大きな貢献を果たさ
れました（内視鏡的消化器病学―私の学んで
きた道―：福富久之教授退官記念集）。この
時代にはOBの三田村圭二（昭和大学医学部
消化器内科教授）、武藤弘（筑波大学保健管
理センター教授）、井廻道夫（昭和大学医学
部消化器内科教授）の各先生が他大学、本学
の教授に就任されました。
　第４代グループ長の田中教授は、大菅先生
の路線を引き継ぎ、胆汁酸・肝胆道疾患を中
心に研究を推進されました（筑波大学消化器
内科の歩み 1994–2005：田中直見教授退官記
念集）。この他、PBC、肝癌・胆道癌の成因、
遺伝子治療の研究などが加わりました。診療
は、急速に進歩、高度化しました。早期癌の
発見という使命に、早期の消化管癌の内視鏡
治療（EMR、ESD）、早期肝癌のラジオ波治
療、消化管出血や急性肝不全の治療、胆膵疾
患の内視鏡診療、胃癌・肝癌の予防（ピロリ
除菌、インターフェロン）などが加わりました。

平成17年（2005）〜現在（転換期）
　現グループ長の兵頭教授は、急速な診療の
進歩に対応するため、まず診療と教育の充
実、次に臨床研究・臨床試験の育成に尽力し
ました。現在、化学療法部門３名、内視鏡部

門５名、肝胆膵部門３名
のスタッフを配置し診療
体制が整備され、国内外
の多施設臨床試験への参
加、先進医療の提供を含
めた治験の推進など、臨
床部門は一層の充実をみ

ています。研究面では、新規分子標的治療、
遺伝子治療、DDSの研究が進展しています。
このように独自の新治療法開発に向けたチャ
レンジのための基盤が整いました。この間
には、松崎靖司（東京医科大学茨城医療セン
ター教授）、谷中昭典（東京理科大学薬学部
教授）、正田純一（筑波大学スポーツ医学教
授）各先生が他大学、本学の教授に栄転され
ています。

消化器内科の現状と展望

　昨今の医師不足や診療の高度化につれ、「理
想」よりも「現実」に追われがちとなり、多く
の病院で第一線の勤務医を辞する者も増加し
ました。そのため大学には、新たに彼らの負
担を軽減し、チャレンジ精神を支援し、医療
を再生する対策が求められています。また、
学園が都市機能を備え、つくばエクスプレス
開通により東京に近づくに伴い、「筑波らし
さ」が曖昧になっていることも事実です。先
人達の理想の一部は達成できましたが、ま
だ道半ばであり、消化器内科にとっても新た
な挑戦と成功が重要です。荒野のなか満天の
星空を見上げ夢見た先人達を超える「夢」を
実現できるか、そこに「筑波らしさ」を発揮
できるか否かがかかっているように思えま
す。我々は、診療の知識・経験・技術を研鑽
し、学問・研究に意欲的に取り組み、未来を
想像する（Imagine The Future）個々のチャ
レンジ精神を育むグループを目指します。そ
の意味で、崎田先生の“Challenge To The 
Difficult！！”は、35年を経た今もまさに将来
への指針であり、「筑波らしさ」を探求し続
けていく糧であると思います。

文責：安部井誠人・兵頭一之介

消化器内科
温故知新：困難への挑戦！！

（Challenge To The Difficult！！）

消
化
器
内
科

初代グループ長　崎田隆夫 第 2 代グループ長　大菅俊明

第 3 代グループ長　福富久之 第 4 代グループ長　田中直見

第 5 代グループ長
兵頭一之介

消化器内科集合写真
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消化器外科35年の歴史 
―研究・教育・診療における世界の
フロントランナーを目指して―

　高度経済成長期を経て国民皆保険制度が導

入され、患者数が急増した70年代。そのような

折、無医大県の解消、新設医大構想に基づき、

従来の大学病院の診療、教育体制の概念を大き

く変えることになる筑波大学附属病院が昭和

51年（1976）10月１日に誕生しました。消化器

外科では、同年10月20日に岩崎洋治教授、深

尾立助教授の執刀で胆嚢結石症の60歳の女性

に対する胆嚢摘出術が行われました。この日

こそ筑波大学消化器外科が誕生した記念すべ

き日と呼べるでしょう。教室は初代岩崎洋治

教授から、深尾立教授、そして大河内信弘へ

と引き継がれ、35年間にわたり運営されてき

ました。今日まで多くの診療科の先生方、病

院スタッフの方々に支えられ、診療を続ける

ことができたことを感謝します。

　黎明期：教室の記録を紐解いてみると、開

院当時のつくばは、山林と田んぼの中に都市

が出現した、あたかも北海道開拓時代に作ら

れた札幌の街のようだとありました。まさに

医療過疎地でした。そのため、筑波大学附属

病院は臨床を行うと同時に、10年ないし20年

先を見据えて良き医師を育て、さらに新しい

治療法開発や治療成績向上のための研究も行

うという、多くの使命を帯びていました。消

化器外科は開院当時より『患者さんのために

働く』ことを錦の御旗とし、さらに『臨床・

教育・研究、すべてが揃ってこそ大学』、つ

まり、臨床における診断治療の発展には基礎

研究が欠かせないという認識を持ち、診療に

あたってきました。そのいくつかを紹介しま

す。当時、食道静脈瘤破裂は命を落とす疾患

でした。これに対し、硬化療法を開発し、昭

和52年（1977）に第１例目の治療を行いまし

た。この治療は現在では日本中に普及してい

ます。また、薬剤代謝能を利用した肝予備能

測定法を開発し、肝切除の安全性向上に寄与

したばかりでなく、難治性癌である肝門部胆

管癌の手術治療に挑みました。さらに、動物

実験などの基礎的研究を背景として術中放射

線照射という治療法を確立し、他施設で治療

困難とされた多くの命を救ってきました。ま

た、術野を確保するための手術機器である岩

崎式開創器が開発され、長年にわたり使用さ

れてきました。一方、教室におけるもう一つ

の命題である移植医療に関しては、昭和52年

（1977）８月17日に第１例目の死体腎移植を行

い、翌年には生体腎移植の第１例目を行いま

した。また昭和59年（1984）には日本初の脳

死下提供膵腎同時移植を行いました。これは

後に告発を受けることになりましたが、大学

内は勿論、日本全国から多くの支持もいただ

きました。岩崎教授の時代は、様々な困難と

立ち向かった時期であり、肝胆を砕く、まさ

に筑波大学消化器外科の黎明期といえます。

　成長期：平成４年（1992）に深尾教授が就

任しました。医療の進歩が著しい90年代、癌

治療と移植医療を両立させるという目標のも

と、日常診療とともに、移植免疫の基礎研究

を行い、その成果を上げてきました。平成９

年（1997）11月25日には本院初の生体肝移植

を行いました。また、研究面でも、当時指導

を受けた２名が現在国立大学の教授として、

世界へ羽ばたいています。35年の歴史の中

で、成長期といえるでしょう。

　成熟期：平成14年（2002）に大河内が就任

しました。深尾教授時代に培った『世界トッ

プレベルの研究』に加え、『世界トップレベ

ルの外科医を育てる教育と質の高い医療』を

目標としました。食道、胃、大腸、肝、胆、

膵のスペシャリストを全国からスタッフと

して迎え、茨城県の基幹病院と共同し、充実

した地域連携外科教育プログラムを作り上げ

ました。１施設の関連病院と９名の会員から

スタートした同門会は現在、20施設の関連病

院、130名の会員を擁する組織となり、多く

の会員が茨城県の地域医療の主役を担ってい

ます。研究面では臨床研究から癌、外科代謝

栄養ならびに肝臓病に関する基礎研究まで幅

広く行っています。大学院生は他の研究室に

出向することなく、教室の研究室で臨床に直

結したテーマで研究を行い、『１人１特許』

を目標に掲げています。すでに11件の特許出

願を行いました。中でも肝硬変症に対する血

小板を用いた肝再生・線維化改善治療の開発

研究は国内外から注目されており、近々臨床

試験が始まる予定です。

　筑波大学消化器外科は研究、教育、診療の

すべての面で世界のフロントランナーとして

日々進化、発展を続けています。
文責：大河内信弘

消化器外科
臨床・教育・研究、すべてが揃ってこそ大学
世界トップレベルの外科医を育てる教育と質の高い医療

消
化
器
外
科

手術風景

同門会（平成23年（2011）12月10日）

新年会（平成24年（2012）1 月 4 日）

新年会（平成 4 年（1992）1 月 6 日） 

カンファレンス（平成24年（2012）1 月13日）
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　昭和51年（1976）10月１日、筑波大学附属
病院の開院と同時に呼吸器内科は開設されま
した。第一内科、第二内科など講座制をとる
大学病院が多かったなかで、当時としては珍
しく呼吸器疾患専門の臓器別診療科としてス
タートし、長谷川鎮雄教授のご尽力により現
在の呼吸器診療・教育・研究の基盤が整えら
れました。その後、平成11年（1999）より関
澤清久教授が、そして平成19年（2007）から
は檜澤伸之がその伝統を引き継ぎ、今日に
至っています。

日常診療では社会的ニーズがとても高い

　呼吸器疾患は急性期疾患から慢性疾患ま
で、良性疾患から悪性疾患まで幅広く、私た
ちは日々、感染症、腫瘍、アレルギー、慢
性炎症、肺循環障害など多岐にわたる疾患
の診療を行っています。先頃、世界保健機
関（WHO）が平成20年度（2008）の全世界の
死因トップ10を発表しましたが、３位が下気
道感染症（全死亡の6.1%）、４位が慢性閉塞
性肺疾患（同5.8%）、７位が肺がん（同2.4%）、
８位が結核（同2.4%）であり、実に死因全体

の16.7%を呼吸器疾患が占めるという結果で
した。本院においても、高齢化社会を迎える
なかで、肺炎や肺がん、慢性閉塞性肺疾患な
ど加齢に関連する疾患が増えています。さら
に、生活環境の変化などに関連して、喘息を
始めとするアレルギー疾患も年々増加傾向に
あり、私たち呼吸器内科医に与えられた課題
はとても大きいと感じています。

35年の間に呼吸器診療は大きく進歩

　これまでの35年を振り返りますと、医学・
医療の進歩により、呼吸器疾患をとりまく医
療環境はかなり変化しました。例えば、昭和
60年（1985）に在宅酸素療法が健康保険の適
用となったことは、在宅医療を推進するうえで

大きな一歩となりました。自宅や屋外で酸素
を吸入することが可能になり、それまでは家で
寝たきり、あるいは入院生活を余儀なくされ
た慢性呼吸不全の方でも通常の生活を維持す
ることができるようになりました。当科では、
平成７年（1995）〜平成19年（2007）まで呼吸
機能障害者友の会「すずらんの会」を組織し、
勉強会や親睦旅行を通して患者間、患者−
医療者間の交流を図り、患者さんの生活の質

（QOL）を向上させるお手伝いをしてきまし
た。今では、酸素を吸いながら家事や仕事を
したり、旅行したりすることが当たり前の時
代になり、多くの患者さんがご自宅での生活
を楽しみながら療養していらっしゃいます。
　診療技術においても目覚ましい発展があり
ました。CTなどの画像診断技術や遺伝子レ
ベルでの臨床検査技術の進歩により、低侵襲
の検査で詳細な病態評価が可能となりまし
た。また、優れた抗菌薬、抗ウイルス薬や抗
真菌薬の開発は、呼吸器感染症の治療成績を
大きく改善し、吸入ステロイド薬の普及は、
喘息重積発作で救急搬送されるケースを減少
させました。肺がん診療においては、新規に
開発された分子標的治療薬により一部の肺が
んの予後は明らかに延長し、制吐薬や白血球
減少に対するG-CSF製剤の登場により外来で
の化学療法が可能となりました。診断・治療
における選択肢も増え、インフォームドコン
セント（説明と同意 informed consent）に対
する認識も大きく変化しました。かつては日
本独特の文化的背景のために、肺がんの方に
対しては病名や病状を正確にお伝えしないこ
とがしばしばありましたが、現在では、医療
者が患者さんと正面から向き合い、病状につ
いてできるだけ正確にご説明し、患者さんご

自身の意思を尊重しながら最適な診断・治療
方針を立てることが大切だと考えています。

現状に満足することなく、 
日々前進していく情熱を持ち続ける

　大学に併設された当科では、診療・教育・
研究の３本柱を充実、発展させることが使命
だと考えています。その中でも最も重要なの
は診療ですが、患者さんと十分にコミュニ
ケーションを図りながら、科学的根拠（エビ
デンス）に基づいた質の高い医療を行うよう
に心がけています。当科には様々な専門分野
の呼吸器専門医が在籍していますので、特定
の医師の判断で治療方針を決定するのではな
く、チーム全体で情報を共有し、真摯な議論
の中で方向性を決め、良質な医療を提供する
体制をとっています。また教育機関として、
次世代を担う医師の卒前・卒後教育を行うと
ともに、医師会向けの学術講演会や一般市民
向けの公開講座を通じて最新の医療情報を地
域へ発信する努力を続けています。一方、既
存の医療のみを漫然と行うのでは医療の進歩
は望めないとも考えています。研究機関とし
て、新規治療法の開発を目指した臨床研究に
力を注ぎ、医薬品の治験や陽子線治療などの
先進医療にも積極的に参加しています。
　最後に、これまで35年間にわたりご支援、
ご指導いただきました筑波大学内外の皆様に
は深く感謝します。これからも、呼吸器内科
一同、診療・教育・研究のいずれをも疎かに
することなく、さらなる医療レベルの向上に
向けて情熱を持って日々前進していきたいと
考えています。

文責：檜澤伸之

呼吸器内科
すべては患者さんのために
コミュニケーションと科学的根拠に基づいた質の高い医療を提供

呼
吸
器
内
科

初代教授　長谷川先生を中心に創成期を支えたスタッフ
（昭和59年（1984）） 次世代を支える若き研修医たち

第二代教授　関澤先生による回診（平成 5 年（1993））
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　呼吸器外科は胸部にある肺、気管支、縦隔、

胸壁の手術治療を担う科です。対象となる疾

患は、肺がんを中心とし、転移性肺腫瘍、胸

腺腫等の縦隔腫瘍などの腫瘍性疾患に加え、

自然気胸、重症筋無力症、膿胸、多汗症、胸

部外傷など多岐にわたります。

歴史

　昭和52年（1977）三井清文先生が胸部外科

堀原一教授の元へ着任し、我々のグループは

誕生しました。昭和53年（1978）蘇原泰則先

生が着任（後に自治医科大学へ異動し胸部外

科教授に）、昭和55年（1980）遠藤勝幸先生が

着任、昭和58年（1983）赤荻栄一先生が着任

し初期のグループが形作られました。

　10周年記念誌には、グループのモットーと

して‘Fight, Spirit, and Heart’と記されてい

ます。これは困難な病気に立ち向かうFight、

医師としての自覚と信念のSpirit、そして何

よりも患者さんへの暖かい思いやりのHeart

を現したもので、現在も引き継がれていま

す。当時は家族には真実を話しても患者さん

本人には病名を伏せておくことが一般的だっ

たようです。呼吸器外科ではグループ発足時

からできる限り患者さん本人にも真実を説明

し、患者さんと家族と医師がともに病気と闘

う姿勢を基本としていました。現在では当た

り前のことですが、当時としてはかなり先進

的な取り組みであり、時の流れがこの姿勢の

正しさを証明してくれたといえるでしょう。

まだCTも普及しておらず進行癌の割合が高

かったのですが、果敢に難手術にも取り組ん

でいました。進行癌に対するリンパ球注入療

法、拡大合併切除、癌性心嚢炎に対する独自

の治療の開発など様々な取り組みが行われま

した。また早期扁平上皮癌の気管支鏡所見の

分類が提唱されました。

　筑波大学卒業生を中心としたレジデントは、

早期から多くの症例経験を積み、呼吸器外科

の専門技術と知識に加え、当時求められてい

た一般外科医としての実力も備え、修了後は

地域の基幹病院の外科を担い活躍しました。

平成20年（2008）に自治医科大学呼吸器外科教

授となった５回生の遠藤俊輔先生を始めとして

優秀な呼吸器外科医も数多く輩出しています。

　平成21年（2009）には、胸部外科から独立

し、更にactivityを上げ、胸腔鏡手術、術前術

後に化学療法を組み合わせた集学的治療に積

極的に取り組み新たな展開をしています。

現状と将来展望

　筑波大学呼吸器外科グループは茨城県のが

ん診療連携拠点病院９ヶ所中７ヶ所の肺癌手

術に携わり、また県内の呼吸器外科医の７割

以上を輩出しており、県の肺癌診療に大きく

貢献しています。

　当科の対象疾患の中心となる肺がんの重要

度はますます高くなってきています。日本

は、現在２人に１人が‘がん’に罹患し、３

人に１人が‘がん’で死亡する時代となりま

した。がん死亡を部位別にみると男女ともに

肺がんが最多なのです。肺がんの罹患と肺が

んによる死亡は増え続けており、今後人口構

成の高齢化に伴いこの傾向は強まっていきま

す。肺がんは現在そして将来的にも日本人に

とって最も重要な疾患であるといって過言で

はないでしょう。抗がん剤・遺伝子治療・放

射線治療も進歩してきていますが、肺がんに

対する最も効果的な治療は手術であり、手術

可能な時期に発見し、手術を中心とした治療

を行うことが肺がん対策のカギなのです。

　肺がんの手術法は近年大きな進歩を遂げ、

大きく胸をあける開胸手術から胸腔鏡を用い

た体にやさしい低侵襲手術へと進化してき

ています。当科では胸腔鏡を積極的に用い、

様々な工夫を重ね、開胸手術を凌ぐ精度の肺

がん手術を安全に遂行しています。根治性が

高く、痛みの少ない、入院期間が短く社会復

帰の早い胸腔鏡を用いた低侵襲手術により、

肺がんの手術後、患者さんは７日前後で退院

されます。当科では、肺がん症例の約９割を完

全胸腔鏡下手術にて治療しています。更なる

低侵襲と精度向上を目指し、独自の手術器具

の開発、3DCTの導入による手術シミュレー

ションなどの工夫を凝らし、開胸手術を凌駕

するレベルの胸腔鏡手術が遂行可能となりま

した。進行がんの患者さんにも、拡大手術お

よび、抗がん剤・遺伝子治療薬・放射線治療

を併用した集学的治療を積極的に取り入れて

います。術前術後の補助療法も最新の薬剤を

組み合わせた臨床試験を行い治療成績の向上

に努めています。IA期の５年生存率は89％

と全国統計を上回っています。

　当科の理念は、患者さんを中心とした安全

で高質な医療を、十分な説明の上で誠意を

もって提供することです。そのため、スタッ

フは日常の診療に専念するのみならず、研

究、学会発表ならびに論文発表などの学術活

動や、医学生や研修医教育にも力を注いでい

ます。研修医の先生には、手術手技の修得の

ため、ドライラボ・ブタを用いたウェットラ

ボなど、段階を踏んで確実に身につけていけ

るプログラムを用意しています。我々と一緒

に働いていただける呼吸器に熱意のある先生

方の参加を待っています。
文責：佐藤幸夫

呼吸器外科
増え続ける肺癌に対し、最先端技術で手術の精度と安全性を追求し、
患者さん一人一人に最善の治療を提供します

呼
吸
器
外
科

肺がん治療に取り組む現メンバー

低侵襲な胸腔鏡手術

ブタを用いたウェットラボ（手術トレーニング）
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35年の歴史

　筑波大学腎臓内科は筑波大学が昭和48年

（1973）10月につくばの地に開学して１年６ヶ

月後の昭和50年（1975）４月、筑波大学に赴

任された東條静夫教授が創設されました。東

條静夫教授は、千葉大学時代の研究を発展さ

せ、研究の主目標を腎炎の治療におき、あわ

せて泌尿器科や他の研究グループと密接、緊

密な連携のもとに臨床、研究をすすめられ、

筑波大学の腎臓内科の礎を築かれました。昭

和63年（1988）４月より２代目教授として成田

光陽教授が就任されました。成田光陽教授は、

糸球体腎炎を始め腎疾患全般に対する深い造

詣のもと筑波大学腎臓内科の腎疾患治療法の

研究を指導されました。平成４年（1992）４

月からは第３代教授として小山哲夫教授が就

任されました。小山哲夫教授は、筑波大学腎

臓内科の研究目標を基礎と臨床の両面に定め

られ、糸球体腎炎の発症機序についての基礎

的研究と同時に我が国の急速進行性糸球体腎

炎の診療指針の作成にあたられるなど、筑波

大学腎臓内科の更なる発展を実現されまし

た。そして平成18年（2006）７月より第４代

教授として山縣邦弘教授が就任し、引き続き

急速進行性糸球体腎炎の調査研究にあたると

ともに、健診データから展望した慢性腎臓病

の危険因子の解析や、全国規模の前向き臨床

研究としての腎臓病重症化予防のための戦略

研究の研究代表者として携わっています。

　当腎臓内科では全国でも有数の腎生検施行

数を有します。当初の腎生検は１階の放射線

科で透視下にシルバーマン生検針を使用して

行っていましたが、平成２年（1990）からは

各病棟処置室でエコーガイド下に腎生検を行

うようになり、より安全で利便性が高く、ま

た診断率も優れた方法で施行可能になりまし

た。週１回、病理診断科の先生方と合同で腎

病理カンファレンスを行い、診断について討

議を行ってきました。筑波大学附属病院なら

びに県内外の関連施設における腎生検検体の

診断を精力的に行い、昭和51年（1976）〜平

成24年（2012）に年間およそ200例、合計で約

6,800件を超える実績があります。このように

腎生検診断を行うことで地域医療に貢献し、

また筑波腎疾患ネットワークとしてデータ

ベース化することにより病態の解明にとって

も大変貴重な情報源となっています。

　また、県内そして全国においても、腎臓専

門医の数は少ない状況にありました。その理

由の一つとして、従来の制度の大学の内科で

は、腎臓病を専門とするところでも、病理、

免疫、透析などそれぞれ専門が細分化され、

臨床、研究面で一貫して教育できる施設が少

ないことが挙げられました。このため当診療

科の基本方針として、腎生検から透析まで一

貫して診療、管理できるような教育指導体系

を掲げ、その一環として内シャント作製術も

原則として当診療科で施行しています。

　外来診療は、以前は月、水、金、土曜日の

午前中に行い、現在は月曜日から金曜日まで

連日行っています。外来患者数は週に約250人

で、すべての内科的腎疾患ならびに腎不全に

対してきめ細かい診療を心がけています。入

院ベッド数は19床で、年間入院患者さんは約

200人にのぼります。平成19年（2007）から

は年４回腎臓病教室を開催し、外来患者さん

および入院患者さん、そして一般市民を対象

とした腎臓の働きや腎臓病の症状、生活・食

事・薬物療法などについて病態栄養部、検査部、

薬剤部、看護部とともに講習を行っています。

　また血液浄化療法部も当診療科が臨床工学

技士、看護部と連携して診療にあたってお

り、慢性腎不全の新規導入や合併症管理目的

の維持透析患者さん、急性腎不全や多臓器不

全に対する急性血液浄化療法のほか、腹膜透

析の導入、外来管理も行っています。

現状と将来展望

　当診療科は腎臓という専門にとらわれるこ

となく、まずは臨床医、内科医としての総合

的な知識と技量を育み、患者さん中心の医療

を担うプロフェッショナルな医師の育成を目

標にしてきました。また腎臓内科研修として

は、腎臓内科疾患全般、すなわち、腎臓病の

早期発見としての検尿異常者の対処方法か

ら、腎炎、ネフローゼ症候群の診断と治療、

保存期慢性腎不全から透析導入、長期透析患

者さんの合併症対策まで、腎臓内科疾患の予

防、診断、治療のすべての診療を担える腎臓

内科医を目指して教育指導を行い、広い視野

を有する腎臓専門医を数多く輩出し、今日に

至ります。後期研修終了時には、腎臓内科専

門医、透析専門医の資格取得のみならず、内

科専門医を取得する者を多数輩出してきた実

績がこれらの事実を物語っています。さらに

このような臨床医としての知識・経験を基盤

に、最善、最良の腎疾患診療を目指すことに

より、腎臓内科学における未だ解決していな

い様々な課題や問題点に対して基礎研究なら

びに臨床研究に積極的に臨み、腎臓病の病態

解明と治療法について新たな一歩を踏み出し

ていきます。
文責：山縣邦弘

腎臓内科
検尿異常から腎炎、腎不全、腎代替療法まで、
腎臓内科疾患の予防、診断、治療そして研究を精力的に行っています

腎
臓
内
科

国際学会（平成 2 年（1990）7 月）

第20回日本腎臓学会東部部会

国際学会（昭和61年（1986））

教授回診（平成24年（2012））
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35年の歴史

　あの頃…筑波大学は大学に課せられた社会

的使命に基づき、従来の大学の在り方を厳し

く反省、批判し、それが持つ数多くの矛盾、

問題点を解決すべく、新構想大学として出発

しました。その新構想に従い、大学全体を第

一、二、三学群、芸術専門学群、体育専門学

群、医学専門学群に分けました。これは従来

の学部がその枠組みにはまり流動性を欠き、

硬直化を招いた点を反省したものでした。医

学専門学群はこれを三学系（基礎・臨床・社

会）に分け、それぞれの目的に向かって活動

していました。学群は主として学生の教育を、

学系は研究を、そして附属病院は診療を担う

ように定義づけされ、学群、学系には従来の

如き講座制、医局制はなく、教官も教授、助

教授、講師のみで、原則として助手の制度は

ありませんでした。大学院には修士課程、博

士課程とも揃っていました。附属病院にはレ

ジデント制があり、６年一貫教育を主体とし

て優れた臨床医の養成に努め、私たちの泌尿

器科もこの新しい大学の一員としてともに歩

んできました。筑波大学泌尿器科発足当初は

北川教授、加納助教授、西浦講師、高橋講師

の諸先生によって始められました。以後年を

経るに従って数多くの俊秀が全国より集まり、

診療、教育、研究の各方面において筑波大学

泌尿器科の名声を上げていったのです。昭和

57年（1982）３月北川教授が順天堂大学へ転

任した後同年10月小磯謙吉教授が東京大学よ

り着任しました。

　昭和60年代は、仙台で行われた日本泌尿器

科学会東部総会の親善野球試合でピッチャー

大谷先生がギックリ腰になられたのは大変痛

ましい事件でした。しかし、筑波大学附属病

院診療科別対抗野球試合で優勝したことは素

晴らしいことでした（チーム名はUROGS）。

また、学会長として北川龍一順天堂大学教授

（筑波大学泌尿器科初代教授）が東部総会を

開催され、懇親会で由美かおるさんを招待さ

れたのは驚きでした。

　昭和63年（1988）４月に泌尿器科同門会総会

が開催され、同門会が設立されました（初代会

長：根本真一先生、平成２年（1990）～平成４

年（1992）：石川悟先生会長、平成４年（1992）

～平成16年（2004）：近藤福次先生会長、平成

16年（2004）〜現在：武島仁先生会長）

　平成年度以降

は、小磯謙吉教

授（附属病院長）

が学会長として

平成４年（1992）

に筑波大学構内

で第57回東部総

会を開催。筑波

大学泌尿器科に

とって初めての大きな学会でした。当時赤座

助教授が診療グループ長として活躍され、ス

タッフ一丸となっての学会運営でした。その

２年後には小磯先生が第37回日本腎臓学会と

いうさらに大きな学会を会長として幕張で開

催されました。スタッフ・同門会一同がさら

に一丸となっての開催でした。

　平成９年（1997）には助教授であった赤座先

生が教授に就任されました。赤座教授のもと、

多数の業績を上げることができました。特に

膀胱癌ではBCGや抗癌剤注入療法の開発と普

及、さらに新規のBCG製剤の開発、前立腺癌

では予防に関する疫学あるいは介入研究、内

分泌療法に関する世界に先駆けたエビデンス

の発信、腎癌では本邦初の遺伝子治療の実施

からサイトカイン、分子標的治療薬に至るまで

新規治療の開発と導入に取り組んできました。

泌尿器癌の領域では常に日本のオピニオンリー

ダーとして活躍した赤座教授により、平成

19年（2007）には第44回日本癌治療学会総会

会長、平成21年（2009）には20th Asia Pacific 

Cancer Conferenceと第18回日本腎泌尿器疾

患予防医学研究会を同時開催するなど、国内

のみならず国際的にも筑波大学泌尿器科をア

ピールすることができました。またグループ

運営においては、ISOの基本概念に則り平成

17年（2005）からグループの短中期計画を定

め、「日本国内のみならず国際的にトップク

ラスであると評価される臨床活動および研究

活動をめざす。また優れた人材を育成する。

これらを実践することにより、医学界および

社会に貢献する。」という理念のもと、その

実現に努力してきました。

　平成23年（2011）には京都大学から４代目

の西山博之教授が就任され、ますます、この

歴史ある筑波大学泌尿器科を発展させるべく

奮闘されています。

　筑波大学泌尿器科の特徴は、関連施設も茨

城県のみならず東京都・千葉県・栃木県等に

20数施設あることです。平成23年（2011）に

あらたに着任された西山教授の出身大学であ

る京都大学出身の教授は全国に10人おられま

す。そのため、大学間の学術的・人的交流が

あります。現在の泌尿器科研究室では基礎研

究（精巣腫瘍、尿路上皮癌、腎癌）・臨床研

究（尿路上皮癌のアウトカム研究）が盛んに

行われています。また、多施設アウトカム研

究、前向き研究等の臨床研究の他、泌尿器科

癌の発癌機序の解明、新規免疫療法の開発、

不妊症の原因究明、低活動性膀胱のモデル作

成と治療法の開発等の基礎研究にも力を入れ

ています。明るい雰囲気の中で、ワンランク

上の泌尿器科医を目指しています。
文責：西山博之・宮㟢　淳

腎泌尿器外科
ワンランク上の泌尿器科医を目指して

腎
泌
尿
器
外
科

小磯先生還暦祝い
（平成 5 年（1993）9 月）

リレーフォーライフ・赤座先生（平成18年（2006）9 月 2 日）手術風景

泌尿器科（平成24年（2012））



診
療
グ
ル
ー
プ

111110

一流の若手研究者が集まった開院当初

　開院当初は、様々なホルモンの発見や細胞
生物学の発展、ラジオ・イムノアッセイ法の
確立など、内分泌領域が非常に充実していた
時期でもあり、後に初代教授に就任する尾形
悦郎を中心に、内分泌各領域の若手研究者が
集まりました。また、尾形は研究だけでなく
臨床にも厳しく、病態を考え、必要最小限の
検査で診断を行うことを徹底しました。この
ような開院当初の診療や研究に対する態度
は、現在の内分泌代謝・糖尿病グループにも
綿々と受け継がれています。

バランスのとれた内分泌・代謝の臨床

　内分泌と糖尿病が別の講座になっている大
学が少なくない中、内分泌代謝・糖尿病内科
グループは、内分泌と代謝の両者の診療をバ
ランス良く行ってきました。また、内分泌・
代謝疾患は全身に様々な症状を引き起こした
り、内分泌腫瘍では外科手術が必要となるた
め、伝統的に各診療科との交流が盛んです。
　糖尿病診療では、エビデンスに基づく診療
を心がけるだけでなく、患者さん個々の病態
や心理社会的背景を考慮した医療を行ってき
ました。糖尿病は全身に様々な合併症を引き

起こします。医師と看護師、管理栄養士、薬
剤師、理学療法士との連携が良好で、週１回
の糖尿病入院患者さんのカンファレンスや、
教授回診への参加を通じて、生活習慣と密接
に関連している糖尿病の診療に大きく役立っ
ています。また、患者さんだけでなく一般の
方を対象とした糖尿病の啓発活動も継続的に
行っています。
　一方で、インスリン持続皮下注入療法や連
続血糖モニターによる血糖管理を積極的に導
入し、厳格な血糖コントロールが必要ですが
通常の治療ではコントロールが難しい１型糖
尿病患者さんや糖尿病合併妊娠患者さんの診
療に役立ててきました。
　内分泌疾患は、茨城県内の内分泌疾患セン
ターの役割を果たしてきました。最近では、
つくばエクスプレスの開業により千葉県から
来院する患者さんも増えてきています。

サイエンスとエビデンス、 
ナラティブを重視した教育

　内分泌・代謝は生体の恒常性を保つために
厳格にコントロールされていて、診断や治療
にも論理性が求められます。また、症状は全
身に及ぶため、一般内科医としての診療能力
も要求されます。一方、糖尿病などの生活習
慣病は自己管理が要求されるので、患者さん
の生活環境や価値観にも配慮した診療も求め
られます。
　このような当科の特性を学生や研修医が学
ぶことができるよう、患者さんの病歴聴取や
身体所見を重視し、検査所見や患者さんの心
理社会的な面も含めてプロブレムリストを作
成し、患者さんの状態の評価と診療計画を立
てています。
　また、臨床カンファレンスでは、患者さん
の病態や診断、治療について深く追求し、医
学者としての必要な素養を涵養することを目
指しています。開院当初、内分泌外科の教官
より、内科のカンファレンスに意義があると
筑波大学に来て初めて知ったとお褒めの言葉
をいただいたこともあります。

世界の最先端をいく研究

　開院当初は、内分泌領域の研究活動が盛ん
で、尾形の方針もあり、ホルモン伝達機構に
ついて研究を行いました。このような背景も
あり、本学で発見されたエンドセリンに関す
る研究にも当科の講師陣が関わっています。
また、この当時の教官の多くは、当科の第２
代教授の山下亀次郎を始め、各大学の教授に
就任しています。
　その後、第３代教授の山田信博が1996年
に赴任すると、分子生物学や発生工学を糖
尿病・脂質代謝の研究に取り入れ、第４代教
授・現診療グループ長の島野仁を中心に、栄養
と糖・脂質代謝の分子機構の解明と、その臨
床応用を模索しています。また、２型糖尿病

患者さんを対象とした全国規模の多施設共同
研 究 のJapan Diabetes Complications Study 

（JDCS）の主任研究者として、日本人の糖尿
病合併症に関するエビデンスを発信してきま
した。この研究は現在、筑波大学水戸地域医
療教育センター教授の曽根博仁が引き継ぎ、
今も数多くの研究成果を上げています。
　これらの研究は、当科のみにとどまらず、
本学の基礎・臨床医学、スポーツ医学、生物、
数理といった様々な領域との共同研究に発展
しています。

病態のメカニズムを考え、 
予測の医療を行う医師を育てる 
―科学的な生活習慣病診療を目指して

　当診療グループは、糖尿病、脂質異常症等
代謝性疾患診療を通じて血管合併症の予防を
目指すとともに、内分泌疾患診療における最
終診断治療施設、専門医教育施設として展開
してきました。この点は35周年を迎えた今も
変わりありません。次世代の教育あるいは地
域医療を支えるリーダーシップを持った人材
の育成と輩出において量と質を維持すること
が益々重要な課題と考えています。
　代謝、内分泌、動脈硬化疾患を取り扱うに
は、生体で時間空間的に複雑に広がる制御シ
ステムを理解する必要があり、病態メカニズ
ムや先を見据えた予測の治療を常に“考える
医師”を育て、内科全般にわたる学生研修医
教育内容とシステムをスタッフとともに築い
ていきます。
　現在筑波大学は社会に開かれた知の創出、
教育拠点として変革期にあり、これからの
大学病院診療科として何ができるか、社会
から何を求められているかを明らかにしてい
きます。そのために研究棟イノベーションセ
ンターにおける生活習慣病の病態メカニズ
ムの解明に向けた研究の成果を、病院内Life 
style disease-Energy metabolism/Exercise-
Diabetes（LED）センターで臨床応用に繋ぐ
という、社会に向けて夢のある発信を試みま
す。
　高齢化する患者さんのbetter QOLのため
に、チーム医療を通じて患者さんや家族、そ
して医療者側すなわち社会全体に生きがいを
与える、心の価値を創出する医療を目指した
いと思います。

文責：島野　仁

内分泌代謝・糖尿病内科
病態のメカニズムを考え、予測の医療を行う医師を育てます
―科学的な生活習慣病診療を目指して
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開院当初の教官

平成24年度（2012）集合写真

現在のメンバーと初期研修医
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順調な草創期、栄光の草創期

　当科は病院開院して間もなくの昭和52年
（1977）４月に藤本吉秀教授が赴任されて歴史
が始まりました。当時の代謝内分泌内科に相
応して代謝内分泌外科（通称代外―たいげと
読みます）という名称で、甲状腺を中心とし
て副甲状腺や副腎などの内分泌臓器と乳腺疾
患を専門に扱う外科が誕生しました。今でこ
そ一般病院はもちろんのこと、大学病院でも

「乳腺外科」「乳腺内分泌外科」などの専門外
科はありふれた存在となってきましたが、当
時このように独立した外科のグループは相当
大きな一般病院でも存在せず、ましてや大学
病院では画期的な編制でした。つまり筑波大
学の代謝内分泌外科はこの分野の独立第１号
として歴史を作ったといえます。

存続の危機そして形成外科とともに

　このように鳴り物入りで始まった代謝内分
泌外科ですが、昭和56年（1981）に藤本教授
が東京女子医科大学内分泌外科を新たに創設
され移転、それに伴うスタッフの移動や他大
学へのご栄転などが重なり、昭和57年（1982）
には前々診療グループ長でいらした相吉悠治
先生が、スタッフとしてはお一人で診療を支
えていらっしゃいました。
　そこで、当時の臨床医学系における科の単
位としては存続の危機に瀕していたため、急
遽形成外科と合併し、診療も合わせてご支援
いただきながら体制を整えていきました。そ
うこうしているうちに代謝内分泌外科独自の
スタッフも増え、診療は独立して行えるよう
になりましたが、人事の基盤である臨床医学
系（後に人間総合科学研究科）における科の
単位としては、依然形成外科と合同で一つの
科として扱われる状況がしばらく続きました。

名称の変更

　開設当初からの名称「代謝内分泌外科」で
は診療内容がわかりにくい、乳腺や甲状腺と
いったことばを科名に盛り込んで欲しいとい

う要望が、患者さんだけでなく、内外問わず
いろいろな方面からあり、世間でもわかりや
すい標榜をという風潮が強まっていた平成16
年（2004）のことでした。診療グループ長が
相吉先生から植野映先生に変わった時を契機
に科の名称を変更することにしました。頭に
乳腺をつけることはすんなり決まったのです
が、そのあとが議論になりました。
　世間一般には乳腺と甲状腺のみ扱うところ
は「乳腺甲状腺外科」副甲状腺や副腎なども
含めた臓器を扱う科は「乳腺内分泌外科」と
称するところが多くなっていた時期でもあり
ました。当科では世間に倣うと「乳腺内分泌
外科」なのですが、甲状腺を科名に入れてほ
しいというご要望と、患者さんに少しでもわ
かりやすくと、「乳腺・甲状腺・内分泌外科」
に落ち着きました。ただし、少し長いので植
野先生のアイデアで乳腺の腺、甲状腺の腺、
内分泌腺の腺をとって通称「腺外」はという
ご提案があり、これはよいとキャンペーンの
ように宣伝しました。お陰さまで当初の「代外

（たいげ）」という婦人科疾患では、あれっと
思ってしまうような旧通称から、今ではすっ
かり「腺外」が定着してきました。「乳腺・
甲状腺・内分泌外科」という長い名前も、偶
然学会の専門医名称などもあいまみえ、似た
ような名称を標榜する大学や病院も出現し、
こちらもさきがけになればよいのですが。

新たな体制で

　形成外科中山凱夫教授のご退官に伴う後任
人事の選出の際、各方面の多大なご厚意によ
り、人間総合科学研究科における科の単位と
しても形成外科とたもとを分かち、各々独立
した体制を認めていただけるようになりまし
た。診療グループとしても同じ単位で、平成
20年（2008）６月より原尚人が診療グループ長
を務めさせていただいています。形成外科も

同様に７月から関堂充教授が赴任され、各々
新たな体制が整いました。
　おもしろいもので、形成外科と一緒であっ
た時は診療を合同でやることはなかったので
すが、分かれたとたんに一緒に診療する機会
が急に増えました。関堂教授が熱意を持たれ
ていたこともあり、乳癌手術において切除を
当科が、再建を形成外科にお願いするという
一期的再建の手術が急速に増えているためで
す。これ以外にも乳癌診療においては、外来
化学療法を始め放射線療法など、患者さんに
とっても我々にとっても、非常に環境に恵ま
れ、順調に診療実績が増加してきました。甲
状腺を中心とする内分泌疾患でも内科の先生
方のご支援と、腹腔鏡下副腎手術の導入など
で茨城県全域だけでなく、北関東中心に広域
に紹介していただけるようになりました。ま
た、世界初の郭清を伴う内視鏡下甲状腺がん
手術が高度先進医療に認可され、最近では北
は青森から南は九州、沖縄までから患者さん
が手術を受けに来てくださるようにもなりま
した。
　診療の活性化に伴い、スタッフも後期研修
で来てくれるレジデントも徐々に増え、さら
に診療も活発になり良い循環に向かってきた
と感じています。
　当科の扱う患者さんたちは圧倒的に女性が
多いためか、現在グループ構成員の３分の２
は女性医師が占めています。小さな子供を育
てながら頑張ってくれている人も年々増え、
まだまだ少人数のグループですが、みんなが
家族のように仲良く助け合い、子育てと仕事
を両立できるような環境づくりを目指してい
ます。

文責：原　尚人

乳腺甲状腺内分泌外科
外には – 世界をリードする診療を
内には – 家族のように助け合って子育てなどの両立を
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手術写真

平成 6 年度（1994）のスタッフレジデント

原の自宅庭でピザパーティー

形成外科と合同でパーティー（平成 7 年（1995））
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創世記から平成 9 年（1997）まで

　当初の診療グループの名称は、リウマチ・
アレルギーでした。開設時のメンバーは、グ
ループ長として柏木平八郎教授（当時助教
授、退官）、桜井徹志講師（後に青梅市立総
合病院副院長、開業）、山根一秀講師（後に
助教授、アドミッションセンター教授、退官）、
レジデントして河野一郎（後に講師、体育科
学系教授）でした。間もなく椛島悌蔵講師

（後につくば市立病院院長）が加わり、以上
が創世記の主力となります。リウマチ性疾患
を中心に内科全般を視野において診療、研究
を行うという理念があったように思います。
したがって、後に不明熱の臨床なども研究課
題になっています。
　抗核抗体、抗DNA抗体や補体、免疫複合
体の検査は、リウマチ性疾患診療に必須で
す。検査会社での検査が今は一般的ですが、
当時は信頼性が低いものでした。このため、
研究室で検査を実施していました。この頃の
主な研究には、リウマチ性疾患、特に全身性
エリテマトーデスにおける免疫複合体測定の
意義、リンパ球や単球の機能、細胞接着タン
パク質であるフィブロネクチンの臨床応用に
関するものがあります。
　その後に当グループに加わった主な者には、
大学院生として成島勝彦（後に水戸赤十字病

院内科部長、東京医科大学霞ヶ浦病院助教授、
開業）、当グループの最初のレジデントで筑
波大学３回生の赤間高雄（後に大学院、講師、
早稲田大学スポーツ科学部教授）、松村高幸

（後に国立霞ヶ浦病院）、湯原孝典（後に講師、
なめがた地域総合病院副院長）、５回生の竹
村博之（後に講師、故人）、坂内通宏（後に水
戸赤十字病院内科部長）らがいます。さらに、
鈴木博史講師（現開業）、松井良樹講師（後に
輸血部助教授、退官）が加わり、研究、診療
とも充実していきました。サイトカインに対
する自己抗体、抗リン脂質抗体に関する研究
など注目すべき成果を多数出しています。

サイエンスに基づく内科学を目指す！

　当科は「サイエンスに基づく内科学」をモッ
トーとして膠原病、リウマチ、アレルギーの
診療、研究、教育を進めています。診療部門

では、世界のエビデンスにもとづき最新医療
を行っています。研究分野では、難治性疾患
のため、自己免疫疾患としての切り口から、
発症の分子機構を明らかにして、分子をター
ゲットとした新しい治療戦略の開発を目指し
ています。

膠原病・リウマチ診療では全身を診る

　外来患者数は約2,000人、入院患者数は常時
20〜35人（年間約9,000人）を診療しています。
外来診療は完全予約制、生物学的製剤も外来
化学療法室で予約制で行っているため患者さ
んの待ち時間は少ないです。病棟は、患者さ
ん１名に対して、レジデント（J1、J2、S1）、
フィックスレジデント、教員の３人体制で診
療しており、国立大学法人の病院として最も
臨床に力を入れていると自負しています。
　膠原病、リウマチは全身疾患のため、初期
研修および３年目、４年目の研修において
は、内科の全領域を研修するプログラムを導
入してgeneral physicianとして育成していま
す。さらに、「目の前で呼吸、心臓が停止して
も適切に対処できる」ように、救命救急セン
ターでの研修（半年〜１年間）も積極的に行っ
ています。
　当科では、研修の早期から短期間の留学に
より世界の第一線の臨床を学んでもらってい
ます。具体的には、卒後５〜６年生がドイツ
へ短期留学（２〜４週間）し、欧米での実際
の最先端診療を体験してもらいます。特に生
物学的製剤に関しては先進国で学ぶことは多
いです。体験者は、生物学的製剤のノウハウ
のみならず、欧米での診察の深さ、システム
化された検査、日常診療での画像診断の応用
などにも触れ、強力な刺激を受け日本での診
療に活かしています。

世界水準の自己免疫疾患研究を目指す

　筑波大学には朝永振一郎（昭和40年（1965））、
江崎玲於奈（昭和48年（1973））、白川英樹（平
成12年（2000））とノーベル賞受賞者が多いで
す。それは、originalityを発展させる自由な
雰囲気と整備された環境に由来していると考
えられます。
　このような環境下で、膠原病やリウマチ疾患
の病因を解き明かし、新しい特異的な治療法
を開発する研究が進められています。全教員
とともに大学院生（博士：12名、修士：７名）
がそれぞれのテーマで、難病の完治を目指し

て、日夜、楽しく研究にいそしんでいます。
　その研究テーマは、１）世界をリードする
シェーグレン症候群研究、２）世界で初めて
報告したGPIを含めた自己免疫性関節炎の発
症機構、３）NKT細胞による自己免疫疾患の
病態と制御、４）ループス腎炎の病態解析、
５）SLEやリウマチの遺伝子解析、６）遺伝
子改変マウスを用いた病態解明、などを進め
ています。どの研究もヒトおよびマウスモデ
ルで検証し、研究成果を医療の現場へ還元さ
れること（translational research）を願って、
精力的に仕事をしています。
　以上の研究は、厚生労働省科学研究費補助
金、文部科学省科学研究費補助金などにより
サポートされています。大学院生の研究成果
は高く評価され、３名が日本学術振興会特別
研究員として採用されています。また、学内
での医学奨励賞や研究科長賞を４年連続で受
賞しています。学会においても、国際ワーク
ショップ奨励賞（日本リウマチ学会、連続３
年）や優秀ポスター賞（日本臨床免疫学会）、
若手優秀賞（日本臨床免疫学会Midwinter 
Seminar）など、数多く評価されています。

大学発コンパクトMRI装置の開発

　筑波大学では、リウマチの早期診断、治療評価
に有用なコンパクトMRI装置（compacTscan, 
T-scan）を平成15年（2003）から物理工学系と
ともに共同開発し平成20年（2008）に薬事承
認されました。誰でもどこでも簡単に関節炎
の評価ができるリウマチ診療に必携のツール
として脚光を浴びています。この世界に誇れ
る装置の開発は、筑波大学ならではの自由か
つ横断的な校風による成果といえるでしょう。

【教室情報】
筑波大学附属病院膠原病リウマチアレルギー内科

（筑波大学医学医療系内科（膠原病・リウマチ・
アレルギー））
所在地：〒305–8575
　　　　茨城県つくば市天王台1–1–1
電　話：029–853–3221　FAX：029–853–3222
E-mail	：riumachi@md.tsukuba.ac.jp
URL	 ：	http://www.md.tsukuba.ac.jp/clinical-

med/rheumatology/
構　成：	総数33名：教授１名／准教授３名／

講師７名／助教２名／医員８名、大
学院生（博士）８名（内教員２名）、

（修士）１名、秘書２名、留学中１名
文責：住田孝之

膠原病リウマチアレルギー内科
世界に通用する最先端の医療を
―ノーベル賞の筑波大学から世界へ―
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膠原病リウマチアレルギー内科集合写真（平成23年（2011）4 月）

リウマチアレルギー内科（昭和62年（1987））
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黎明期の思い出

　血液内科診療グループは、初代の小宮正文教
授（その後副学長）が初代附属病院長でもあっ
たため、診療は阿部帥助教授［後、昭和61
年（1986）〜平成10年（1998）第二代教授（平
成８年（1996）より副学長）］を中心に、依田
安弘講師、田上憲次郎講師の３人体制で出発
しました。開院翌々年の昭和53年（1978）に
長澤俊郎講師［後、平成11年（1999）〜平成
19年（2007）第三代教授］が加わるなどして
徐々に医師数も増え、昭和57年（1982）以降、
卒業生が血液内科レジデントとして加わるよ
うになり、診療グループとして成長していき
ました。
　初期は医師数も少なかった上に、患者さんを
発掘しながら診療する、という状況でのスター

トでした。患者数は徐々に増え、10周年記念
誌の記載によれば、昭和61年（1986）までの
10年間で診療した白血病や悪性リンパ腫など
主要疾患の患者数は878でした。最近では、年
間400名を超える新しい患者さんを診療してい
ます。なお、開院以来診療したほぼすべての
患者さん（平成24年（2012）１月時点で5,000
名強）についてデータベース化を進め、簡単
にレファレンスができるようになっています。

人材育成とグループの発展

　大学病院の使命の一つは、人材の育成です。
平成９年（1997）と平成15年（2003）に５名を
数えたのを始め、多くの新人が加わることで
活力を生み出してグループの発展をもたらし
ました。即ち、質の高い造血幹細胞移植医療
を定着させ、患者数を伸ばし収入面で大学病
院内の一、二を争うグループにし、遺伝子治
療を実施して先端性を内外に示す、などの原
動力になっていきました。血液内科で専門の
トレーニングを受けた人材は累計で約60名に
のぼり、この多くが茨城県内の基幹病院で血
液疾患診療の中心的な存在として活躍したり、
大学病院血液内科の屋台骨を支える存在に
なっていたり、あるいは研究者として世界的

に注目される成果を上げたりするなど、活躍
の場を広げています。

遺伝子治療―本邦初の試み

　平成16年（2004）に「同種造血幹細胞移植
後の再発白血病に対するヘルペスウイルス・
チミジンキナーゼ導入ドナーTリンパ球輸注
療法の臨床研究」の第一例目が施行されまし
た。これは、本邦初の試みとして、血液内科
と小児科の共同研究として進められたもので
す。具体的には、ドナーの末梢血から採取し
たTリンパ球に、レトロウイルスベクターに
組み込んだ「単純ヘルペス由来チミジンリン
酸化酵素」遺伝子を導入し、抗腫瘍を目的と
して患者さんに輸注し、重篤な移植片対宿主
病（GVHD）が出現した際にはガンシクロビ
ルを投与して遺伝子導入ドナーリンパ球を死
滅させ、GVHDを沈静化させる、という方法
です。平成18年（2006）までに５症例に対し
てこの治療が施行され、その後により効果を
高めるために改良・継続されています。

現在の研究体制

　平成20年（2008）には、筑波大学以外の大
学を卒業し臨床や研究のトレーニングを受け
た３名が、第４代教授として赴任した千葉と
同時に、筑波大学血液内科の一員になりまし
た。異分子同士が混じり合うことにより、活
力を高める結果になっていることは間違いあ
りません。平成23年（2011）３月11日の東日
本大震災は、病棟以上に学系棟の被害が大き
く、研究の一時的停滞をもたらしました。し
かしこの震災からほどなく、学系棟の北側に

８階建ての「健康科学イノベーション棟（以
下イノベーション棟）」が完成し、医学系全
体の研究スペースが拡張しました。もとも
と開院当初の血液内科研究室は、中央検査部
でできない専門的な検査を実施する臨床支援
の側面が濃厚であり、研究活動の立ち上げに
も大きな苦労がありました。長澤教授時代に
学系棟の３階に研究室が集約され、徐々にア
クティビティが上がっていきました。そして
今回のイノベーション棟完成に伴い、血液内
科の研究室は全面的にこの新研究棟の７階に
引っ越し、大変すばらしい研究環境に恵まれ
ることになりました。ここでは大学院生が研
究活動に専念するのみならず、スタッフの一
部も同棟に本拠を構え、更なる発展を期して
います。

新棟完成後の血液内科診療

　「けやき棟」と名称が決まった新棟６階の
一方のウィングは、医師やナースなど医療者
のワーキングスペースも含めてウィング全体
が無菌病棟として設計されています。３床室
２室と個室24室、計30床のすべてが無菌病床
で、個室のうち６床がNASA基準クラス100、
残り24床がクラス10,000です。この設備は、
我が国の血液内科病棟として最高水準といっ
てよく、造血幹細胞移植や厳しい化学療法な
どの先進的な医療を行うための最適な環境で
す。平成23年（2011）の移植数は34でしたが、
この数も大幅に増えるものと思います。茨城
県内の血液疾患診療の現状は、人口あたりで
算出される種々のパラメーターで全国平均を
下回っていますが、上記の新しい環境は飛躍
的な進歩をもたらすであろうと期待していま
す。

文責：千葉　滋

血液内科
血液難病に挑むスピリット、先端医療を切り開く強い意思、
そして患者さんに寄り添うハート

学群棟前で（平成24年（2012）3 月22日）

血
液
内
科

日本血液学会学術集会で会長をされた小宮正文先生
（昭和60年（1985））

阿部帥先生時代。前列左から依田安弘先生、中沢正樹先生、
阿部帥先生、長澤俊郎先生；後列左から小林敏貴先生、

花田尚先生、二宮治彦先生、渋谷彰先生

長澤俊郎先生時代
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精神神経科グループ35年の歴史

昭和48年（1973）
　10月　 筑波大学開学
　11月　 小泉準三先生、カリキュラム委員
昭和50年（1975）
　４月　初代小泉準三教授赴任
昭和51年（1976）
　10月　附属病院開院
昭和52年（1977）
　５月　白石博康助教授就任
昭和56年（1981）
　５月　附属病院７階に精神科病棟開設、
　　　　教官４名、研修医４名
平成５年（1993）
　３月　小泉教授定年退官
　11月　第２代白石博康教授就任
平成12年（2000）
　３月　白石教授定年退官
平成13年（2001）　第３代朝田隆教授就任

　本学が開学した１年半後の昭和50年（1975）
４月、小泉準三先生が当科の初代教授に就任
されました。ドイツ流の厳密な精神医学を重
んじ、精神疾患を脳の病気としてとらえるこ
とを教育されました。臨床の重要性と研究の
楽しさ、その結果を英語の論文で発表するこ

との大切さを常に指導され、当グループの基
礎と方向性が形作られた時代でありました。
　附属病院が開院した昭和51年（1976）からし
ばらくは当科の病棟がありませんでした。そ
こで患者さんは他の病棟に分散して入院して
いました。昭和56年（1981）５月になってよ
うやく、附属病院７階に当科の701病棟が開
設されました。教官４名、研修医４名の小さ
なグループであったため、当時から教官が熱
心に病棟で診療していました。それが現在に

至るまで当科の伝統となったのです。教授回
診や勉強会は常に緊張感のある厳粛なもので
したが、オフには懇親旅行やカラオケを楽し
み、よく学びよく遊ぶ雰囲気がありました。
　そうした日々の中から、研修を積んだ本学
の卒業生が教官になる時代となり、助教授の
白石博康先生が、平成５年（1993）に第２代
教授に就任されました。基本に忠実でありつ
つ、自由な発想で診療や研究を発展させる時
代となりました。内因性や器質性の精神障害
に加え、摂食障害などの心因性精神障害につ
いても臨床研究が進められました。また留学
するスタッフも現れるようになり、神経病理
と精神薬理の研究が発展しました。平成11年

（1999）11月には日本精神衛生会の第37回精
神保健シンポジウム茨城を開催し、時代を先
取りする「増加する子ども・成人・高齢者へ
の虐待を考える」というテーマで会が催され
ました。
　平成12年（2000）に白石教授が退官され、
平成13年（2001）第３代朝田隆教授が就任し
ました。認知症医療と小児精神医療の重要性
に着目して、この分野を専門とする人材の育
成にも力が入れられるようになりました。ま
た病棟における治療面では無けいれん電気療
法が取り入れられました。このことで難治性

うつ病などの治療面でとくに効果と変化があ
りました。そしてこのことが入院期間の短縮
にも貢献しました。

現状と将来展望

　精神科の本流である統合失調症、躁うつ病
を中心として伝統の食行動異常がこれまで主
たる対象疾患でありました。さらにこの10余
年は認知症についても専門外来を開設して積
極的に運営するとともに、小児精神と漢方外
来も活発な臨床活動を行っています。従来か
ら外来患者数の多さは本院でもトップクラス
でしたが、ここ数年は新患数と紹介患者数の
増加が顕著になっています。また大学病院事
務局と院長のご尽力により、国立大学病院の
精神科病棟としては全国でも先駆的に10：１
の看護基準を獲得させていただきました。さ
らに在院日数についても、精神科病棟として
は画期的な30日未満を実現しています。これ
により収益もようやく長年の赤字体質から脱
却しつつあります。
　今後は、新棟のオープン後に旧外来棟をリ
フォームすることにより、大学病院としては
珍しい外来デイケアをスタートさせるべく準
備中です。これにより様々な精神神経疾患の
地域医療推進の基地と地域に開かれた精神医
療の場の実現を目指しているのです。
　また東日本大震災を契機に、平成24年度

（2012）の概算要求が認められた結果、「災害
精神支援学」が本学で立ち上がることになり
ました。ここでは将来の大型自然災害に際し
て、「こころのケア」を被災地で実践する要
員を育成することになっています。この精神
科の病棟は今後そのような人材の基礎訓練の
場としても、機能していくことが期待されて
います。
　最後に、同門会のメンバー数も百名を超え
るほどになり、毎年11月末に開催される同
門会総会もメイン写真のように大いに盛況
を呈しています。平成23年（2011）に、精神
疾患は国の政策医療の基本となる疾患に加え
られ、５疾病５事業という基本方針に改めら
れました。筑波大学附属病院の精神科が、こ
うした時代にふさわしい精神科医療の活動拠
点になるよう一丸となって努めていきたいと
願っています。

文責：朝田　隆・堀　孝文

精神神経科
「こころの時代」をリードする人材育成と
その医療活動を実現する筑波大学附属病院精神神経科

精
神
神
経
科

701病棟開設間もない昭和57年（1982）の病室（上）、ナースセ
ンター（下）の様子。現在と基本的に同じ配置ですが、設備的に
は簡素で広々としている印象。

水戸で開催した日本精神衛生会のシンポジウム。虐待を多角的
にとり上げ、時代を先取りする企画でした（平成11年（1999）11
月）。

昭和59年（1984）12月の病棟行事。当時は長期入院者も多く、
季節ごとの病棟の行事は入院中の数少ない楽しみでした。クリ
スマス会ではサンタクロースが登場し、キャンドルサービスが
行われていました。

平成23年度（2011）精神神経科同門会
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草創期から現在に至る歩み

　筑波大学皮膚科は、昭和51年（1976）の筑

波大学附属病院開院から数えて35年目を迎え

ます。人間にたとえれば体力・気力が充実し

働き盛りの青年期といったところです。以

下、筑波大学皮膚科が産声を上げた草創期か

ら現在までの沿革を簡単に述べます。

　昭和51年（1976）４月に上野賢一初代教授

が発令され、他にレジデントとして大見尚、

内藤琇一のわずか３名で筑波大学皮膚科の歩

みが始まりました。同年10月に附属病院が

開院しますが、10月一杯上野教授は入院中

で、上記レジデント２名のみで開院を迎えま

した。11月に上野教授が復帰し、学群におい

て皮膚科の初講義を行いました。翌昭和52年

（1977）４月に矢尾板英夫助教授が着任し、さ

らに高橋秀東がレジデントに加わり、開院後

半年で５名体制となりました。外来は210外

来において火曜日と金曜日の週２日体制で始

まり、数年後に週３日（火、木、金）となり

ました。当初は、210外来には机と椅子、顕

微鏡などの皮膚科診療をするための必要最小

限の設備しかなく、大学病院としての皮膚科

診療の質を保つのに相当の苦労があったとの

ことです。しかし、徐々に設備もそろって

きて、現在では局所・全身用ナローバンド

UVB照射装置、各種レーザー照射装置など

高度な皮膚科処置を施すための設備も充実し

ています。上野教授のライフワークである皮

膚放射線治療に必須の設備であるデルモパン

（軟X線照射装置）は、昭和54年（1979）に放

射線治療棟に設置され、菌状息肉症やケロイ

ドなどの放射線治療に威力を発揮していまし

たが、時代の流れもあり現在は退役していま

す。病棟における入院患者さんの診療も昭和

52年（1977）７月より２床から始まりました。

入院定数は徐々に増え、現在は17床となって

います。昭和56年（1981）、星野稔、堀内早

苗が本学卒業生として初めて皮膚科レジデン

トとなり、講師に馬場徹、高瀬孝子、佐久間

真理子が就任し、皮膚科スタッフも充実して

きました。昭和57年（1982）、矢尾板助教授

が自治医科大学教授として転出し、翌昭和58

年（1983）馬場講師が助教授に昇任しました。

昭和61年（1986）年７月、筑波大学皮膚科開

設10周年を記念し、上野教授を会長とする第

１回日本皮膚科学会茨城地方会をノバホール

において開催しました。茨城地方会は、その

後も脈々と続き現在まで78回をかぞえていま

す。平成元年（1989）９月、上野教授を会長

とする第53回日本皮膚科学会東日本学術大会

を主催しました。平成３年（1991）３月、上野

教授が定年退官し、同年８月、大塚藤男教授

が第二代教授として着任しました。平成５年

（1993）２月、岩田充助教授が馬場助教授の後

任として赴任しました。長らく皮膚科は手狭

な210外来でしたが、A棟の竣工に伴い平成

５年（1993）４月、320外来に移動し、より広

いスペースで外来診療ができるようになりま

した。また、レジデントが虎ノ門病院皮膚科、

国立がんセンター中央病院皮膚科において３

年間の臨床研修を行うプログラムも始まりま

した。この研修プログラムを終了したレジデ

ントが学位取得後に教官となり、特に皮膚悪

性腫瘍分野の診療と後進の教育において大き

な力を発揮しています。平成９年（1997）に

は今門純久助教授が就任しました。平成13年

（2001）７月につくば国際会議場において大塚

教授を会頭に第23回日本光医学・光生物学会

を主催し、翌平成14年（2002）には第66回日

本皮膚科学会東部支部総会を主催しました。

平成15年（2003）に川内康弘助教授が就任し、

平成16年（2004）には梅林芳弘講師が秋田大

学皮膚科に助教授として転出しました。平成

17年（2005）には、大塚教授を会頭に第28回

皮膚脈管膠原病研究会と第21回皮膚悪性腫

瘍学会学術大会を主催しました。平成24年

（2012）６月には大塚教授を会頭として第111

回日本皮膚科学会総会・学術大会を国立京都

国際会館にて主催することになっています。

現状と将来展望

　現在は、大塚教授、川内准教授、石井良征

講師、中村泰大講師、古田淳一講師、藤澤康

弘講師の６名の教官と、４名の後期レジデ

ントで診療・研究・教育の業務を果たしてい

ます。特に診療は茨城県の中核医療機関とし

て、重症疾患、稀少難治疾患を中心に高度な

診断・治療を行っています。平成21年度の診

療実績としては、外来患者さんは１日平均60

人、入院患者さんは病床定数15に対して１日

平均16.7人、中央手術室での手術件数86件、

診断病理標本数400、等です。今後は、卒前

教育や初期・後期レジデント教育をさらに充

実させ、茨城県の皮膚科診療のレベルを全国

トップにすべく、その役割を発揮していきま

す。
文責：川内康弘

皮膚科
皮膚は全身を映す鏡であり、
私たちは皮膚を通して人間を診るプロフェッショナルです

皮
膚
科

皮膚病理組織カンファレンス後の皮膚科集合写真（平成24年（2012）1 月）

320外来での皮膚科集合写真（平成 6 年（1994）12月）

ノバホールにて開催された第 1 回日本皮膚科学会茨城地方会（筑
波大学皮膚科開設10周年記念）においてあいさつする上野賢一
教授（昭和61年（1986）7 月）
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「超未熟児と成人が同室」から始まった

　小児科の附属病院における診療は開院当初、
滝田齊教授、次いで薮田敬次郎教授が赴任さ
れ、松井陽教授を経て、須磨崎亮教授に引き
継がれ現在に至っています。この間、当科で
研修した医師は170名以上にのぼり、現在157
名が日本小児科学会専門医を取得して、院内
および茨城県内を始め、国内各地で活躍して
います。
　小児病棟は開院時B棟630にありましたが、
昭和56年（1981）に新しいE棟が建ってそこ
に移転し、それまで成人と共用の集中治療病
棟（B430）で加療されていた重症新生児も小
児病棟に入院できるようになりました。さら
に平成16年（2004）に新生児集中治療室が独
立して開設され、現在の総合周産期母子医療
センターになりました。

小児医療の最後の砦

　当科には小児医療のほぼ全領域をカバーで
きる医師がそろっていて、いずれの診療チー
ムも日本でトップレベルの指導者を中心に、
相互に協力しながら活発に診療、教育、研究
を行っています。また、小児病棟では診療科の

壁がなく、毎日、小児外科、循環器外科、脳外
科、放射線科、産婦人科などと連携して、全
国からの紹介患者さんに高度な医療を提供し
ています。一方、大学病院に隣接する筑波メ
ディカルセンター病院は小児救急医療拠点病
院に指定され、本院小児科と一体になって、
茨城県の救急医療の中核を担っています。茨
城県立こども病院や茨城県立医療大学、その
他の地域基幹病院とも緊密な連携をはかり、
救急からリハビリ医療まで幅広い診療体制を
構築しています。

国際的な医療を目指して

　国際交流も盛んに行っています。例えば平
成６年（1994）には、スウェーデン・カロリン
スカ大学小児科教授のAnita Aperia先生（前
ノーベル医学賞選考委員長）を迎えてセミ
ナーを行いました。またバングラデッシュの
Tahmeed Ahmed医師は当科へ留学し、医学
博士の学位をとり、本国に戻ってからは国際
機関の要職に就いて、現在でも研究の交流が
続いています。近年も若手医師がアメリカ、
カナダに留学したりセミナーを受講したりし
て、最新の知見を取り入れています。

専門的な高度医療の提供

　新生児医療は総合周産期母子医療センター
の項に記載しました。血液・腫瘍では1980年
代後半から、造血幹細胞移植など効果的な治
療開発に取り組んでいて、平成17年（2005）
には、「再発白血病に対する遺伝子治療」を
世界で初めて小児に実施しました。また複数
の診療科と共同して固形腫瘍・脳腫瘍の治療
を行い、特に平成21年（2009）から小児腫瘍
に対する陽子線治療の臨床研究を開始し、日
本全国からこの治療を受けに当科を受診する
ようになりました。本院の循環器は胎児心磁
図を活用している数少ない施設で、平成11年

（1999）には先天性QT延長症候群の胎児心磁
図診断例を世界に先駆けて報告し、その後、
欧米のグループと共同で胎児心磁図の正常値
を確立しました。また、不整脈のカテーテル
治療を積極的に行い、良好な成績を上げてい
ます。さらに「成人先天性心疾患外来」を開
設し、先天性心臓病患者さんのためにトータ
ルな医療を提供しています。消化器では遺伝
性胆汁うっ滞症の病態解明で世界的業績を上
げ、平成21年（2009）からこの分野で厚労省
研究班を組織しています。また、劇症肝不全

の集学的治療、外科系診療グループとともに
行う肝移植、肝炎ウイルスの母子感染予防や
薬物治療、炎症性腸疾患の治療などで、わが
国でも有数の実績を上げています。神経・精
神分野では、ビデオ脳波同時記録、脳血流シ
ンチ、筋生検、遺伝子診断、脳画像定量的解
析など先進的手法を取り入れて、てんかん、
筋疾患、神経変性疾患、発達障害児、心身症、
心の問題などの診療・治療を積極的に行って
います。代謝・内分泌では新生児マススク
リーニングの精密検査機関として早期診断・
治療に貢献してきました。また、肥満症など
生活習慣病予備軍に対する小児期からの治療
的介入に積極的に取り組んでいます。

すべてはこどもの笑顔のために

　新しい「けやき棟」では２階に小児集中治
療病棟（PICU）、５階に新生児集中治療病棟

（NICU/GCU）、６階に小児病棟が開設されま
す。PICUには大学病院としては全国で初め
て、小児救急救命センターが設置される予定
です。私達は重症疾患のこどもを救命するだ
けでなく、健康な大人になれるように支援し
ていきます。今まで以上に充実した包括的・
全人的医療を目指して、高度医療や救急医療
に力を入れます。他の医療施設と連携しなが
ら、理想的な地域医療環境を整えられるよう
に努めるとともに、世界の小児医療の発展に
貢献できる小児科を目指します。

文責：須磨崎亮

小児科
未来あるこども達の笑顔のために、
包括的かつ全人的な医療を提供できるよう、私達は日々研鑽し続けます

小
児
科

筑波大学小児科メンバー（平成23年（2011））

若手小児科医の診察風景

日光セミナー、Aperia教授を迎えて（平成 6 年（1994）7 月）
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小児外科の黎明期（澤口重徳教授時代）

　小児外科は、昭和52年（1977）５月より初
代澤口重徳教授（故人）の指導の下、診療グ
ループとしてスタートしました。この時期は
日本における小児外科の黎明期でもあり、全
国各地に小児外科が診療科として独立した時
期です。当初より本院では、小児病棟での小
児内科などとの共通病床を用いた入院診療が
行われ、外来も小児内科と共用でした。これ
は当時国内では先進的な試みで、診療教育面
で大きな成果を上げ、現在では他の大学や病
院でも採用されるようになりました。茨城
では専門的な小児外科治療が行える施設がな
かったことから、当初から新生児の外科的疾
患や小児がんの治療で国内でも第一線の診療
が行われてきました。特に小児がんにおいて
は、米国で始まった手術、化学療法、放射線
療法を有効に組み合わせた集学的治療をいち
早く取り入れ、現在でも難治性疾患である進
行神経芽腫の治療で大きな成果を上げまし
た。この治療法は澤口教授のもと、当時の厚
生省班会議において臨床研究が行われ、後の
進行神経芽腫治療の基礎となったものです。

また、高エネルギー物理学研究所内の陽子線
照射装置を利用した小児がん治療は世界の先
駆けとなるものでした。

昭和60年（1985）頃の小児外科グループスタッフ：
前列左より、大川治夫助教授、澤口重徳教授、高橋正彦講師、

後列左より、金子道夫講師、仁科孝子講師、坂庭操講師、
越智五平講師

小児外科の成長期（大川治夫教授時代）

　昭和63年（1988）より大川治夫先生が２代
目の教授となり、さらに小児外科が成長しま
した。この頃から、小児がん、新生児外科疾
患、胆道閉鎖症の３つの難治性疾患を、特に
治療対象の柱として診療に邁進しました。小
児がんは澤口教授の時代より継続して治療法
の改善が行われ、成績が向上しました。新生
児の外科疾患は本院産科が先進的に出生前診
断治療に努力し、分娩・手術のタイミング、

術式、術中麻酔管理、周術期の集中管理が急
速に向上した時期です。新生児の外科疾患の
治療成績の向上はもちろんですが、病因解明
にも力を入れ研究しました。特に鎖肛に注目
し、大川教授を中心に、ヒトの鎖肛に類似す
る動物モデル「鎖肛ブタ」を作成しました。
このモデルを使用して鎖肛の病因検討の研究
を行い、全国に知られることとなりました。
また、胆道閉鎖症への最終的な治療としての
生体部分肝移植が国内で実施され始めた時期
でもあります。本院でも平成９年（1997）に
初めて、この生体部分肝移植に成功し、以後
胆道閉鎖症末期の患者さんや劇症肝炎の患者
さんへの治療として確立し、現在も継続して
います。

小児外科の成熟期（金子道夫教授時代）

　平成11年（1999）４月に金子道夫教授が３
代目として就任しました。金子教授は小児が
んを専攻し、なかでも神経芽腫の集学的治療
においては、現在国内で行われている治療法
の確立に寄与しました。さらに分子生物学的
手法を駆使して、神経芽腫を始めとする小児
がんの予後因子や抗癌剤の感受性に関する研
究を行うなど、小児がんの分野で世界にその
名を知られるようになりました。また金子教
授が中心となって臨床例の集計や検討を行う
全国的な研究グループ、日本神経芽腫研究グ
ループ（JNBSG） が平成18年（2006）に設立
され、国内の神経芽腫研究の中心的役割を果
たして現在に至っています。さらにこの時期
は生体部分肝移植が順調に行われるようにな
り、計30例に施行されて手術死亡がないとい

う良好な成績を収めました。新生児の外科疾
患でも、先天性横隔膜ヘルニアの治療成績の
向上に加え、産総研や物質･材料研究機構と
の共同研究で器官欠損部修復の材料の開発な
どの研究が行われてきました。またこの時期
からは、腹腔鏡下手術の導入が本院小児外科
でも始まりました。

小児外科の現在と今後について

　小児外科が誕生して35年が経過し、平成23
年（2011）11月に増本幸二が４代目として着
任しました。当グループでは現在まで、小
児がん、新生児の外科疾患、胆道閉鎖症へ
の治療を３つの柱として、臨床や研究を行っ
てきました。最新の治療を取り入れ、患者さ
んのニーズにこたえ、最適と考えられる医療
を提供することに努めていますが、これから
はさらに長期のQOLをどれだけよいものに
できるかが求められてきます。特に小児で
は、疾患の治療後も成長発達を考慮した上で
のintact survivalが要求されます。そのため、
侵襲の少ない最適で安全な治療、しかも長期
予後の改善を行うことが必要です。現在は細
径のポートを用いた鏡視下手術や手術創の位
置を考慮した傷の目立ちにくい手術の適応拡
大を行い、長期のフォローアップについては
関係各グループと連携して行うなどの改善を
進めています。今後さらに患者さんのintact 
survivalを目指した独自の工夫を進め、長期
のQOLの著しい改善が見込める治療法の開
発を検討し、臨床応用していく予定です（本原
稿は金子前教授に監修していただきました）。

文責：増本幸二

小児外科
短期予後の改善はもちろん、長期のQOLを改善させる、
安全で最先端の医療を提供します

小
児
外
科

新生児の手術風景

鎖肛ブタ：	左は鎖肛ブタ新生児の肛門部の写真、右は造影像で、直腸肛門部と尿道間に瘻
孔（矢印）があり、肛門が閉鎖している（大川前教授所蔵の写真を学会発表の
際に用いたもので、現土浦協同病院小児外科部長　堀哲夫先生よりいただいた
もの）

male female male Contrast radiogram for affected male.
最近の腹腔鏡手術風景

（臍からの 1 ポートでの手術）
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形成外科の黎明期

　形成外科とは体表の異常、変形、欠損に対

し整容的、機能的により正常修復する科です。

　本形成外科は昭和50年（1975）１月に初代

教授添田周吾先生が保健センター所属の助教

授として東京大学から赴任されたことに始ま

ります。添田名誉教授のお話によると、赴任

当時は創立計画の診療科に形成外科の名前が

なく、非常に危ぶまれたとのことです。保健

センター所属のため、診療に関する会議など

の連絡も少なく、検診なども担当されていた

とのことです。昭和51年（1976）10月に附属

病院の開院とともに診療グループとして形成

外科が始まりました。形成外科は当時、新しい

科であり、形成外科としての診療を開始した

のは国立大学では有数の歴史となります。当

初はお一人で、しかも患者さんの処置が自科

の外来では場所がなく、処置の必要な患者さ

んはいちいち他の部屋まで連れていかねばな

らず、大変なご苦労であったようです。手術

室が使えるようになっての最初の手術は昭和

52年（1977）１月に多指症の手術でした。皮

膚科上野賢一初代教授のご厚意で皮膚科の部

屋を処置に使えるようになり、少しずつ診察

ができるようになったとのことです。昭和52

年（1977）６月には中山凱夫講師（後の２代

教授）が東京大学から赴任され、２名体制と

なりました。教官枠がなかなか増やせないこ

ともあり、レジデントを育てても４年で出さ

ねばならず、研究や人材の確保に苦心された

と伺っています。昭和57年（1982）７月に代

謝内分泌外科の藤本吉秀教授が転出されたあ

と代謝内分泌外科と統合し形成・代謝内分泌

外科教授として添田周吾先生が就任されまし

た。当初は形成外科４名、代謝内分泌外科４

名という構成でした。教室を主催されてから

昭和58年（1983）には光嶋勲講師（現東京大

学形成外科教授）、昭和59年（1984）に坂井重

信講師（現鳥取県立中央病院形成外科部長）

と形成外科教官も増やされ、徐々に業績・手

術とも増加していきました。添田初代教授は

昭和62年（1987）に第30回日本形成外科学会

総会・学術集会を会長として主催され、日本

形成外科学会の基礎を築かれました。また外

科診療グループの外科長、救急部長、手術部長

を歴任、平成５年（1993）に退官し名誉教授

となられました。２代目の中山凱夫教授は平

成５年（1993）12月１日に就任され、手術部

長、学類長を歴任され、学群長として現在の

筑波大学医学教育システムの作成に尽力され

ました。昭和62年（1987）には第14回日本マ

イクロサージャリー学会、平成12年（2000）

には第５回日本形成外科内視鏡研究会を会長

として主催されました。平成19年（2007）３

月に退官、名誉教授となられました。平成20

年（2008）には代謝内分泌外科と分離し、形

成外科として独立、平成20年（2008）７月に

は関堂充が３代目教授として北海道大学から

赴任しました。マイクロサージャリーを中心

とした頭頸部再建、乳房再建など再建症例を

増加させています。

形成外科の現在と今後について

　現在の診療分野は、外傷（熱傷、労働災害、

交通事故、顔面骨骨折、褥瘡等）、先天性形

態発育不全（唇顎口蓋裂、小耳症、多合指症、

漏斗胸等）、皮膚軟部組織腫瘍（あざ、母斑、

血管腫、皮膚癌等）、悪性腫瘍切除後再建外

科（頭頚部再建、乳房再建、顔面神経再建

等）、頭蓋顎顔面外科（頭蓋顎骨発育不全等）、

そして美容外科と多岐にわたっています。ス

タッフは関堂充教授のほか、富樫真二講師、

足立孝二講師、佐々木薫講師の４名です。茨

城県では唯一の形成外科を持つ医育機関とし

て多くの形成外科医を育て県内の形成外科の

拠点となっています。同門では光嶋勲東京大

学形成外科教授、木股敬裕岡山大学形成外科

教授、稲川喜一川崎医科大学形成外科教授、

夏井裕明東京女子体育大学教授、清澤智晴防

衛医科大学校准教授などが活躍中です。関連

病院では磐城共立病院、水戸済生会病院、水

戸医療センター、水戸赤十字病院、茨城県立

中央病院、筑波学園病院、茨城西南医療セン

ター、霞ヶ浦医療センターなどがあり、地域

の形成外科治療に貢献しています。初期研修

医には縫合・創傷処置などを教育し、また後

期研修医には形成外科全般の教育と専門医の

取得を目標としています。平成22年（2010）

からは筑波大学の若手医師海外派遣システ

ム を 使 い、Chang Gung Memorial Hospital

（Taipei）、ヨーロッパがんセンター（Milan, 

Italy）、University of Kentucky（USA）、Gent 

University（Belgium）に短期ではありますが

研修をする機会を得、若手医師の育成に努め

ています。
文責：関堂　充

形成外科
日本の形成外科の中で有数の古い歴史を持っています

形
成
外
科

左より添田周吾（初代）、関堂充（現）、中山凱夫（前）教授
（平成22年（2010）12月）

添田周吾教授、日本形成外科学会主催（昭和62年（1987）） 中山凱夫教授退官記念（平成19年（2007））

現在の形成外科
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　高齢化社会を迎えてアルツハイマー病や
パーキンソン病などの神経変性疾患は益々増
加しつつあり、難病ではなくても加齢に伴う
動脈硬化や脊椎骨の変形などに由来する神経
症状と遭遇する頻度が増えてきました。社会
の要請もあり、神経内科医の需要は着実に増
加してきています。

35年の歴史
　筑波大学神経内科の歴史は、筑波大学附属
病院の開設とともに始まり、初代の中西孝雄
教授、二代目の金澤一郎教授、三代目の庄司
進一教授を始めとする諸先輩のご努力と関係
各位のご支援により、今日の基盤が築かれま
した。
昭和51年（1976）〜平成元年（1989）
　診療グループ長を中西孝雄教授が務められ、
多くの俊英が全国から集まりました。葛原茂

樹講師は東京都養育院附属病院（現東京都老
人医療センター）神経内科医長を経て、三重
大学神経内科教授、国立精神・神経センター
武蔵病院長、日本神経学会理事長を歴任され
ましたし、レジデントの佐々木秀直医師は現
在北海道大学神経内科教授、日本神経学会理
事として活躍中です。中西先生は平成元年に
第30回日本神経学会会長を務められた後、国
家公務員共済組合連合会三宿病院院長として
転出されました。
平成２年（1990）
　診療グループ長を金澤一郎教授が務めら
れ、東京大学神経内科教授に転任されるまで
の期間、パーキンソン病の臨床薬理学的研究
やハンチントン病の遺伝子探索など、特に神
経科学的側面の進展に力を注がれました。金
澤先生は東京大学神経内科教授を経て、国立
精神・神経センター神経研究所長、同総長、
日本神経学会理事長、宮内庁皇室医務主管、

日本学術会議会長、国際医療福祉大学院長な
どを歴任されました。金澤先生とともに東京
大学に移った村田美穂医師は現在国立精神・
神経臨床研究センター病院神経内科部長（特
命副院長）として活躍しています。
平成３年（1991）
　診療グループ長を水澤英洋助教授が務めら
れ、教授が不在であったにもかかわらず、平
成４年には４名もの新人が参加しました。ス
タッフは一時４名まで減少しましたが、講師
として大越教夫、玉岡晃、林明人の３名が加
わりました。
平成４年（1992）〜平成16年（2004）
　診療グループ長を庄司進一教授が務めら
れ、水澤英洋助教授の遺伝性脊髄小脳変性症
の遺伝子の同定、玉岡晃講師のアルツハイ
マー病におけるアミロイドβ蛋白分子種やア
ポリポ蛋白Eの意義の解明、吉澤利弘講師の
マシャド・ジョゼフ病遺伝子の毒性発現機
構の解析など、多くの成果が発表されまし
た。臨床研究も数多く報告され、永田博司講
師、大越教夫講師、林明人講師はそれぞれ神
経生化学、神経病理学、神経生理学的側面か
ら貢献しました。水澤英洋助教授は東京医科
歯科大学神経内科教授に栄転し、現在日本神
経学会代表理事の要職も兼務しています。永
田博司講師は茨城県立医療大学教授に、大越
教夫講師は筑波技術大学教授に、林明人講師
は順天堂大学浦安病院リハビリテーション教
授に栄転しています。また、吉澤利弘講師は
NTT東日本関東病院神経内科部長として活
躍中です。
　庄司教授は神経内科の他にも医学教育や医
療倫理の造詣が深く、本学の医学教育の大改
革にリーダーシップを発揮され、脳死臓器移
植に関する国際会議や日本死の臨床全国大
会なども主催されました。また、平成15年

（2003）に当科に入院した患者さんが端緒と
なって、石井一弘講師の尽力により茨城県神
栖町における飲用井戸水の有機ヒ素汚染が発
見され、住民検診が玉岡晃助教授、石井一弘
講師らによって実施されました。有機ヒ素中
毒研究の臨床的および基礎的プロジェクトは
現在も続いています。

平成17年（2005）〜現在
　診療グループ長を玉岡晃が務め、新たに講
師として石井亜紀子、中馬越清隆、冨所康志、
詫間浩が加わりました。望月昭英講師は高エ
ネルギー研究所助教授を経て、現在筑波大学
寄附講座（長寿医学）教授として再びグルー
プに参加しています。平成23年（2011）現
在、神経内科長・教授の玉岡晃以下、教授１
名（望月昭英）、准教授２名（渡邊雅彦、石井
一弘）、講師４名（石井亜紀子、中馬越清隆、
冨所康志、詫間浩）、リハビリテーション部の
病院講師１名（上野友之）、筑波大学附属病
院水戸地域医療教育センター講師２名（織田
彰子＜休職中＞、辻浩史）の体制で、神経内
科の診療、教育、研究を活発に行っています。

現状と将来展望
　現在レジデントは多少の増減はあるものの
各学年平均２名位となっており、活発に臨床
研修を行っています。病床は定床26ですが、
概ね30前後で推移しています。症例報告は極
めて盛んであり、年間４回の日本神経学会関
東・甲信越地方会、９回の日本内科学会関東
地方会のすべてに演題を応募しています。地
域医療関連では、茨城県内の主要病院の神経
内科部長や医長としてグループの関係者が勤
務し、地域の神経内科医療を支えています。
大学からは東日本大震災の影響を最も被った
日立総合病院に若手を１〜２名研修に出し、
県央や県南、さらに東葛地区の基幹病院にグ
ループ員が出張して専門医療を実践していま
す。研究面では、神経変性疾患の病因関連
蛋白の分子病態に関する研究、有機ヒ素中毒
の動物モデルの作成や神経眼科学的検討、神
経・筋疾患の遺伝子異常の解析などの研究が
中心となっています。現在、臨床で見いださ
れた問題点を究明して、臨床に還元できる成
果を目指して、さらなる研鑽を続けつつあり、
今後の一層の発展が期待されています。

文責：玉岡　晃

神経内科
「臨床で発見した問題点を究明し臨床に還元できる成果を目指す」
医学と医療のすべてが神経内科にはあります

神
経
内
科

朝のカンファレンス

髄液検査

神経内科グループの構成員

スキーツアー

教授回診
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黎明期〜診療体制の確立

　昭和50年（1975）に牧豊・初代教授が着任
し、筑波大学脳神経外科の歴史が幕を開けま
した。同門会誌をひもとくと、附属病院の開
院当初は、野戦病院さながらの様相を呈して
いたようです。頭部外傷や脳血管障害の救急
患者さんが多く搬送されてきたにも関わら
ず、人手は不足、緊急入院は困難、また開院
当時はいまだCTが導入されておらず、必要
であれば他県の病院まで患者さんを搬送する
など、大変な苦労だったようですが、そこは
創成期を担うという使命に基づいた活力で乗
り切ったのでしょう。その後、レジデントも
加わり人手も増え、診療体制が充実していき
ました。
　牧教授は「今の日本に何が足りないか」を
強く意識していて、初代スタッフに対し、診
断、血管障害といったそれぞれのサブスペ

シャリティーを割り当て、各人がその分野を
牽引できる実力を磨くよう強力に指導しまし
た。教授ご自身では、当時立ち上がったば
かりの日本脳神経外科学会でいまだ数編の発
表しかなかった小児脳神経外科領域にこそ社
会の要請があると感じ、その領域をパイオニ
アとして開拓し、その伝統は今でも小児神経
外科に強い筑波大学として続いています。ま
た、周辺の関連病院での脳神経外科の救急医
療確立にもご尽力され、当時の茨城県医師会
長の秦博文先生らと協力し、その成果とし
て昭和60年（1985）には筑波メディカルセン
ター病院が開設され、脳神経外科から中田義
隆先生（現財団法人筑波メディカルセンター
理事長）が初代院長として赴任されました。
　牧教授は医学的知識の継承のみならず、医
学生の向学心、キャンパスライフのよき指導
者でもあり、M1の医学セミナーや、通常の
診療や教育以外に沢山の時間を学生と共有し
ました。脳外科を志す多くの者がこの時期に
入局しましたが、筑波大学一回生である松村
明もその一人です。

発展期〜脳外科学の発展をリード

　牧教授は昭和63年（1988）に退官され、翌・
平成元年（1989）に能勢忠男先生が二代目教
授に就任しました。能勢教授はその親分肌が
持ち味で、常に「患者さんは自分の親と思え、
子と思え」と医局員に語っていましたが、こ

の姿勢は今でも脳神経外科グループの家訓と
して生きています。また、「良い環境・条件
で育てれば、特別なことはしなくても自らの
研鑽で美しい花を咲かせる」と、医局員のみ
ならずコメディカルの教育の場の構築にも尽
力された能勢教授は、看護師からも大変人気
がありました。
　能勢教授は、脳神経外科領域における診断学
の向上に尽力されました。まだ日本ではMRI
がほとんど導入されていない時期から筑波研
究学園都市内の機械技術研究所（現産総研）
にてMRIの動物実験を開始し、日本でも草分
け的な存在となり、開学20周年にあたる平成
５年（1993）日本磁気共鳴医学会の大会長も
務められました。あるゆる脳神経外科疾患に
ついてのMRI所見についての基礎が物凄い勢
いで構築されていったこの時期は、脳神経外
科にとって手術顕微鏡、CTの導入に次ぐ大
変革でした。
　また、能勢教授は「脳神経外科から手術が
なくなる日」という目標を掲げ、非侵襲的な
治療を目指しました。これが、本院における
現在の血管内治療の充実や、脳腫瘍の集学的
治療の発展へとつながっていきます。血管内
治療では、まだ良いデバイスのなかった黎明
期の頃から、治療の確立・標準治療化までを
筑波大学がリードし、この領域の指導的立場
にある脳神経外科医を現在まで多く輩出して
きました。また、脳腫瘍の治療研究では、東
海村の日本原子力研究開発機構との共同研究
である中性子を用いた腫瘍細胞選択的治療

（中性子捕捉療法）、当時の高エネ研で始まり
後に筑波大学陽子線センターに引き継がれた

陽子線治療、そして免疫ワクチン治療の３つ
を柱とした基礎研究が始まり、これらは後に
臨床研究へと発展し、全国から患者さんが来
られています。

そして、さらなる発展へ 
〜医工連携に基づいた先進医療
　牧・能勢両教授の後を継ぎ、現在、松村明
が三代目教授として舵を取っていますが、今
の時代は先に述べた画像診断や放射線治療に
加えて、術中ナビゲーションや神経内視鏡、
あるいは脳腫瘍や脳血管の術中蛍光診断と
いった、周辺科学や医工学がものすごい勢い
で発展している時代であると感じています。
そのような中で、手術件数は年々飛躍的に増
加し、年間400を超える程になりました。特
に脳腫瘍では、手術件数は国立大学でトップ
になったこともあり、常に上位に位置してい
ます。手術数だけでは良し悪しは推し量るこ
とができないものの、集学的な治療体制に対
して皆様からの信頼をいただき、ご紹介いた
だけた上での数字であると感謝しています。
　最近では脳腫瘍以外にも、脊髄外科症例の
増加や、機能的脳外科といった専門性の高い
領域も加わり、幅の広い脳神経外科診療が確
立されつつあります。
　新しくできる新棟の手術室では術中MRIな
どの機器も導入され、さらなる発展が期待さ
れます。また、国際戦略総合特区（全国７ヶ
所）にも採択された小型加速器を用いた病院
内中性子捕捉療法の確立もがん治療のパラダ
イムシフトを引き起こす可能性があると考え
ています。同じ特区の中でHALを始めとす
るロボットの医工連携研究も開始しています。
　筑波大学から関連病院に派遣する脳神経外
科医の数も増えました。開設当初の関連病院
は県西総合病院、北茨城市立総合病院の２ヶ
所しかありませんでしたが、現在では県内の
基幹病院のほとんどへ脳神経外科医を派遣し
ていて、その数は16病院となり、県民の脳神
経外科診療に大きく貢献できているのではな
いかと考えています。
　はからずもこうして35年間を顧みれば、諸
先輩が築いてきた力が脈々と受け継がれてい
ることにあらためて気づかされます。そし
て、日本の脳神経外科の発展を常にリードし
ているという自覚の元に、今後も益々充実し
た診療・研究・教育を目指していく所存です。

文責：松村　明

脳神経外科
地域医療に根差しつつ、
世界トップレベルの先進的脳神経外科医療を提供します

脳
神
経
外
科

開院時先発部隊の面 （々病院前にて） 能勢教授を囲んで（801にて）（平成15年（2003）3 月）

現在の脳外科同門会メンバー

牧教授回診風景
（視線の先で神妙な面持ちをしているのが松村明）
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35年の歴史

　学園紛争が全国を席巻した後の新時代の大

学を創造すべくつくばの地に移転し医学領域

が新設された筑波大学では、附属病院でも斬

新なシステムが導入されました。開院の昭和51

年（1976）10月時点の整形外科スタッフは林

浩一郎助教授、矢吹武・田淵健一両講師で、

吉川靖三初代教授は昭和52年（1977）４月に

着任されました。しかし病院を案内され、驚

愕したと10周年記念誌にあります。各科とも

病室・外来ブースが分散しておりグループ活

動が至難、さらに外来・病棟にシャーカステ

ンがなく放射線科のレポートを見ることが基

本で整形外科医はレ線写真そのものを見られ

ないという致命的な仕組み、歩くのもやっと

の患者さんを診察室から離れた処置室まで移

動させるといった不合理等々です。粘り強い

努力と外来・病棟の増設と相まって、整形外

科は110外来にまとまり、病室は呼吸器外科、

リウマチ・リア科との混合病棟ですが501、

530病棟に固定されました。お陰で、５階病

棟主催の忘年会ではお世話になっている３科

が参加し毎年出し物で競い合ってきていま

す。当初Patient Progress System（PPS）に

沿って軽症、中症病棟になっていたため、脊

椎等侵襲の大きい？とされる術後患者さんは

E棟の回復病棟へ移動させるという慣例があ

りました。利点もありますが病棟回転といっ

た点からは負の因子でした。平成19年（2007）

からは、軽症中症病棟の区別はなくなりまし

た。

　整形外科の診療領域は、運動器であり四

肢・脊椎の疾患を扱いますが、その守備範囲

は実に多岐にわたるため、トップレベルの診

療を提供し次代を担う若手を教育するために

はそれぞれの分野のエキスパートがスタッフ

として必要となります。吉川グループ長時代

（昭和52年（1977）〜平成４年（1992））は、脊

椎・股関節・膝関節・足部・骨代謝・骨感染

症などの領域を中心に活動され、林グループ

長時代（昭和51年（1976）、平成５年（1993）

〜平成９年（1997））は、それらを一層発展さ

せ整形外科グループを形成する関連病院の医

長も参画した特別診体制を外来で築いてきま

した。これは限られたスタッフ（常勤は講師

以上）と研修医だけでは、臨床医として実力

を付ける時期にあたる人材を大学内に保持で

きない制度の欠点をカバーする意味合いもあ

りました。しかし、落合グループ長に交代す

る時期に、医療過誤などに対して国民の関心

が高まり国の規制も強くなり、また附属病院

ではオーダーリングシステム導入とも相まっ

て雇用関係にない医師が外来患者さんなど診

療に携わることはもってのほかとなりまし

た。当時の深尾病院長の意向で関連病院の医

師の外来参画が禁止され、二代にわたり築か

れた特別診体制は一旦終止符を打つことにな

りました。これは、整形外科グループにとり

痛手でした。その後、粘り強く交渉し平成11

年（1999）５月院長裁量で各科から申請され

た医師は研修登録医（月額6,300円病院に納め

る）として外来診療をできることになりまし

たが、覆水盆に返らずでした。従って、現在

は少ない常勤スタッフと大学院生、研修医で

特別診を続けていますが、平成16年（2004）

４月、国立大学法人化後に病院の方針が転換

し如何に努力しても増加できなかった手術件

数が急増しました。この10年間で倍以上にな

り（平成23年（2011）574件そのほか救急部で

58件）スタッフ始め限られた人員への労働負

荷は想像を超えるものになっています。

　平成23年（2011）４月からは、救急部へも

整形外科から講師をスタッフとして送ってい

ます。毎週数名の救急患者さんの手術をして

いて、整形外科を回るシニアにとり外傷を経

験する格好の場になっています。

　また開院以来、保健管理センターの整形外

科診療にもスタッフを送って来ていて、体育

科学系スポーツ医学専攻とも緊密に研究交流

しています。その流れで附属病院では健康ス

ポーツクリニックが平成14年（2002）１月に

開設されましたが、整形外科は110外来でス

ポーツ選手などの診療を行っています。

現状と将来展望

　落合グループ長になって、手・肘・末梢神

経の診療領域にも力を注ぎ、また、イリザロ

フが開発した骨延長・骨移動技術を積極的に

導入しこれまで難治であった骨系統疾患・骨

髄炎・腫瘍などによる骨欠損、複雑骨折など

に苦しむ患者さんへ福音をもたらしていま

す。さらに、神経緩徐延長により自家神経移

植無しで末梢神経部分欠損を治療する新たな

方法を世界に先駆け開発しました。また大腿

骨頭、手月状骨などの骨壊死に対する自家骨

髄血移植で好成績を上げてきています。

　近年では、腰部椎間板ヘルニアには、鏡視

下経椎間孔椎間板ヘルニア切除で１泊入院で

済む手術も始めています。

　これまでも医工連携でハイドロキシアパタ

イトを用いた生体材料の開発を手がけてきま

したが、今後益々大学は企業との協同・委託

研究が増えていき、附属病院は治験を受け入

れていくと予想されます。診療も病診・病病

連携を強め役割分担を明確にしてより高度医

療に特化していくことになると予想されます。
文責：落合直之

整形外科
疾患・外傷・加齢で損なわれる運動機能の再建、
劇的な機能向上で「動ける喜び」を患者さんと共有します

整
形
外
科

落合教授とスタッフ　病院前庭にて（平成18年（2006））
前列左より坂根、江口、三島、落合、石井、

西浦、金岡、金森各先生

討議室にて林教授とスタッフ（平成 7 年（1995））
海老原、和田野、福林、林、宮川、天貝各先生

東天紅にて同門会　吉川先生傘寿、林先生喜寿のお祝い（平成22年（2010年））
前列左より、田淵、石井、矢吹夫人、矢吹、林、落合、𠮷川、陶山、福林、和田野各先生
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野戦病院のような草創期の10年間

　大学病院における眼疾患治療の中心は手術

であり、眼科学は外科学の中で最も早く専門

領域として独立した科です。にもかかわら

ず、茨城県の眼科医の数は非常に少なく、全

国的にみても大変低い水準にありました。こ

のような状況下で基幹病院眼科の開設に対す

る地域の期待は大きく、昭和51年（1976）に

待望の筑波大学附属病院眼科が初代教授、大

島祐之先生のもとスタートしました。

　当初は本村幸子助教授、能勢晴美講師と松

原明子医員の４人で眼科診療を担当しまし

た。その後、鈴木荘六医員、中野秀樹講師が

加わりましたが、相次ぐスタッフの留学や退

職で、最初の数年は数人ですべての業務を

行っていました。少人数で臨床、研究、教

育のすべてを切り盛りせざるを得ない状態が

続き、その時のご苦労は大変なものだったと

伺っています。特に臨床に関しては、大島教

授自ら病棟で指示票を書き、手術場では術

者、助手のみならず外回りもなさるという苦

しい時代があったとのことです。本院での眼

科手術第一号は小児の角膜裂傷手術でした。

外傷での緊急手術が初手術とあって、病室の

手配、手術場への連絡や麻酔科医との交渉、

手術器械のセッティングなど、先生方が廊下

を駆け回ったそうです。県内の眼科医の少な

さも相まって患者数も着実に増え、さながら

野戦病院の様相を呈していました。

　その後、昭和54年（1979）に臼杵祥江講師

が着任、同年に１期生の松本雄二郎医師が眼

科レジデントとして着任されました。その後

毎年１〜２名ずつレジデントが加わり、開院

後10年でレジデントは８名となり、ようやく

体制が整ってきました。手術は白内障、緑内

障、斜視、翼状片、網膜剥離、外傷など多岐

に及び、手術部の業績向上に大いに貢献しま

した。また、大島教授は昭和57年（1982）に

茨城県アイバンクを設立し、茨城県内での献

眼登録制度や角膜移植治療に尽力されまし

た。大島教授は筑波大学に赴任されてから後

輩の指導と学生教育にあたられる傍ら、眼屈

折の分野の研究を長年続けられました。そし

て開院10年にあたる昭和60年（1985）に“視

力とその検査機器”というテーマで最終講義

をされ、退官されました。

筑波大学眼科の基盤を築き上げた15年

　昭和60年（1985）には本村幸子助教授が第

二代教授に昇任されました。初代教授の築か

れた大学附属病院眼科をより強固な基礎にす

べく、本村教授はレジデント教育に非常に力

を入れられました。専門外来を作らず、レジ

デントの時期から外来を持つという、他の大

学病院にはない特色を打ち出しました。レ

ジデントは１年目から自分の外来枠を持ち、

次々に来院される患者さんをしっかり診療し

なければならないという、大変な日々を送り

ました。しかもレジデントの診察した患者さ

んほぼ全員を講師以上のスタッフが外来時間

内に診察し、治療方針をチェックするという

大変な努力をされました。

　本村教授は眼屈折や未熟児網膜症の分野を

専門にされていましたが、その他の眼科領域

でも臨床経験が非常に豊富であり、日常診療

あらゆる眼科分野でレジデントを熱心に指導

されました。そのため、本村教授に教育され

たレジデントは優れた臨床能力を自然と身に

つけ、医師６年目に受験する眼科専門医試験

の合格率は全国平均７割に対して、本学の合

格率は100%でした。

さらなる飛躍へ、 
世界に羽ばたく筑波大学眼科

　平成14年（2002）には三代目教授として大

鹿哲郎が着任しました。これまでの25年間の

基盤を元に、眼科グループのアクティビティ

は一気に高まりました。年間手術件数は500

件から1,800件と激増し、１年間の学会発表

数は約100件、論文掲載数は約40件とこれま

た激増しました。日本で最も大規模である臨

床眼科学会での採択演題数は全国の大学の

中で毎年トップ５に入り、世界で最も大きな

ARVOという学会でも毎年10以上の演題を出

しています。眼科入局者も増加し、現在眼科

グループは約70人、関連病院は茨城県全域を

ほぼカバーする26病院に達し、都内や国内の

有数眼科病院にも派遣しています。

　研究・臨床面での活躍は目覚ましく、教授以

外のスタッフも、国内外の学会にシンポジスト

や招待演者として呼ばれるようになっています。

学会としては、日本白内障学会、日本眼内レ

ンズ屈折手術学会、Asia Pacific Association 

of Cataract and Refractive Surgeonsなどを

主催してきました。先代の先生方が努力されて

築き上げてきた眼科グループを更に飛躍させ

るべく、全員が一丸となって頑張っています。

　平成26年（2014）には第34回国際眼科学会

（World Ophthalmology Congress）の会長を

大鹿が務め、世界中から眼科医を招いて東京

で開催する予定です。眼科学に国境なし。今

後も国内外に向けて情報を発信し、世界に伍

していこうと思います。
文責：大鹿哲郎・岡本史樹

眼科
眼科学に国境はありません
2014年には第34回国際眼科学会（World Ophthalmology Congress）を主催！

眼
科

グループ写真（昭和59年（1984）頃）

つくば国際会議場にて（平成22年（2010））

関東甲信越学会での写真（平成 9 年（1997））
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これまでの歴史

　昭和51年（1976）10月１日の附属病院開院
とともに、故岩崎寛和名誉教授を診療グルー
プ長として、計５名（岩崎寛和教授、久保武
士助教授、金子　實講師、伊藤俊一講師、菅
田吉郎講師）のスタッフで婦人・周産期診療
グループの歴史は始まりました。
①岩崎寛和教授時代
　当初５名でスタートしたグループは、そ
の後教官も増え、昭和55年（1980）６月には、
それまで在籍したのべ３名のレジデントに加
えて筑波大学の１回生がレジデントとして加
わることになり、ここにグループとしての基
礎が固まることとなりました。翌昭和56年

（1981）３月に現在のE棟が竣工した後、４月
にその２階に分娩部が設置され、同年７月か
ら産科診療はE棟で行われるようになり、現
在のような産科と婦人科に分かれた診療体制
となりました。
　その後、レジデントが順調に増え続けると
ともに、患者数も順調に増えていきました。
例えば、昭和53年（1978）には１年間で124件
だった婦人科手術数は平成２年（1990）には

336件となり、同じく分娩数は250件から508
件へと倍増しました。
　この時代、岩崎教授の教授回診はレジデン
トにとってたいへん厳しいものでした。毎週
金曜日午前の回診日前夜は、レジデントは全
員回診準備を夜遅くまで行っていました。岩
崎教授は日本産科婦人科学会の用語委員会委
員長を８年間にわたり務められたこともあ
り、正しい用語の使用には特に厳しく指導に
あたられました。
　岩崎教授は平成２年（1990）４月より附属
病院長に就任、その２年後の平成４年（1992）
３月に退官されました。
②久保武士教授時代
　第２代の教授として久保武士助教授が教授
に昇任され、当グループは新たな時代に入り

ました。それまで当グループのレジデントは
全員筑波大学の卒業生でしたが、これに他大
学の卒業生が加わるようになり、ますます活
気にあふれた診療グループとなっていきまし
た。また、教官に占める当グループレジデン
ト修了者の割合がどんどん増えていきました。
　久保教授は、産科臨床においては胎児医学
領域の診療に特に力を入れられ、その結果多
くの胎児疾患患者さんに恩恵をもたらすこと
となりました。胎児を対象とした高度先進医
療の推進の点では、旧国立大学で初めてその
承認を受けるなど、注目を集めるグループに
発展していきました。一方婦人科臨床におい
てはがん診療に熱心に取り組まれ、全国でも
有数の婦人科がん診療施設に成長していくこ
ととなりました。
　久保教授の教授回診は、それまでの岩崎教
授とは異なり、レジデントはもちろん主治医
の教官さえ全く気づかなかった点、予想して
いなかった点を鋭く質問されることに特徴が
ありました。また、久保教授の数学や情報科
学、統計学の知識はそれぞれの専門家顔負けで
あり、突然サラサラと難しい数式を紙に書いて
レジデントに説明をされることもありました。
　学内では臨床医学系長などを歴任された久
保教授は、平成12年（2000）３月に退官され
ました。

③吉川裕之教授時代
　第３代の教授として吉川裕之東京大学助教
授が着任され、当グループはさらなる発展の
時代に入り、そして現在に至っています。吉
川教授は、着任される段階ですでに婦人科が
んの専門家として広く知られていました。当
グループは、それまでの20年あまりの歴史の
上に立って、特にがん診療において飛躍的な

発展を遂げることとなりました。

現状と将来展望

　高次産科医療と婦人科がん治療を中心に診
療を進めています。
　分娩数は概ね増加傾向にあり、現在年間
750〜800分娩と、その分娩数は旧国立大学で
１〜３位となっています。茨城県の周産期救
急搬送システムにおいて中核病院として活動
し、茨城県の高次産科医療を担っています。
当グループは特に胎児医学（出生前診断と胎
児治療）に特徴を持っていて、将来的には着
床前診断、羊水や母体血からの遺伝子診断を
加えるとともに、現在も精力的に行っている
胎児内科・外科治療を発展させ、胎児遺伝子
治療も進めていきたいと考えています。
　婦人科がん治療数は旧国立大学ではトップ
です。平成22年（2010）では子宮頸がん・体
がん、卵巣がんの新治療例が202例あり、こ
の数は国立がん研究センター中央病院を凌い
でいます。がん専門病院とは違い、高齢者、
内科疾患や精神疾患の合併症が多く、また、
胸腹水や遠隔転移のある症例が多いことが特
徴で、こうした患者さんの治療に全力を注い
でいます。現在、初期例には腹腔鏡下手術を
開始していますが、将来的には、がん手術に
腹腔鏡下手術、ロボット手術を高率に導入す
ることを目指しています。
　生殖医療としては、体外受精などの不妊治
療をこの３〜４年休止していて、これが現状
の唯一の問題点といえるかもしれません。専
門とする教員を育て、近い将来復活させる計
画を進めているところです。

文責：吉川裕之

産婦人科
現在の標準医療を重んじ、将来の標準医療の開発に挑戦しつつ、
患者さんに最適な医療を考え、実践します

産
婦
人
科

筑波大学産婦人科同窓会新年会にて（平成24年（2012）1 月）

忘年会（魚経にて）（昭和61年（1986）12月）

関東ブロック大学産婦人科野球大会（平成10年（1998）4 月）
岩崎教授時代から現在まで、毎年春にこの野球大会に参加

吉川教授、濱田准教授を囲んで（平成22年（2010）6 月）
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これまでの歴史

　現在の筑波大学耳鼻咽喉科の体制は、昭和

63年（1988）に草刈潤前教授が東北大学から

赴任して以降、少しずつ作り上げられてきま

した。当時、茨城県の耳鼻咽喉科医師数は人

口10万人あたり約3.5人と、全国平均の半分以

下、都道府県別で圧倒的な最下位の状態で、

大学病院内でさえも医師が教授を含めて６名

しかいない所からのスタートでした。近隣の

地域でも、耳鼻科医が近くにいない、いつも

混んでいて待ち時間が長いので困るなど、県

内の皆様が耳鼻咽喉科にかかることはとても

大変でした。多少の症状があっても病院にか

からずに我慢してしまっていたとおっしゃる

方が少なくなく、その結果残念ながら、中耳

疾患では頭蓋内合併症を起こすような時期、

頭頸部がんでは腫瘍が皮膚を破って頬部に露

出していたり、あるいは咽喉頭を占拠し窒息

直前の状態になって初めて受診する極めて進

行期の症例が珍しくありませんでした。その

ような状況を目のあたりにした草刈前教授、

原晃教授（当時助教授）の「地域医療に貢献

し、かつ、最高の診療と教育のできる機関に

したい」という熱意に魅かれて、次第に若手

医師が集まり、現在の診療グループの姿に

至っています。

　診療の面では、外来は当初A棟230外来に

あり産婦人科外来と向かい合わせでした。平

成４年（1992）の外来棟の増築に伴い現在の

210外来に移り、同時に防音室を外来の一角

に新しく作ることができました。子供が検査

を受ける時、保護者も一緒に入室できる広さ

と、高い防音機能および電磁波遮蔽機能を

もっています。当時は今のように乳幼児の他

覚的聴力検査が多かったわけではありません

が、近年では難聴の新生児スクリーニングが

確立され、県内に４ヶ所しかない精密聴力検

査機関として、その防音室が非常に活躍して

いるところです。入院病棟は、ずっとB棟６

階病棟を中心に使わせていただき、スタッフ

との良好な人間関係の下、診療を行うことが

できています。先進的な治療としては、放射

線治療部と協力し高エネルギー物理学研究所

を利用していた時代から陽子線を含む頭頸部

がん放射線治療症例を蓄積してきました。ま

た、人工内耳手術を平成18年（2006）から開

始し、難治性疾患の克服に力を入れてきまし

た。

　教育の面では、草刈前教授、原教授がとも

にこれまで筑波大学医学群学生教育の中心的

な役割を担ってきたことから、特に当科では

臨床実習においてクリニカルクラークシップ

の考えを早くから取り入れ、見学型ではない

実習を目指し実践してきました。研修医の教

育につきましても、耳鼻咽喉科・頭頸部外科

領域全般のコンサルテーションに十分にこた

えられるように幅広く経験を積んでもらうこ

ととし、これまでにグループ構成員は総数60

名に達し、その内、専門医取得者は49名、博

士号取得者は22名に至っています。

　研究の面では、最先端の内耳性難聴の研究

を継続して行っており、「内耳性難聴の基礎

的研究」と題して平成７年（1995）に草刈前

教授が、「内耳性難聴の治療に向けて―病態

モデルを用いたアプローチ―」と題して平成

21年（2009）に原教授が、ともに日本耳鼻咽

喉科学会総会において宿題報告を担当しまし

た。このような大きな研究の流れの中で、数

多くのスタッフが学位につながる成果を修め

てきました。

現状と将来展望

　これまでに大学および関連病院で医師とし

て成長し、今では県内の第一線で耳鼻咽喉科

医療を支えている当グループ出身者は少し

ずつ増えてきました。それでも、平成22年

（2010）の厚生労働省統計で人口10万人あた

りの都道府県別耳鼻咽喉科医師数は全国平均

7.1に対して約4.7人と、岩手県と並んで茨城

県は今でも最少です。頭頸部がんを始めとし

た耳鼻咽喉科疾患をできるだけ早期に診断し

適切な治療につなげていくために、より多く

の医師を育て、地域の皆様が受診、相談しや

すい耳鼻咽喉科医療の体制にしていかなけれ

ばならないとの思いを新たにしているところ

です。

　また、医療の質の面でも、当科は極めて多

彩な疾患群を扱いますがそれぞれに高い目標

を掲げて進めていくつもりです。耳科学で

は、当グループがこれまで積み上げてきた内

耳についての基礎研究を更に推し進め、内耳

性難聴を治すという大きな目標に向かって臨

床応用への接点を探っていきたいと考えてい

ます。鼻科学では近年急速に普及した内視鏡

手術について、産業技術総合研究所との共同

研究により、手術技能の安全なトレーニング

システムの構築を進めていく予定です。頭頸

部がんに対しては、治療の標準化に向けて近

年発足した頭頸部がん専門医制度における研

修施設に認定されており、頭頸部がん専門医

や日本がん治療認定医機構がん治療認定医を

中心に、関連する他診療科とのこれまで同様

の緊密な協力の下、治療効果向上に向けて全

力を尽くす所存です。
文責：原　　晃・和田哲郎

耳鼻咽喉科
地域医療に貢献し、
かつ、最高の診療と教育のできる機関に

耳
鼻
咽
喉
科

集合写真（平成11年（1999）10月）

最終講義を終えて（平成14年（2002）2 月）
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黎明期

　筑波大学附属病院麻酔診療グループの歴史

は、昭和51年（1976）、内藤裕史（初代教授）

が就任したことにより始まりました。昭和52

年（1977）には現浜松医科大学麻酔科教授で

ある佐藤重仁が、昭和54年（1979）には現筑

波大学救急・集中治療部教授である水谷太郎

が、また昭和55年（1980）には本学の第１期

生である斉藤重行、武島玲子の２名がレジデ

ントとして加わり、年間手術症例数が2,000件

を超えるまでに至りました。1980年代前半に

は教員８名、レジデント７名、ローテーター

数名を数え、年間手術件数も3,000件を超え、

現在の麻酔診療グループの骨格ができ上がり

ました。また、

筑波メディカル

センター病院や

水戸済生会総合

病院、土浦協同

病院などに麻酔

科医を派遣し、

医局関連病院と

して人事や研修医教育、地域医療への貢献が

機能し始めたのもこの頃です。一方、内藤は

昭和61年（1986）９月、本邦における中毒学

の確立と情報提供を目的とし、日本で初めて

「中毒センター」を筑波大学内に誕生させま

した。これは後に「中毒110番」として医療

従事者のみならず、広く国民に周知されるこ

とになりました。内藤は長年にわたり多種多

様な中毒事故の実例を渉猟し、財団法人日本

中毒情報センターを通じて救急医療活動に貢

献した功績に対し、平成16年度（2004）第38

回吉川英治文化賞を受賞しています。

発展期

　平成８年（1996）、第２代教授として豊岡秀

訓が赴任し、周術期呼吸管理や麻酔薬の薬力

学の基礎・臨床研究の発展に貢献しました。

平成16年（2004）に定年退官するまでの間、

豊岡は多くの医局員を獲得し、県内の主要な

基幹病院に麻酔科医を派遣するなど、医局の

発展や地域医療に多大な足跡を残しました。

平成17年（2005）７月、第３代教授として田中

誠が就任し、今日まで診療グループの運営に

あたっています。現在、筑波大学麻酔科同門会

員数は133名（平成17年（2005）以来37名の増

加）、関連病院数は16を数え、茨城県内にお

いて安全な麻酔・救急医療を提供することで地

域における急性期医療を力強く支えています。

運営方針

　現在の筑波大学附属病院麻酔診療グループ

は、患者さんが安心して手術・麻酔を受け、研

修医が限られた時間の中で麻酔や救急・集中

治療に関する標準的な知識と技能を修得し、

さらには国際的に質の高い研究成果を上げる

ことを目的に運営されています。茨城県内で

は16の研修病院に常勤医を、30の病院に非常

勤麻酔科医を派遣し、安全な麻酔や急性期医

療を提供することで地域医療に大きく貢献して

います。

教育・診療の現況と将来展望

　筑波大学附属病院では豊富な術式と症例数

を誇り、開心術、新生児、肝移植など特殊な

麻酔症例も含め、麻酔科後期研修医は偏りの

無い研修を受けています。また、当科では

研修医やスタッフの効率良い知識の習得を

支援するため、ほぼ連日に及ぶカンファレ

ンスやレクチャーを開催しています。平成18

年（2006）には文部科学省より「地域医療等

社会的ニーズに対応した医療人教育支援プロ

グラム（医療人GP）」による助成金事業に採

択され、「資格志向型の新しい麻酔科研究プ

ログラム：シミュレーションプログラムの開

発と急性期医療人育成への応用」を通じて各

種シミュレーターを購入・配備しました。そ

の後、平成19年（2007）に「海外先進教育実

践支援（国際化GP）」に採択された教育プロ

グラム「急性期医学シミュレーション教員団

の養成：先進的プログラム開発能力の養成と

急性期医療人獲得への取組」により、当科の

すべての教員が海外のシミュレーション先進

施設（ピッツバーグ大学またはハーバード大

学）に短期留学し最先端のシミュレーション

教育を研修するなど、ハード・ソフト両面か

ら学生および研修医教育を強化してきまし

た。スタッフは現在13名を数え、各々が心臓

血管外科や小児先天性心奇形の麻酔、肝移

植、小児・新生児外科等の麻酔を専門とし、

高度で特殊な技能を実践しながら研修医の到

達度に合わせて丁寧に指導しています。すべ

ての教員が日本麻酔科学会認定の専門医資格

と医学博士号を有するのみならず、日本集

中治療医学会専門医（２名）、日本救急医学

会専門医（２名）、日本周術期経食道心エコー

認定医（JBPOT、４名）、日本ペインクリニッ

ク学会認定医（８名）、アメリカ心臓学会公認

ACLSインストラクター（２名）を擁し、質

の高い診療を維持しています。手術症例は

現在年間6,000件を超え、毎年右肩上がりに

増加しています。近年30台のPCA（patient 

controlled analgesia）ポンプを導入し、持続

硬膜外ブロックや鎮痛薬の持続静脈内投与を

行い、良好な術後鎮痛を提供しています。ペ

インクリニック外来では、スタッフ３人が帯

状疱疹後神経痛や腰下肢痛、癌性疼痛など慢

性疼痛を対象に診療しています。さらに集中

治療室、重症病棟での人工呼吸管理にも当科

は積極的に関与しています。平成24年（2012）

に はInterventional Radiologyや 術 中MRI撮

影が可能となる高機能手術室16室を有する新

棟が完成する予定で、本院での手術件数は年

間8,000件を超える予定で、麻酔科需要は高ま

る一方です。
文責：田中　誠

麻酔科
Act locally, think globally.

麻
酔
科

ある朝の抄読会

麻酔科シミュレーション教育

内藤裕史初代教授
第38回吉川英治文化賞授賞式にて
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開院当初から草創期

　昭和51年（1976）５月10日、筑波大学附属

病院設置にあたり、定められた15診療科の一

つとして、歯科口腔外科が認められました。

初代診療グループ長として、石橋利文講師が

就任されました。同年10月１日、開院と同時

に、入院患者さんのコンサルテーションや学

内関係者の診療依頼が殺到し、その治療で手

一杯だったようでした。昭和53年（1978）８

月10日、歯科技工室長として、石橋利文講師

が就任。国立大学医学部としては、歯科技工

室と技工士を有したことより、歯科補綴だけ

でなくインプラントや顎顔面補綴を行うこと

が可能となりました。昭和54年（1979）４月

１日、東北大学歯学部附属病院長であった根

本一男教授が当科の教授として赴任され、診

療グループ長も兼任されました。以後、歯・

口腔診療グループの発展に尽力されました。

口腔外科診療の確立

　昭和57年（1982）頃になると、病棟が上限

８床、確保できるようになり、入院治療が行

えるようになりました。同年４月１日、福田

廣志講師が赴任され、口腔外科手術がより確

実になり、レジデントの臨床教育が充実しま

した。昭和61年（1986）、歯・口腔診療グルー

プで病床が10床使用可能となり、悪性腫瘍の

治療が多くなりました。福田講師を中心に、

様々な口腔外科手術を行い、とくに悪性腫瘍

の手術では、形成外科グループの御協力をい

ただいて、再建治療を行えるようになり、ま

たインプラントを応用した顎顔面補綴を行い

良好な再建が可能となりました。

臨床の安定と 
歯・口腔診療グループの発展

　平成４年（1992）４月１日、吉田廣先生が

第２代教授として就任されました。吉田教授

は、口腔外科を専門とする初めての教授で、

新しく大学院生を募集し、基礎研究を導入す

るとともに、唇顎口蓋裂・顎変形症・口腔悪

性腫瘍など、口腔外科領域の主要疾患の診断

と治療に力を注がれ、６年制のレジデント制

を確立されました。また論文の執筆も精力的

に指導され、歯・口腔診療グループは学問的

にも活性化しました。６年間のレジデントを

終了し、積極的に学位や専門医を取得する先

生方も少しずつ増加してきました。

医学生・歯科医師への教育と 
地域医療への貢献、研究の方向性

　平成21年（2009）７月１日、第３代教授と

して武川寛樹が就任しました。開院当初より

歯科レジデント数は２名でしたが、茨城県全

体でも歯科臨床研修医は筑波大学以外にはお

らず、総数で２名しかいませんでした。これ

は全国最下位で、この状態に対して附属病院

より総計４名の増員を認めてもらいました。

医学生の教育に関しては、M６総括講義を１

コマ増やし３コマにし、全学の総合講義を

１つ（10コマ）開設しました。クリニカルク

ラークシップに力を注ぎ、ポートフォリオを

１週間で作成してもらうことで、口腔外科全

般のエッセンシャルを短時間で学べるように

工夫しました。新入歯科医師に対する一般歯

科教育を、４月に行うようにしました。

　歯・口腔診療グループ同門会（一廣会）を

創設し、OB相互の親睦を図るとともに、地

域歯科医師会との連携を強めるようにしまし

た。また茨城県病院歯科医師会を新しく立ち

上げるのに顧問として携わり、地域の歯科医

師と病院歯科との連携、さらに病院歯科と大

学病院との連携がスムーズに行えるよう連絡

網を整備し、茨城県の歯科医療の中核とし

て、歯・口腔診療グループがその責を担える

ようなシステム作りを行ってきました。大学

院生も３名と増加し、今後は口腔がんに対す

る分子標的療法の開発、microRNAによる診

断等の研究を進めていきたいと考えています。
文責：武川寛樹

歯科口腔外科
歯の治療だけでなく、
顎口腔領域の科学としての発展を目指して

歯
科
口
腔
外
科

歯・口腔診療グループの現メンバー

根本一男名誉教授（左）と
石橋利文元助教授（右）

新入医局員に対する一般歯科教育

筑波大学歯科口腔外科同門会（一廣会）
前列左より、五木田利明副会長、緒方守先生、福田廣志会長、武川寛樹教授、吉田廣名誉教授、

鬼澤浩司郎准教授、野堀幸夫副会長、萩原敏之先生、遊佐浩副会長
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保健衛生外来の創生

　保健衛生外来診療グループは、他の医療機

関では聞き慣れない診療科名ですが、筑波大

学附属病院の開院時には職業病性疾患外来診

療グループという名称でした。しかし、当外

来を受診する方の中に、高齢者、小児や学生

が多くなったこと、心の病や葛藤など精神保

健領域の他、高脂血症を中心とした動脈硬化

症など内科領域の保健指導も充実し、家族に

対する健康教育なども行われてきたことを踏

まえて、平成３年（1991）より改称して、保

健衛生外来診療グループになっています。以

前より、社会からの要請として、特殊な職業

病対策だけでなく、職業関連性疾患として、

いわゆる生活習慣病、メンタルヘルス不調な

どの問題が大きくなるとともに、対象となる

年齢層が拡大し、身体と精神、小児から老人

までの指導相談を、疾病の発症予防である第

一次予防対策から、再発防止やリハビリテー

ションを中心とする第三次予防対策まで、多

彩な包括的医療を行うことを目指して活動し

てきました。

精神保健外来

　精神保健外来においては、小田晋先生と稲

村博先生が中心となって、ストレスやトラウ

マの問題を持つ事例の社会復帰の援助を行っ

てきました。特に、現在は社会的な支援体制

が整えられつつある不登校や社会的なひきこ

もりの問題について、早期の段階から多くの

相談を引き受け、箱庭などを用いたプレイセ

ラピーやグループ療法などとも組み合わせて

精力的に診療を行ってきています。他には職

場のメンタルヘルスの問題を抱えた事例や、

身体症状を主訴とする心身症や身体表現性障

害の問題を多く受け入れてきました。また、

現在は行っていませんが、以前は小田晋先生

が中心となり、精神障害の関与が疑われる触

法事例に関する精神鑑定の検査や問診の一部

を施行していました。

　最近では子どもの虐待やドメスティックバ

イオレンスなどの問題について、児童相談所

や保健所や市町村などの関連機関と連携しな

がら援助することが増えています。

生活習慣病予防外来

　生活習慣病予防外来においては、地域、職

域における健康診断等からスクリーニングさ

れた生活習慣病、脳・心臓血管疾患のハイリ

スク者を対象に診察を行っています。土屋滋

名誉教授、戸村成男前教授は循環器内科、腎

臓内科の専門医であったために、それぞれの

専門を生かした診療をしていました。現在

は柳久子准教授が、主に家族性の高脂血症

患者さんや、小児生活習慣病予防健診からス

クリーニングされたハイリスク小児の診療を

行っています。また、必要に応じて遺伝相談

を行っています。

産業保健外来

　産業保健外来においては松崎一葉教授を中

心に、職場での不適応や職場復帰の支援への

対応と予防に力を入れて診療しています。特

に、労働者のメンタルヘルスの問題は大きく

なる一方であり、問題解決のためには精神療

法と薬物療法などを中心とした精神科診療

の考え方だけではなく、職場環境、家庭環

境、個体要因へのアプローチも必要となりま

す。従って、患者さん−医師間での診療のみ

ではなく、家族や職場とコミュニケーション

を取り、様々な立場の人と協力しながら歩み

を進めています。また、筑波大学附属病院は

筑波研究学園都市に位置しているため、教育

研究機関で働く教育・研究者を含めた労働者

のメンタルヘルスについて30年以上にわたっ

て調査・研究を行い、得られた知見から、学

園都市創設当初に「つくばシンドローム」と

いわれた労働者の自殺問題などを含めて茨城

県全体の精神衛生の向上のために活動してい

ます。他にも精神障害等による労災認定に関

する助言や、産業医業務の相談など、時代の

ニーズにあわせて活動を行っています。さら

に、稲村博先生が精力的な活動を行ってい

た「いのちの電話」における相談対応者の育

成を含めた運営については、引き続き当外来

を担当する医師が参画し、自殺予防活動につ

いても幅広く従事し、プリベンション、イン

ターベンション、ポストベンションなどの包

括的な対応を行っています。

将来展望

　保健衛生外来診療グループにおいては、筑

波大学附属病院の開院当初より、時代のニー

ズに応じて診療の形態を変えながら活動を続

け、第一次予防から第三次予防まで、個のみ

ではなく環境への介入も含めた包括的な医療

に邁進していきます。
文責：松崎一葉

保健衛生外来
これからも時代のニーズに合わせた多様な診療を目指します

保
健
衛
生
外
来

職場からの相談対応

産業保健外来のメンバー

グループでのミーティング風景
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放射線腫瘍科の歴史と特徴

　放射線腫瘍科診療グループは、放射線を
使って主に悪性腫瘍（がん）の治療を行う診
療科です。放射線治療の大きな利点は、臓
器をとらずに、形態と機能を保つことができ
る点です。体力や持病などの不安がある場合
でも治療ができ、高齢化社会が進むにつれ需
要は拡大しており、国のがん対策の要点にも
なっています。
　筑波大学の大きな特徴は、エックス線治療
だけでなく、小線源治療、陽子線治療など、
最先端のほとんどの放射線治療が可能なこと
です。特に、陽子線治療においては、国内の
大学では唯一の施設であり、最も長い研究の
歴史があります。
　放射線治療は、臨床腫瘍学の進歩とともに
放射線治療装置の進歩により、ここ数年で飛
躍的に進歩しました。
　筑波大学附属病院が開院した当時は、放射
線科グループ長の秋貞雅祥先生のもと、放射
線治療チームとして放射線治療医１名体制で
診療を行っていました。開設当時はγ線治
療器「コバルト60」と電子線治療器「ベータ
トロン」、皮膚専用のＸ線治療器「デルモパ
ン」を使用していました。現在はがんの診断、

照射計画や照射位置照合にＸ線CT、MRI、
PET等を利用しますが、当時はCTが世に出
る以前で、アナログの「エックス線透視装置
や回転横断撮影装置」を利用して治療計画を
行っていました。また、ベータトロン室の脇
には術中照射専用の手術室があり、小線源治
療病棟も備えられ、当時としては充実した設
備が用意されていました。
　放射線腫瘍科は、平成13年（2001）より開
設され診療グループ長に秋根康之先生が就任
し、病院の診療科グループのひとつとして現
在に至っています。

放射線腫瘍科の現在と今後について

　現在の治療の主力は平成21年（2009）、平成
22年（2010）に導入された２台の最新鋭のリニ
アック（直線加速器）というＸ線と電子線を用
いた治療装置で、定位放射線治療（いわゆるピン
ポイント照射）、強度変調放射線治療（IMRT：
intensity modulated radiation therapy）に加
えて、治療寝台上で取得した画像と照合し
ながら正確に照射する画像誘導放射線治療

（IGRT：image-guided radiotherapy）など、よ
り精度の高い治療が可能となりました。この
他、小線源治療では治療室内にCTスキャン
を整備し、全例で３次元画像をもとにした計
画による安全な治療ができるようになってい
ます。放射線や化学療法の効果を増強する温
熱療法の装置も有して診療にあたっています。
このように最先端で多種類の放射線治療設備
を完備できたことは、病院関係者の皆様のご
理解とご協力によるものと感謝しています。
　当グループの診療スタッフは、医師12名、
看護師４名、診療放射線技師８名、医学物理
士３名で構成しています。安全で効果的な放
射線治療を行うためには、医師だけでなく、
医学物理士、診療放射線技師、専門看護師な
ど、専門的な知識と経験を持ち合わせた多職
種のスタッフのチームプレーが大切です。
　放射線腫瘍科では、放射線腫瘍医の育成だ
けでなく、他の職種の人材育成にも力を入れ
ており、平成24年度（2012）から日本で初め
て、医学物理士がレジデントとして経験を積
むことのできるコースを開設しました。ま
た、平成22年（2010）には茨城県の事業によ
り県内の主要な放射線治療科にテレビカン
ファレンスシステムが配置され、地域連携
や、専門スタッフの教育、患者さんの治療相

談業務などに役立てられています。
　また、安全で高精度な放射線治療を保証す
る組織として、平成23年（2011）に病院長の
指導のもと「放射線治療品質管理室」を設置
しました。これにより筑波大学の放射線腫瘍
科で行われる放射線治療は、品質管理室に
よってつねにチェックを受ける体制が整備さ
れ、放射線の線量や治療方法、患者さんへの
適応などの診療の質が管理されています。
　がんの放射線治療は、全身の腫瘍が治療の
対象となります。図のように、治療対象部位
は、耳鼻科、泌尿器科、婦人科、脳外科など、
あらゆる臨床診療科の疾患に関わっていま
す。また根治照射から緩和ケアまで、様々な
病状に幅広く対応することが求められます。
　現在のがん治療は、手術や化学療法、放射
線治療など様々な治療の良いところを集めて
患者さんの治療にあたる、いわゆる集学的治
療が主体となっています。各診療科とのカン
ファレンスは、診療上大変重要な要素であ
り、我々は放射線治療のみにこだわらず総合
的な臨床腫瘍学を実践することを目的として
います。
　がんを放射線で上手に治すために重要なこ
とは、新しい機械をたくさんそろえることで
はありません。大切なのは、個々のがんの性
質をよく知っていることであり、患者さんの
体と心をよく診て、最適な治療法を提供する
ことだと考えています。当診療グループはス
タッフ一同、患者さんの視点にたって、科学
的な診療を推進するだけでなく、患者さんの
気持ちを大切にした診療を心がけて努力して
いきたいと思います。今後ともどうぞよろし
くお願いします。

文責：櫻井英幸

放射線腫瘍科
臨床医学と医学物理学、放射線生物学の英知を集約し、
多職種間のチームワークで診療に取り組んでいます

放
射
線
腫
瘍
科

放射線腫瘍科原発臓器別患者数（平成23年（2011））リニアック（直線加速器）

照射中の患者さんをモニターしている様子

密封小線源治療装置と治療計画用CT
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　当グループは初代・秋貞雅祥教授（昭和51

年（1976）～平成２年（1990））に続き、２代目・

板井悠二教授（平成２年（1990）～平成15年

（2003））、そして南で３代目（平成16年（2004）～）

の主催となります。

黎明期の筑波大学放射線医学教室

　筑波大学放射線医学教室は「開かれた大

学」の理念のもと、その研究・教育・診療が

始められましたが、当時の記録には「野戦病

院的状況」と記されています。研究・教育に

ついては個々人に何とか委ねられはするもの

の、放射線部門の運営や附属病院における放

射線科の立ち位置など、診療面については各

科と何度も熱い議論が交わされたようです。

当初より「すべての検査に報告書を作成す

る」という方針であったため、その管理、実

際の業務のご苦労は今から考えると想像を絶

するものであったと思います。秋貞教授には

ご退官後も、私の主催している研究会などに

ご出席いただきましたが、そのご熱心なお姿

を拝見するたびに、秋貞先生であったからこ

そ、当時の状況を乗り越えることが可能で、

かつその間にも、その後大きく羽ばたいてい

るOB・OGの先生方が育たれたものと考えま

す。

発展期の筑波大学放射線医学教室

　その後、放射線医学教室のスタッフ・レジデ

ントも少しずつ増え、診断や治療の機器も整備

され、２代目教授として肝臓や消化器の画像診

断では世界的に有名な板井教授が赴任されまし

た。板井先生は筑波でもCTやMRIを用いた画

像診断の臨床研究を推進され、当時の教室の重

要な業績として多くの臨床研究に加え、angio-

CTを用いた肝の研究、MR spectroscopyや

MR microscopyの臨床応用研究などが知られ

ています。またsynchrotron CTなどの新た

な分野にも挑戦され、筑波大学放射線医学教

室の研究レベルを世界的なものに引き上げられ

ました。診療においても、当初からのgeneral 

radiologyの伝統を守る姿勢が貫かれ、斎田・

黒崎両先生らの協力のもと、数多くの優秀な

スタッフ・レジデントを育てられ、そのOB・

OGは現在多くの大病院や大学関係のトップ

として活躍されています。また核医学・放射

線治療の分野においても日々の診療や研究に

関し力を注がれ、教室員が一丸となって多く

の業績を残されています。

安定期（?）の筑波大学放射線医学教室

　さて私は平成16年（2004）４月からその後

を継がせていただいていますが、当時、放射

線医学の進歩は留まるところを知らず、１回

の息止めで100枚以上の画像が容易に撮像で

きるような多列CT、高速化・３次元化が可

能となったMRIなど、放射線科の日常業務

は人的処理能力を超え、数年前と比べても膨

大なものとなっていました。しかし当時の筑

波大学附属病院では画像のデジタル化が完全

には進んでおらず、当科のみならず各科のレ

ジデントと病歴室の職員が夜遅くまで１枚の

フィルムの行方を追って毎日数時間を費やす

という状態でした。そこで私が現在も目標に

している点は以下の５点です。

１．	フィルムを探す時間を節約するため、で

きる限り画像のデジタル化を行う

　これは医療情報部、病歴室、病院執行部の

ご協力のもと、平成24年（2012）２月現在ほ

ぼデジタル化が終了しています（マンモグラ

フィ・歯科フィルムを除く）。より使い勝手

のよいシステムに改善することが今後の課題

です。

２．	general radiologyの伝統を守りつつも、

無理をしない

　マンパワーの関係で、全件読影を行うこと

は現在とてもできませんが、単純写真、超音

波を含むすべての画像モダリティに当グルー

プが関与できています。これはひとえに各科

のご理解・ご協力と教室員の頑張りの賜物と

考えています。

３．	各科との関係をより密接にし、カンファ

レンスを充実させる

　赴任当時はとにかく長く、よく見えない、

良く聞こえないカンファレンスが多かった印

象を持っていますが、画像のデジタル化とと

もにカンファレンスの効率化、教育効果の向

上のお手伝いをし、現在ではいろいろな科で

かなり満足のいく画像カンファレンスが開か

れていると考えています。同時に読影室の敷

居を少しでも低くするように心がけているつ

もりです。

４．	レジデントの教育体制を整え、計画性の

あるカリキュラムを打ち立てる

　筑波では開院当時からのレジデント制度の

おかげで、効率的で包括的なプログラムを立

てることが可能です（後はレジデント希望者

が増えてくれるだけ）。これが可能な施設は

日本全体からみても数少なく、放射線科医の

極端に少ない茨城では特に重要と考えていま

す（数年後が楽しみです）。

５．	可能な限り診療を効率化し、独創的な臨

床研究を中心として研究レベルを上げる

　なるべく診療を効率化しようとしています

が、読影やIVRの負担は増える一方で、教

育もさらに時間を要求されます。それでも毎

年、割合独創的な内容で教室員が有名な雑誌

に論文を投稿してくれているのは嬉しい限り

です。

（注）	平成20年（2008）に放射線腫瘍学教授として
櫻井英幸教授が赴任されました。それを機に、
放射線診断・IVRと放射線腫瘍学（治療）を
分け、各領域の専門性を高めるとともに、よ
り密接な関係を保ちレジデントの教育につい
ても交流を始めています。

文責：南　　学

放射線科
各科との連携を密にし、
様々な状況に対応可能なgeneral radiology・IVRの確立を目指します

放
射
線
科

現在の教室員の集合写真

板井教授（右）就任歓迎会でのご様子（平成 2 年（1990））
秋貞前教授（左）とともに
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細菌学的診断（感染症）グループの 
歩みと特徴

　細菌学的診断（感染症）グループは、当初、

微生物学・整形外科・リウマチ膠原病科など

複数の診療科の医師から構成された、横断的

な診療科でした。当時は、リウマチ膠原病科

グループの青木泰子先生が中心となって活動

し、平成13年度（2001）に現診療グループ長

が着任した後、現在のような独立した診療科

となりました。現在、罹患臓器や患者背景と

は関係なく、すべての感染症の診断・治療・

予防を対象に、診療・研究・教育を行ってい

ます。

　人類と感染症の戦いは太古より続いており、

現代でも三大感染症（HIV、マラリア、結核）

を始め多くの感染症が、世界中の人々を苦し

めています。また、先進国では、薬剤耐性菌

感染症や医療の高度化に伴う日和見感染症が

大きな問題となっています。加えて、SARS

や新型インフルエンザでもみられたように、

近年の感染症は容易に国境を越えて伝播しま

す。このため、感染症科医師の重要性は、今

後もますます増大すると考えます。

細菌学的診断（感染症）グループの 
現在と今後について

　現在、感染症科の常勤スタッフは２名で、

主にHIV感染症、輸入感染症を中心とした病

棟・外来業務を行っています。年間200件程

度の院内コンサルテーションに対応し、その

他に、緊急時の電話相談や血液・髄液培養陽

性症例に対する診療支援を行っています。ま

た、当初より感染症学の教育に力を注ぎ、希

望に応じて不定期に学生・研修医の実習を受

け入れていましたが、平成20年度（2008）か

らは、研修医（J2）および他診療科からのロー

テーションも受け入れています。研修では、

病原微生物・抗菌薬の基本的な枠組みや、普

段あまり見ることがない細菌検査室での検査

の流れを学んでもらっています。

　院内の感染制御に関しても、当科が大きく

関与しています。感染制御は、患者診療よ

り病院マネージメントに近いものです。日本

では、感染症科医師がその責を担うことが多

く、本院でも、感染制御の実働を担当してい

る感染管理室の室長は、現診療グループ長が

兼任しています。主な活動としては、週１回、

感染症科スタッフと感染管理認定看護師とで

病棟ラウンドを行っていますが、実際には、

直接電話などで各診療科や病棟から相談を受

けることも多く、その場合も速やかに現場に

赴き、情報の収集や病棟スタッフとのディス

カッションを通して、適切な感染制御対策を

立案、指導しています。また、細菌検査室か

ら耐性菌の発生状況について報告を受け、院

内の薬剤感受性の動向に関する情報を発信し

ています。

　当科では、10年前より茨城県南地区での感

染症の疫学調査を行っています。最近は、協

力施設が増えたため、情報の確度も上がって

きています。今後は、これらの情報を解析し

ながら、定期的な講習・講演会の開催などを

通して、地域へ情報を還元するとともに、感

染症に関する診療・予防・教育に関する活動

を広げ、大学病院としての責務を果たしてい

きたいと思っています。
文責：大須賀華子・人見重美

感染症科
未来を見据え、国際的なリーダーシップを

感
染
症
科

細菌検査室での実習風景

細菌検査室のスタッフと感染症科の集合写真

カンファレンスの風景
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専任医師のいない「仮称」時代

　総合診療グループが正式に設置される前は、
総合医外来（仮称）という診療グループが存
在していました。この「仮称」というのは、
専任の教官がおらず、正式な診療グループと
しての位置づけではない、という意味で、実
質的には内科系の先生が中心に、交代で一般
外来に近い診療を行っていました。レジデン
トの養成コースとしても総合医コースが設置
はされていたものの、指導体制も十分ではな
いこともあって、在籍者がいても一時的な研
修にとどまり、最後まで研修を修了したレジ
デントはいないという状況がずっと続いてい
ました。

総合診療科の黎明期

　総合診療科が実質的に動き始めたのは、平
成２年（1990）に川崎医科大学総合診療部か
ら大滝純司先生（現北海道大学教授）が卒後
臨床研修部（現総合臨床教育センター）の講
師として赴任されてからのことです。平成６
年（1994）には初めて本格的に総合医を目指
すレジデントが採用されました。平成10年

（1998）には筑波メディカルセンター病院に

総合診療科が作られ、大学と協力して筑波で
総合診療の研修が行える体制ができ、それに
伴ってレジデントも少しずつ希望者が出てく
るようになってきました。

診療グループとしての本格始動

　このような動きを受けて、平成14年（2002）
に正式に診療グループを構成することが認め
られました。25年ぶりに「仮称」がとれ、晴
れて総合診療グループが発足しました。これ
により、ようやく附属病院でも直接総合診療
科の診療・研修ができる形が整い、レジデン
トも院内で研修できる教育体制になりまし
た。ただ、専任教員がいない現状は相変わら
ずで、スタッフは、卒後臨床研修部や地域医
療支援センター、医学群医学教育企画評価室
など、他の部署に配置された教員で臨床の専

門分野が総合診療科である教員が、交代で診
療・教育を担当していました。活動範囲も、
当初は総合外来のみの診療でしたが、平成15
年（2003）からは緩和ケアの診療を開始し、
平成17年（2005）からは専任チームが作られ、
病院講師が新たに配置されました。

病院から地域へ

　総合診療と地域医療は極めて密接な関係に
あります。平成18年（2006）には茨城県の事
業である、いばらき地域医療研修ステーショ
ン事業が始まりました。この事業で採用され
た病院講師は、へき地を含む地域の診療所で
診療・教育に携わりながら附属病院の業務に
も関わっていて、診療の場を選ばずに幅広く
対応できる総合診療科ならではの体制が整い
ました。平成21年（2009）には、水戸協同病
院に水戸地域医療教育センターが設置され、
総合診療科の教員が配置されました。さら
に、茨城県地域医療教育学寄附講座や神栖市
地域医療研修ステーションなど、地域におけ
る様々なフィールドで活躍する総合医が大学
のスタッフとして加わり、緊密な連携の下に
お互いのメリットを生かした活動を展開して
います。診療範囲も、総合外来、緩和ケアに
加えて、禁煙外来、漢方外来、ストレス外来
など、様々なバリエーションを増やしながら
現在に至っています。

「ひとびとの健康を支えるオールラウ
ンダー」を目指して

　私たち総合診療科のスローガンは「ひとび
との健康を支えるオールラウンダー」です。
これは、
　「ひとびとの」＝患者さんはもちろん、そ

の家族や今は健康な人も含めて
　「健康を支える」＝臓器別の専門分野にと
らわれず、また単に病気を治すのではなく、
心理社会的問題やヘルスプロモーション、医
療・福祉連携などを含めた包括的なケアを
　「オールラウンダー」＝（自分であらゆる治
療を完結できる「オールマイティ」ではなく）
各科の専門医や他の医療福祉職と緊密に連携
しながらあらゆる問題に対応する医師
　を意味します。医療の高度専門化が進む一
方で医療への要求が多様化する現在において、
総合診療科のニーズは今後ますます高まって
いくと考えられます。スタッフ一同、こういっ
た期待にこたえられるように、今後も一層の
努力を重ねていきたいと思っています。
　昨今、地域医療崩壊が大きな社会問題にな
る中で、地域の第一線で様々な健康問題に幅
広く対応できる存在としての総合医に大きな
期待が寄せられています。人材養成は私たち
の大きなミッションであり、附属病院にとど
まらず、市中病院や診療所などでも充実した
研修を受けられるフィールドを持つ恵まれた
環境を生かして、将来地域で活躍できる総合
医の養成にも力を入れていきたいと思ってい
ます。

文責：前野哲博

総合診療科
「ひとびとの健康を支えるオールラウンダー」を目指して

総
合
診
療
科

平成23年度（2011）スタッフ

大滝純司先生を講師にお招きして総合診療グループで
開催した、医学教育セミナー（平成16年（2004））

外来におけるジュニアレジデント教育（平成23年（2011））

地域で活躍する総合医が集うセミナー
（平成23年（2011）、年 4 回開催）シニアレジデントの外来診療教育（平成23年（2011））
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35年の歴史
病理学的診断診療グループとしてスタート
　病理診断診療グループ・病理部は開院以
来「病理学的診断診療グループ」として検査
部内で診療活動を開始しました。当時、多く
の大学病院や全国の主要な病院では病理部が
設置されていませんでしたが、筑波大学附属
病院では病理部に相当する部門として病理学
的診断診療グループを検査部内に設置し、病
理医は病院に常駐して、病理診断が行われま
した。初代グループ長の小形岳三郎教授のも
とで病理学的診断診療グループのレジデント

（研修医、医員）が病理診断研修を行いまし
た。当時、病理診断を専門に行う病理医は極
めて少なく、病理診断研修は大学医学部病理
学教室に大学院生として入学（入局）して診
断は研究の片手間に行うことが普通でした。
このため筑波大学附属病院における病理診断
研修は極めて先進的であったといえます。

病理部の設置
　平成９年（1997）に大学附属病院病理部が
設置され、実質的な初代病理部長に渡邊照男
教授が就任しました。病理学的診断診療グ
ループは検査部から独立し、検査部と同等な
部局になりました。病理学的診断診療グルー
プは病理部とほぼ同一の組織といえます。検
体数の推移のグラフに示すように、開院以来、
組織診検体数と細胞診検体数は、病院の規模
が拡大するにつれ順調に増加し、組織診検体
数は昭和57年（1982）には年間5,000件を突破
し、最近では年間8,000件を超えています。ま
た細胞診検体数も平成13年（2001）以降は年
間10,000件を超えています。病理解剖件数に
ついても開院以来順調に数を増やし、昭和58
年（1983）には年間180件を数えましたが、全
国的に病理解剖数が減少する傾向にあり、筑
波大学附属病院の病理部でも現在年間60件に
達していません。病理専門医を教育する上で
極めて由々しい事態であるばかりでなく、質

の高い臨床医教育にも、人体材料を用いた研
究を活性化する上でも、今後、十分な病理検
体数を確保していく必要があります。平成12
年（2000）より野口雅之が病理部の管理運営
の責任者になっています。

検体取り違え事件
　平成12年（2000）６月に筑波大学附属病院
は「検体の取り違え」による誤った診断のも
とに不適切な治療を行うという医療事故を起
こしました。当時は報道機関にも多数扱わ
れ、大学病院における病理診断の危うさが指
摘され、外部審査委員会からも多数の改善点
が提示されました。勿論、検体を取り違えた
事実に言い訳の余地はなく、病理部の職員は
その批判を真摯に受け止めて病理部の検査の

流れを徹底検証し、間違いのない病理診断体
制の確立を行いました。ただし、当時の医療
事故は発生後、２〜３年経過してから初めて
報告・報道されることが常でしたが、筑波大
学附属病院病理部のオカレンスは発生後１ヶ
月という短時間で院内の検証を終え、関係省
庁へ報告を行った点は評価されるものと考え
ています。

病理診断科
　平成18年（2006）より「病理診断科」が標
榜科として認められることになりました。そ
こで、「病理学的診断臨床グループ」としてい
た診療グループ名を「病理診断診療グループ」
と変更しました。病理部では、１診療科と
して新たにスタートするにあたって、「病理
説明外来」を開始しました。病理説明外来
は、手術を終えた患者さんに、切除された組
織の肉眼所見、顕微鏡所見をわかり易く説明
することを目的としています。患者さんが病
理説明外来を受診されることによって、ご自
身の病気を正しく理解し、同時にその後の治
療計画も十分理解していただくことができま
す。現在までに100例近い症例について説明
を行ってきましたが、患者さんからは高い評
価を受けています。

つくばヒト組織診断センター（THDC）の設置
　平成19年（2007）から全県レベルで病理診
断を支援し、かつ新しい病理医を育成するの
に十分な検体数を確保するために、つくばヒ
ト組織診断センター（THDC）を組織しまし
た。THDCは病理部と独立した大学附属病院
内の部局であり、茨城県の病理診断を支える
重要な働きをしています。詳細はつくばヒト
組織診断センターの項を参照してください。

病理診断診療グループ・病理部の将来
　病理学的診断診療グループとしてのスタート、
病理部の設置、THDCの設置、病理診断臨床
グループへの変更などの区切りを経て、病理
診断診療グループ・病理部は成長し、その活
動範囲を確実に広げてきました。今後もその
努力を続けるとともに、多くの病理専門医を
教育し、全国に向けて病理診断の理想形を示
していきたいと考えています。

文責：野口雅之

病理診断科（病理部）
高度な病院診療の質を保証し、すべての研修医教育の基幹を担います
THDCと協力して地域の病理診断にも貢献します

病
理
診
断
科
（
病
理
部
）

病理学的診断診療グループ時代（昭和56年（1981））
小形岳三郎グループ長（当時）（前列右から 4 人目）と

小島瑞教授（前列右から 3 人目）

現在の病理診断診療グループ・病理部

年度 診療グループ長 病理部
昭和63年（1988）

～平成７年（1995） 小形岳三郎 ―

平成８年（1996） 渡邉　照男 ―
平成９年（1997） 渡邉　照男 長谷川鎭雄
平成10年（1998） 渡邉　照男 深尾　　立
平成11年（1999） 渡邉　照男 渡邊　照男
平成12年（2000） 渡邉　照男 野口　雅之
平成13年（2001）

～平成23年（2011） 野口　雅之 野口　雅之

組織診検体数の推移

細胞診検体数の推移

病理解剖件数の推移
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遺伝診療グループの創生

　ヒトゲノム解読を始めとするヒトゲノム・

遺伝子解析研究の進展とともに、遺伝子情報

を医療に役立てることが求められる時代と

なってきました。しかし、遺伝子検査と診断

は患者さんのみならずその家族にも関係するこ

と、必ずしも予防、治療が可能ではない疾患

を発症前から診断する側面を有すること、保

険を始めとする不利益の可能性があることな

どから、カウンセリングの必要性が高く、独

立した診療部による診療が求められてきまし

た。2000年代より全国の大学病院、基幹病院

で遺伝子情報を医療に適用する遺伝子診療部

が開設されるようになり、筑波大学でも遺伝

外来（遺伝診療グループ）が平成16年（2004）

４月に開設されました。遺伝外来の専任とし

ては基礎医学の遺伝医学グループから精神科

と小児科が専門の２名が担当し、他の診療科

／疾患の専門医として、産科婦人科、神経内

科、代謝疾患、生活習慣病を担当する陣容で

スタートしました。

遺伝診療グループの役割と現状

　遺伝外来は遺伝性疾患やその可能性のある

患者さん、家族、結婚を予定している方など

から直接診療やカウンセリングの依頼を受け

ます。また、他科、他院からの遺伝子・染色

体検査や遺伝性疾患の説明、フォローなどの

依頼から始まることもあります。

　遺伝外来を担当する医師は主に日本人類遺

伝学会、日本遺伝カウンセリング学会認定の

臨床遺伝専門医です。さらに非医師である認

定遺伝カウンセラーもチームに加わって遺伝

子診療を実施している病院もありますが、筑

波大学附属病院ではその体制までには至って

いません。筑波大学附属病院は臨床遺伝専門

医制度の研修施設にも認定され、これまで筑

波大学が輩出した臨床遺伝専門医は13人で、

現在２人が研修中です。筑波大学附属病院の

遺伝診療グループは日本の遺伝診療の発展を

担うとともに、茨城県内での遺伝カウンセリ

ング、臨床遺伝学の専門家の教育、一般の

人々の遺伝子リテラシーと遺伝教育を行って

います。

　遺伝診療グループの業務はメンデル遺伝病

や染色体異常症などの確定診断のみならず、

発症前診断、保因者診断、易罹患性診断など

の診断業務と遺伝が関わる患者さんやその可

能性のある人の健康管理、さらに最近では薬

物反応性や副作用に対する遺伝子多様性の影

響を予測するファーマコゲノミクスに関する

業務にも関わっています。また、出生前診断

などの生殖医療も重要な分野です。現在は保

険収載されている遺伝子診断は極めて少な

く、多くの遺伝子診断は他機関の研究室など

にお願いすることになり、その調整業務の負

担が大きい現状があります。一方、遺伝子診

療の普及と将来の保険収載を目指し、先進医

療として取り組む疾患もあります。

遺伝診療グループの将来展望

　遺伝子解析技術は急速に進歩していて、遺

伝子診断に要する技術的な問題は近い将来大

幅に解決すると予想されます。一方、情報量

も膨大なものとなり、個人の医療に応用され

る遺伝情報の有用性や有害性について高度の

専門性が必要となることから、遺伝診療グ

ループの需要は10年後には大きく変化してい

ることでしょう。
文責：有波忠雄

遺伝外来
遺伝子診断などによる遺伝子情報を
病気の診断や治療に適切に生かす診療です

遺
伝
外
来

遺伝外来診察風景

遺伝説明

Cherry Blossom Viewing Party（平成23年（2011））
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始めに

　睡眠呼吸障害診療グループは、本院に53あ
る診療グループの中で最も新しい診療グルー
プで、平成17年（2005）５月に外来診療を、同
年６月から１泊の入院検査を開始しました。
筑波大学附属病院35年という長い歴史の中で、
後半の５分の１に初めて登場したことになり
ます。

疫学研究が開設由来

　当診療グループの開設は、昭和38年（1963）
に大阪府立成人病センターの小町喜男部長

（現筑波大学名誉教授）が中心となって開始
したCirculatory Risk in Communities Study

（CIRCS）というコホート疫学研究（秋田、茨
城、大阪）の中で、本学社会医学系地域医療
学分野講師であった谷川武先生（現愛媛大学
教授）が、平成12年（2000）から睡眠時無呼
吸の調査研究を始めたことに端を発します。
この疫学研究の過程で治療介入が必要な重症
睡眠時無呼吸患者さんが数多く発見され、磯
博康教授（現大阪大学教授）と谷川講師が、
疫学研究だけでなく基礎研究や臨床研究を行
う寄附講座を筑波大学に設置することを発案

しました。平成16年（2004）春から設立準備
が始まり、平成17年（2005）４月に睡眠医学
寄附講座が開設され、上越教育大学から佐藤
誠（文責者）が着任しました。睡眠呼吸障害
診療グループの開設準備も寄附講座の開設準
備とほぼ並行して始まり、佐藤誠が着任した
わずか１月後から、外来診療を開始すること
が可能になりました。

特化した診療

　睡眠呼吸障害診療グループの特徴は、その
名の通り、睡眠呼吸障害（睡眠時無呼吸）に
特化して診療を行っていることです。睡眠時
無呼吸の病態を正しく診断するためには、終
夜睡眠ポリグラフ（Polysomnography：PSG）
検査を行うことが必要で、当診療グループを
受診した患者さん、ほぼ全員に行います。こ
のPSG検査は、患者さんの睡眠中の病態生理
を観察記録することが目的なので、最低１泊
２日の入院が必要です。PSG検査では、検査
目的に応じた数多くのセンサー（睡眠の状態
を判定する脳波、眼球運動、オトガイ筋電図
など、呼吸の状態を判定する鼻・口呼吸セン
サー、胸郭および腹部呼吸運動センサー、い
びきセンサー、パルスオキシメーターなど、

それ以外の心電図、体位センサー、前脛骨筋
電図など）を装着した患者さんに、なるべく
自宅と同じ状況で寝ていただくため、防音と
空調が調った環境の良い専用個室が必要です。
当時の山口巖院長のご理解とご指示の元、B
棟526および527室をPSG検査専用個室に改築
して、平成17年（2005）６月から１泊の入院
検査を開始しました。

特殊な入院検査

　睡眠呼吸障害患者さんのほとんどが、“い
びき”を主症状とする閉塞性睡眠時無呼吸

（Obstructive Sleep Apnea：OSA）で、働き
盛りの壮年男性に多い疾患です。家族から

“いびき”と無呼吸を指摘されているほかは、
昼間の眠気などを除けば自覚症状も少ないの
で、夜間だけのPSG検査のために、日中に入
退院することを嫌います。本院のPSG検査入
院では、患者さんは19時来院、翌朝７時退院
というシステムを、診療開始当初から確立し
ました。当時の国立大学附属病院には、この
ような検査入院システムは皆無で、医事課や
看護部の協力なくしては不可能なことでした。

医師 1 名で始め、現在では医師 3 名と
常勤検査技師 3 名。でも足りない

　医師１名で、平成17年（2005）５月に始め
た診療グループですが、受診患者数は予想外
に多く、これまでの７年間で、年間平均で新
患約300名とPSG検査入院約270件に対応しま
した。診断確定後の治療として、在宅持続陽

圧（Continuous Positive Airway Pressure：
CPAP）療法（年間約200名）を中心に、睡眠
体位指導、減量指導等を行うほか、歯科口腔
外科に相談してマウスピース治療を行ってい
ます。平成24年（2012）５月現在、医師３名（睡
眠医学寄附講座スタッフ２名、病院講師１名）
とPSG検査や睡眠呼吸障害診療に習熟した常
勤検査技師３名が外来診療に対応し、常勤検
査技師に加えて非常勤検査技師７〜10名が、
PSG検査入院に対応していますが、新患の予
約、PSG検査入院がともに１～２ヶ月待ちと
いう状況です。

現状と将来展望

　現状では、不眠症やナルコレプシーなど他
の睡眠障害には対応できません。「睡眠呼吸
障害診療グループ」という診療科名から「呼
吸」という文言を取り外した「睡眠障害診療
グループ」に発展させることが、スタッフ一
同の夢です。

文責：佐藤　誠

睡眠呼吸障害外来
たかが“イビキ”、されど“イビキ”　“イビキ”をかく人のすべてが、無呼吸ではありません。
でも、無呼吸の人のほとんどが“イビキ”をかきます。あなたの“イビキ”は大丈夫？

睡
眠
呼
吸
障
害
外
来

現在のスタッフ（医師 3 名、検査技師 3 名）
睡眠時無呼吸症候群の主治療であるCPAP

療法を、患者さんに説明する小冊子の表紙

非常勤検査技師に、PSG検査の脳波、眼球運動、オトガイ筋電図、
パルスオキシメーターなどのセンサー装着を指導する常勤検査
技師。新たに入学した検査技師資格を有する大学院生に、非常
勤検査技師として筑波大学附属病院で働くことを勧め、PSG検
査に関する指導をすることも常勤検査技師の仕事。

平成24年（2012）3 月の非常勤検査技師退職（大学院卒業）祝賀
会。常勤スタッフと 1 泊 2 日のPSG検査入院に対応する非常勤
スタッフ（検査技師）。非常勤検査技師のほとんどが、臨床検査
技師資格を有する医学医療系大学院学生（修士、博士）で、卒業
とともに非常勤を終えます。

19時来院、翌朝 7 時退院という終夜睡眠ポリ
グラフ（Polysomnography：PSG）検査入院シ
ステムを、患者さんに説明する小冊子の表紙
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開院時の検査部

　昭和51年（1976）10月に筑波大学附属病院
が開院しましたが、それ以前から開設準備室
には、岩手医科大学から及川淳先生が検査部
長として、また東京大学附属病院から堀越晃
氏、国立東京第二病院から高野佐重喜氏（生
理機能部門担当）、千葉大学病理学教室から
鈴木悦氏（病理部門担当）が赴任されていま
した。その後、昭和51年（1976）４月に新卒
者６名（男性１名、女性５名）が新たに採用
され、計９名で検査業務を開始しました。な
お、新卒者は開院までの約半年間、土浦協
同病院などで日常検査業務の研修を行いまし
た。開院当時の検査担当者数は、検体検査部
門では、尿一般検査、血液検査、血清検査、
生化学検査でそれぞれ１人ずつの計４人、生
理機能部門は３人で日常業務を行っていまし

た。検体数はあまり多くなく、技師室で毎日
朝礼を行ってから、業務を開始していまし
た。自動分析装置は、生化学検査用、尿化学
検査用、血液検査用でそれぞれ１台ずつで、
その他はすべて用手法でした。
　思い出に残るのは、検査部内では、検査技
師の親睦を兼ねた１泊の温泉旅行、桜のお花
見、忘年会での隠し芸大会などです。ほぼ全
員が参加し、楽しいひと時を過ごしました。
病院全体では、各部対抗のソフトボール大会、
夏の納涼会、秋の運動会、クリスマス会など
が行われました。必ず各部対抗の種目などが
あり、他の部門の方々との交流の場となりま
した。
　その後、検査依頼件数の増加とともに、自
動分析装置や検査技師の定員が徐々に増えて
いきました。

生理機能検査のこれから

　需要の多い検査に関して目指すのは当日検
査への対応です。医師の立ち会いがなく緊急
で検査を行う場合、できるだけ生データを提
供することも重要となります。この目的のた
めに、平成23年（2011）秋に導入した生理機
能検査データサーバによって理想に近い形で
データが参照可能となりました。近年、生理
機能検査需要はいっそう増加し、超音波検

査、呼吸機能検査、脳波検査、循環器機能検
査の件数はおしなべて数倍になりました。さ
らに専門性の高度化は生理機能検査において
も目覚ましく、医師、臨床検査技師は日夜研
鑽を積んでいます。また、専門性をより高め
るために、臨床検査技師も研究をする体制を
構築したいと考えています。臨床検査技師は
現在では医師の補助と見なされていますが、
鍛錬した技術と専門的知識をもって美しい
データをとる検査のプロフェッショナルとし
て、その地位の向上を目指したいものです。
術中に脳波や経食道エコーなどが必須の検査
となってきていて、臨床検査技師の活躍の場
は検査室の中にとどまらず、病棟や手術室ま
で広がっています。これからも各診療科の要
望に沿って適格な検査を遂行する機動力を
もった生理機能検査室でありたいと考えてい
ます。

検体検査のこれから

　検体検査部門が果たすべき最大の役割は、
臨床のニーズや要望にこたえられるような検
査情報をいかに提供していくかにあると考え
ています。そのための方策として１つ目は、
最新の検査知識の習得や技術の向上に努力す
ることです。
　近年、特に細菌検査や遺伝子検査では新規
項目の導入など、検体数もかなり増え、新し
い知識や技術を要する検査の需要が高まって
います。大学病院の特性から今後もこの傾向
は続くと思いますので、高度な医療に貢献で
きるよう、知識や技術の向上に日々切磋琢磨
していきたいと考えています。また臨床検査
は臨床検査技師と臨床医とが連携すること
で、より検査に付加価値が生まれてきます。
今後も臨床医との連携をさらに強化して、患
者さんにより適した検査情報の提供ができる
ように心がけていきたいと思っています。
　２つ目は、病院におけるチーム医療の一員

として、積極的に貢献することです。現在、
糖尿病教室、腎臓病教室などチーム医療にも
積極的に参加していますが、さらに、医師、
看護師、薬剤師、栄養士など他部門との連携
を密にして、医療従事者や患者さんに対して
の検査情報の提供にも力を入れ、外来採血や
病棟採血など病院の中で必要とされている業
務についても積極的に参画していきたいと考
えています。
　これからも臨床のニーズや要望に迅速かつ
柔軟に対応できる検体検査部門でありたいと
考えています。

つくば臨床検査教育・研究センター / 
つくば i-Laboratory LLP

　筑波大学と三菱化学メディエンス㈱は産学
連携事業として、つくば臨床検査教育・研究セ
ンター事業を行うことで合意し、本センターを
筑波大学敷地内（けやき棟前）に建設しました。
同事業は筑波大学附属病院検査部門の一部を
移設し、運営をNPO法人つくば臨床検査教
育・研究センター、つくば i-Laboratory LLP
の両機関が協同で行っています。
　平成22年（2010）12月15日に衛生検査所登
録を得て、平成23年（2011）１月４日から筑
波大学附属病院の検体受託を開始しています。
業務範囲は、生化学、血液学、免疫血清学、
一般検査の一部（便潜血反応、髄液検査）で、
24時間365日の稼働（夜間・休日は２名体制）
で検査を行っています。検査依頼から結果報
告（TAT）までの所要時間は、生化学・免疫
学・血液学検査のすべてが工程管理システム
により管理されています。採取管単位で検
体受領・到着、機器測定前・測定中、再検候
補項目有、再検中、再検結果承認待ち状況お
よび検体到着からの経過時間がリアルタイム
に表示され、報告遅延防止に有効な仕組みに
なっています。

文責：川上　康

検査部
つくば臨床検査教育・研究センターと協同して
臨床検査教育研究の推進と高水準の検査を目指します

検
査
部

昭和59年（1984）1 月 平成12年（2000）親睦会集合写真
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手術件数からみた 
筑波大学附属病院手術部の変遷
　最近の医学の進歩は目覚ましく、手術医療
に関しても例外ではありません。特に21世紀
に入り、evidenced based medicineが求めら
れ、根拠のない慣習的な医療は見直されてき
ました。手術室を取り巻く医療も大きく変わ
り、筑波大学附属病院手術室も例外ではあり
ませんでした。
　10周年記念誌と手術部のデータによります
と当手術部は昭和51年（1976）10月開院とと
もに開設され、半年間で198例の手術が行わ
れました。その後昭和59年（1984）までは手
術件数は増加し（3,397件）、以後手術室の大
改修工事の行われた平成10年（1998）〜平成
11年（1999）までは、ほぼ3,400件前後を推移
しました。この改修工事中は手術室を半分に
区切って行われたため、少ない手術室を効率
的に使用することによって、手術件数を減少
させない努力がされました。このノウハウを
生かして、改修後は手術件数が増加していき
ました。平成15年（2003）、平成16年（2004）
にかけて手術部副部長、部長が交代し、続い
て看護師長が代わることにより、さらなる改
革を行い、平成17年度（2005）には5,428件、
平成23年度（2011）現在では年間6,500件を超
える手術件数の見込みです。

　なぜこのように手術件数が増加していった
のでしょうか。
　その背景には平成16年度（2004）からの大
学法人化が影響したことは疑いの余地があり
ません。当時国立大学運営交付金が毎年２％
削減されていき、赤字の大学病院はさらに減
額されるので黒字化は必須という話が出され
た際に、病院収入を増加させるための方策の
一つとして、当時のリソースで手術件数を増
やすためにはどうしたらよいかということが
病院からの至上命令となったわけです。医療
行政は急性期医療にますます厚くなっている
ため、手術件数の増加と入院日数の減少は今
では当たり前ですが、この頃がターニングポ
イントだったと思います。
　この時期、リスクマネージメントの観点か

ら国内において重大な事故が起こりました。
横浜市立大学病院における肺手術と心臓手術
の患者さんを取り違えて手術し、手術後に発
覚した患者取り違え事件です。患者さんやマ
スコミの間では医療不信が増幅し、医療事故
に関連する記事や医療訴訟がうなぎ上りに
なった時代です。
　このような医療情勢、時代の変革の中、効
率的な手術室運営および患者医療安全のた
めに筑波大学手術部では以下のような改革
を行ってきました。平成15年（2003）にオー
ダーリングシステムが開始され、手術部門シ
ステムとの連携が始まりました。手術の空き
枠を発生させないような取り組みとしてキャ
ンセル情報を流すための手術部連絡委員対象
のメーリングリストを開設しました。現在で
は様々な情報交換の場として利用されていま
す。平成16年（2004）ブラシによる手術時手
洗いからもみ洗いへの変更、平成17年（2005）
手術室入室時のサンダルの履き替えを不要に
した一足制の開始とともに患者入室方法の変
更を行いました。具体的には、患者さん受け
渡しのためのハッチウェイの使用をやめ、当
該手術室入口まで病棟看護師が入り、そこで
申し送りをできるようにしました。平成18年

（2006）手術部位間違い防止のためのマーキ
ングの義務化、筑波大学独自の鏡視下手術の
認定制度の開始、平成19年（2007）麻酔記録
の自動化による記録の標準化と手術データの
管理、分析によるコスト請求漏れの大幅な改
善がなされました。平成20年（2008）タイム
アウトの開始、そして平成23年（2011）に患
者歩行入室が実現しました。
　さてそのほかの出来事としては、平成21年

（2009）11月９日第46回全国国立大学病院手
術部会議を筑波大学が当番校として開催し、
活発な意見交換が行われ有意義な会議となり
ました。

現状と将来展望
　25年前にはスタッフ人数に比較して設備、
器械などのハードウェアが豊富だった（10周
年記念誌より）当手術室も医療の進歩ととも
に医療機器は増加し、手術室数や面積が不足
し限界に達してきました。平成24年（2012）12
月に新手術室に移行する予定ですが、新手術
室では、部屋数は12室から16室に増加し、最
も広い部屋は90m2になります。透視装置を常
置したハイブリッド手術室、国内初のイムリ
ス社製MRI手術室、放射線画像、術野画像、
生体情報モニター、顕微鏡、内視鏡画像を集
約してスイッチ切り替え一つでディスプレイに
表示、記録できるシステム等を導入する予定
です。また、将来的には日帰り手術が可能な
ように、受付、問診あるいは面談可能な部屋、
回復室を手術室入り口付近に設置しました。
　以上より、変わりゆく手術に対し、患者
サービスの向上と効率的な手術室運営の要求
にこたえられるような設備と優秀なスタッフ
によりチームで支える周術期医療の充実を目
指していきます。

文責：大河内信弘・高橋　宏

手術部
進歩、変わりゆく手術医療に対して、
手術部ではチームで支える周術期医療の充実を目指しています！

手
術
部

岩崎洋治初代手術部長、内藤裕史副部長他当時の麻酔科医、手術部看護師、手術部職員の集合写真（昭和56年（1981））

手術風景（昭和60年（1985））
時代を感じます。術衣が布製のリユースです。器械出し看護師の
帽子に注目。ターバンを巻いていました。壁もタイルです。

平成23年（2011）以後の手術室入室方法：
原則として歩行入室です。

平成16年（2004）以前の手術室入室方法：
ストレッチャーからハッチウェイを使用して移動式手術台に乗
り、移動していました。

手術患者さん入室方法の変遷

第46回全国国立大学病院手術部会議を筑波大学が当番校として
開催しました。国立大学病院データベースセンターと共同でデー
タを収集し、結果が共有、保存されるようになりました。

（平成21年（2009）11月）
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　昭和51年（1976）10月の筑波大学附属病院
開院に先立ち、開設準備室に小鴨義尚初代技
師長が着任されたのが昭和50年（1975）11月
のこと、翌昭和51年（1976）４月には秋貞雅
祥教授が着任され、放射線部は秋貞部長と小
鴨技師長体制で歴史が始まりました。
　開設当時の住所、新治郡桜村からも推察で
きると思いますが、何もない荒野の中に広い
道路が走り、松林の中に病院が建っていて雨
が降るとぬかるんで歩けなかったとよく聞か
されました。そんな生活環境と同様に、創設
期は現在の状況からは想像もできない大変な
ご苦労をされて基礎を築かれてきたことと思
います。
　殊に小鴨技師長は大変なアイデアマンで、
附属病院の新設にあたって、患者更衣室の自
動点灯消灯装置や、撮影室に患者さんがきた

ことを知らせるポスト連動表示システム等、
他の病院では見たことのない優れた装置を開
発されました。私が就職した昭和57年（1982）
頃は、Ｘ線写真を１枚撮影する毎に暗室で
フィルムを交換し現像していた時代でした
が、当病院で、撮影後フィルムを明るい部屋
で抜き出して新たなフィルムを挿入する明室
処理システムを見て、時代の先端だと感じた
ことを思い起こします。
　平成２年（1990）11月には、秋貞教授に代
わり板井悠二教授が放射線部長に着任されま
した。この頃にオーダーリングシステムが導
入され、病院情報システムにおける放射線部
情報システムの構築に、夜遅くまで担当者と
話し合いながら独自のシステム構築に苦労し
たことを思い出します。

　平成10年（1998）４月には、楠本敏博技師
長が就任されました。この頃に耐震補強工事
があり、日常業務を継続しながらの夜間工事
であったため、工事現場の毎朝の掃除と工期
日程と検査予定の調整に苦労しました。国立
大学の独立行政法人化に向けた体制作りの時
期でもありました。
　平成16年（2004）４月には、南　学教授が放
射線部長に着任されました。南先生の主導で
PACSが導入され、シャーカステンにX線フィ
ルムを掲げての読影からモニター診断へと
移っていき、時代はフィルムレスだと実感し
ました。
　平成22年（2010）６月１日付けで横田が技師
長を拝命しました。技師の注意力のみに頼る
しかない現行システムではインシデントの誘
発要因が多く、気の休まる間のないのが技師
長なのかと苦笑いの毎日を送っていますが、
働きやすい環境作り、明るい職場作りを目指
し、医療安全を第一として、患者さんに安心
な放射線医療を提供したいと考えています。

文責：横田　浩

歴代技師長、現放射線部長からの一言

小鴨義尚（昭和51年（1976）〜平成10年（1998））
　筑波大学附属病院は、従来の大学医学部附
属病院とは異なり、医学部の附属病院ではな
く大学直轄の附属病院であること、従来の講
座制や医局制を廃止し「診療グループ」制を
取り入れ、看護体制も重症度に応じたPPC看
護方式をとるなど、先進的な考えということ
で大学病院のモデル的な存在と位置づけられ
ていました。開院にあたっては、病院開設準
備室でスタッフと白熱した議論を交わし戦争

のようでもあったこと、既設の伝統ある大学
にはない新しい何かを創造したいと試行錯誤
の毎日であったことを懐かしく思い出します。

楠本敏博（平成10年（1998）〜平成22年（2010））
　板井部長からは、「頭は使え」「最小を以て
最大効果」と言われていたので、板井部長と
は、緊張感のある短い会話が多々ありまし
た。先見性や根拠に乏しいお粗末・幼稚な言
葉は、秒殺！でしたので。（「辛辣なユーモア」
ともいうそうだが）しかし、現場技師の要望
に関して秒殺を食らったことは皆無。高額な
投資、人件費が何を意味するかを現場技師は
承知しての要望だったと思います。先生を黙
らせたのは素晴らしいことと思います。

横田　浩（平成22年（2010）〜）
　患者さんに優しいこと、検査や治療を快適
に終えていただき、筑波大学の放射線部は違
うなとの感想を持っていただけるような放射
線部でありたいと思っています。
　質の高い医療を提供する技術と、患者さん
を思いやる心を調和させることをモットーに

“Sympathetic mind and technology”を掲げ、
安全・安心の放射線技術を追求していきたい
と考えています。

南　　学（平成16年（2004）〜）
　現在、放射線部のデジタル化は着々と進
み、今後は歯科フィルムやマンモグラフィの
デジタル化、他院からの紹介画像データの取
り込みや、院内の他モダリティの画像・動画
データ等の統合が課題となります。また、医
師の絶対数が少ない茨城県全体のネットワー
クを構築し、実際に運用・活用していくこと
も重要です。
　さらに今年は新棟が竣工し新たな放射線部
ができると同時に、筑波大学にとって念願
であったPET施設が産学連携のもと11月に
オープンします。
　技師の皆さんや病院のご理解により、技師
定員数を毎年確実に増やしていただいている
ことと、技師長ポストを任期制にすることを
承諾していただいたことも放射線部長として
は非常にありがたいです。

放射線部
質の高い医療を提供する技術と、患者さんを思いやる心を調和させ、
安全・安心の放射線医療を追求します

放
射
線
部

平成24年（2012）1 月10日

昭和58年（1983）1 月 6 日

平成 4 年（1992）1 月

昭和61年（1986）1 月 6 日
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救急・集中治療部の歴史
　現在の救急・集中治療部は、平成19年（2007）
12月、それ以前は別組織であった救急部と集
中治療部を統合し発足した比較的新しい部門
ですが、そのルーツを辿ると長い歴史がありま
す。救急部は附属病院開院の年から存在し脳
神経外科牧豊教授が部長を兼任していました
が、その実質的な歴史は昭和54年（1979）に
始まりました。この前年に大阪大学特殊救急
部から島崎修次助教授が着任し、同年に本格
的な活動を開始しました。写真１はその発足
パーティー時のものです。発足当初、島崎先

生以外は麻酔科、脳神経外科、外科など、各
科の教員・レジデントが兼任の構成員となり、
多発外傷、熱傷、中毒、急性呼吸不全、心筋
梗塞、ドクターカーの運用など様々な救急疾
患の診療や活動を行いました。その後、徐々
に専任のスタッフ、レジデントも加わり発展
しました。島崎先生は平成元年（1989）に杏
林大学に異動し、救急医学会理事長などの要
職を務め日本の救急医学界の発展に多大な貢
献をしました。その後、救急部長は麻酔科山
下衛助教授（当時）に引き継がれました。山
下先生は日本中毒学会理事長を務めるなど臨
床中毒学の研究に多大な貢献をし、平成14年

（2002）に定年退職を迎え
ました（写真２）。この後、
救急部長は、小山完二助教
授 が 平 成15年 〜 平 成18年

（2003〜2006）、榊原謙教授

（兼任）が平成18年（2006）〜平成19年（2007）
の期間を担当し、現在の救急・集中治療部に
至りました。
　一方、現在の救急・集中治療部のもう一つ
の母体である集中治療部門は、当時の国立大
学附属病院としては珍しかった各科共通の集
中治療室（430病棟）が起源であり、昭和53
年（1978）に前述の麻酔科山下衛助教授が室
長に就任し発足しました。その後、昭和58年

（1983）〜昭和60年（1985）は形成外科添田周
吾教授、昭和60年（1985）〜平成元年（1989）
はリウマチ・アレルギー内科（当時）柏木平
八郎教授が、室長を務めました。平成元年

（1989）に脳神経外科能勢忠男教授が室長とな
り、同年、特定集中治療室管理料施設基準に関
する申請が承認されました。平成２年（1990）
には「室」から「部」へと拡充され、専任の
教員が配置されました。平成６年（1994）に
は日本集中治療医学会から集中治療専門医研
修施設として認定され、今日に至っていま
す。 平 成11年（1999）〜 平 成18年（2006）の
間は筒井達夫助教授が部長を務め、平成13年

（2001）には集中治療室の改修が行われ、全
体のレイアウト変更、個室の拡張、シーリン
グシステム設置、一足制導入などにより、治
療環境が改善されました。平成20年（2008）
からは、開院以来８床であった病床数を10床
に増やし患者収容能力も若干改善しました。

救急・集中治療部の現在と特徴
　平成24年（2012）１月現在、救急・集中治療
部は、６名の専任教員、６名の兼任教員、４
名のシニアおよびクリニカルフェロー、２〜
３名の研修医で構成され、救急外来における
診療、集中治療室入室患者さんの診療、当診
療グループ入院患者さんの診療、院内急変患
者さんへの対応、災害医療などを担当してい
ます。災害医療に関しては、DMAT（Disaster 
Medical Assistance Team）が本院に２チー
ム組織され、平成23年（2011）３月に発生し
た東日本大震災の際には、北茨城市で活動し
た他、院内に設立された「災害対策本部」（そ
の後「大震災復興緊急対策本部」と改組・改
称）が行った、医療従事者派遣調整、医療材
料等の調達・供給調整など、様々な活動に貢
献しました。その実績により、筑波大学附属
病院が災害時に県内で中核的な役割を果たす
べき施設であることが明らかになりました。

なお、震災以前から、政府、茨城県、つくば
市などが行う災害訓練等には積極的に参加し
ています（写真３）。

　一方、集中治療室は入室患者数が年々増加
し平成23年（2011）には約600名の入室があり
ました。院内および院外からの入室患者さん
は、開心術などの大手術後、呼吸不全、循環
不全、多臓器不全、重症感染症、多発外傷、
急性中毒など多岐にわたります。集中治療室
では、様々な生体情報モニター、人工呼吸器、
循環補助装置、腎代替療法などを駆使して集
学的治療が行われますが、スタッフ一同は常
に患者さんと家族の心に配慮することに努め
ています。近年、県内の救命救急センターを
含む複数の病院から大学病院でなければ対応
が困難な重症患者さんの治療を依頼されるこ
とが増えてきました。

将来の展望
　救急・集中治療部門は平成24年（2012）12
月に新棟に移転し、救急部門は１階、集中治
療部門は２階で運営されます。救急部門は大
幅に拡充され、血管造影室、緊急手術室、高
気圧酸素治療装置などを備え、様々な救急患
者さんに迅速に対応できる環境が整います。集
中治療部門はICU20床、HCU28床となり、重
症患者さんの収容能力が高くなります。近年、
日本では先進諸国に比べ小児重症患者さんの
転帰が必ずしも良好でないことが問題視され
ています。そこで、政府は小児ICU（PICU）
を全国に整備する事業を推進中であり、茨城
県では本院がその任を担うべく準備中です。
皆様のご協力、ご支援をいただければ幸いで
す。

文責：水谷太郎

救急・集中治療部（救急・集中治療診療グループ）
救急外来、集中治療、入院患者診療、院内急変時対応、災害医療などを
担当するアクティブな部門（グループ）

救
急
・
集
中
治
療
部
（
救
急
・
集
中
治
療
診
療
グ
ル
ー
プ
）

救急・集中治療部スタッフ（平成24年（2012）3 月）

写真 3 	 自衛隊入間基地で実施された広域医療搬送実働訓練に参
加した本院DMAT（県立中央病院チームとともに）

	 （平成23年（2011）9 月）
	 右から、安田貢講師、赤星博和調整員、小笹雄司副師長、

澤田幸子看護師、高橋伸二講師

写真 1 	 救急部発足パーティー時撮影された記念写真（昭和54年（1979））。最前列左 2 人目か
ら順に、循環器外科伊藤翼講師（当時、その後佐賀大学心臓血管外科教授）、脳神経外
科学能勢忠男講師（当時、その後本学脳神経外科教授）、島崎修次助教授（当時）、脳
神経外科牧豊教授（救急部長兼任）、血液内科小宮正文教授（病院長）、麻酔科山下衛
助教授（当時、その後救急部長）、 1 人おいて麻酔科佐藤重仁医員（当時、その後浜松
医科大学麻酔科教授）

写真 2  山下衛教授（当時）最終講義
（平成14年（2002）2 月）
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35年の歴史

　メンバー：病院開設当初の輸血部は「輸血

室」という扱いでした。初代血液内科教授の

小宮先生が室長でしたが、小宮先生は院長で

あり、実質１名の技師と血液内科講師の田上

講師という体制であったとききます。その後

昭和53年（1978）に１名の検査技師、昭和55

年（1980）に非常勤事務員が加わり長らく技

師２名、事務１名の体制が続きました。

　昭和56年（1981）には、当時の検査技師２

名が職を離れることになったため、高橋・杉

山両技師が加わることになりましたが、後

任を育てるために前任の技師が退職する時

期を延ばしてくれたといいます。同年影岡先

生が田上先生の席を継がれました。昭和59年

（1984）からは、小宮先生の副学長就任のた

め阿部先生が室長となられました。その後平

成４年（1992）に斎藤技師が加わり技師３名

体制となりました。この年、輸血室は輸血部

に改組されます。阿部先生がご多忙になられ

平成６年（1994）〜平成10年（1998）の間は部

長が院長預かりの形で経過しましたが、平成

11年（1999）から松井先生が平成20年（2008）

まで部長を務められました。この間に古沢、

今泉、内野、寺田、根本技師が技師の休職の

間職務を補ってくれました。平成22年（2010）

から長谷川が部長に就任しました。そして、

平成22年（2010）には非常勤（後に常勤）で江

田技師の新規参入がかないました。

輸血医療の歴史

　輸血に関する「思い出」を聞くと、学生や

職員への緊急供血依頼、１単位血小板しかな

かった、など今となれば信じられないことが

次々に出されました。それを克服するための

作業は医師と技師の努力でなされていまし

た。日本赤十字社の取り組みと本院開設後の

変遷を記してみます。昭和61年（1986）HIV

抗体検査開始（日赤）、そして400mL採血と

成分献血が行われるようになりました（日

赤）。まさにこの時期を境として１・２単位

血小板輸血が激減しました。20パックの血小

板を干し物の様に次々に吊す光景は今や昔で

す。平成元年（1989）HCV抗体検査が開始さ

れ（日赤）、血液を介した感染のリスクが減

ると、かえって検査の不十分な血縁者・知人

などを通じた血液確保が危険であると考えら

れるようになり行われなくなっていきました

（本院）。それまでは院内で血液が緊急に必要

になると館内放送で学生・職員が集められた

り縁故ドナーが呼ばれたり、採血する方もさ

れる方も大変だった時代の終焉です。血小板

濃厚液を得るためにHemonetics社のV50と

いう機械の運転も研修医の習得課題でした。

自分も練習台になったことがありますが、体

外への脱血量が多く脱血・返血の度に動悸が

しました。平成６年（1994）からGVHD予防

のための血液照射が行われるようになり、γ

線照射装置で数パックずつ照射していた（本

院）ものが、平成10年（1998）からは既に照

射している血液に保険が付くようになり、こ

れを購入するようになりました。平成11年

（1999）からはHBV/HCV/HIVに対し核酸増

幅試験が献血血液に行われ輸血後ウイルス感

染のリスク低減に寄与しました（日赤）。ま

た、前年の他院における輸血事故を受け、検

査技師不在時に使用できるよう自動血液交差

試験機が一時導入されましたが、臨床検査技

師による24時間検査体制が平成14年（2002）

10月から敷かれるようになりそれに変わりま

した（本院）。平成22年（2010）11月からは開

院以来の手書き伝票に代わり輸血オーダーが

on line化いたしました。

現状と将来展望

　輸血部は平成21年（2009）11月に現在のC

棟３階に移動しました。部長１名、副部長２

名、常勤専任技師４名、検査部からのヘルプ

（新井技師）１名、非常勤事務員１名という体

制で土日も含め毎日日勤帯の業務を行ってい

ます。午後５時15分からは検査部の応援で夜

間の検査を受けています。血液型検査・不規

則抗体同定・交差適合試験・血小板洗浄を行

うとともに、血液製剤の供給とドナーの善意

を無駄にしないために製剤管理に努力してい

ます。平成23年（2011）12月からは造血幹細

胞の保存・出庫管理をCreil center CPFから

引き継ぎました。

　輸血部は昨年27年ぶりに日本輸血・細胞治

療学会関東甲信越支部例会を本学で開催いた

しました。今後も他施設との交流を通じ情報

交換を進め、学術的にも医療サービスにもレ

ベルアップを図りたいと考えています。
文責：長谷川雄一

輸血部
安全で適切な輸血の支援
そして科学的な輸血と細胞治療への貢献

輸
血
部

旧輸血部にて　影岡先生を囲んで（平成 5 年（1993））

輸血部メンバー
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35年の歴史

　筑波大学附属病院光学医療診療部の前身は、

昭和51年（1976）10月大学病院開院時から設

置されていた、内視鏡室に遡ります。当時は

内視鏡室の存在すら珍しい時代でしたが、日

本の消化器内視鏡学の泰斗であられた崎田隆

夫教授の存在が大きかったと思われます。現

在の光学医療診療部の設置は、福富久之教授

のご尽力によるもので平成６年（1994）、当時

の文部省より認可され、これは京都大学に続

き国立大学では２件目でした。内視鏡室の時

代より、検査ベッド７台、レントゲン透視装

置２台を有し当時としては画期的な電子ファ

イリングシステムも導入されていました（写

真１）。その後、膵胆管造影を始め、内視鏡に

透視設備が必要な検査が普及するにつれ、こ

れらの設備は大いに役立っています。光学医

療診療部の役割は内視鏡を用いて消化器系と

呼吸器系疾患に関連した診断と治療にあたる

ことです。現在、消化器内科・外科、呼吸器

内科・外科、小児内科・外科医師が光学医療

診療部の業務に携わっています。欧米追従が

多い本邦の医療の中で、この分野は常に世界

の最先端であり、われわれ筑波大学が果たし

た役割も大きかったものと自負しています。

消化性潰瘍や胃がんの形態的診断を確立した

崎田隆夫教授、ポリープ形態の体系化、レー

ザーを用いた診断・治療法を開発した福富久

之教授（写真２）、食道静脈瘤硬化療法を開

発し世界に発信した消化器外科高瀬靖廣助教

授、これら先人の流れを継承し、平成８年

（1996）から田中直見教授・平成18年（2006）

から中原朗病院教授が部長を務め、さらなる

発展に寄与しました。平成22年（2010）４月

からは消化器内科兵頭一之介教授が部長を併

任し、平成23年（2011）４月より溝上が着任

し、現在に至っています。内視鏡機器もこの

35年で大きく変化しました。内視鏡は硬性

鏡から軟性のファイバースコープへ、さら

にCCDを搭載した電子スコープへと発展し、

画質が飛躍的に向上しました。細径化による

経鼻内視鏡は、患者さんの苦痛軽減に大きく

寄与しています。狭帯域光観察（NBI）を始

めとした画像強調内視鏡や拡大内視鏡は、癌

の領域や深達度などの診断能を飛躍的に高め

ました。夢物語であったカプセル内視鏡も小

腸疾患の診断に臨床応用され、今後さらなる

発展が期待されています。治療では高周波に

よるポリペクトミー、粘膜切除術（EMR）が

粘膜下層剥離術（ESD）へと進化し、かつて

は外科的切除の対象であった早期癌も内視鏡

下で切除可能になりました。呼吸器系領域で

もEBUS-TBNA（超音波内視鏡下リンパ節生

検）の導入により診断能が大幅に向上しまし

た。私ども光学医療診療部はこれら最先端の

医療技術を積極的に導入するとともに、新人

の教育、新規治療法の開発に力を入れていま

す。

現状と将来展望

　現在、光学医療診療部に所属するスタッフ

は消化器内科６名、消化器外科１名、呼吸器

内科１名、呼吸器外科１名、小児外科１名、

看護師８名、看護助手２名、事務１名となっ

ています。医師はすべて専属ではなく、各科

との併任となっています。看護師、看護助手

も常勤は５名、非常勤３名です。内視鏡は上

部消化管内視鏡24台、下部消化管内視鏡９

台、気管支鏡15台、小腸内視鏡２台、カプセ

ル内視鏡一式で、上下部内視鏡はNBI観察、

拡大観察にも対応しています。

　内視鏡件数は、上図に示す通り、急速に増

加しており、今後もこの傾向は続くものと思

われます。それに対応するにはマンパワーが

不足しており、看護師を含めたコメディカル

スタッフの増加が急務となっています。設立

当時は本邦屈指の充実した設備も、時代の流

れとともに老朽化しています。内視鏡処置室

の拡張、清潔区域と不潔区域の導線の分別

化、空調設備のある洗浄室の設置、画像ファ

イリングシステム、オーダリングシステムの

改良さらにX線透視室の整備など課題は山積

しており、改善が急務です。新棟（けやき棟）

の増築に伴い、これら問題点が解決できれば

と願っています。今後とも光学医療診療部に

対するご理解、ご協力のほど、よろしくお願

いします。
文責：溝上裕士

光学医療診療部
高度な知識と技術を兼ね備えた人間性豊かな医療人を育成し、
安全で最先端の内視鏡診療を提供します

光
学
医
療
診
療
部

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
上部消化管内視鏡 3,002 3,353 3,500 3,426 3,693 4,129 4,382
下部消化管内視鏡 861 1,182 1,251 1,253 1,239 1,304 1,668
気管支鏡 240 244 223 267 251 350 341
ERCP 55 90 34 65 86 80 108
カプセル内視鏡 11 47 38
ダブルバルーン小腸内視鏡 2 10 33

写真 2  第40回日本消化器内視鏡学会を主催写真 1

光学医療診療部集合写真
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　医療情報部の前身は開院当初から設置され
た「病歴室」です。平成７年（1995）、情報シ
ステム更新とともに、医療情報部へと改組さ
れ、その下部組織として、「病歴室」と「電算
室」が置かれました。以後、病院の電子化の
進展に伴い、医療情報部の役割は、徐々に診
療録の保存・管理から、電子化された診療記
録の保管・管理ならびに、院内ネットワーク
の管理運営などにシフトが進んでいます。一
方、学内教育組織においても現部長大原の教
授就任時より、医学医療系・病院診療グルー
プ・医療情報学として、正式に発足しました。

電算室部門

　 平成17年（2005）以来、病院再開発計画と
併走する形で病院情報システムを整備する長
期計画を立て、基幹診療システムの電子カ
ルテ化より各部門の電子化を優先する基本
方針のもと、平成19年（2007）のシステム更
新によって、医用画像のフィルムレス化、血
液透析部門の電子化を実現し、その後も着々
と部門システムの電子化を進め、平成23年度

（2011）の機能検査部門、輸血部門、NICUの
電子化でほぼすべての院内部門の電子化を完

成しました。また、総合臨床教育センター・
放射線部門と共同で、診療業務が優先される
ため、臨床教育に適さない現状の病院情報シ
ステムの欠陥を補う統合臨床教育システムを
開発し、昨年度より運用しています。今後の取
り組みとしては、平成25年（2013）１月の新棟
運用に合わせて情報システムを更新し、e-文
書法に則った診療録管理、いわゆる「電子カ
ルテ」化を少なくとも入院患者診療において
は実現する予定です。さらに、可能な限り標
準規格を採用したシステムを構築すること、
臨床教育や臨床研究にも役立つシステムを構
築すること、地域医療における診療情報共有
を視野に入れたシステムを構築すること、よ
り医療安全に寄与するシステムを構築するこ
となどを今後の目標と定めています。
　現在の主な業務内容は以下の４点に集約さ

れます。①電子化された診療記録および、デー
タベースの管理・運営、②院内ネットワークの
管理・運営（セキュリティ管理を含む）、③病
院情報システムと部門システムとの連携の調
整・管理、④病院情報システムの改善・開発。
　現在、大学職員４名（併任を含む）と外部
委託職員３名に加え、情報システム受託シス
テムベンダー若干名により日常業務を行って
います。
　平成24年（2012）４月より星本弘之副部長
が着任しました。

病歴室部門

　開院以来、外来・入院カルテ、X線フィル
ム、心電図等の診療録・諸記録を一元管理し
ています。平成22年度（2010）末までの概算
で、入院カルテは約26万冊、外来カルテは約
46万冊、これらの一部は外部倉庫にて委託保
管されていますが、今後も永年保存の予定で
す。心電図などの機能検査資料類は８年間の
保存を目安として約30万件、X線フィルム類
は10年間の保存期間を目安として約90万件に
達しています。日々の診療に対して病院職員
４名および外部委託職員20名体制で業務を遂
行しています。このほかに、診療録管理委員
会を所轄し、退院要約提出率の向上や診療録
の監査等、診療の質の向上に日夜努めていま

す。現在の病院職員は髙野雄二病歴室長、佐
藤真子診療録管理士、大塚由貴診療録管理
士、中野良仁事務補佐員の４名です。
　今後、診療録の電子化とともに病歴室もそ
の主たる役割を紙媒体診療記録の保管運用か
ら、診療記録の監査・診療データベースの利
活用など、医療の質の向上を目指した業務に
シフトしていくことが求められており、診療
録管理士は医療情報の知識をも有した電子診
療録管理士とでもいうべき存在として、今後
益々重要な役割を担うと考えられています。

さいごに

　今後、病院の電子化が進むと、情報ネット
ワーク管理は、医療機関にとって電気・水・
医療用ガスなどと同様の「ライフライン」と
して益々その重要性が増すとともに、高性能
化に加え、信頼性・安定性・機密性が要求さ
れるでしょう。また蓄積された膨大な電子化
診療記録の診療・研究・教育・病院経営への
活用が必須となります。地域においても地域
医療ネットワークの核として先導的な役割を
果たすことが求められており、我々医療情報
部はその役割を果たす覚悟です。
　最後に歴代施設長名、担当職員名を記載さ
せていただき（敬称略）、諸先輩方のご尽力
に感謝するとともに敬意を表します。施設
長：伊藤巌（初代病歴室長）小宮成文、長谷川
鎭雄、杉下靖郎（初代医療情報部長）、高田彰、
五十嵐徹也（現病院長）、大原信（現医療情
報部長）。専門職員（医療情報処理担当を含
む）：山本敏雄、廣瀬和幸、岡田英嗣、服部
光男、細田克男、山中土佐雄、鈴木尚行。課
長補佐：金子博幸、髙野雄二（現病歴室長）、
山中土佐雄（再任）。

文責：大原　信

医療情報部
21世紀の診療・研究・教育・病院経営を支援する
臨床医学としての「医療情報学」を目指す活力ある組織です

医
療
情
報
部

電算室仕事風景

病歴室仕事風景 2

病歴室仕事風景 1

病歴室スタッフ（平成24年（2012）6 月 1 日）
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草創期から今日までのあゆみ

　前身である理学療法室は、昭和53年（1978）
４月に開設され、吉川靖三整形外科教授を室
長として理学療法士（PT）２名の体制で発足
しました。昭和57年（1982）４月、吉川教授
を部長とする理学療法部に昇格し、専任の医
師として、臨床医学系の講師１名が配置され
ました。その後は、林浩一郎部長に引き継が
れた期間を含めて、時に社会医学系や心身障
害学系の教官である理学療法士や医師が加わ
ることはありましたが、約20年間常勤職員の
構成は変わりませんでした。人員を増やせな
い国立大学の事情により、全国の多くの附属
病院が同様に制約された状況ではあった模
様です。こうしてリハビリテーション医学領
域では、国立大学は、医療関係者が学ぶ機会
から患者さんへのサービスに至るまで、私立
大学との間で格差が生じてしまった可能性が
あります。ちなみに我が国で「リハビリテー
ション科」が正式に標榜科名として認められ
たのは、平成８年（1996）ですが、リハビリ
テーション医療を専門とする医師は、現在に
至るまで、全国的に極端な不足状態が続いて
います。

　平成12年（2000）４月、落合直之部長の尽
力で、理学療法部はリハビリテーション部
に改組され、作業療法士（OT）１名、看護師
１名が加わるとともに専任医師の配置は助
教授となりました。以後、セラピストは微増
しましたが、平成18年（2006）の診療制度の
改訂により人員不足がいっそう明確化しまし
た。法人化に伴う病院の方針転換を背景に、
PTを６名、OTを４名に増員し、言語聴覚士

（ST）２名を新たに採用、医師の病院講師１
名を加え、ようやく職種の構成としても体裁
を整えることができたのが、平成19年（2007）
です。平成20年（2008）には、リハビリテー
ション専門医養成コースを立ち上げ、レジデ
ントを採用できるようになりました。現在、
セラピストは合計20名を超えようとしていま
す。これでも依頼に即応できないことがあ
り、私立大学や地域の病院とはまだ差がある
ように思われます。
　なお、平成18年（2006）以降、保険診療上
は、個別での20分間以上の治療のみが算定さ
れ、PT、OTでは集団療法が認められなくな
りました。かつては、水治療機器が施設基準
を満たすために必要な時代もありましたが、
現在これらの機器の多くは姿を消し、以前

の水治療室では、職員がPCを使ってデスク
ワークとミーティングを行っています。運動
を補助する機器として、部内では、部分免荷
装置付きトレッドミルや筋電バイオフィード
バック用装置などが使われています。また、
平成20年（2008）から４年間、整形外科、脳
神経外科とともにシステム情報工学研究科を
中心としたグローバルCOEプログラムに参
加し、医工連携による、ヒトを支援するため
のロボット技術の応用を考え始めました。

現状と将来への展望

　リハビリテーション部は独立した診療科で
はなく、各科からの依頼を受けて診療してい
ます。以前より整形外科、脳神経外科、神経
内科、小児科からは多くの依頼がありました
が、近年は血液内科、代謝内科、呼吸器内科・
外科、循環器内科・外科からの依頼件数が増
え、悪性腫瘍例の割合が急増しています。年
間としてみれば依頼をいただかない科はほと
んどありません。STが加わってから、人工
内耳にも対応している他、嚥下障害や高次脳
機能障害についての依頼が増えました。急性
期から介入するため、ベッドサイドでの実施
が増えています。
　院内外では、多職種の協働・連携による
チーム医療の推進が強調されており、多職種
でのチームワークを基本としてきた当部門の
役割にも拡大が求められています。まずは、
周術期のリハビリテーションのあり方を模索
し、合併症を防ぎつつ治療効果を高められる
ようなシステムの構築を図りたいと考えてい
ます。加えて、治療を担当する医師、看護師
および地域連携に関係する部署と協働で、院
外の機関とも協力しながら、患者さんが満足
感と安心感を得た上での急性期医療から回復
期リハビリテーションへの円滑な橋渡しをす
ること、在宅復帰する患者さんに対しては、
介護・福祉サービスと医療関係者との連携を
強化すること、小児患者さんに対しては、就
学後に教育と医療の関係者間での連携を強化
し、切れ目のないサービスを提供する体制を
つくることも今後の課題と思われます。ま
た、このような現場は、チーム医療の実践を

学ぶ場として、医師を含む医療関係者の卒
前・卒後教育にも活用すべきであると考えて
います。

文責：落合直之・江口　清・石川公久

リハビリテーション部
急性期からの全人的医療を実現し、
患者さんの生活の質を支えます

リ
ハ
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理学療法室に始まり、多職種の集まりに発展したリハビリテーション部（平成24年（2012）2 月）

グローバルCOEに参加し、装着型ロボットHALの実証試験を実施
（平成24年（2012）1 月）

模様替えしてスタッフルーム（写真下　平成24年（2012）4 月）
となったかつての水治療室（写真上　昭和62年（1987）1 月）。
水治療装置から変わったものは、チーム医療の舞台装置となる
ミーティングテーブル。
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血液浄化療法部の歴史

　現在、日本の慢性維持透析患者数は約30万

人です。本院が開院した昭和51年（1976）に

は、日本では18,010人＊の慢性維持透析患者

数でした。血液浄化療法部の前身の人工透析

室は、本院開院３年後の昭和54年（1979）４

月に附属病院の特殊診療施設として発足し

ました。初代の人工透析室長は腎泌尿器内科

診療グループ長との兼任で東條静夫教授が就

任され、その後、昭和60年（1985）に成田光

陽教授が第２代、平成３年（1991）に小山哲

夫教授が第３代室長に就任されました。平成

13年（2001）に予算措置に伴い、人工透析室

は血液浄化療法部に改組されました。血液浄

化療法部に改組されたことにより、血液浄化

療法部長小山哲夫教授に加え、副部長として

山縣邦弘准教授が就任されました。平成18年

（2006）には、山縣邦弘教授が血液浄化療法

部長に就任され、副部長として楊景堯准教授

が就任し、現在に至っています。

血液浄化療法部の運営

　血液浄化療法部は、人工透析室設立時より、

腎泌尿器内科診療グループが中心となって運

営を行ってきました。血液透析やその他の血

液浄化機器管理を担う技士として、昭和54年

（1979）に吉田聡技士が任にあたり、その後臨

床工学技士の国家認定があり、その増員ニー

ズから、平成19年（2007）に逆井健一技士が

着任し、以後は逆井技士を中心に技士体制が

構築され、現在は常時技士３人体制で運営し

ています。また、平成21年（2009）12月より、

技士のオンコール体制がはじまり、夜間、休

日の血液浄化療法業務も平日と同様の体制で

実施することが可能となりました。一方、看

護師は人工透析室発足当初より１名ないし２

名が日替わりで病棟より派遣されていまし

た。血液浄化療法部発足後の平成14年（2002）

に初めて担当看護師長として、加藤美恵子師

長が就任され、以後平成18年（2006）には富

澤カツミ師長、平成20年（2008）からは北島

こう副看護師長が担当しています。現在、透

析室の担当看護師総数も常時３人ないし４人

に増加し、看護の質の向上にもつながってい

ます。

血液浄化療法部の機器整備

　血液浄化療法部の機器の整備としては、人

工透析室発足前の昭和51年（1976）に可搬型

個人用透析装置１台が導入されたのが始まり

です。その後９台の常置型の個人用血液透析

装置が設置され、さらに昭和61年（1986）に

は二重膜濾過血漿分離装置が導入され、単純

血漿交換療法に加え、二重膜濾過血漿交換法

も行われるようになりました。その後、機器

の整備はさらに進み、現在は個人用多用途透

析装置11台、逆浸透圧水処理装置３台、血漿

交換や持続血液濾過透析に対応可能なアフェ

レーシスモニター５台を有し、また透析通信

システムとしてFuture NetⅡを装備し、透

析の管理を行っています。

血液浄化療法件数の増加

　血液浄化療法部は発足以来、血液透析治療

は入院患者のみでしたが、平成19年（2007）よ

りこれまで断続的に管理していた持続携行式

腹膜透析（CAPD）患者の管理を開始し、常

時CAPDでの維持透析管理を開始していま

す。また血液浄化治療部では、血液透析以外

に、重症自己免疫疾患、劇症肝炎、クローン

病など多科にまたがる様々な疾患に対し、血

漿交換療法・免疫吸着療法などの血液浄化療

法を行っています。これらの治療についても

外来での治療も行っています。またCAPDを

除いた血液浄化療法の件数はこの15年の推移

（図１）をみますと、平成９年（1997）は総数

で978回が、平成23年（2011）には2,573件と

飛躍的に増加しています。現在、保険適応の

疾患以外でも、血液浄化療法の有効性が指摘

されている疾患も多く、本院でも血液浄化療

法の新規開発および適応の拡大について、臨

床研究を行っています。

今後の発展

　平成24年（2012）12月の竣工時には、血液

浄化療法部は新棟２階の西側に移転する予

定です。病床は現在の９床から16床（運用開

始は15床の予定）に増床します。また、新

ICU・CCUでは、血液浄化療法部と同様の治

療を実施可能な給排水整備を備えたベッドを

10床程度整備しています。新棟の完成ととも

に、本院における血液浄化療法を必要とする

より多くの患者さんの受け入れ体制が整備さ

れます。このような設備の充実と相まって、

国立大学附属病院における血液浄化療法部の

果たす役割として、新たな治療法の開発、よ

り安全で質の高い医療を提供し、医師、コメ

ディカルスタッフの教育体制を充実させるべ

く、一同、今後も努力して参りたいと考えて

います。

＊日本透析医学会　わが国の慢性透析療法の現況
平成22年（2010）12月31日現在

文責：山縣邦弘

血液浄化療法部
血液浄化療法部では腎不全治療のほか、様々な疾患に対する
血液浄化療法にて多くの診療科と協同で治療にあたっています
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図 1  血液浄化療法部における治療件数の推移

血液浄化療法部集合写真
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医療安全のための実践の歴史

　本院における安全対策の基盤となるのが10
年以上の経験のあるインシデント等の報告制
度です。現在に至る臨床医療管理部の歴史は
以下のとおりです。
　昭和54年（1979）11月16日に医療事故防止
対策委員会が組織され細則等が成立。
　平成11年（1999）２月９日に、紙媒体でのイ
ンシデント・アクシデントレポートが病院運
営会議（当時）で承認。
　平成12年（2000）４月11日に、安全管理体
制、組織リスクマネージャー、安全確保状況
報告等が定められました。７月に重大な医療
事故を経験。９月に「医療事故防止マニュア
ル」第１版の発行。口頭指示や統一指示記載
法が定められました。臨床医療管理室が設置
され、初代室長に長瀬啓介講師が就任、初代
リスクマネージャーとして下林周子看護師長
がその任にあたりました。
　平成13年（2001）２月20日、アクシデント
をオカレンスに改称したインシデント・オカ
レンスレポート報告制度を正式に開始。４月

「医療事故防止マニュアル」第２版の発行。

　平成14年（2002）３月20日、臨床医療管理室
から部に改め臨床医療管理部細則施行。副病
院長・臨床医療管理部部長として故板井悠二
副病院長・教授が就任しました。
　同年、国立大学医学部附属病院医療安全管理
協議会において、医療事故が定義されました。
　平成15年（2003）４月インシデント・オカレ
ンスレポート報告制度が電子化。また、臨床
医療管理部部長に金子道夫副病院長・教授が
就任。６月から本間覚（当時、集中治療部講
師）が部員として参加。M&M委員会が制定
され、12月から活動開始。また、11月に医療
事故防止対策委員会がリスクマネージメント
委員会に改称。
　平成16年（2004）４月に「医療事故防止マ
ニュアル」第３版が発行され、副部長に本間
覚助教授（その後准教授、病院教授を経て現
職）が就任。また、各組織の安全確保状況が
毎月報告されるようになりました。 
　平成17年（2005）７月から組織リスクマネー
ジャーを病院長発令としました。
　平成18年（2006）４月に２代目リスクマネー
ジャーとして高梨典子看護師長が任につき、
院内巡視制度が開始されました。

　平成19年（2007）４月に「医療事故防止マ
ニュアル」第４版が発行され、これまでの改
善処置や院長命令が掲載されました。また、
リスクマネージメント委員会小委員会（手術、
薬剤、物流、看護、事務）が定められました。 
　平成20年（2008）４月１日より、これまで
のインシデント・オカレンス報告システムを
バージョンアップし、本院の医療情報システ
ムと統合しました。また、医療法施行規則の
改正に伴い、医薬品および医療機器の安全管
理責任者を定めました。８月に医療事故（抗
癌剤の過量投与）があり、抗癌剤のレジメン
と治療計画書をペアで管理する制度を開始。
　平成21年（2009）４月から組織リスクマネー
ジャー連絡会議を月例化。
　平成22年（2010）４月に臨床医療管理部部
長に玉岡晃副病院長・教授が就任し、部員と
して医師２名（及川剛宏講師、鈴木英雄講師）、
薬剤師１名（堀内学薬剤主任）、看護師１名

（小野亜紀副看護師長）が新たに兼任として配
置されました。また「医療事故防止マニュア
ル」第５版が発行され、主要な医療行為（28）
の手順（プロセス）を記載し、事故等がどの
プロセスで発生したか、どのプロセスを改善す
ればよいかをわかりやすくしました。９月よ
り専任の事務職員（石井理恵）が配属。従前か
らの沢邉喜久夫課長補佐、山口剛専門職員（医
事課と兼任）とともに業務を行っています。

　平成24年（2012）４月には本間副部長が部
長に昇任して現在に至っています。

現状と展望

　現在の臨床医療管理部の活動の主なものを
紹介しますと、毎週火曜日午後の部会で、イ
ンシデントやオカレンスの経緯やその対策が
話し合われます。即ち、インシデントやオカ
レンスのレポートの提出、分析、対策、フィー
ドバックなどの流れの中心となっているのが
臨床医療管理部です。第２木曜日夜には組織
リスクマネージャー連絡会議があり、各医療
行為のプロセス委員会の報告、安全対策の改
善や周知徹底を行います。第３火曜日午後の
リスクマネージメント委員会は病院長が委員
長として司会し、症例検討委員会の報告やオ
カレンスの因子分析、病院の安全対策の最終
決定などがなされます。これ以外にも、決め
られたことが適正に運用、実践されているか
をチェックする内部監査としての巡視を行っ
ています。対外的には、国立大学附属病院
医療安全管理協議会の幹事校としてリーダー
シップを発揮し、平成23年（2011）には、第
19回国立大学附属病院医療安全管理協議会総
会をつくばにて主管しました。外部評価の一
環としては、国立大学附属病院間の医療事故
防止のための相互チェックを行っています。
臨床医療管理部は、ハイリスク薬の注意喚
起、ハイリスク医療行為に関する標準的手順
の作成、中心静脈カテーテルの管理指導シス
テムの確立など常に新しい試みを提言、実践
し、本院の安全管理の中核となっています。

文責：玉岡　晃

臨床医療管理部
医療安全を推進し、良質の医療を実現するために、
改善策を考え、支援し、実現するのが私たちの仕事です

臨
床
医
療
管
理
部

臨床医療管理部の構成員
前列左から、高梨典子看護師長、玉岡晃副病院長（医療の質・安全担当）、本間覚教授（臨床医療管理部部長）、沢邉喜久夫医事課課長補佐

後列左から、堀内学薬剤部主任、鈴木英雄講師、及川剛宏講師、石井理恵前事務職員、小野亜紀副看護師長、山口剛医事課専門職員

臨床医療管理部に関係した人々

長瀬啓介
（前臨床医療管理室長、

現金沢大学附属病院経
営企画部長・教授）

下林周子
（前リスクマネージャー・

看護師長）

金子道夫
（前副病院長兼臨床医療

管理部長、現茨城県病
院事業管理者）

鹿児島大学での医療事故防止のための相互チェック
（桜島を背景にして）

左から、高梨典子看護師長、小野亜紀副看護師長、高野雄二
医事課課長補佐（病歴室室長）、及川剛宏講師、鈴木英雄講師、
玉岡晃副病院長、神林泰行薬剤部副部長

左から堤徳正感染管理部副部長、本間覚教授（臨床医療管理部
部長）、人見重美感染管理部部長、小金丸博講師
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ISOとは

　ISOは正式名称を国際標準化機構（International 
Organization for Standardization）といい、各
国の代表的標準化機関からなる国際標準化機
関で、電気および電子技術分野を除く全産業
分野に関する国際規格の標準化を行っていま
す。ISO9001規格はPDCA（Plan/Do/Check/
Action）サイクルを介する業務プロセスの継
続的改善により組織が顧客の期待にこたえる
ことを保障する組織運営管理体系のことです。
従って、ISO9001の規格認証の取得により、
病院がより良い組織運営のグローバルスタン
ダードを満たしていることを社会に対して示
すことができます。
　ISO認証申請のプロセスを通じて全病院部
門が共通の観点から管理運営システムを構築
していくことは大きな意義があります。即ち、
マネジメント・システムの継続的な改善を図
ることにより、提供する医療の質の向上が期
待できるとともに、ISO認証により、病院の
積極性、品質への関心の高さ、先進性をア
ピールし、社会から一定の評価を受けること
ができ、また職員の意識向上にも資すること
が可能となります。

ISO認証取得の経緯

ISO認証取得推進室の設置（認証取得）
　本院のISO活動に尽力された初代室長の赤
座英之教授は、ISO9001導入の意味を「複雑
な附属病院の運営を効率的に実践するため
に、（中略）院内業務をISO9001で要求されて
いる事項に適合させ、病院全体の『医療サー
ビスの提供』を標準化するための基盤となる
もの」（筑波大学附属病院開院30周年記念パ
ンフレットから抜粋）と説明されています。
　本院は、このような目的から、平成14年（2002）
３月、ISO認証取得推進室を設置し、２年後、
平成16年（2004）３月、ISO9001：2000の認証
を取得しました。

ISO推進室の設置（ISO活動の開始）
　認証取得にあわせて、ISO認証取得推進室
をISO推進室に改組し、赤座室長、山縣副室
長（山縣邦弘助教授（当時））の下、ISO活動
が開始されました。

　平成19年（2007）２月、３年間の活動実績
を基に、審査機関による更新審査を経て認証
が継続されました。また、４月には、山縣副
室長の後任に鮎澤副室長（鮎澤聡講師）を迎
え、これまでの活動を発展継続するべく、病
棟の監査など新たな活動にも取り組みました。
このような中、平成21年（2009）４月から、金
子室長（金子道夫教授）、酒井副室長（酒井光
昭講師）の下、翌年２月に予定されていた第
２回目の更新審査を前に、従来のISO活動を
振り返り、活動改善を前提にISO認証を継続
する意義を再確認しました。
　ISO9001の継続審査は現在まで半年毎に続
けられており（平成23年度（2011）よりは１
年に１回）、不適合事項や観察事項の指摘を
受けては、その見直しを行い、３年ごとに認
証が更新されています。この間、内部審査の
充実のために、内部監査員の養成研修による
レベルアップが図られてきました。

病院機能評価

　本院が受審している外部審査にはISOの他
に、財団法人日本医療機能評価機構による病
院機能評価があります。これは、①病院が地

域で果たしている医療機能について、地域の
特性や必要性にこたえるよう努力しているか、
②患者さん中心の医療が提供されているか、
③診療内容について、医学の学術性に基づく
ものとするための努力がなされているか、④
病院の運営について、財務、人事、機器など
の管理が合理的、効率的な観点から行われて
いるか、などを評価の視点として実施される
ものですが、平成10年（1998）に書面審査（病
院機能の概況調査票および自己評価調査票の
提出）、訪問審査が行われ、平成11年（1999）
２月15日初めて認定を受けました。その後、
平成16年（2004）２月15日には病院機能評価
の確認審査が実施され、平成18年（2006）９
月25日に認定を更新しました。

現状と将来展望

　平成21年（2009）にISO推進室の室長は赤
座英之副病院長から金子道夫副病院長に引き
継がれました。平成22年（2010）より、ISO推
進室は総合調整室準備室（室長：平松祐司准
教授）を統合したISO・医療業務支援部に改組
され、玉岡晃副病院長が初代部長となり、副
部長２名（平松祐司准教授、酒井光昭講師）、
部員の高橋昭光講師、専任の山下慶三病院講
師の計５名の部員で発足しました。新しい部
では、ISOや病院機能評価の外部審査や内部
審査を責任をもって遂行するとともに、ベス
トプラクティスによる職員の意識の向上に努
め、各種の委員会業務を支援するなど、文字
通り、医療業務の支援に奔走しています。病
院機能評価は東日本大震災のために更新を延
期していますが、病院の再開発が一段落した
時点で新たなバージョンで受審する予定です。

文責：玉岡　晃

ISO・医療業務支援部
ISO認証や病院機能評価に備え、
医療の質を高め維持するための支援を行います

Ｉ
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ISOに関係した人々
前列左から山縣邦弘教授、金子道夫前副病院長、赤座英之前副病院長、玉岡晃副病院長

後列左から酒井光昭講師、小池敏彦総務課専門職員、安保由加総務課職員、平松祐司准教授、鮎澤聡講師

ISO9001認証書授与式（平成16年（2004）3 月）
左から、田村光男病院総務部長、岩崎洋一学長、山口巌病院長、
赤座英之副病院長（ISO認証取得推進室長）、BSIジャパン㈱（認
証審査機関）

病院長並びに室長（部長）および副室長（副部長）の在職と組織変遷の概略

病院長 室長（部長） 副室長（副部長） 組織
平成13年度（2001） 能勢病院長
平成14年度（2002） 赤座室長 ISO認証取得推進室
平成15年度（2003） 山口病院長
平成16年度（2004） 山縣副室長 ISO推進室
平成17年度（2005）
平成18年度（2006）
平成19年度（2007） 山田病院長 鮎澤副室長
平成20年度（2008）
平成21年度（2009） 五十嵐病院長 金子室長 酒井副室長（平成22年（2010）４月副部長）
平成22年度（2010） 玉岡部長 平松副部長 ISO・医療業務支援部
平成23年度（2011）

ISO推進室長

（事務担当）

ISO推進室員

ISO推進担当者
（各部門より推薦）

ISO副推進室長

ISO推進体制図
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はじまりは給食係から

　私が筑波大学附属病院に入職したのは、平

成２年（1990）４月で、今から約22年前のこ

とになります。その頃は、病院部医事課給食

係という所属で、給食係長、事務係員、管理

栄養士３名、栄養士２名、調理師16名、炊婦

３名の26名という構成でした。

　開院当初の給食は、２食からのスタートだっ

たと聞いていますが、私がこの病院に勤務し

た頃はすでに、毎食650食の食数を提供して

いました。現在のように適時適温給食は行っ

ていなかったのですが、少しでも患者さんに

季節感を届けようという気持ちは今と変わら

ず、季節ごとの行事食にカードを添えたり、

クリスマスには小児科の病棟に手作りでケー

キを提供したりしていました。業務は事務職

員と栄養士と分かれていて、労務管理、食材

の契約発注関係は事務の方の担当、栄養士

は、与えられた予算内で献立を作成し、食数

の管理や、栄養指導を行っていました。食数

の管理は、医師からの食事箋が気送子で送ら

れてくると、その度に患者さんの食札を書き

換えていました。現在のような病棟とのオー

ダーリングシステム等からはほど遠く、給食

に電算システムが導入されたのは私が入職し

た頃でしたが、まだ土・日曜日には３階の電

算室に食札を取りに行き、手作業で修正を繰

り返していました。栄養指導も１週間に数件

位の実施でした。そんな時代でしたが、病院

部内のソフトボール大会や、ボウリング大会

などレクリエーションなども頻繁に行われ、

職員間のコミュニケーションはとてもよく、

今から思えば古き良き時代だったのでしょう。

栄養管理室の設置

　そんな給食係に変化が起こったのは、平成

５年（1993）の栄養管理室の発足でした。こ

のような組織に変わった背景には、患者給食

の概念が「食事を提供すればよい」から「個々

の栄養管理に準じた治療食が必要」という、

今ではごく当然のことになり、世の中の「病

院食への認識」が変わり始めたことがありま

した。管理栄養士にも求められることが多く

なり、栄養指導の加算も管理栄養士が行うこ

とという文言が入るようになりました。平成

９年（1997）２月からは、全病棟で冷温蔵配

膳車を使用した、適時適温給食の提供が始ま

りました。しかし、この業務を実施するにあ

たり、委託業務の拡大、厨房機器のレイアウ

トの変更、献立の修正などの業務に追われま

した。また、今でこそ「NST」、「チーム医療」

という言葉は、ごく当然のように使われてい

ますが、当時はまだ、それほど浸透しておら

ず、それでも入院中の栄養不良の問題がク

ローズアップされつつあり、管理栄養士が行

う栄養管理については豊富な経験と知識が課

せられ、さらに栄養管理の結果を求められる

ようになってきました。

病態栄養部としての役割

　まさにそれを担っていくのが、現在の病態

栄養部の役割になります。「入院中の食事」

が単に「食事」であった給食係の時代を経て

「治療食」という言葉が市民権を得た「栄養

管理室」の時代。そして今は、更に食形態・

食欲不振・成分栄養の個別対応などのきめこ

まやかな栄養管理を行いながら、満足度の高

い食事を提供すること、病院経営を考慮しな

がら入院から退院までの栄養管理のマネージ

メント、周術期等のNSTの充実、生活習慣

病の重症化予防の一部を担うなど、治療に貢

献するという重要な任務に取り組んでいます。

さらに、大学研究機関として「食医学」とい

う視点で研究および学会等で発表を行うな

ど、臨床・医療における病態栄養の重要性を

発信しています。

　ありがたいことに現在は次世代を担う若手

の管理栄養士が職務に情熱を燃やしてくれて

います。

　35周年記念誌の執筆に携わった今、これま

での先輩方が築かれた土台を大切にしながら

今後この栄養部門を発展させていくことに改

めて使命を感じているところです。

　最後になりましたが、初代の栄養管理室長

でいらした村尾容子さんによって開院当時の

給食の写真が綺麗に保存され、今回貴重な資

料とさせていただいたことに感謝の意を込め

たいと思います。
文責：島野　仁・岩部博子

病態栄養部
栄養部門は組織の変革と共に進歩し続けてきました
大学研究機関としての役割も担っています

病
態
栄
養
部

昭和50年代の病院給食

小児科病棟のクリスマス会にてチキンとクリスマスケーキを提供
（昭和54年（1979））

小児科病棟の化学療法食取り組みの一環として食教育を取り入れ
た「バイキング食」を実施

（上）バイキングの様子（下）管理栄養士による食育講義の様子
（平成23年（2011）7 月）（病院ニュースNo399より）
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本院の感染管理組織

　第１回感染対策委員会は、附属病院開院の

翌年、昭和52年（1977）７月に開催されていま

す。以来、感染対策委員会の役割に大きな変

更はなく、病院長の諮問機関として、院内

感染の予防・院内環境の向上に関する調査

研究等を活動目的としています。現在の構

成員は、附属病院長・基礎医学系教員・診

療グループ医師（血液内科・小児科・消化器

外科・歯科口腔外科・救急集中治療部）・各

部門長（検査部・薬剤部・看護部・感染管理

室・病院総務部）・病院長指名者（病態栄養

部・消化器内科・社会医学・感染管理室・手

術部・臨床医療管理部）となっています。

　一方、感染対策の実務は、当初、感染対策

委員あるいは委員が属する診療グループの医

師などが主に担当していました。しかし、平

成12年（2000）に細菌学的診断（感染症）診療

グループに新たな医師が赴任したため、平成

13年（2001）、感染症科医師を室長、専任看

護師１名を配属した感染管理室を設置し、よ

り専門性の高い感染対策を行う体制を整備し

ました。

　現在、感染対策委員会は本院における感染

対策の意思決定機関、感染管理室は感染対策

の実働部隊と位置づけられています。

感染対策の歴史

　昭和63年（1988）および平成４年（1992）に

作成された本院の「感染対策のしおり」を見

ると、当時の感染対策は、①法令で定められ

た感染症、②法令で定められた感染症以外の

ウイルス性疾患、③小児の感染症、④血液媒

介感染症、⑤抗菌薬・消毒剤に耐性を示す病

原微生物、に分けていました。これに対し、

米国疾病予防管理センターは、医療従事者が

HIVに曝露することを予防するための普遍的

予防策を1980年代に発表しており、その後、

現在の感染対策の主流である標準予防策に発

展させています。本院では、平成13年（2001）

作成の「院内感染対策マニュアル」から標準

予防策の考えを導入し、現在も感染対策の基

本としています。

　また、外部のマニュアルをそのまま踏襲す

るのではなく、本院での院内感染の実態を分

析し、それに基づいた対策立案と職員教育を

行っています。具体的には、平成12年（2000）

より針刺し切創・血液体液曝露解析ソフト

（エピネット）に基づいた血液・体液曝露事

例の実態調査、平成13年（2001）、平成15年

（2003）よりそれぞれB430、E200病棟でのデ

バイス関連感染サーベイランスを行っていま

す。平成17年（2005）からは、新規・中途採

用者に入職前の流行性ウイルス疾患の抗体ワ

クチン接種歴を義務づけ、医療従事者として

の意識向上に努めています。

現状と将来展望

　現在本院で行っている感染対策は、概ね国

内外のガイドラインに則った標準的なもので

すが、今後も国内外の情勢の変化に柔軟に対

応していきたいと思っています。また、サー

ベイランスを継続していくことで、院内感染

対策に関するデータを収集し、よりよい方策

を外部に発信していく予定です。

　平成24年（2012）４月、感染管理室は感染

管理部となりました。
文責：人見重美

感染管理部
感染対策は、手洗いに始まり手洗いに終わります
全員が行って初めてその効果は得られます

感
染
管
理
部

細菌検査室で迅速検査結果の説明を受ける（平成23年（2011））

感染管理には細菌検査が必要不可欠です
日々、院内感染対策にご助力いただいている臨床検査技師さんと

細菌検査室で（平成23年（2011））

新型インフルエンザ：インフルエンザH1N12009研修会
（平成21年（2009））

毎週火曜日に行われている感染管理室ラウンド
病棟で感染対策について打合せ

M1ふれあい実習、手洗い体験（洗い残した所は白く光っている）
（平成22年（2010））

M1ふれあい実習、手洗い体験（洗い残しを確認中）
（平成22年（2010））
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創成期：医療福祉相談室としての10年

　医療福祉支援センターの前身である医療福

祉相談室が正式に設置されたのは平成５年

（1993）３月１日、『患者さんの円滑な病院利

用を助け、患者さんおよびその家族が抱え

る経済的・心理的・社会的問題の解決および

調整に必要な援助を行う』ことを目的に、入

退院玄関脇の小さなスペースに開設されまし

た。当時は、精神保健の稲村博教授が室長を

務められ、週５日（月〜金）、午前11時〜午

後２時の３時間のみの開設で、医師（精神保

健専門医）−看護師−医事課職員がそれぞれ

の依頼内容に応じて１）経済的問題に対する

支援、２）療養中の心理的・社会的問題の解

決と支援、３）退院・社会復帰に向けた支援、

４）その他医療福祉相談を行いました。

　その後、平成14年（2002）４月１日、院内

措置として『患者さんおよび家族に対する医

療福祉相談等の医療サービスを行うととも

に、地域医療機関との密接な連携を図り、患

者さんが満足できる適正で質の高い医療を提

供すること』を目的とした地域医療連携室に

改編されました。前センター長である落合直

之元教授が室長に就かれ、週５日（月〜金）、

午前８時30分〜午後５時15分までフルタイム

の開設となり、室長（医師）１名、副室長（医

師）１名、看護師（看護相談）１名、医事課職

員（医療福祉）１名、医事課職員（MSW）１

名のスタッフで活動を開始しました。この時

に、初めて福祉専門職であるソーシャルワー

カーがスタッフに正式に加わりました。現在

全国どこの大学病院を見てもソーシャルワー

カーがスタッフとしてその任にあたっていま

すが、当時は非常に珍しく、全国の国立大学

病院の中でも先進的な取り組みであったとい

うことができます。

　平成15年（2003）４月１日に正式に医療福

祉支援センターが設置され、同年度中には専

任の医師・看護師を配置、センター部長（医

師）、センター副部長（医師、専任）、看護師

（看護相談、専任）、医事課職員（MSW）２名、

医事課職員（医療福祉）１名の体制で活動が

スタートしました。

平成18年（2006）４月〜MSW１名増員（計３名）

平成20年（2008）４月〜MSW２名増員（計５名）

平成21年（2009）７月〜MSW１名増員（計６名）

平成21年（2009）８月〜事務補佐員採用

平成22年（2010）９月〜MSW１名増員（計７名）

平成23年（2011）２月〜MSW２名増員、計MSW

９名体制となり現在に至っています。

　開設以来、MSW－看護師－医師－事務職

員が多職種チームでケースにあたることを大

切にして運営してきました。当初は少人数の

体制でアットホームな運営を行っていました

が、社会構造の複雑化、在院日数の短縮化等

の医療環境の変化、国内の在留外国人の増

加、雇用情勢や経済情勢の悪化から経済的問

題を持つ患者さんが増加したこと、などから

コンサルテーション件数は増加の一途をたど

り、MSWは９名まで増員を図ってきました。

　また、茨城県の委託事業として平成17年

（2005）４月にMSW１名、臨床心理士１名、

相談補助員１名の３名体制の茨城県難病相談

支援センターが大学病院に設置され、当セン

ターの管轄となりました。平成22年（2010）

にはMSW１名が加わり４名体制となって、

茨城県内の難病患者さんの相談支援業務にあ

たっています。

　加えて、患者さん・家族の直接の支援に

とどまらず、院内外の各種委員会、会議等

への医療・社会福祉専門家としての参加等

を行うとともに、研究・教育活動として、各

種学会等での発表、医師・看護師等への講習

会の実施、筑波大学障害科学類社会福祉士課

程の実習受け入れを行ってきました。平成22

年（2010）には設立当初から監事校としてそ

の運営に携わっていた第８回国立大学医療連

携・退院支援部門連絡協議会を筑波大学会館

にて主催し、全国42大学200名を超える参加

者が来筑されました。

　以上、この10年本部門は目覚ましい進化

を遂げてきたといえると思います。本来当部

門は、病気や障害を持ちながら社会で生活を

する患者さんとその家族を生活者として支

援することを目的としており、生活者である

患者さん・家族と医療機関・医療従事者を結

ぶ橋渡し役としての使命を果たすべき部門で

す。今後の10年は、さらに質の高い社会福祉

支援を行うために、各病棟、可能であれば診

療科ごとに専任MSWを配置し、入院と同時

に病棟スタッフとともに社会福祉支援のニー

ズを評価し、早期に介入・支援を開始するこ

とができるような体制を作りたいと考えてい

ます。そして、入院から外来、在宅と継続的

に支援を図ることができるシステムを確立し

て、患者さんとその家族のQOLの向上に寄

与するとともに、教育機関としての役割を発

揮し、MSW、看護師等の後進の育成を行い

ます。
文責：須磨崎亮・木澤義之

医療福祉支援センター
病気を持って生活する患者さん・家族を多角的にアセスメントして、

『その人らしい生活を支援する』視点から様々な援助をしています

医
療
福
祉
支
援
セ
ン
タ
ー

前列右から 2 番目が前センター部長落合先生、左から 2 番目がセンター副部長木澤先生

医療福祉支援センター入口
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これまでの歴史

　総合周産期母子医療センターは、平成17年
（2005）６月に茨城県の指定を受けて正式に発
足した比較的新しい診療施設です。
　その前身である分娩部は、昭和56年（1981）
３月に現在のE棟が竣工した後、４月１日に
その２階に設置されました。分娩室２室、隔
離分娩室１室、手術分娩室１室、陣痛室１室
と、X線撮影室からなる部門で、入院病床を
持たない診療施設でした。初代の分娩部長に
は当時婦人周産期診療グループ長であった故
岩崎寛和名誉教授が就任しました。それ以前
の分娩は現在のB棟の５階で行われていまし
たが、その構造は患者さんの評判は良いとは
いえませんでした。これに対して、完成した
分娩部は当時の国立大学の分娩部門としては
十分な広さと機能を備えたものでした。その
後長い間、この分娩部で分娩期の管理が行わ
れ、その前後の母体の入院はE棟３階の産科
病棟、児に関しては正常新生児であればE棟
２階の正常新生児室、未熟児や何らかの疾患
を持つ児はE棟５階の小児病棟にそれぞれ入
院する、という形で診療が行われることとな

りました。平成４年（1992）からは２代目の
婦人周産期診療グループ長である久保武士名
誉教授が分娩部長となりました。
　その後時代の変化とともに、産科医療や新
生児医療をとりまく様々な環境はいろいろな
意味で大きく変化することとなりました。産
科学や新生児科学としても、また茨城県にお
ける地域周産期医療という意味でも、分娩部
という組織形態に限界が見えるようになりま
した。そこで、それまでの産科と小児科とい
う縦割りの診療体制で行われがちだった母児
の周産期管理を刷新し、助産師や看護師との
密な連携のもと、高度で最新の医療を安全に
効率よく提供することを目的に、この分娩部
を発展的に解消して、新たに周産期総合医療
センターを構築することとなりました。
　まず、平成15年（2003）７月に新生児集中治

療室（NICU）を新たに開設しました。そし
て平成16年（2004）４月１日に、分娩部を改
組してこのNICUを含むかたちで周産期総合
医療センターを開設しました。さらに、平
成16年（2004）７月には母体胎児集中治療室

（MFICU）も完成し、その運用を開始しまし
た。そして、平成17年（2005）６月29日に、
茨城県より施設・設備やその体制が国の基準
をすべて満たす総合周産期母子医療センター
として指定を受け、現在の形となったわけで
す。総合周産期母子医療センターの指定は全
国の旧国立大学では初めてのことでした。
　現在、総合周産期母子医療センターは以下
の施設から構成されています。E棟３階に母
体胎児集中治療室（MFICU）６床、E棟２階
に旧分娩部からの施設として分娩室と陣痛
室、さらに同じくE棟２階にNICU９床と継
続保育室（GCU）12床です。これらの施設と
E棟３階の産科病棟26床の連携のもとに、本
院における産科・新生児医療が行われていま
す。なお、本センターの部長は婦人周産期診
療グループ長と小児診療グループ長が交代で
務めることになっていて、初代の現婦人周産
期診療グループ長・吉川裕之教授に次いで、
現在は現小児診療グループ長・須磨崎亮教授
が部長として統括しています。

産科部門の現状と将来展望

　産科部門では、年間750〜800例の分娩を
行っています。この数は全国の旧国立大学で
はトップクラスで、しかもそのほとんどがハ
イリスク妊娠です。茨城県つくば・県西ブ
ロックの中核施設として緊急母体搬送も多数
受け入れており、結果として90％近くの患者
さんが他院からの紹介例となっています。そ
の中では、胎児疾患が出生前診断された患者

さんも多く、その管理を積極的に行っていま
す。現在年平均100例以上の胎児疾患の出生
前診断を行っていますが、診断のみならず必
要に応じて胎児治療も多くの症例で施行して
います。先進医療である「胎児尿路−羊水腔
シャント術」および「胎児胸腔−羊水腔シャ
ントチューブ留置術」を始め、様々な種類の
胎児治療を行っています。
　産科医療は今後ますます高度化すると考え
られます。地域医療に貢献するのはもちろん
のこと、大学病院として研究成果を世界に発
信し続けていきたいと考えています。

新生児部門の現状と将来展望

　新生児部門は産科部門とともに、茨城県つ
くば・県西ブロックの周産期医療の最後の砦
としての役割を担っています。県内で唯一、
新生児の診療に必要なすべての科（小児科、
小児外科、心臓血管外科、脳神経外科、眼科、
整形外科、形成外科、歯科口腔外科、麻酔科、
耳鼻咽喉科、皮膚科など）を備え、様々な病
気の赤ちゃんに対して、地域や県を超えて高
度な集学的治療を行っています。NICU/GCU
の年間入院数は、平成17年（2005）の160例か
ら、平成23年（2011）には272例と増加の一途
をたどっており、新生児医療を志す若い小児
科医も着実に増えています。
　また新生児部門では「新生児蘇生法教育」に
も力を入れていて、産科医・小児科医・助産
師・看護師のみならず、医学生や助産学生、救
急隊にも対象を広げ、地域全体の周産期医療
のレベルアップを目指すとともに、県内３ヶ
所のNICUとの共同研究も進めています。

文責：須磨崎亮・吉川裕之

総合周産期母子医療センター
産科医、小児科医、助産師、看護師のチームワークで、
高度で最新の周産期医療を安全に効率よく提供します

総
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総合周産期母子医療センターで誕生した赤ちゃんたち

ナースステーション風景

新生児部門スタッフ

産科部門スタッフ
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国立大学として全国初の 
レジデント制の導入

　従来我が国における医師の育成については

卒前、卒後初期、卒後後期から生涯キャリア

のどの段階も整備されているとはいえない状

況でした。本院のレジデント制は昭和52年

（1977）国立大学としては我が国初の試みと

して、従来の講座診療科制、いわゆる医局に

拘束されがちな卒後教育と対照的に、卒後初

期に広い分野を片寄なく組織的に研修できる

よう意図され、一定期限（４〜６年）で、一

定定員による教育効率の高いシステムにより

優れた臨床能力を備えた医師を養成すること

を制度全体の目標に掲げ発足しました。卒前

の統合型カリキュラムによる学群教育の延長

上に位置づけられ、卒前、卒後一貫性が図ら

れました。

　国立大学初の試みにあるがゆえにカリキュ

ラムの確立には様々な問題を解決していく必

要がありました。昭和54年（1979）に第１回

レジデント課程準備委員会が開催され、「プ

ライマリケアの出来るgeneralにつよい医師

の養成を基盤に置き、そのうえに専門の研修

をする」という研修目標が定められました。

平成16年（2004）に厚生労働省によって「プ

ライマリケアの出来る医師の養成」が掲げら

れ初期臨床研修が導入されたことを考えます

と、まさに時代を大きく先どっていたと考え

られます。制度崩壊や形骸化のピンチに何度

も直面しましたが、病院長指名のレジデント

担当教官によって定期的にレジデント担当教

官会議が行われ、各教官も診療・学生教育・

研究に多忙を極める中、実質的な審議や実務

に心血が注がれ、同時に各養成コースにおけ

るカリキュラムが集約され、昭和60年（1985）

10月「筑波大学附属病院レジデント制研修プ

ログラム」が発刊されました。しかし、制度

を運営していくうちに、採用時オリエンテー

ションの実施、研修カリキュラムの継続的な

改善、研修評価の実施・収集とフィードバッ

ク、各養成コース単独では解決しえない問題

（レジデント採用枠の問題や養成コース変更

時の問題など）への対処、院外研修病院との

連携強化や質の高い研修病院の拡充、研修修

了認定など様々な問題が生じ、これらを包括

的に把握し、恒常的に活動する組織の創設が

求められました。

　このような経緯から昭和63年（1988）５月

25日、我が国の国立大学では初めての専任教

官を配置した「卒後臨床研修部」が組織され

ました。

卒後臨床研修部から 
総合臨床教育センターへ

　その後卒後臨床研修部は、各レジデントが

充実した研修を行える組織作りの実務面の中

心役割を果たしてきました。各養成コース長

を中心とした運営会議で重要事項を審議し、

各レジデントのローテーションや研修状況の

把握など具体的な業務はレジデント担当教官

会議で審議されました。より充実したレジデ

ント制度確立のため、チーフ課程修了時の第

三者評価の導入、大学を含めた研修病院の

ネットワークを充実させることによる院外研

修の充実、ソーシャルニードを考慮したカリ

キュラムの改良と充実、レジデントの待遇改

善と健康管理などに精力的に取り組んできま

した。

　平成16年（2004）に厚生労働省が医師の初

期臨床研修を導入。医療の高度化に伴い、良

質な医療の提供にはチーム医療が欠かせなく

なった社会的背景のもと、医師だけでなく多

職種の医療人の育成も視野にいれ、医師の卒

後研修のみを担当する「卒後臨床研修部」か

らすべての職種の卒前・卒後・生涯教育す

べての段階に対応し、附属病院のミッショ

ンの大きな柱である「教育」について中心的

な役割を担う組織である「総合臨床教育セン

ター」と改組されました。

時代の流れを先どった 
初期研修プログラムの導入

　平成16年（2004）に厚生労働省が初期臨床

研修制度を導入するのに先駆け、平成14年

（2002）より卒後臨床研修部では「プライマリ

ケアを実践出来る医師の養成」という目標の

もと、Common diseaseを数多く経験できる

幅広い研修を卒後初期の段階で行うべく、数

多くの研修病院と連携した独自の初期研修プ

ログラムを作成、導入しました。ソーシャル

ニードや学生のニードをとらえ、時代に先

駆けて初期研修プログラムを立ち上げ、２年

間の間に改良・充実させたことにより、平成

16年（2004）に導入されたマッチング制度の

もと多くの大学病院から若者が離れていった

中、筑波大学附属病院は従来とほぼ変わらな

い国立大学病院の中でも全国トップクラスの

数の新規レジデントを確保できました。その

後もレジデント研修委員会（旧：レジデント

担当教官会議）のもと、常にプログラムや研

総合臨床教育センター
つくばならではの優れた人材の育成を目指して
常に邁進しています

総
合
臨
床
教
育
セ
ン
タ
ー

シミュレーター指導風景 レジデント研修委員会

総合臨床教育センター集合写真

新人オリエンテーション
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足。続いて平成22年（2010）県立中央病院に

「茨城県地域臨床教育センター」、平成23年

（2011）ひたちなか総合病院に「ひたちなか社

会連携教育研究センター」を発足しました。

さらに行政・地域との連携を強め、茨城県の

地域医療再生事業基金事業に伴って大幅な機

能強化を図り、同事業で新築された「地域医

療システム研究棟」に移転しました。

すべての医療職を養成し、 
優れたチーム医療を築く

　現在医療にはチーム医療が欠かせないもの

となっていて、すべての職種においてチーム

医療を実践できる人材の養成が優れた医療の

提供には必須となりました。今まで総合臨床

教育センターは医師・歯科医師の育成を中心

に行ってきましたが、今後はすべての医療職

の養成を行う役割も担っていきます。その一

つとして、「患者さん中心の医療を実践する

人材養成の体系化」が平成23年（2011）文部

科学省「チーム医療推進のための大学病院職

員の人材育成システム」のGPに全国でも８

件という厳しい競争率の中で採択されまし

た。医師を含む多職種の人材養成を体系化す

ることで、優れた医療の実践につながってい

くと思います。この背景としては筑波大学

附属病院が開院当初から症度別病棟（PPC方

式）により固定した診療科の病棟ではない混

合病棟で運営されたこと、医局講座制ではな

い「診療科」制度により臓器別の診療体制が

構築され、診療科同士のコンサルテーション

システムが発達していたこと、あるいは病歴

の中央管理システムを開院当初から導入した

ことによる「風通しの良い病院運営」が歴史

的に行われてきた実績があります。

　優れた医療の提供には優れた人材の育成

が欠かせないものであり、まさに「人剤」で

あってこれは大学病院に課された社会への使

命だと思っています。また、魅力的な教育シ

ステムの確立は若い人材の獲得につながって

いきます。開院時より常に時代をリードする

取り組みを行ってきたアグレッシブな意欲と

精神を忘れずに、総合臨床教育センターはこ

れからも若い人材を育成して、地域医療から

世界レベルまで優れた医療人を輩出していく

ことに尽力していきます。
文責：松村　明

修システムの見直しや改善が行われ、多くの

学生やレジデントのニードにこたえた質の高

い研修を提供しています。

優れた高度医療人を 
育成するためのキャリアプラン

　初期から後期までの一貫したレジデント制

度による教育体制は、現在まで常に見直し・

改善を行い、よりよい体制へと発展し続けて

います。

　従来のレジデント制度をさらに発展させ、

医師の生涯キャリアを念頭におき、個々のニー

ドに応じたキャリアパスを提供するべく、様々

な研修システムを総合臨床教育センターが中

心となって作成しています。代表的なものと

しては、レジデント修了後にさらに高度な臨

床研修を積むための「クリニカルフェロー制

度」、学位取得と臨床研修の両立を目指すた

めの「アカデミックレジデント制度」、平成

19年（2007）文部科学省GPに採択された「女

性医師看護師キャリアアップ支援システム」

の確立、平成20年（2008）文部科学省GPに採

択された「東関東・東京高度医療人養成ネッ

トワーク」の確立があげられます。また、近

年では、国際社会で活躍できる医師の育成の

ため、レジデントの「短期海外留学支援制度」

や海外から講師を招待しての講義や教育回

診、英語で模擬患者さんが参加する問診レク

チャーを当センター主催で国際化をキーワー

ドに対応を行ってきました。また、医師の業

務負担軽減のひとつとしてメディカルクラー

クを導入し、総合臨床教育センターで医師の

補助業務について常に検討を行って業務の内

容、質の向上に努めています。さらには「レ

ジデントのお母さん」といわれるレジデント

秘書も導入し、ズボンのすそ上げから公共料

金の振り込みなど、日中病院から離れられな

いレジデントの生活を支える仕組みも構築し

ました。

　それに伴い総合臨床教育センターの業務量

は飛躍的に増加したため、部長、副部長の他

専任の医師を２名に増員、専属の事務職員も

徐々に増員し、現在10名となりました。

　また、本院に留まらず、地域医療を支える

基幹病院まで含めた診療と教育の充実を図る

ため、地域医療教育センター・ステーション

という構想のもと、平成21年（2009）水戸協

同病院に「水戸地域医療教育センター」を発

レジデント横の会

レジデント修了式
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英語での問診法レクチャー

地域医療システム研究棟外観

チーム医療GPシンポジウム
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つくばヒト組織診断センター（THDC）
とは
　茨城県内の基盤病院より依頼された病理診
断の受託、および免疫組織化学や凍結組織検
体管理による臨床医の研究支援を行う筑波大
学附属病院の一部門です。形式的には、附属
病院病理部とは別の部門ですが、実際には、
病理部の設備を利用して、病理部職員（大学
教員を含む）とTHDC職員が合同で、両者の
区別なく病理部業務とTHDC業務を行ってい
ます。

なぜ、THDCが設立されたのか

　病理診断は医療の中で重要な役割を果たし
ています。しかしながら、日本では病理診断
を担う病理医が非常に少なく、特に茨城県下
の病理医不足は深刻で、人口10万人あたりの
病理専門医数は東京都の1/2〜1/3です。その
ため、茨城県では、地域中核病院でありなが
ら、常勤病理医がいないといった状況があち
こちに生まれます。こうした病院
の多くは、病理診断を民間の検査
会社に委託します。しかしなが
ら、臨床医としては、診療に重要
な病理診断を見知らぬ病理医に依
頼することになり、診療に対する
不安・不満につながることが多い

のではないでしょうか。気心の知れたTHDC
の病理医が病理診断に携わることになれば、
臨床医と病理医の交流が容易となり、こうし
た臨床医の悩みを解決することになるでしょ
う。また、臨床医の学会発表や論文執筆に病
理所見を必要とする場合にも、臨床医は気安
くTHDCの病理医に相談することができます。
　現在、日本の病理専門医の平均年齢は50歳
を超えていて、病理医不足とともに、病理医
の高齢化も大きな問題です。したがって、若
手病理医の確保は非常に重要です。THDCの
収益は、病理医を雇用する際の人件費として
利用できますので、この点を宣伝文句にして
病理医の勧誘に活用することができます。さ
らに、将来有望な若手病理技師の人件費に充
てることもできます。
　また、病理解剖やCPC開催を希望する病院
の声を数多く耳にしますが、THDCでは、病
理解剖も受託し、こうした要望にこたえてい
ます。
　一方、臨床研究や症例報告のために免疫染
色をお願いしたい、といった相談をしばしば

臨床医から受けます。しかしながら、診療に
直接関係しない、また日常業務に忙殺されて
いるという理由の下、病理部としてはこうし
た要望を断らざるをえません。また、多くの
臨床科は手術等で得られた組織検体を独自に
保管していますが、担当者の異動等によりそ
れらの検体は適切に管理されにくいことが予
想されます。そこで、THDCでは、免疫染色
や凍結組織検体の管理を請け負い、臨床医の
研究を支援しています。

歩み始めたTHDC

　THDCは平成19年（2007）に設立され、５
年が経過しました。
　THDC事業の大部分は茨城県下の中核病院
から委託された病理組織診断です。毎日朝か
ら、運送業者がTHDC契約病院より病理組織
検体を回収し、夕刻全病院からの回収を終え
た業者がTHDC（筑波大学附属病院病理部）
に検体を届けます。翌日以降に組織標本作製
業務および診断業務を行い、２名以上の病理
医によって署名された病理診断書は運送業者
により後日各病院に届けられます。
　設立当初は茨城県内の10病院と契約を結び
ましたが、現在の契約病院は12病院です。平
成19年度（2007）１年間の病理組織診断受託
件数は7,087件で、その後毎年漸増し、平成
22年度（2010）の受託件数は10,043件でした。
附属病院の病理診断件数を若干超える程度の
件数です。各病院の臨床医からは、概ね好評
を得ています。臨床医から問題点を指摘され
る場合もありますが、臨床医と密に連絡をと
り合って、問題の解決が図れるよう努力して
います。
　THDC検体の７割前後を消化管生検材料が

占めるなど、検体の内容は大学病院とかなり
異なっています。むしろ、病理診断の基本を
学ぶのに適した学生・研修医向けの材料が多
いという印象を受けます。
　THDCは茨城県下の病院の病理解剖も受
託します。解剖は附属病院剖検室で行われま
す。病理解剖診断書を作成するほか、委託し
た病院内で開催される当該症例を対象とした
CPCに参加して解剖所見を発表しています。
病理解剖の受託件数は毎年10〜20件で、平成
22年度（2010）は13件でした。このうち７割
前後の剖検例については、CPCを依頼され、
担当者が各病院に出張して病理解剖所見を呈
示しています。
　THDCは、県下の病院の病理診断科に発生
した緊急事態にも対応しています。具体的に
は、事故や健康上の理由で常勤病理医が突然
不在になった場合、あるいは災害で病理標本
作製が困難になった場合、THDCが病理診断
を受託しました。
　研究支援業務は平成23年（2011）10月に開
始しました。平成24年（2012）３月の時点で、
免疫組織化学は34件、700〜800枚、組織アレ
イ作製は２件、それぞれ依頼されています。

THDCのこれから

　まずは、THDCを継続させることが重要で
す。契約病院からはある程度信頼されている
と思われますので、その信頼を裏切らないよ
うしなければなりません。
　今後は、研究支援部門の発展が期待されま
す。附属病院内だけでなく、茨城県下の病院
を対象に、免疫組織化学や凍結組織検体の管
理を受託していきたいと考えています。

文責：森下由紀雄

つくばヒト組織診断センター（THDC）
大学病院病理部の新しいかたち
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全体写真（平成24年（2012）2 月22日）

つくばヒト組織診断センター開所記念式典（平成19年（2007）7 月 9 日）

到着した検体を確認する

鏡検する

検体を処理する

診断について議論する

組織標本を作製する

CPCに参加・発表する（総合守谷第一病院）

つくばヒト組織診断センターの業務
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総合がん診療センターの創生

　この35年で日本人の疾患別罹患率および

死亡率は様変わりしました。35年前日本人

の死亡原因１位だった脳卒中はその後減少し

ましたが、反対に右肩上がり増加し続けてい

る死亡原因は、がんです。このがん対策を総

合的かつ計画的に推進するために、平成19

年（2007）がん対策基本法が施行されました。

そして本院では、患者さん本位のがん診療を

提供することを目的に各診療グループ横断型

組織として、平成19年（2007）総合がん診療

センターが産声を上げました。

総合がん診療センターの役割と特徴

　総合がん診療センターは、がん診療を安

全、快適かつ最適条件で行える診療環境を整

備する部門です。がん診療はがんの予防や早

期診断に関する啓蒙活動やがん検診、次に手

術療法、化学療法、放射線療法などの積極的

治療、さらには緩和医療や在宅ケアに至るま

での多くのステップから成り立っています。

特に進行がん、難治がんの診療においては手

術療法、放射線療法、化学療法、緩和医療の

密接な連携による集学的治療を円滑に進める

ことが重要となります。さらに、高齢化社会

を背景にしたわが国のがん診療においては、

がん以外の併存疾患や合併症にも同時に対応

できるトータルケアが必要とされています。

この観点から総合がん診療センターは、特定

機能病院内に設置されたがんセンターのメ

リットを充分に活用し、がん治療にのみ特化

した従来型のがんセンターでは対応が必ずし

も充分でなかったがん以外の併存疾患や合併

症にも同時に対応できる「がんを全身疾患と

してとらえる総合的がんセンター」を目指し

ています。これらの多岐にわたるがん診療を

多科横断的に行い、専門スタッフの育成、新

たな治療法の開拓を推進して広く社会に貢献

すること、また、茨城県のがん医療のフラッ

グシップとしての役割を目指すとともに、が

ん登録や地域でがんの治療、療養中の患者さ

ん、家族の相談支援を行うという、多くの

ミッションを遂行しています。

　さらに、平成20年（2008）２月８日付で、

本院は厚生労働省から「地域がん診療連携拠

点病院」に指定され、当センターはその機能

強化にも力を注いでいます。

　まず、平成20年（2008）、抗がん剤治療の安

全性を高めることを目的として、抗がん剤レ

ジメンの登録申請・承認手続きと抗がん剤治

療計画書の運用について、本院で統一した基

本ルールを作成しました。さらに、年々増加

する外来化学療法に対応し、平成23年（2011）

10月には、外来化学療法室を１階から３階に

移転しました。この移転には外来化学療法室

のスタッフの声が多く反映され、明るく広い

空間で患者さんが快適に化学療法を受けられ

るようになりました。

　専門スタッフの育成については、文部科学

省GP「がんプロフェッショナル養成プラン」

に取り組みました。このGPは、平成19年

（2007）から開始され、筑波大学は、千葉大

学・埼玉医科大学・茨城県立医療大学ととも

に「関東広域多職種がん専門家チーム拠点プロ

グラム」を構築しました。ここでは、社会人大

学生が履修しやすいように講義をe-Learning

として制作・発信しました。そこで開発した

プログラム・ジュークボックス（職種・専門

にこだわることなく共通の教育リソースを投

入し、その中から各コースに最適の素材を

採用してカリキュラムを編成するシステム）

は、高い評価を受け、平成23年（2011）11月

21日に「第８回日本e-Learning大賞文部科学

大臣賞」を受賞しました。

　また、県内の医療関係者や地域の方々への

情報発信にも力をいれ、数多くのセミナーや

シンポジウムを毎年開催しています。平成22

年（2010）２月21日には、公開シンポジウム

「がん医療従事者へのメッセージ」を開催し、

日本を代表するノンフィクション作家、柳田

邦男氏をお招きし、基調講演を行いました。

その講演をうけたパネルディスカッションで

は、これからのがん医療従事者に求められ

る資質について活発な意見交換が行われまし

た。これからも、がんと向き合いながら、様々

な分野で活躍されている方々のお話を伺って

みたいと思います。それはきっと、がん医療

の道しるべになるのではないかと期待してい

るからです。

今後の展望

　総合がん診療センターの歴史は始まったば

かりです。これからも設立当初のミッション

を、時代に合わせて遂行していきます。さら

に、現在の診断、治療技術では十分には対応

できていない問題に対して、新しい技術を開

発していくことは医学および医療に課せられ

た重要な社会的責務です。筑波大学附属病院

総合がん診療センターは研究学園都市という

地理的立地条件と総合大学の附属施設である

ことのメリットを最大限に活用し、総合科学

としての新しい医療技術の開発に取り組んで

いきます。
文責：兵頭一之介

総合がん診療センター
がんを全身疾患としてとらえる
総合的がんセンターへ
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開所式
左から岩崎学長（当時）、山田病院長（当時） 講演会

化学療法室

総合がん診療センターメンバー
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日本初の、民間病院に設けられた 
サテライトキャンパス

　地域医療に密着した一次、二次医療最前線
の臨床研修、臨床実習を行いうる筑波大学附
属病院のサテライトを創るとの構想が大きく
動き出したのは平成19年（2007）でした。山
田信博附属病院長（当時。現筑波大学学長）
の新しい着想と構想に、水戸協同病院平野篤
院長代行（当時。現院長）の真摯かつ強力な
招引、さらに茨城県厚生連幹部の理解と熱意
が重なり、平成20年（2008）11月には、筑波
大学と茨城県厚生連との間で、水戸協同病院
内に筑波大学附属病院水戸地域医療教育セン
ターを設置する協定が締結されるに至りまし
た。

全く新しい取り組みへの模索

　平成21年（2009）４月、水戸地域医療教育
センターには、４名の教授、５名の准教授、
２名の講師、計11名が教官として就任し、同
時に、11名の医師、研修医が水戸協同病院医
師として着任しました。水戸地域医療教育セ
ンターは、日本国内でも他に全く例のない先
進的な試みで、地域に根ざした一次、二次医

療の現場で、現場の姿の地域医療を、卒前、
卒後において実践的に教育することを目的と
しています。このような現場での教育は、近
年の大学における医学教育に不足しがちなプ
ライマリ・ケア教育を展開することを可能に
し、多くの有能な医師を育てる拠点となるこ
とを可能とするものでした。
　この目標をいかなる形で具体化していくか、
水戸地域医療教育センターに着任することと
なった教官11名は、着任の内定をいただいた
平成20年（2008）12月末より、その構想の具
体策について、メーリングリスト上で議論に
議論を重ねてきました。日本有数の臨床研修
病院となるために、どのような診療体制、教
育体制を構築するかは重要な根幹です。これ
を形作る上では、山田信博学長、前野哲博地
域医療教育学教授に加え、その道のスペシャ

リストである徳田安春教授、小林裕幸准教授
から、極めて斬新なアイデアをいただき、さ
らに皆でブラッシュアップを重ね、新鮮かつ
有効な診療、教育体制を構築しました。こう
して、まず内科は専門科の垣根を取り払い、
すべての医師が総合診療科に属し診療にあ
たることとしました。また、患者さんの診療
にあたっては、研修医とシニアレジデントと
が２人または３人の診療チームを作り、診療
科領域を越えた様々な患者さんの診療にあた
り、11名のセンター教官および協同病院医師
が各チームをサポート・指導するとともに共
同で診療にあたるという、極めて斬新な診療
体制を形作りました。こうすることにより、
診療科の垣根を越えた診療が可能となるとと
もに、どの科にも属さぬ患者さんを始め、い
かなる症状の患者さんにも対応できる体制が
可能となりました。さらに内科にとどまら
ず、関連する外科の医師・教官もその診療を
サポートする体制、すなわち内科、外科の垣
根をも取り払う体制を構築しました。毎週火
曜日の午前中は、すべての内科医はもちろん
のこと、救急科、脳神経外科、消化器外科、
麻酔科、皮膚科などの医師の出席もえて、全
体回診が行われています。
　さらに、筑波大学附属病院水戸地域医療教
育センターは、地域医療に貢献し、地域の
医療を質的に向上させるという目標を定め
ました。そのために、先ず「内科系ダイレク
トPHS」「外科系ダイレクトPHS」を導入し、
その番号を周辺救急隊を始め、水戸市内はも
ちろん、ひたちなか市、那珂市、常陸太田市、
茨城町、小美玉市など周辺市内のすべての開
業医にお知らせし、ダイレクトに救急担当医
師につながるようにしました。これに加え、
医師、研修医はもとより、看護師、医療技術
職員への教育の充実、病院全体の医療水準の
向上、さらに院内のみならず、院外に開かれ
たあらゆる分野の医師向け、医療スタッフ向
けのレクチャーの開催により、お互いの診療
能力を高め維持していくこととしました。

国のレベルで注目される診療･教育体制

　センター開設から３年目を迎えた平成23年
（2011）、外来患者さんや入院患者さん、それ

に救急の受け入れも劇的に増え、地域の皆様
のご期待に添えるようになりつつあります。
特に救急車の受け入れ件数は、センター開設
前、年間1,000件弱に対し、開設後１年目、２
年目で、2,200件、2,700件と飛躍的に増大し、
平成23年度（2011）は4,000件に届かんとして
います。我々のこの新しい取り組みは当初よ
り注目を集め、千葉、鳥取、広島を始め日本
各地から県や市の職員、大学教官が見学に訪
れてくださいました。平成23年（2011）は、
文部科学省内の全国の大学を統括する高等教
育局が、新しい医療のあり方として本院・本
センターの取り組みに注目してくださり、同年
６月には、全国の医学部を統括する高等教育
局医学教育課の新木医学教育課長、玉上大学
病院支援室長、岩瀬医学教育課長補佐ほか、
総勢６名が本院に見学に来られ、本院の取り
組みについて説明を聴かれていきました。ま
た、全国医学部長病院長会議においても、本
院は名指しで取り上げられ、全国のモデルと
なるケースとして紹介されました。センター教
官も、平成24年度（2012）には、設立当初の
倍の24名に増加しました。

今後の水戸地域医療教育センター

　前述の本センターに対する評価は、現在の
医療に決定的に足りない全人的医療、総合的
医療を提供しようとしている本院・本セン
ターの取り組みを高く評価してくださってい
るものと考えています。我々のこの取り組み
のそもそもの出発点は、地域の方々、地元の
方々に提供すべき医療の体制こそ、「どんな
患者さんも、どんな病気も診ることのでき
る」新しい総合診療体制であるべきで、その
様な新しい体制から育っていく総合医こそが
患者さんに本当に必要とされる医師であると
の確信から進めてきたものです。今後は、こ
の総合診療体制を、医学の重要な一つの学問
分野として発展、普及させ、茨城の地域医療、
ひいては我が国の医療のあり方そのものを変
革していきたいと真に願っているところです。

文責：渡辺重行

水戸地域医療教育センター
全く新しい総合診療体制で、
極めて広い守備範囲を有する総合診療医を創出し、日本の医療を変革します
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すべての内科患者さんは総合診療科に属し、全員参加で診療、教育にあたる総合診療体制を構築

水戸地域医療教育センターの開所式（平成21年（2009）3 月）
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地域医療再生計画事業の一環として

　茨城県地域臨床教育センターは国の地域医

療再生計画事業の一環として平成22年（2010）

10月に開設されました。このプロジェクト

は、茨城県内、特に県北・県央の医師不足地

域における自立可能な地域医療体制の整備、

新たな医師循環システム構築による地域医療

確保を目的としており、センターはその診

療、研究、教育の拠点として設置されました。

そもそも茨城県の医師数は全国ワースト２位

で県南への偏在も強い県です。これに対する

国単位の具体策がない現状、県の対策の一つ

として、県立（中央）病院の医師補強、県央・

県北の医療過疎地域への医師派遣・循環シス

テム構築が掲げられました。

多段階の教員配置と東日本大震災

　教員配置は「さみだれ式」でしたが、１周

年を迎えた平成23年（2011）10月に３名、計

９名の教官で本格的に始動しました。当初、

循環器内科、膠原病リウマチ内科の２教員で

したが、平成23年（2011）１月に麻酔科とし

て増員、後の集中治療科の開設につながりま

した。さらに３月には、婦人科・呼吸器外科

の補強拡大、循環器センターの開所に向け循

環器外科も増員されました。平成23年（2011）

３月に赴任した教員は、直後に大震災による

打撃を被りながらも、精力的に活動し、比較

的すみやかに復旧しました。10月には、セン

ター開所１周年の記念式典も執り行われ、新

たなスタートをきりました。

活動目標の 3 本柱

　センター設置の背景をもとに、センターの

短中期的活動目標を、茨城県立中央病院にお

ける①高度医療の導入と提供による診療支

援、②臨床研修システム・研修プログラムの

構築と研修医教育への支援、③県央・県北地

域からの医療支援要請に対する貢献、と掲げ

始動しています。日本は様々な窮状を医師の

個人的努力で乗り切ってきた国ですが、それ

も限界に近く、より好条件の環境を求めて県

外へ去るなど医師不足に拍車がかかっていま

す。もともとの医療過疎に加えて医療事情が

特に悪化した典型例が茨城県ではないかと思

われます。従って、茨城県の医療再生を担う

本センターの設置と活動は、今後の日本全体

の医療の動向を占うモデル事業になるのでは

ないかと考えています。

高度医療の導入と提供による診療支援

　内科領域は糖尿病科新設、膠原病科は孤軍

奮闘、血液科、腫瘍内科の強化に貢献してい

ます。婦人科は平成23年（2011）３月に増員

され、直後の東日本大震災の影響を受けなが

らも婦人科悪性腫瘍に対する手術を柱として

地域医療のみならず、世界標準の医療の提供

施設となるべく邁進しています。麻酔科は平

成23年（2011）１月に、従来の麻酔科を補強

する形で診療を開始し、EBMの実践、先端

的な手術室システムと麻酔管理法を導入し周

術期のQOL改善を行い、さらに今後は患者

予後改善とICU拡大などを目指しています。

呼吸器外科・泌尿器科は鏡視下手術を導入

し、低侵襲手術の提供、定着、技術認定医養

成などを始めており、今後、ロボット支援手

術の導入なども目標に掲げています。茨城県

立中央病院専属医師とのチーム医療、大学病

院ならではの高度医療の提供により、診療レ

ベルの一層の向上に貢献する中で、各科の垣

根のない横断的診療により地域に根ざした医

療の展開を目指しています。

臨床研修システムの構築と 
研修医教育支援

　震災後、風評被害も加わり研修医確保が県

央県北地域の課題の一つとなりました。セン

ターの設置後、３名の教員が県立中央病院臨

床研修委員会に参画し、研修プログラムやシ

ステムの改革、臨床研修評価機構の受審など

を目的に支援活動を開始しました。研修医か

らの要望の高かったスキルラボも整備中で、

鏡視下手術、外科手技の医療スキルトレーニ

ング施設が平成23年（2011）２月に設置され

ました。センターが病院全体の研修に対する

姿勢や意識の改革を中長期的に支持するよう

に活動しています。

県央・県北地域への医療支援

　県央・県北地域の医療再生はセンターの最

終任務ですが、もともとの医療過疎に震災・

原発事故の風評が加わり、県内でも特に厳し

い状況が予想されています。姑息的方法では

医師の確保・定着は困難ですので、これらの

地域からの医療支援の要請に対応できるよう

なポテンシャルを県立中央病院が備えること

が必要で、大学病院と県の協調のもと、セン

ターがその原動力になるよう活動していく所

存です。
文責：島居　徹・沖　明典

茨城県地域臨床教育センター
がんばろう！
いばらきの医療再生と復興は地域臨床教育センターから
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病院とセンターの看板前にて開設前循環器センター手術室

麻酔科診療

開所 1 周年記念式典にて
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センターの幕開け： 
目下、草創期、満 1 歳

　当センターの記念すべき出発点は、平成22

年（2010）11月30日です。同日、筑波大学と

株式会社日立製作所は、ひたちなか総合病院

（ひたちなか市）に社会連携講座として「地域

医療・先端医工連携講座」を設置する協定を

締結しました（写真１）。この協定に基づき、

本センターは平成23年（2011）４月１日に開

設されました。そして、同月27日には、開所

式が開催され（写真２）、山田信博筑波大学

学長、山口やちゑ茨城県副知事、本間源基ひ

たちなか市長、斎藤浩茨城県医師会長から応

援メッセージを頂戴し、鋭気漲る始動となり

ました。

センターの概要

　講座の開設に伴い、ひたちなか総合病院（写

真３）が筑波大学附属病院の茨城県北地域に

おける地域医療と臨床研究の拠点病院に位置

づけられることになりました。ひたちなか総

合病院内に「筑波大学附属病院ひたちなか社

会連携教育研究センター」が設置され、４人

の教員が着任しました。センターの開設期間

は５年間の予定です。

センターの使命と特色： 
キーワードは “核”、“自立”、“研究”

　最大の使命は、教員を“核”として「大学

と地域病院の連携による医療教育体制」を整

備することです。具体的に、第一段階は、４

人の教員が“核”となり、触媒して機能する

ことにより、ひたちなか総合病院における既

存の研修医教育システムを持続的に向上する

システムへと発展させます。無論のこと、診

療レベルの向上にも注力します。その結果と

して、第二段階では、多くの初期・後期研修

医が集う臨床研修病院に変貌を遂げることが

可能となります。そして、第三段階において

は、後期研修の修了者の中から地域医療を担

う次世代のリーダーを輩出することを目指し

ます。第二段階のプロセス以降では、医師不

足地域における医師の確保に貢献し、自立

可能な地域医療体制の整備を支援できること

が注目すべきポイントです。実は、これは全

く新しい試みです。多数の教員を一度に送り

込めば医師確保の観点からは最も速効性のあ

る手段となりますが、最終的に地域医療体制

の自立が担保されるわけでは決してありませ

ん。一方、当センターのように少数の教員を

“核”として地域医療拠点病院を新生・進化

させる場合、医師不足の現実を起点に自助努

力の精神が常に作用し続ける結果、地域医療

体制の“自立”が最も効果的に促進され、そ

の永続性がより確かなものになることが期待

されるのです。私どもは、この新たな試みの

先鞭をつけるべく満身で取り組んでいます。

　当センターの名称に含まれる“研究”の二

文字がもう一つの使命を明示しています。ひ

たちなか総合病院が有する臨床データを活用

して地域医療に関する研究を行うとともに、

高齢化社会に対応するための新たな医療機器

等の開発研究を日立製作所と共同で行い、そ

の成果を広く社会に還元することも目指して

います。医療教育体制が整備・確立され次

第、第二の使命を果たすべく、研究を精力的

に推進する所存です。

センターの現状と展望

　設立初年度に実施した改革は、臨床教育の

基本方針制定と研修教育プログラムの抜本的

改善です。ちなみに、臨床教育の基本方針

は、①“学ぶ・思索・癒す”の楽しさと喜び

を享受できる教育システムの確立、②科学す

る心と眼力の育成、の２点から構成されてい

ます。改革を順次実施したところ、平成23年

度（2011）医師臨床研修マッチングにおいて

筑波大学医学生３名が平成24年度（2012）の

初期研修医として内定しました。また、筑

波大学附属病院の院外研修として多くの初期

研修医がひたちなか総合病院を訪れる予定で

す。一方、後期臨床研修においては２名の応

募があり、こちらも内定しました。このよう

に、地域医療教育体制の整備という観点から

は初年度において早くも成果を上げつつあり

ます。

　当センターの真価は、先に述べました使命

の達成度において問われることになります。

残り４年間で２つの使命を完遂できるか否

か、険しい道程ではありますが、私どもが掲

げる最終目標は目的成就とともに満期を迎え

ることです。
文責：寺島秀夫

ひたちなか社会連携教育研究センター
当センターは、「地域医療拡充」の任務に加えて、「先端医工連携」の
特命を帯びた少数精鋭部隊です
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写真 3  ひたちなか総合病院

写真 1  締結式（平成22年（2010）11月30日）

写真 2  センター開所式
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歴史

　平成９年（1997）、「医薬品の臨床試験の実

施の基準に関する省令（新GCP）」が施行され、

それまで薬剤部で実施していた治験薬管理を

独立して行うため、平成11年（1999）に「治

験管理室」が設置されました。同室は、室員

８名体制でスタートしたものの、治験薬管理

部署は従前の薬剤部内に、治験事務は病院総

務部内にと、執務場所が分散していたため、

業務効率が低く、悪戦苦闘の日々でした。平

成12年（2000）４月に、治験コーディネーター

（CRC）２名（薬剤師１名、看護師１名）の雇

用がなされ、支援できる治験は一部でした

が、本格的な治験支援体制をスタートさせる

ことができました。CRCを投入することがで

きた治験は実施率が高く、医師の負担も大幅

に低減することから、CRCの支援依頼は急速

に増加しました。CRCの支援は、治験担当医

師の負担を軽減させただけでなく、診療録を

見れば治験参加中の患者さんであることが誰

でもわかるようにしたことから、適正な診療

の遂行にも寄与してきました。

　平成15年（2003）、改修工事が終了した病院

D棟に「治験管理室」が移動することになり、

これにより治験業務担当職員が一堂に会して

業務を遂行できる環境が整いました。また、

製薬会社のモニターの作業環境も大幅に改善

され、この頃、全国的に叫ばれ始めた「治験

窓口の一本化」に本院は偶然にも先手を打つ

ことができました。また、この頃から我が国

における治験の空洞化やドラッグ・ラグが問

題となり始め、これを解決するため、治験環

境の改善と国際共同試験への積極的な参加を

目的として、平成18年（2006）に関東信越地

区の国立大学病院で構成される「大学病院臨

床試験アライアンス」が発足しました。本院

も発足当初から参画し、国際共同試験の受入

増加だけでなく、他院との情報交換も活発に

なりました。

　順調に発展していたかのようですが、本院

における治験組織体制は専任教員やCRCを

含めた人員が不足し、治験業務を円滑にフル

サポートできる状況ではありませんでした。

他の国立大学病院は順々に部またはセンター

へ改組し、CRCや専任教員等の専門性をもつ

スタッフも充実させていました。本院は、な

かなか組織体制整備の実施に至らず、本格的

に動きだしたのは、平成21年（2009）のこと

でした。質の高い治験や自主臨床研究の実施

を支援する組織を目指し、他の大学病院の調

査・分析を続けました。平成22年（2010）４

月には自主臨床研究の事務局も設置し、体

制・機能を強化しながら、さらに検討を続

け、ついに平成23年（2011）４月「臨床研究

推進・支援センター」が設置されました。専

任教員の設置とCRC増員、さらには特許な

どの知財のアドバイザーも加わったことで他

の大学病院並のスタッフ確保に近づき、自主

臨床研究の支援業務も開始することとなりま

した。

現状と将来展望

　治験・自主臨床研究では、科学性、倫理性、

信頼性の備わった質の高い内容が求められる

ため、その実施には専門性の高いスタッフの

存在が不可欠です。当センターには、部長、

副部長、治験薬管理者、治験部門担当教員、

自主臨床研究部門担当教員以外に、専任のス

タッフとしてCRC９名、治験薬管理薬剤師

４名（CRCと兼務）、治験担当事務職員２名、

自主臨床研究担当事務職員１名が配置されて

います。また、治験・自主臨床研究の実施に

は、院内の各部門等との密接な連携が必要な

ため、看護部や薬剤部、検査部、放射線部、

病院総務部、次世代医療研究開発・教育統合

センター、産学リエゾン共同研究センター、

つくばi-Laboratoryと兼務しているスタッフ

が幅広く配置されています。

　当センターには、治験部門と自主臨床研究

部門が設置されていて、それぞれの部門に担

当副部長を置き、事務部門と共同で治験・自

主臨床研究を総合的に支援できる体制をとっ

ています。治験部門では、CRC等による治験

実施の全般的な支援・協力、医薬品等受託研

究審査委員会の事前ヒアリング、治験薬等の

管理・調剤等を行っています。自主臨床研究

部門では、臨床研究倫理審査委員会の事前審

査、自主臨床研究・先進医療の推進活動、臨

床研究に係る研究者教育を行っていて、平成

23年（2011）からは自主臨床研究・先進医療

においてCRCによる支援、試験薬の管理も

開始しています。センターの運営事務、各研

究倫理審査委員会の事務、治験等の受入・契

約事務等は両担当の事務職員が共同で行って

います。

　また、これまで当センターでは、大学病院

臨床試験アライアンスの一員として、安全か

つ効率的な臨床試験の実施体制を整備し、世

界の新薬を日本の患者さんにより早く供給す

るための活動を行ってきました。今後は、「い

ばらき治験ネットワーク」の構築や、分子イ

メージングセンター（仮称）、近隣のクリニッ

ク、製薬会社研究所などとも連携して、最先

端の治験拠点の構築を目指すことで、本院が

茨城県、そして日本の中心となり、新しい治

療・診断法の研究開発を推進し、多くの患者

さんに最高水準の医療を提供していきたいと

思っています。
文責：幸田幸直

臨床研究推進・支援センター
多くの患者さんに最高水準の医療を提供するため、
新しい治療・診断法の研究開発を推進・支援します
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室員（平成17年（2005））

臨床研究推進・支援センター員集合写真（平成23年（2011））

整備強化ミーティング
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開院当初

　昭和51年（1976）10月１日、開院以前より、

歯科衛生士（筑波悌子）１名を採用し、歯科

口腔外来設備、備品、材料等の購入を行って

いたとのことです。昭和52年（1977）10月、根

本邦子歯科技工士が採用。筑波悌子歯科衛生

士が辞職した後、昭和53年（1978）４月、下

平聖志歯科技工士が採用され、同年８月10

日、歯科技工室長として、石橋利文講師が就

任し、草創期の歯科技工室スタッフが揃いま

した。昭和55年（1980）３月、根本邦子歯科

技工士が辞職し、昭和56年（1981）９月、金沢

孝歯科技工士が採用となりました。平成元年

（1989）からは、歯科技工室長として、根本

一男教授が就任しました。開院当初の歯科技

工室は設備も整っておらず、すべての補綴物

（義歯、ブリッジ、鋳造冠）は外注に頼って

いたようです。

設備の充実

　昭和52年（1977）になり、遠心鋳造機、吸

塵装置、技工用エンジンが設置され、少し

ずつ設備が充実してきました。この段階で、

歯科技工室で補綴物の製作が可能となりま

した。昭和53年（1978）になると、本格的な

歯科技工業務がスタートしました。この年、

オートリングファーネス、真空加圧反転鋳造

機を購入し、より精密な補綴物の製作が可能

になりました。昭和55年（1980）には、マイ

クロパラレロメーターを購入、アタッチメン

トの技工も可能となりました。サーモセッ

ター導入によりレジン系の補綴物も行えるよ

うになり、ほとんどの補綴物は歯科技工室で

作製可能となりました。

歯科技工室の発展と 
歯科衛生士の新規採用

　平成４年（1992）４月１日、吉田廣教授が、

歯科技工室長に就任すると、歯科技工室のさ

らなる設備拡充を図り、装備も格段と充実し

ました。チタン鋳造機やポーセレンファー

ネスの更新、またハイブリッド補綴物用の

光重合機等を新規に導入しました。平成10

年（1998）には歯科技工室の拡充工事を行い、

鋳造室や機材室を確保できるようになりまし

た。またこの年以降、急増するデンタルイン

プラントの上部構造体製作に必要な多数の機

材や製品を購入設置し、CAD-CAM（３次元

立体削り出し機）を除くほとんどの補綴物に

対応できる現在の体制が整いました。

　また歯科技工室の構成人員においては、平

成19年（2007）５月１日に新井知恵歯科衛生

士が新規採用され、外来および病棟における

口腔衛生管理・指導が行えるようになり、さ

らに平成24年（2012）５月１日には林真希歯

科衛生士が新規採用されました。

入院患者さん 
とくに悪性腫瘍患者さんの口腔管理

　新井知恵歯科衛生士の採用当初は、主に外

来での口腔管理（ブラッシング指導、歯周病

初期治療等）を主としていましたが、平成22

年（2010）より、病棟の口腔管理も行えるよ

うになりました。

　平成21年（2009）７月１日、武川寛樹が歯

科技工室長に就任し、歯科口腔外科外来のユ

ニット交換、床・内装工事を行い、患者さん

の流れをスムーズにして外来の混雑緩和を図

り、より使用しやすいように改築しました。

　新井衛生士は現在、一般歯科衛生士業務に

加えて、造血幹細胞移植チームへ参加し移植

前後の口腔管理・指導を行ったり、また代謝

内分泌病棟での入院患者さん向けの口腔衛生

指導を月２回行っています。また歯科口腔外

科の病棟では、看護スタッフの知識向上に伴

い、口腔管理の勉強会も行うようになりま

した。今後はNSTチームや緩和ケアチーム、

リハビリテーション部との連携を図っていき

ます。
文責：武川寛樹

歯科技工室
顎顔面領域の補綴治療に加えて、口腔管理の向上を目指して

歯
科
技
工
室

歯科技工室の現メンバー

根本一男名誉教授（左） 歯科技工室（昭和62年（1987）1 月）

歯科技工室での技工作業風景
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緩和ケアチーム活動内容

　本院の『緩和ケアチーム』は、がんなどの
病気で入院治療中の患者さん・家族が安心し
て生活を送れるように支援するコンサルテー
ション活動型のチームです。メンバーは、緩
和ケア医師、精神科医師、緩和ケア認定看護
師、薬剤師で構成され（写真）、必要時には
臨床心理士やMSW等と連携します。
　チームの活動は、入院中の場合は、主科
（通院治療中の科）から依頼を受け病室へ伺
い、身体症状の緩和を目的とした薬剤や環境
調整の提案、精神的ケア、家族ケア、意志決
定支援、今後の療養の相談などを行います。
また外来通院中の方には、緩和ケアコンサル
テーション診療外来、リンパ浮腫外来を提供
しています。
　また、緩和ケアに関する教育・研究活動に
も力を注いでいます。筑波大学の医学生に
は、総合診療科の臨床実習の中で、『緩和ケ
ア概論』『疼痛コントロール』『臨死期のケア』
などの講義と、緩和ケア病棟（筑波メディカ
ルセンター病院緩和ケア病棟：半日）での臨
床実習を義務化しています。希望者には１週
間の緩和ケア集中コースがあり、大学緩和ケ
アチームでの実習（週３日）と緩和ケア病棟
での実習（筑波メディカルセンター病院緩和
ケア病棟、つくばセントラル病院緩和ケア病
棟：各１日）により、緩和ケアを集中して学

ぶことができます。
　さらに、緩和ケアチームが主催する、医療従
事者向けの緩和ケア学習会も開催しています。
年に２回の茨城緩和ケア研修会（PEACE）、
地域医療従事者との緩和ケアカンファレンス
を定期的に行っており、院内だけでなく県内
の医療従事者との相互学習・交流の場となっ
ています（写真）。毎年10月第１週の緩和ケ
ア週間では、外来にて緩和ケアの情報提供と
ワークショップ、コンサートなどを開催してい
ます。
　チームでは、患者さん・家族の意向を尊重
しつつ、主科や病棟スタッフと連携していく
ことを大切にしています。また病気の治療時
期に関わらず、身心の様々な症状を感じた時
にいつでも相談にのれるような体制作りを心
がけています。是非いつでもお気軽に声をか
けてください。

文責：朝田　隆

緩和ケアセンター
患者さんの希望と安心作りに努める緩和ケア

イベント口腔ケア
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ながる可能性が高い放射線治療を数多く実施
しており、日常でのQC業務が重要となりま
す。しかし、増加する症例数と限りあるマン
パワーの制約により、関連学会等で推奨され
ているQCチェック項目のすべてを実施する
ことは困難を伴います。そこで、放射線治療
品質管理室では、効率的にQC業務を実施す
ることを課題として研究を進めています。本
研究は「2011年度　第２回医療の安全に寄与
する研究（研究テーマ：放射線治療における
効率的な品質管理の確立）」として採択され、
病院からの助成を受け活動を行っています。

組織文化の改善をkey wordにした 
新たな取り組み
　従来の医療施設にありがちなトップダウン
式の指揮命令系統のもとでは、職種の垣根を
越えたスタッフ間の連携を図ることがむずか
しく、遠慮なく話し合える理想的な組織を構
築することは困難でした。そのため潜在的な
危険性にスタッフが気づいても、指摘するこ
とを躊躇してしまう場面が見受けられまし
た。そこで、放射線治療品質管理室では、安
全な放射線治療を達成する目的で“タイムア
ウト”を導入しています。一般にタイムアウ
トとはスポーツにおいて試合を一旦止め、こ
れを利用してチームが集まり作戦を練るこ
とをいいます。本院においても、一部の部門
でタイムアウトが導入されていますが、これ
は医療行為を実施する前１回のみ作業を中断
し、情報を確認するものです。放射線治療品
質管理室の提唱するタイムアウトは、医療行
為に迷いが生じたらその時点で作業を中断し、
疑問点を確認・解決して次へ進むことであり、
インシデントの防止に一定の効果を得ていま
す。また、職種・経験年数・立場にとらわれ
ることなく、放射線治療に携わるすべてのス
タッフがタイムアウトを宣言する権利を有し
ており、かつ宣言された場合には、関連する
スタッフが直ちに受け入れるシステムになっ
ています。この取り組みは、「2011年度　医療

の質と安全のためのベスト・プ
ラクティス優秀企画（企画タイ
トル：放射線治療部門における

タイムアウトの導入）」としてISO・医療業務
支援部から表彰を受けました。我々が実施し
ているタイムアウトは、スタッフ間のコミュ
ニケーションが十分に図られ、些細な疑問点
でも相談できる雰囲気がなければ成立しませ
ん。そのため放射線治療品質管理室では、組
織文化の改善をkey wordに、臨床現場の良
好な雰囲気作りを重要課題としています。

信頼される組織を目指して
　過去の放射線治療の臨床においては、洗練
された安全管理体制が整っておらず、インシ
デントやアクシデントと認識されつつも報告
されなかった事例があったと推測されます。
本院では放射線治療品質管理室が新設され、
現在、放射線治療の質の向上を目的に精力的
に活動しています。この活動は、今までなら
黙認されていたであろう事例をあぶり出すこ
とに繋がっています。これは、表面的にはイ
ンシデントが増加していることになり、一見
ネガティブな印象を受けますが、大切なこと
は、あぶり出されたインシデントを十分に検
証し、安全な放射線治療を確立するための礎
にすることです。放射線治療品質管理室は、
真に信頼できるチーム医療の確立に向け、こ
れからも積極的な活動を続けていきます。

文責：磯辺智範・高田健太・榮　武二

病院長

放射線治療品質管理委員会

放射線治療品質管理室

室　長

副室長

陽子線治療機器品質管理
ワーキンググループ

臨床品質管理
ワーキンググループ

光子線治療機器品質管理
ワーキンググループ

陽子線医学利用研究センター 放射線腫瘍科 放射線部

放射線治療の品質管理のための組織

品質管理業務の様子

タイムアウト実施の喚起ポスター

時代が必要とする 
放射線治療の品質管理
　本邦においては、平成10年（1998）〜平成16
年（2004）にかけて放射線治療に関連する医
療事故が多発しました。これをきっかけに、
放射線治療の潜在的リスクを検証し、早急に
安全管理体制を確立する必要性が認知され始
めました。平成16年（2004）、放射線治療に
関連する医療事故防止を主な目的として「放
射線治療品質管理士認定機構」が設立され、
平成17年（2005）には機構から「放射線治療
における医療事故防止のための安全管理の確
立に向けて」という放射線治療の品質管理や
その体制に関する提言書が出されました。

既存の枠組みを超えた 
実行力のある医療チーム
　本院の放射線治療はX線・密封小線源・陽
子線の３本柱であり、それらの業務を多部門

（放射線腫瘍科・放射線部・看護部・陽子線医
学利用研究センター）の多職種の職員（医師・
看護師・診療放射線技師・放射線治療品質管
理士・医学物理士）が担当しています。しか
し、従来は放射線治療の品質向上を担当する

「組織横断的で独立した管理体制」は構築で
きていませんでした。
　前述の提言をもとに、放射線治療品質管理
委員会は放射線の品質管理を担当する組織横
断的・多職種組織を起案し、病院会議の合意

を得て平成22年（2010）12月27日に ｢放射線
治療品質管理室｣ が発足しました。治療機器
の品質を管理するグループとして、陽子線医
学利用研究センターに陽子線治療機器品質管
理ワーキンググループを、放射線部に光子線
治療機器品質管理ワーキンググループを設け
ました。この２つのグループは、医学物理士・
放射線治療品質管理士・診療放射線技師で構
成されています。さらに、放射線腫瘍科には、
臨床プロトコル、クリティカルパス、有害事
象対策など、臨床的な事項についてその品質
を管理する臨床品質管理ワーキンググループ
があり、放射線腫瘍医と看護師で構成されて
います。これら各グループのまとめ役として
副室長が配置され、さらに、上位組織である
放射線治療品質管理委員会との調整役および
統括責任者として室長が配置されています。
高品質な放射線治療を担保するためには、既
存の枠組みを超えて団結し、なおかつ実行力
のある医療チームが必要であり、放射線治療
品質管理室はこれを十分満たす組織であると
考えています。

放射線治療の臨床を全面的にサポート
　放射線治療の臨床では、患者さんに対して良
質な放射線治療を提供するため、装置や放射
線の品質を担保する必要があります（quality 
control：QC）。本院では、陽子線治療、定位
放射線治療、強度変調放射線治療などの高精
度でありながら一つのミスが大きな事故につ

放射線治療品質管理室
安全で質の高い放射線治療の実施をサポートする
多職種からなるエキスパート集団

放射線治療品質管理室の精鋭達
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への服薬指導と、順次開始していきました。

　平成11年（1999）幸田幸直が第三代薬剤部長

に就任しました。平成12年（2000）、４病棟に

おいて開始した薬剤管理指導業務は、その後、

対象病棟を増やし、現在（平成23年（2011））

では、年間14,000件の指導件数となっていま

す。

　平成13年（2001）、外来患者さんへの院外

処方完全実施という病院の方針が提示された

ことにより、院外処方せん発行率が飛躍的に

上昇し、薬剤部の業務も入院患者さんへの対

応に重点がおかれるようになりました。具体的

には、高カロリー輸液の混合調製業務、小児病

棟および一部の成人病棟における注射薬処方

監査業務を開始しました。平成14年（2002）、

診療報酬に外来化学療法加算が新設されたこ

とに伴い、外来化学療法室において薬剤師に

よる抗がん剤混合調製業務を開始しました。

抗がん剤混合調製業務は、平成19年（2007）

から小児病棟と成人病棟にも展開し、現在、

院内で混合調製される抗がん剤の90％以上を

薬剤師が担当しています。また、病棟担当薬

剤師の専任化、集中治療室（ICU）への薬剤

師常駐化、緩和ケアチームへの薬剤師の参画

など、各方面に積極的に展開してきました。

平成19年（2007）、妊娠と薬情報センター事

業の拠点病院となったことから、「妊娠と薬

外来」が開設され、産科医師とともに薬剤師

も相談業務を担当するようになりました。平

成21年（2009）、手術室および小児病棟への

薬剤師配置を実施し、手術室においては麻

薬、筋弛緩薬を中心とした医薬品管理、小児

病棟においては、処方チェックおよび注射剤

混合調製業務を展開しています。また、薬剤

師研修生や薬学部実習生の受け入れも積極的

に行っています。

　このような歴史の中で薬剤部の副部長、主

任薬剤師等として在籍したOB・OGは、以下

の通りです（カッコ内は所属略称）。中島新一

郎（山梨医大、城西国際大）、吉野清高（順天

堂大学順天堂医院）、佐藤信一（宗仁会第一病

院）、新井克明（大洗海岸病院）、飯田俊代（社

保中央病院）、家田重義（筑波メディカルセ

ンター病院）、石川智景、板垣文雄（帝京大）、

井上洋一、上野正貴（東京大学病院）、垣内

祥宏（筑波記念病院）、加藤直人（PMDA）、

川田敏雄（協和中央病院）、黒沢忠雄（きぬ医

師会病院）、須賀肇（龍ケ崎済生会病院）、住

谷賢治（いわき明星大）、髙嶋泰之（PMDA）、

高橋昌也（常陸大宮済生会病院）、武田光志

（千葉科学大）、仲佐啓祥（千葉大学病院）、

林昭弘、原田康（ホスピタル坂東）、番場和

夫（水戸済生会病院）、久松敦子（つくばセ

ントラル病院）、平賀秀明（PMDA）、細野浩

之（帝京大）、山田剛（美浦中央病院）、吉田

直弘（龍ケ崎済生会病院）、渡邊真知子（帝京

大）。

現状と将来展望

　平成24年（2012）２月現在、調剤室、薬務

室、薬剤管理指導室、試験製剤室、医薬品情

報管理室、臨床研究推進・支援センターに分

かれ、教員４名、技術職員40数名の薬剤師が

薬
剤
部

服薬指導

集中治療室

35年の歴史

　昭和51年（1976）開院、初代薬剤部長に町

島啓が就任し、調剤室、薬務室、製剤室から

なる組織で10名の薬剤師によりスタートしま

した。昭和54年（1979）、薬務室では、全国

国立大学病院の中でもいち早くオフィスコン

ピュータを医薬品在庫管理業務に導入しまし

た。昭和56年（1981）、調剤室、薬務室、製

剤室、麻薬管理室、薬品情報室、試験室の各

室に主任が発令され６室体制となりました。

昭和61年（1986）相良悦郎が第二代薬剤部長

として就任しました。当時、つくば研究学園

都市の人口増加に伴い外来患者数は増え続

け、年間処方せん枚数は、全国国立大学病院

中第７位でした。外来患者さんの調剤業務を

円滑に行うため、薬袋の手書き作業軽減策と

して医事会計システムを利用した薬袋ラベル

発行システムを開発導入しました。平成２年

（1990）入院処方オーダーシステムの稼働に

伴い、入院処方の書記業務が省力化されまし

た。

　平成３年（1991）に薬剤部長が教育職になり

初代教授として相良悦郎が就任しました。翌

平成４年（1992）、副薬剤部長・幸田幸直が

助教授に就任し、教官２名制となりました。

部長と副部長の１名が臨床医学系の教官とな

り、薬剤部は研究グループと共同して新しい

業務展開と教育・研究を行う体制に変化しま

した。平成７年（1995）、医学群４年生に対

する薬剤部実習を担当しPre-BSL（Pre-Bed 

Side Learning）にも参画するようになりまし

た。病棟における業務を開始したのもこの頃

であり、平成５年（1993）に麻酔グループと

の合同回診、平成６年（1994）に注射剤患者

個人別取り揃え、平成７年（1995）に錠剤一

包化調剤、平成９年（1997）に退院患者さん

薬剤部
薬のプロフェッショナルとして、医療チームの一員として、
誰からも信頼される薬剤師を目指します

開院当時の調剤室

注射剤混合調製
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一つでも多く取得できるように指導したいと

思っています。また、様々な認定制度の研修

を利用して薬剤部員自身も問題解決能力と専

門性を高められるよう切磋琢磨していきたい

と考えています。

　私たちは、医療現場における薬のプロフェッ

ショナルとして、医薬品の円滑な供給、適正

使用に貢献し、また、薬物療法の問題点を解

決できる能力、研究成果を広く世の中に発信

できる能力を備えた医療チームの一員として、

誰からも信頼される薬剤師になることを目指

しています。
文責：幸田幸直

認定施設について

　本院薬剤部は、以下の研修施設として認定を受け、各種専門性を有した薬剤師の養成を行って

います。

■日本医療薬学会認定薬剤師制度研修施設

■日本臨床薬理学会認定薬剤師制度研修施設

■日本医療薬学会がん専門薬剤師研修施設

■日本病院薬剤師会妊婦・授乳婦薬物療法認定薬剤師養成研修施設

専門および認定薬剤師について（平成24年（2012）2 月現在）

　日本医療薬学会認定薬剤師	 ８名

　日本医療薬学会指導薬剤師	 ８名

　日本医療薬学会がん専門薬剤師	 １名

　日本臨床薬理学会認定薬剤師	 ４名

　日本臨床薬理学会指導薬剤師	 ２名

　日本臨床薬理学会認定CRC	 ３名

　日本病院薬剤師会がん薬物療法認定薬剤師	 １名

　日本病院薬剤師会妊婦・授乳婦薬物療法認定薬剤師	 １名

　日本薬剤師研修センター漢方薬・生薬認定薬剤師	 １名

　日本糖尿病療養指導士	 ２名

薬
剤
部

薬剤部集合写真（平成24年（2012）3 月19日）

業務に従事しています。

　薬剤部では、患者さんにより安全で効果的

な薬物療法を提供するため、医師や看護師な

ど他の医療スタッフと連携したチーム医療の

展開を目指しています。平成23年度（2011）

厚生労働省「チーム医療実証事業」において、

救急・集中治療チーム、抗がん剤適正使用推

進医療チーム、小児病棟医療チームの３チー

ムが採択されました。チーム医療がどのよう

に医療に寄与しているか、医療職員がどのよ

うに連携して効果を挙げているか、薬剤師が

医療チームの一員としてどのように機能して

いるかなどの実証を進めていて、将来のチー

ム医療のモデルを構築しようとしています。

また、産科とチームを組んでいる「妊娠と薬

外来」に加えて、平成24年（2012）４月には

授乳に関する指導を行う「授乳と薬外来」の

開設も予定しています。

　平成24年（2012）12月の新棟供用開始後は、

薬剤部の業務基盤は新棟に移行する予定と

なっています。そこでは、医薬品在庫管理や

事務的作業、薬剤業務の作業準備などをPFI

（Private Finance Initiative）事業者と協働し

て行うことで、業務がスリム化され、現在よ

りも病棟業務に多くの時間を割くことがで

きるようになると期待されます。各病棟階に

は「ファーマシーステーション」が設置され、

このステーションを中心としてより多くの薬

剤師を病棟に配置し、患者さんや医師、看護

師から「薬のことで疑問があればすぐ薬剤師

に聞ける」環境作りに尽力したいと考えてい

ます。

　このような環境の中で、個々の患者さんに最

適な抗がん剤のレジメン選択、病態にあった抗

菌薬の選択、適切なTPN（Total Parenteral 

Nutrition）製剤の選択など、薬物治療の処方

設計をサポートすることにより、より高い専

門性を発揮していきたいと考えています。

　医薬品の安全管理についても、いわゆるエ

ラーのリスクマネジメントに留まることなく、

治療に関連する副作用や相互作用のリスクを

未然に回避する、薬物治療の最適化にも積極

的な取り組みを推進しています。

　さらに、大学病院ならではの研究と教育にも

より一層力を入れていきたいと考えています。

研究では医療現場で発見した問題点から、薬

物治療に関するエビデンスづくりを行い、そ

の成果を発信することで医療の進歩に貢献で

きるように努めていきたいと考えています。

薬剤部員各自がそれぞれ得意とする学術分野

の専門学会に所属し、既存の枠にとらわれな

い様々な視点を持った薬剤師集団になること

を目指しています。

　教育では、薬学部生の実務実習において、大

学病院の特徴を生かした業務展開（ICU業務、

手術室業務、TDM業務など）や臨床研究の

手法に関する講義などを取り入れたカリキュ

ラムを充実させたいと考えています。平成24

年度（2012）から開始される研修期間２年間

の薬剤師レジデント制度では、研修により高

度な薬物治療に対応できる薬剤師の育成を目

指しています。本院薬剤部は、様々な分野の

研修施設（次頁参照）に指定されており、レ

ジデントの研修期間中にこれらの資格要件を妊娠と薬外来

学生指導
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ムの中での病棟運営は厳しいものでありまし
た。これを乗り切れたのは、主体性のある看
護を高く掲げ、付き添いのない看護を目指す
熱い思いと、それにこたえて頑張り抜いた若
いナースたちの日々の努力があったからだと
思います。新しい病院で、全く新しい看護体
制のもと、全国から集まった若い看護師たち
が、開発途上のつくば市（当時は新治郡桜村）
の不便な生活にもめげず、意気揚々と病棟で
活躍していた活気あふれる時代でした。

発展期

　昭和56年（1981）４月、病院の基礎づくり
に尽力された赤岡看護部長が退官され、１年
間小宮正文病院長が看護部長代行を兼任後に、
後任として高橋美智看護部長が就任されまし
た。引き続いての大きな課題は看護師確保で
す。全国を歩き廻っての募集活動は勿論のこ
と、積極的に見学、研修を受け入れたりして、
全国の200を超す学校や病院からの多彩な応
募へと展がりを見せました。
　教育においては、一人一人が日々の実践の
場で経験に見合った役割を担い、問題指向型
の看護が展開できることを目標にした卒後６
年の現任教育と、教育的視点に立ってのロー
テーションがしっかりと根付き始めました。
集合での教育としては、新採用者オリエン
テーションを始め、リーダーシップの育成や
管理能力の開発、自己啓発を高めるための企

画などがなされ、院外教育もそれぞれ発展的
に成果を上げてきました。また、筑波医療技
術短期大学が昭和54年（1979）４月に開学し、
短大と看護部間とで教員交流も行われ、昭
和55年（1980）から第１回生の病院実習がス
タートしました。医学生のチーム医療実習と
してM４生の１週間の看護実習も開始され、
現在に至っています。

新体制づくり

　昭和61年（1986）３月、開設準備から看護
の発展に尽力された高橋美智看護部長が退官
され、後任として小松﨑房枝看護部長（昭和
61年（1986）４月～平成７年（1995）３月）が
就任されました。
　筑波大学附属病院看護部の組織の特徴は管
理師長制（スーパーバイザー制）をとってき
たことで、主任看護師長（スーパーバイザー）
が３～４の看護単位を掌握し管理を行うシ
ステムでした。P.P.C体制の運営においては、
卒後間もない新人看護師が多く、年間３分の
１の看護師が交代する出入りの激しい組織に
とっては、管理師長体制は効果的な方法だっ
たといえます。しかし、開院から10年の歩み
の中で社会環境は（高齢化社会・在宅ケア・
医療法や診療報酬改定など）大きく変化し、
大学病院としての柔軟な対応が求められてき
ました。組織も10年を経て安定期に入りなが
ら、依然として看護師の「定着が図れない」
問題を抱えていました。昭和63年（1988）に
はアンケートによる「離職行動の研究」を依
頼したり、K.J法による問題解決法を行った
り、組織風土の調査をするなど、定着を図る
ための方策を看護部会議で模索しました。
　また、主任看護師長制におけるメリット・デ
メリットの検討も行いつつ、主任看護師長制
から新しい体制への組織改変をはかりました。

看
護
部

創生期

　看護部35年の歴史は、昭和49年（1974）４
月に始まります。昭和49年（1974）４月に病
院創設準備室が発足し、赤岡茂子主幹を始め
とする５名の初期スタッフにより、日本で初
の試みといわれる看護体制を導入するための
検討が進められ、看護の本質・理念・実務な
ど、看護の中心的な役割を具体化するため
の作業を重ねました。昭和50年（1975）８月、
筑波における看護の基本姿勢ともいえる「筑
波大学附属病院の看護体系試案」が発表され
ました。これは、患者さんを中心としたより
良い看護活動と、将来の医療、看護の発展に
貢献するための教育、研究活動を二本の柱と
しています。物的、人的制約のもとでの看護
活動を、よりダイナミックに展開するため

の手段として、段階別看護方式（P.P.C）と、
日々の看護活動の場で成長、成熟を遂げるこ
とを目指した教育プログラム（ローテーショ
ン体制）などが示されました。
　そして昭和51年（1976）３月迄の間に、指
導者層の看護職員13名も加わり、問題指向型
記録（P.O.S）や「看護の展開例」などが検討
され、看護活動を円滑にスタートさせるため
の準備が進められました。昭和51年（1976）
５月には看護部が設置され、第１期採用者
81名、管理者14名の総数95名で、宿舎が未完
成だったため国立教育会館を利用して３ヶ月
の宿泊研修が開始されました（看護師宿舎１
号棟は昭和51年（1976）７月15日から入居開
始）。８月からはユニフォーム着用開始。当
初はオリジナルな５種類の中からの選択も
可、全員が採寸しての特注、靴下は肌色など
など、当時としてはかなりユニークな扱い
だったそうです。こうして10月１日の開院式
を迎え、10月４日から320床（801中症、830
軽症、630小児、530母性、401 ICU、OR）で
診療が開始されました。昭和52年（1977）４
月１日に第２期新採用者を迎えて看護職員定
員205名となり、その後は開棟に次ぐ開棟、
毎年90名近い新人を受け入れながらの教育指
導、そしてローテーション、医師および他部
門との業務調整など、誰もが未経験のシステ

看護部
新しい船出から35年の歩み～そして新たな出発へ

スタート時期の看護部の皆様
（赤岡看護部長・高橋美智副看護部長など）

昭和52年（1977）4 月採用者（ 2 期生）：
2 号棟看宿が完成せず、国立教育会館に 1 ヶ月居住しました

赤岡看護部長送別会（昭和56年（1981）3 月）

昭和54年（1979）4 月（ 4 期生）の新採用者
オリエンテーション風景

看護部拡大部会にて（平成24年（2012）9 月）
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キャリア支援に向けて

　平成14年（2002）３月、赤沢看護部長の退
官に伴い、平成14年度（2002）からは鈴木君
江看護部長（平成14年（2002）４月～平成20年

（2008）３月）が就任されました。国立大学法
人化２年前の時期であり、これ以後は自主・
自立を目指す大変革の時期になりました。病
院経営の改善・ISO9001認証取得・病院機能
評価認定更新・７月からの包括医療支払方式
の導入などの課題が山積みでしたが、初年度
の課題を達成し、その後も病院経営安定化に
向けて看護部一体となって努力しました。看
護部長が患者サービス担当副病院長を兼任す
ることで、病院全体の経営・サービス参画に
対して、より密着した効果が生み出せるよう
になりました。また、平成５年（1993）に行
われた「組織改編の狙い」を再評価した結果、
遅滞している組織の活性化の取り組みを推進
していくことと、医療事故報道の影響以後、
防衛的・受動的・保守的になっている組織に
開院時のチャレンジ精神を取り戻すべく、組
織の刷新とさらなる活性化をはかることが課
題となりました。業務移譲により、後輩を育
成していく風土が必要であることから、それ
までのワンフロア間での主任看護師長の役割
を改め、各単位の看護師長（代行）が、自ら
の単位の管理（勤務表作成・病床管理など）
を行うこととしました。そして、在院日数の
短縮化に伴い、PPCにおけるセルフケア棟の
機能が外来看護にシフトしつつある状況を踏
まえて、平成17年度（2005）には従来の「セ
ルフケア棟・普通ケア棟・集中ケア棟」の呼
称を「一般病棟・亜急性期病棟・急性期病
棟」に改変し、重症化する患者さんの症度に
応じた病棟組織体制となりました。

　また、平成17年（2005）に看護部で行った
保育所ニーズの調査結果をもとに、経営管理
課（当時）池田一郎氏の熱意あるリサーチそ
の他の支援を得て、平成18年（2006）秋には
筑波大学職員用の保育所（ゆりのき）が開設
の運びとなりました。
　そして、つくばナースのキャリア支援組織
として「臨床看護教育センター」を設置し、
看護基礎教育の経験者を登用することで、看
護学生・新卒看護師への理解を深めた効果的
な教育実施と、臨床実践指導者と看護師長へ
の横断的な支援ができることを狙いました。
また、ジェネラリストの教育期間を従来の６
年間コースから５年間コースに変更するな
ど、教育体制の見直しも進行しました。
　他に、女性医師・看護師キャリア支援プ
ログラムがGPで採択され、キャリアアドバ
イザーを採用し、平成19年（2007）～平成21
年（2009）までに８名の看護師の育成プログ
ラムの検討と、支援の実施をはかりました。
GP終了後は最終的に、常勤で１名、非常勤
で３名が勤務を継続できていて、育児短時間
制度、育児部分休業制度と合わせて、育児支
援の体制が推進されました。

そして現在へ

　鈴木看護部長退任後（１年間は副病院長継
続）は白川洋子看護部長（平成20年（2008）４
月～）が就任し、現在に至っています。
　平成20年（2008）４月のスタート時から、
７：１看護体制加算の開始となり、初年度は
職員の休暇取得への影響も出るなど、達成に
苦労しましたが、徐々に毎年の職員増加がは
かられ、維持できるようになりました。平成
24年（2012）６月現在、看護職員733名（うち
非常勤39名）、看護助手も77名となり、平成
24年（2012）４月からは看護補助加算75：１
の取得を開始しました。看護師宿舎は現在１
〜７号棟（313戸分）まで増築され、看護職員

１）変化する医療体制への対応
新たな「看護婦等人材確保法」の中で２：
８夜勤体制は重点課題になり、診療報酬改
定でも、２：８夜勤体制をとることにより
夜間看護等加算料がつく仕組みになったこ
と。
また、病院の経営効率を上げるために、可
能な限り特３類看護基準病棟を増やすこと
が求められている。

２）看護の質を高める
　①主任看護師長の役割荷重（４単位）を減ら

し各単位に入ることで、看護実践につい
ての指導や看護研究への取り組みを深め
る。

　②看護業務の改善（看護記録の改善・申し
送り時間の短縮・超勤減など）を早急に
進めたケアを充実させる。

　③ワンフロアシステム＊（one floor system）
をとり、看護活動や看護職員の応援体制
を柔軟に行う。転棟による患者さんの移
動を少なくし、業務量を減らすことによ
り、ケアの継続性と充実をはかる。

　　＊このシステムは、90床を１単位として、
現在のセルフ・中症病棟の看護師配置の
比率（18人：12人、16人：14人など）を
フロアの特徴によって変えて２人夜勤と
し、セルフケア病棟の機能を高め病棟間
の業務量差を減らそうとしたものです。

　④それぞれの役割荷重・役割葛藤を減らし、
職務満足が得られるようなサポートシス
テムづくり・支持的風土づくりをして定
着につなげる。

以上のことを狙いとし、平成５年（1993）７
月５日をもって主任看護師長制を廃し、職階
の二重構造をなくすことで組織のスリム化を
はかり、各単位の看護の質を高めることに主
眼を置いた新体制に移行しました。

医療情報システムの導入

　平成７年（1995）３月に小松﨑看護部長の
退官後、赤沢陽子看護部長（平成７年（1995）
～平成14年（2002））が就任されました。平成
元年（1989）からの医療情報システムの導入
にあたり、赤沢看護部長（当時副看護部長）・
佐藤典子主任看護師長を中心に富士通SEと
綿密な検討を行い、筑波大学式の看護支援シ
ステムが構築されました。システムの開発と
ともに、看護過程・看護診断などの学習が並
行して行われ、看護システムは個々の看護計
画の立案、実践、評価、および情報の共有化
に生かされていきました。また、その他の医
療情報の取り組みも暫時、試行、実施されて
いきました。注射オーダリングも検討されて
いましたが、医師との調整もあり、オーダリ
ング部門の導入が最後の課題となりました。
　平成７年（1995）４月から、新看護体系導
入により、セルフケア病棟における複数夜勤
が実施されました。また、平成７年度（1995）
から、年度ごとの活動の総まとめである「看
護部活動報告書」が作成され、看護部目標に
照らした各単位、部署、役割担当者の活動を
評価し、次年度へつなぐ活動が現在も継続さ
れています。
　また、平成12年（2000）８月の医療事故報
道に伴い、病院全体・看護部全体が医療事故
防止のための取り組みを強化し、リスクマネ
ジメントに係る組織化が進みました。平成12
年（2000）９月の臨床医療管理室の設置に伴
い、看護部からも室員（リスクマネージャー）
として看護師長１名が参加し活動を開始しま
した。この間、指示全般に関する検討が行わ
れ、手書きの１週間継続指示が検討され実施
となるなど、医療安全対策において、様々な
先駆的取り組みが推進されました。

10周年記念式典で歌う看護部コーラス隊

医師たちによる名演奏

看
護
部

2 年目看護師のポスターセッション「看護実践報告会」

新人研修「急変時の対応」
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　さて、時代の移り変わりとともに看護を取
り巻く環境も常に変化してきました。そんな
中で、私たちはこの変化を先取りし、人々の
ニーズに沿った看護を提供すること、また、
専門職として自立した看護者を育成すること
に努めてきました。この方向性はこれからも
変わらないものと思います。そのようななか
で本院は、医療を具現化するための方法論や
マネジメントを絶えず吟味し、結果を出すこ
とを強く意識する組織に変化してきました。
これは病院全体で取り組んでいるISOや各委
員会活動による影響が大きいといえます。そ
れぞれの委員会に看護部が関わり、あるいは
看護師がリーダーになるなどして看護部は病
院運営に直結してきました。
　私たちはこれまでに、様々な教育背景のあ
る看護師の採用から退職までのエンロールマ
ネジメント、患者さんと職員の満足度調査と
改善への取り組み、主体的提言による看護部
会議の運営、師長の業務委譲の拡大、看護助
手の増員などを達成してきました。また、教
育施設としての機能を果たすべく看護学生や
その他の実習生の受け入れを可能な限り行
い、教育病院としての環境を整えてきました。
そして、看護の質の保証としての専門家（専
門看護師・認定看護師）の増員、時代に即し
差別化を図るための人材の雇用により、離職
者の減少、定着の促進を図ってきました。
　筑波大学は柔軟で自由闊達な環境の中、内
にも外にも開かれています。看護職は看護の
みに終始するのではなく、大学内の様々な専
門家との交流や研究を通して、専門家らしい
謙虚な姿勢を学んでいます。それはこれから
の看護を発展させていくための大事な心構え
です。筑波大学附属病院の特徴である枠にと
らわれない柔軟な環境のなかで、主体的に課
題を達成していく人材を育み、社会に輩出す
る使命を強く感じています。

　35年の歩みの重さを振り返りながらも、新
しい病院のスタートにふさわしい新しい発想
の看護のあり方を考え、より良い看護の提供
と地域貢献に努め、さらに、社会情勢の著し
い変化の中で求められる看護の役割を常に見
据えて医療者の人材育成を図り、更に飛躍し
ていきたいと思います。
　看護部の将来展望としては、第一に看護の
リーダーになりうる人材の育成です。そのた
めには日本内外を見ることがよい刺激となり
ます。リーダー育成のためのキャリアパスの
構築により、地域社会に貢献できる人材を育
成することです。第二に大学院研究科との共
同研究の推進です。その一つとして在職看護
師の大学院進学のための支援システムが挙げ
られます。このことは医療の質の向上と優秀
な人材の確保につながります。大学の理解と
支援を求めてやみません。第三に患者サービ
スのための新たな仕事の創出です。本院は効
率性のある人員配置をしてきましたが、新棟
の完成を契機に、より筑波らしい患者サービ
スを展開できる人材配置・活用を図っていき
たいと考えます。
　これらの三点を今後の重点課題として、筑
波大学附属病院の理念を忠実に受け止め、一
人一人の力を結集し、社会の期待にこたえら
れるよう邁進していく所存です。

文責：白川洋子

引用・参考文献
１．筑波大学開院10周年記念誌
　　昭和62年（1987）９月発行
２．看護のあゆみ（筑波大学附属病院看護部）
　　平成７年（1995）３月発行
３．看護部活動報告書
　　平成７年度（1995）～現在まで

の快適な生活に役立っています。
　人材確保に関しては、新病院を担う看護職
員確保のため、ここ５年間、茨城県内を主体
に全国規模で募集活動を展開し、毎年純増40
名（毎年約100名規模の採用）を達成してき
ました。平成23年（2011）６月から、本院初
の男性副看護部長が１名就任し、男性看護師
73名が産科病棟以外の各単位で活躍していま
す。平成23年（2011）１月からは病院職員の
ための365日稼働の「そよかぜ保育所」が開
設され、多くの職員の再就業に貢献し、現在
に至っています。現在は育児支援体制も整備
されて育休復帰後に育児短時間制度などで勤
務する方が増え、働く女性のワークライフバ
ランスの支援に貢献しています。反面、夜勤
者の必要人員確保が課題となっていて、今後
は夜勤実施者の待遇面も含めた検討が急務と
なっています。
　人材育成に関しては、超急性期医療・看護
の提供を目指した看護師キャリア形成システ
ムの構築を目指してきました。また、平成21
年（2009）に厚生労働省から出された「１年
目新人看護師の臨床研修義務化」に伴い、臨
床教育センター・看護部門として教育に係
るスタッフを配置し、つくばナースの教育
活動を展開しています。新人研修は他病院に
も公開し、８施設から30名の参加がありまし
た。また、学生実習は看護学生・医学生・大
学院生など11校、年間延べ7,200名の学生指
導を行っています。さらに、現代の学生に対
応した看護師キャリア形成をはかるために新
教育看護体系（３年で一人前）が平成25年度
（2013）からスタートする予定です。そして、
教育・進学助成制度も整備し、いろいろな資
格・経歴を持つ人材活用を進めてきました。
平成24年（2012）現在では専門看護師２名
（小児・がん看護）・認定看護師15名（緩和ケ
ア２名、がん性疼痛１名、がん化学療法１名、
糖尿病看護１名、皮膚・排泄ケア２名、感染

管理看護２名、集中ケア３名、救急看護１名、
新生児集中１名、摂食・嚥下障害看護１名）、
院内認定看護師66名（がん看護12名、感染管
理35名、皮膚・排泄ケア14名、救急・集中治
療５名）が在籍し、病院全体や各単位で、看
護の質の向上のために努力しています。
　また、看護部と他分野との連携も広がり、
平成14年（2002）の筑波大学ユニバーサルデ
ザイン研究会から進展したADP（アートの力
で病院に貢献する諸活動）の継続、筑波大学
他学部との共同研究、各種の地域貢献事業な
どを広く実施しています。
　平成17年度（2005）より、国立大学病院初
のPFI方式による病院再開発プロジェクトが
スタートし、新棟建築に向けコンセプト・設
計・人・モノ・システムに関する検討会議を
積み重ねてきました。看護部では、あと数ヶ
月に迫った開院に向け、再開発担当副部長及
び専任師長を中心に、多くの職員により連日
準備が進められています。
　看護業務面では平成20年（2008）「一般病
棟用の重症度・看護必要度」基準が、７：１
入院基本料届け出要件に導入され、看護必要
度の評価は診療報酬の算定の根拠となり、そ
の評価を看護記録により担保することが求め
られる時代となりました。評価者の育成、シ
ステム化、看護記録の整備がますます重要
となり、「看護が見える記録」を合い言葉に、
平成22年度（2010）より、看護記録監査や監
査から見えた課題研修を継続し「看護の評価
に根拠が求められる時代」に対応できるよう
努めています。また平成24年（2012）12月の
病棟移転と同時に医療情報システムも電子カ
ルテになるため、その準備を急ピッチで進め
ています。
　病院変革期の現在、多忙を極めています
が、変化を好機ととらえ、必要な業務改善を
実施しながら、次世代に向け、より良い医
療・看護が展開できるよう引き続き努力して
いきます。

文責：三ヶ田愛子

筑波大学附属病院看護部の現状と 
将来展望

　看護部諸先輩方のたゆまぬ努力のおかげ
で、私たちはかけがえのない礎の上に立つこ
とができました。感謝の一語に尽きます。

看護師募集活動の様子

30周年記念式典に参加された諸先輩の皆様

看
護
部

35年間看護部を支えた国府田さんの退職を祝って
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る国立大学が、自らの意思を持って運営でき
る「国立大学法人」に移行しました。これは、
事務管理機構にとっても衝撃であり、一番の
大きな変化は、「経営基盤の確立なくては、
病院運営が成り立たないこと」でした。つま
り、今まで国に頼っていた経費や管理運営を
自ら行うこと、自ら収入を上げ、コスト管理
をし、さらに地域に信頼される病院として、
経営していかなくてはならないことでした。
事務局本部にあった病院部は、附属病院長・
理事の下に位置づけられ、大学と密接に連携
しながら、病院総務部として附属病院の経営
を進めることになりました。そして、本学開
設以来、初めて「企画」を明示した企画管理
課が設置されました。また、平成12年（2000）
に陽子線医学利用研究センターが附属病院の
機構になり、対応する事務組織を構築し、平
成20年（2008）には先進医療と認定され患者
さん対応、臨床研究支援などを進めています。
　平成17年度（2005）には、従来の係制を廃
止して、専門職員制に移行しました。このし
くみは変化する医療福祉環境、政策などに対
応できる組織作りのため、係間の壁をなくし
職員が協力し合って課題解決を進めることを
企図としました。これにより変化への対応が
進み、医療教職員とともに病院経営の向上に
寄与できたのではないかと思います。そして、
後述するPFI方式による再
開発事業が国から認められ
るまでになったのです。ま
た、経営の強化と再開発事
業プロジェクト推進のため、
平成21年度（2009）に経営企
画室が設置されました。
　平成24年度（2012）には、
経営企画室が「課」となり４
課体制になりました。この
年、本学では、事務機構の

抜本的改革が行われ、「連携型業務遂
行体制」に移行しました。課長補佐
を副課長として連携型業務の主体者
と位置づけ、部課内での課題解決と、
新たな変化への対応を強化したガバ
ナンスの構造になりました。
　現在、病院総務部と各種センター
とのマトリクス組織体で管理運営を
しているセンター事務担当、文部科
学省補助金による、“東関東・東京高
度医療人養成ネットワーク”“地域と

大学で作る周産期医療人材養成事業”“患者
さん中心の医療の体系化”などのプロジェク
ト事務組織、地域医療再生のための寄附講座
に関する事務支援組織など、本院の新たな事
業と発展に合わせた支援組織を包含しながら、
一体となって病院管理運営を進めています。

手を携えて“明日の医療・医学を創る
力”になりたい
　平成18年（2006）に全国で初めて、大学病
院のPFI方式による再開発事業が文部科学省
に認められました。そして平成24年（2012）
12月には、けやき棟の供用が開始され、翌年
１月から㈱つくばネクストパートナーズ（事
業者）による、運営支援・医事管理業務が開
始されます。民間事業体の資金・経営能力お
よび技術能力を活用して行うPFI事業です。
したがって、私たち病院総務部は、事業者と
協働して、これからの病院経営・運営をして
いくことになります。国立大学法人化以来の
病院事務組織改革として、新たな歩みを進め
ていきます。今まで経験していない事業体で
すが、“明日の医療・医学を創る力に”なる
ために、プロフェッショナルとしての成長を
目指し、本院の発展を事業者とともに支えて
いきたいと思っています。
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医事課

管理課

事務機構の歴史を歩む
～病院開院から国立大学法人化まで～
　筑波大学は、“新構想大学”として開学し、
国立大学設置法に「筑波大学」の組織が単独
で扱われるなど、今までの既存の国立大学と
は異なる大学統治機構をもっていました。そ
の特徴は、事務機構の一元化として、大学本
部に事務局を集中させ、効率化と能率化によ

り、大規模大学の事務に適切に対応すること
を目指したものでした。
　また、本院は我が国で初めて、昭和39年

（1964）の国立学校設置法施行規則14条で、
『大学附属病院』、つまり、“医学部の附属で
はない大学附属の”病院としてのガバナンス
とされました。この学部附属ではないところ
が当時の最先端でした。そのため、
病院部も大学本部の組織として運
用が始まり、病院の事務組織機構
としては、総務系（総務課）、会計・
用度・施設管理系（管理課）、医
事・医療情報系（医事課）と現在の
市中病院でもよく見られる病院事
務の基本構造で出発しました。
　大学病院が発展していく中で、

病院のあらゆる調査、各省庁対応のために総
務課調査係の新設、卒業後の研修医や、学外
からの実習受け入れのために総務課学事係の
新設など、大学病院の機能に合わせた拡充を
図ってきました。また、医事課では、医事係、
外来係、入院係など患者さんにもわかりやす
い機能と名称に変えていきました。
　平成に入ったころ、全国で病院の赤字経営
などが問題になり始め、本院でも管理課に

経営企画担当の専門職員を配置し
対応してきました。そして、医療
保険制度の度重なる改定、医療安
全管理・リスクマネジメント対応、
医療福祉支援への強化、卒後臨床
研修制度の改定など、政策の変化
等に合わせ担当する専門職員を増
員させました（変遷は巻末）。
　本院の病院管理運営での大き
な変化は、平成15年度（2003）の

ISO9001マネジメントシステムの取得です。
国立大学病院の中では５番目に取得し、担当
専門職員を配置して病院をあげて医療サービ
スの向上に努め、現在に至っています。

～国立大学法人化（法人化）から変革を迎える～
　平成16年（2004）には、国直轄の組織であ

病院総務部

総務課

経営企画課

一歩前へ！　未来へ向けた医療サービス
−Creation of Tomorrow−

平成24年度病院総務部スローガン



そ
の
他
の
施
設

227226

　　　　　　医事課 ―	専門員（リスクマネージメント担当）、専門員（保険医療担当）、専門員（医療福祉担当）、 
主任専門職員（入院・外来担当）、主任専門職員（中央診療施設担当）、 
専門職員（医事企画担当）、専門職員（外来診療担当）、専門職員（医療情報担当）、 
医事係、専門職員（収納、外来、入院、診療録管理、中央診療、給食、医療情報システム）

平成16年度（2004）
　平成16年度（2004）には、国立大学の法人化に伴い、大学の事務組織の改編が行われ、病院部は、それま
での事務局を離れ、附属病院長の下に病院総務部として位置づけられ、管理課を企画管理課に改称し、同課
の施設関係の３係が施設部に移行した。
　病院総務部　　総　務　課 ―	庶務係、人事係、職員係、調査係、学事係、専門職員（ISO推進）、 

（陽子線医学利用研究センター）
　　　　　　　　企画管理課 ―	専門員（経営戦略）、主任専門職員（物流）、管理係、司計係、経理係、 

用度第一係、用度第二係、用度第三係、専門職員（経営・分析、債権管理）
　　　　　　　　医　事　課 ―	専門員（リスクマネージメント）、主任専門職員、医事係、専門職員（医事企画、 

保険医療、医療情報、収納、医療福祉、医療情報システム、外来、入院、 
診療録管理、中央診療、給食、診療報酬・国保、診療報酬・社保）

平成17年度（2005）
　平成17年度（2005）には、病院総務部のすべての係を廃止し、専門職員に改組した。
　病院総務部　　総　務　課 ―	専門職員（企画広報、病院管理、調査・評価、人事・共済、労務、 

教育支援）、（陽子線医学利用研究センター）
　　　　　　　　企画管理課 ―	専門職員（経営管理、資産管理、経営戦略、収入管理、再開発推進、 

物流管理、調達）
　　　　　　　　医　事　課 ―	専門職員（医事管理、地域医療支援、患者支援、保険審査、外来、入院、 

医療情報、医療支援、訴訟・安全管理）

　平成18年度（2006）	 経理・調達室を設置、企画管理課から同室に専門職員（収入管理、物流管理、調達）
を移行、企画管理課を経営企画課に改称、同課を専門職員（経営戦略、経営管理、
資産管理、再開発推進）に改組

　平成19年度（2007）	 総務課に専門職員（センター支援）を設置、経営企画課および経理・調達室を経営企
画・管理課に統合、同課は専門員（PFI事業）、専門職員（経営管理、資産管理、経
営戦略、収入管理、再開発推進、物流管理、調達）に改組、医事課の専門職員（患者
支援）を廃止

　平成20年度（2008）	 施設部から経営企画・管理課に専門職員（建築、電気、設備）を移行、同課の専門職
員（物流管理、調達）を専門職員（契約第一、契約第二）に改組

　平成21年度（2009）	 総務課の専門職員（センター支援）を専門職員（陽子線医学利用センター）に改称、
同課の専門職員（企画広報、病院管理）を廃止、同課に専門職員（総務、水戸地域医
療教育センター）を設置、経営企画室を設置、同室に専門職員（経営戦略、病院整備
推進）を設置、経営企画・管理課を管理課に改称、同課の専門員（PFI事業）および
専門職員（経営管理、資産管理、経営戦略、再開発推進）を廃止、同課に専門職員（総
務・資産管理）を設置、医事課の専門職員（外来、入院）を廃止、同課に専門職員（診
療会計）を設置

　平成22年度（2010）	 管理課に専門員を設置
　平成23年度（2011）	 総務課に２専門員を設置、管理課の専門員を２増、専門職員（契約第一、契約第二）

を専門職員（契約）に改称、医事課に２専門員を設置、経営企画室に専門員を設置

平成24年度（2012） －現在の体制－
　平成24年度（2012）には、経営企画室を経営企画課に改称し、総務課の専門員を１減、管理課の専門員を
１減、医事課の専門員を１増とした。また、同年度から、全学的に事務組織態勢が、業務の割当・従事者を
係等の組織別ではなく、課の構成員を機能別に編成し連携して業務を遂行する「連携型業務遂行態勢」に移
行した。
　病院総務部　　総　務　課 ―	専門員、専門職員（総務、調査・評価、人事・共済、労務、教育支援、 

陽子線医学利用研究センター、水戸地域医療教育センター）
　　　　　　　　経営企画課 ―	専門員、専門職員（経営戦略、病院整備推進）
　　　　　　　　管　理　課 ―	２専門員、専門職員（総務・資産管理、収入管理、契約、建築、電気、設備）
　　　　　　　　医　事　課 ―	３専門員、専門職員（地域医療支援、医療支援、診療会計、保険審査、 

訴訟・安全管理）
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付録

　昭和49年（1974）４月、附属病院設置準備のため事務局に主幹が置かれた。
昭和50年（1975）
　筑波大学は昭和51年（1976）10月の附属病院開院に向けて、４月に創設準備室を設置した。
　主幹（総務）― 庶務係、人事係
　主幹（管理）― 司計係、経理係、用度係、施設管理係、機械設備係、電気通信係
　主幹（医事）― 患者係、保険係、収納係、社会福祉

昭和51年（1976） －病院開院期－
　病院部は総務課、管理課および医事課を構成とした事務組織で開始した。
　病院部　　総務課 ―	庶務係、人事係、職員係
　　　　　　管理課 ―	経理係、司計係、照査係、用度第一係、用度第二係、用度第三係、施設管理係、 

機械設備係、電気通信係、特殊設備係
　　　　　　医事課 ―	医事第一係、医事第二係、医事第三係、収納係、中央診療事務係、給食係

　昭和52年度（1977）	 総務課に調査係を設置
　昭和53年度（1978）	 総務課に学事係を設置
　昭和58年度（1983）	 医事課の医事第一係、医事第二係、医事第三係をそれぞれ医事係、外来係、入院係に

改称

昭和61年度（1986）
　昭和61年度（1986）には、管理課の特殊設備係を医事課の医療情報処理係に移行・改称し、開院後10年を
経て、事務部は逐次整備・拡充が図られ、３課21係となった。
　病院部　　総務課 ―	庶務係、人事係、職員係、調査係、学事係
　　　　　　管理課 ―	照査係、司計係、経理係、用度第一係、用度第二係、用度第三係、施設管理係、 

機械設備係、電気通信係
　　　　　　医事課 ―	医事係、外来係、入院係、収納係、中央診療事務係、給食係、医療情報処理係

　平成４年度（1992）	 管理課に専門職員（病院経営企画担当）、医事課に専門職員（医療情報担当）を設置
　平成５年度（1993）	 総務課に専門職員（卒後教育担当）、医事課に専門職員（保険医療担当）を設置
　平成６年度（1994）	 管理課に専門職員（契約担当）を設置
　平成８年度（1996）	 医事課の専門職員（保険医療担当）を専門員（保険医療担当）に、同課の７係を６係

と２専門職員に改組
　平成10年度（1998）	 管理課の照査係を管理係に改称、医事課に専門職員（医療福祉担当）を設置、同課の

６係と２専門職員を５係と５専門職員に改組
　平成11年度（1999）	 総務課の専門職員（卒後教育担当）を専門職員（医療訴訟担当）に改称、管理課に専

門職員（物品管理担当）を設置、医事課に主任専門職員を設置、同課の５係と５専門
職員を３係と８専門職員に改組

　平成12年度（2000）	 管理課の専門職員（病院経営企画担当）を専門員（病院経営企画担当）に改組、医事
課の主任専門職員を１増、同課の３係と８専門職員を２係と９専門職員に改組

　平成13年度（2001）	 総務課の専門職員（医療訴訟担当）を専門員（リスクマネージメント担当）に改組、
医事課の主任専門職員を１減、同課の９専門職員を６専門職員（外来・入院患者、
診療報酬、診療録管理、中央診療施設、給食、医療情報システム等）に改組

　平成14年度（2002）	 総務課に専門職員（ISO）を設置、医事課の２係と６専門職員を医事係と９専門職員
（外来、診療報酬・国保、診療報酬・社保、入院、収納、中央診療、診療録管理、給食、
医療情報システム）に改組

平成15年度（2003）
　平成15年度（2003）には、総務課の専門員（リスクマネージメント担当）を医事課に移行し、総務課の専
門職員（ISO）を専門職員（ISO推進担当）に改組し、医事課の専門職員（医療福祉担当）を専門員（医療福
祉担当）に改組し、同課の主任専門職員を１増とし、同課に専門職員（医事企画担当）および専門職員（外
来診療担当）を設置し、同課の９専門職員を７専門職員（収納、外来、入院、診療録管理、中央診療、給食、
医療情報システム）に改組した。
　病院部　　総務課 ―	専門職員（ISO推進担当）、庶務係、人事係、職員係、調査係、学事係
　　　　　　管理課 ―	専門員（病院経営企画担当）、専門職員（契約担当）、専門職員（物品管理担当）、 

管理係、司計係、経理係、用度第一係、用度第二係、用度第三係、施設管理係、 
機械設備係、電気通信係
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行われていました。昭和60年（1985）に米国

Fermi Nat. Acc. Lab.でのワークショップに招

待され、深部がん治療に関する発表を行った

ところ、質問が止まらず、結果が間違っている

のではないかと疑われる程だったそうです。

　平成２年（1990）４月には、10年時限とし

て新たに「陽子線医学利用研究センター」が

発足しました。この頃より、深部腫瘍への陽

子線治療の症例数も増え、体幹部腫瘍の治療

を本格的に取り組むようになりました。とり

わけ、原発性肝がんに対する根治照射は世界

で初めての取り組みでした。この取り組みを

可能にしたのは、筑波大学で開発された呼吸

同期照射法です。呼吸運動による臓器の移動

に合わせて陽子線を照射できる画期的な方法

として、世界中の粒子線治療に大きな影響を

与えました。現在では、X線治療や、画像診

断の分野でも世界的に利用される技術となっ

ています。

　KEKでの臨床研究では、加速器が物理研究

にも使用されるため、昼間の４時間を治療に

利用していました。そのため、医師が毎日患

者さんと一緒にマイクロバスに乗り、KEK

の一角にあった治療室に通っていました。当

時は、世界中の陽子線治療施設においても、

物理研究用の加速器を転用または共用してい

ました。その様な中、平成２年（1990）に米

国ロマリンダ大学が世界に先駆けて病院併設

型の陽子線治療施設を建設しました。医療

専用の治療施設を持てるよう、当時の私ども

も、奔走していました。

附属病院に併設

　平成12年（2000）、医療としての実用化が

十分に可能と判断されたため、現在の筑波大

学附属病院に併設した治療施設が建設されま

した。当センターの陽子線治療は平成20年

（2008）から先進医療として認められ、現在で

は年間約300名の治療を行っています。

　筑波大学で開発された肝がんなどの深部臓

器の陽子線治療は今や世界に広がり、まさに

筑波大学での治療法がグローバルスタンダー

ドになった代表例といえると思います。

　これまでに当センターでは、延べ3,000名以

上の陽子線治療を行ってきました。特に肝臓

がんの陽子線治療に関しては、1,000名を超え、

世界で最も実績を上げています。現在では、先

進医療として、神経膠芽腫、頭蓋底腫瘍、Ⅰ

期肺がん、肝がん、前立腺がんなどの治療法

の確立した疾患において、多くの患者さんに

有効な陽子線治療を提供しています。また、

治癒率や安全性の向上を図るべき疾患につい

ては臨床試験を継続し、附属病院の各診療科

や専門スタッフと連携して、難治性がんの集

学的治療や、小児がんなどの稀少疾患への治

療に取り組んでいます。

現状と今後の展望

　臨床での治療成績を支えるのが、放射線生

物学、医学物理学の基礎研究です。現在、当

センターの放射線生物学分野では、陽子線に

陽
子
線
医
学
利
用
研
究
セ
ン
タ
ー

初期の頃の最終セットアップの様子

シンクロトロン
最大250MeVまで加速する周長約23mの加速器

陽子線治療の歴史

　筑波大学の陽子線治療は、昭和58年（1983）

よりKEK（現：高エネルギー加速器研究機

構）の大型加速器を利用した臨床研究に始ま

り、国内の陽子線治療研究において、もっと

も長い歴史があります。平成13年（2001）か

らは、筑波大学附属病院に併設した国内唯一

の大学病院での医療専用陽子線治療施設とし

て治療を開始しました。

　歴史を振り返りますと、筑波大学とKEK

において素粒子科学とがん診療をカップリン

グした巨大プロジェクトが始まったのは、昭

和48年（1973）のことでした。その後、度重

なる議論が行われ、昭和55年（1980）に10年

時限で「粒子線医科学センター」が設立され

ました。当初の研究テーマは、陽子線治療、

陽子線診断、速中性子治療およびこれに関す

る医生物等の基礎研究の４つを柱としていま

した。昭和58年（1983）には、KEK内にて、

従来の水平ビームに加えて、世界初となる垂

直ビームによる陽子線治療を開始しました。

KEK時代

　当時、欧米では眼球腫瘍や頭蓋底腫瘍など

の頭部腫瘍に陽子線治療が有効であることは

知られていましたが、深部がんの治療には応用

されていませんでした。筑波大学の実績として

特筆すべきは、肝、肺、食道などの深部臓器腫

瘍の陽子線治療を開始し、これまでの成績を大

きく上回る成果を上げたことです。当時の陽

子線治療の動向を世界的にみても、深部腫瘍

である体幹部腫瘍はもっぱら筑波大学でのみ

陽子線医学利用研究センター
筑波大学は国内で最も早い時期から陽子線治療の本格的臨床研究を始めました
本センターは、日本で唯一大学病院に併設された陽子線治療施設です

垂直陽子ビーム照射室
（昭和55年（1980）〜平成12年（2000）当時）

陽子線照射室
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（センター長：副学長事務取扱～平成２年（1990）４月）平成 2年（1990）４月

呼吸同期照射を開始平成４年（1992）２月

第４代センター長　辻井博彦（臨床医学系放射線治療学教授）就任 ５月

「陽子線医学利用研究センター」と改称し新たに発足（10年限） ６月

第５代センター長　板井悠二（臨床医学系放射線診断学教授）就任平成６年（1994）４月

第６代センター長　秋根康之（臨床医学系陽子線治療・放射線腫瘍学教授）就任平成８年（1996）４月

大型特別機械整備費10億円が措置され、250MeVシンクロトロンの制作を開始平成９年（1997）

大型特別機械整備費８億円が措置され、陽子線加速装置などを整備。補正予算で
約19億円が措置され、回転照射装置などを整備。同時に施設の建築費が補正予算
で措置される

平成10年（1998）

病院併設型新センター建屋が完成平成12年（2000）３月

10年限を迎え同名の「陽子線医学利用研究センター」を発足
森　義治教授（客員教授）就任

 ４月

KEKにおける陽子線治療を終了 ７月

診療施設としての構造承認を得る平成13年（2001）７月

新センターにおいて陽子線治療を開始 ９月

坪井康次教授（基礎医学系放射線生物学）就任平成18年（2006）３月

榮　武二教授（基礎医学系医学物理学）就任 ６月

第７代センター長　松村　明（臨床医学系脳神経外科学教授）就任平成19年（2007）４月

陽子線治療装置の医療器具としての許可申請を行う（日立製作所） 10月

先進医療として治療開始平成20年（2008）８月

第８代センター長　櫻井英幸（臨床医学系放射線腫瘍学教授）就任 10月

初めてKEKのビーム供給を受ける昭和57年（1982）６月

世界初の垂直ビームによる臨床研究を開始昭和58年（1983）４月

（センター長：学長事務取扱～昭和60年（1985）１月）昭和59年（1984）４月

第２代センター長　北川俊夫教授（臨床医学系放射線治療学）就任昭和60年（1985）２月

福本貞義教授（臨床医学系）就任昭和63年（1988）７月

第３代センター長　秋貞雅祥教授（臨床医学系X線診断学／核医学）就任平成元年（1989）４月
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よるDNA損傷、放射線感受性、免疫療法の

併用などの生物研究を行っています。医学物

理学分野では、新しい強度変調照射法、位置

合わせの高度化、最適な治療計画法などの研

究を進めています。

　陽子線治療の普及、治療効果と安全性のた

めには、専門の医師だけでなく、医学物理士、

品質管理士、診療放射線技師、看護師など多

職種の人材が欠かせません。国内で唯一の大

学附属陽子線施設として、専門性の高い医療

職や世界トップクラスの研究者の育成が、こ

れからの当センターの最も重要な役割です。

平成24年度（2012）からは、国内でも先進的

な取り組みとして、附属病院に医学物理士の

レジデントコースが設けられることになりま

した。

　現在のトピックスとしては、次世代の放射

線治療として、加速器を用いたBNCT（Boron 

Neutron Capture Therapy：中性子捕捉療法）

の実用化に向けた研究開発に取り組み、次な

る筑波大学からのワールドスタンダードの確

立を目指しています。当センターは、これか

らも臨床に役立つ基礎研究を行うとともに

優秀な人材の育成に尽力していきます。ま

た、国内外の患者さんを広く受け入れると同

時に、常に最適な治療を提供することによっ

て、多くの人に希望を持ってもらえるような

診療を目指していきます。
文責：櫻井英幸

回転ガントリー装置
360°回転し、1 °単位でビームの角度を調整する

（重量は約200t、直径は約10m）

沿革

KEK（現：高エネルギー加速器研究機構）の大型陽子加速器を利用した粒子線がん
治療が提案される

昭和48年（1973）

筑波大学に「高LET粒子線の医学生物学的利用調査」ワーキンググループを結成昭和51年（1976）２月

「高LET放射線利用による生物科学研究委員会準備会」に改称する
筑波大学全学的規模で推進することが決定

 12月

大型陽子加速器による共同実験を開始（KEK）昭和52年（1977）５月

ブースター利用施設を新設（KEK）昭和53年（1978）４月

名称を「粒子線医科学センター」と改称昭和54年（1979）８月

「粒子線医科学センター」設立（10年限）
（センター長：学長事務取扱～昭和55年（1980）11月）
稲田哲雄教授（基礎医学系）就任

昭和55年（1980）４月

KEKブースター利用施設の共同利用実験開始 ７月

初代センター長　諏訪繁樹教授（理学系原子核物理学）就任 12月



そ
の
他
の
施
設

233232

工程に少なからず影響を受けることとなりま

した。その後も病院スタッフを中心に打ち合

わせをさせていただきながら諸室の設計を進

めつつ建設を行い、何とかスケジュール通り

の竣工の予定となっています。

　平成23年（2011）10月には、病院総務部経

営企画室（当時）のスタッフと当社スタッフ

が病院内の同じ部屋で執務を行うこととなり

ました。これは供用開始まで残り一年余りの

時期となり、病院スタッフと当社スタッフと

の連携強化を目的に実施されたものです。お

互いのコミュニケーションも一層進むことと

なり、事業の推進にも大きく役立ったものと

感じています。

現状と将来展望

　設立以来スタッフも増加し、現在では11名

を数える人員となりました。春日３丁目の院

外の事務所も継続し、当社の２名のスタッフ

と協力企業各社のメンバーが執務を行ってい

ます。

　現在は、建物完成に向けた追い込みの最

後の段階で、建物としてはほぼでき上がり、

徐々に足場が取れて外観が見えてきている状

況です。

　また９月末の竣工後には３か月間の開設準

備・移行期間があり、年末の移転日を含め、

計画の立案中です。運営業務については、そ

れぞれにワーキング等を実施して打ち合わせ

を重ね、供用開始後の運営支援業務開始に向

けて協議を行っています。

　35周年の区切りの年に、運良く私どもが病

院の中で職員の皆さんと一緒に執務をさせて

いただいているため、このような記念誌に掲

載していただく機会を得ました。まさに筑波

大学附属病院の歴史の一部に残ることができ

たことと、本当にうれしく感じています。

　この記念誌が出るころには、けやき棟も無

事に竣工していることと思います。もちろん、

けやき棟の完成はPFI事業の一つの大きな区

切りではありますが、今後私どもは長期に

亘って運営支援や維持管理等の業務を行って

いくこととなります。

　PFI事業は20年間という本当に長い期間に

亘ります。おそらく病院や私どもを取り巻く

環境も、予想もできないような多くの変化が

あるものと思います。私どもは、単に『民間

のノウハウを生かす』だけでなく、病院をよ

り深く理解し、日々知恵を絞り、業務の隙間

を埋めつつ、病院の目指すところに少しでも

力になりたいと考えています。そして事業の

終了時には、病院の皆さんに、私どもがパー

トナーで良かったと感じていただけることを

願い、日々業務と努力とを積み重ねていきた

いと思っています。
（文責：木村貢一）
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院内事務所での執務風景

院外事務所全景（春日三丁目）

歴史

　私ども㈱つくばネクス卜パートナーズは、

民間事業会社で、現在筑波大学附属病院が

再開発のために実施しているPFI事業を受託

しています。当社は筑波大学附属病院のPFI

事業のみを行うために設立されたSPC（特別

目的会社）であり、平成20年（2008）の入札、

落札を経て、㈱日立ビルシステム、鹿島建設

㈱、三菱商事㈱、東京電力㈱側の４社の出資

により、平成21年（2009）２月に設立しました。

　私どもの主な業務は、けやき棟の建設、開

設準備・移行支援業務に加え、供用開始後約

20年間の長期に亘る複数の病院運営支援業務

（診療材料類の調達業務を含みます）、維持管

理・清掃・警備業務、利便業務などです。

　設立時より春日３丁目のビル３階に事務

所を借り、当初は統括責任者以下６名でス

タートを切りました。設立後すぐの平成21年

（2009）４月より、立体駐車場の維持管理、外

構部分の清掃、既存棟の警備業務、業務全体

を取りまとめる統括マネジメント業務、開設

準備・移行支援業務を開始していますが、大

部分の運営支援業務や維持管理・清掃業務な

どはけやき棟の供用後に開始する予定となっ

ています。

　また平成22年（2010）２月には診療材料の

調達業務を前倒し（当初予定はけやき棟開院

後）で開始しました。業務開始より２年半が

経過しましたが、当社として病院の調達費の

削減に少しは貢献できているのでは、と考え

ています。

　一方で、けやき棟の建設については平成22

年（2010）６月24日に起工式が行われ、建設

が開始されました。平成23年（2011）３月11

日には東日本大震災が起こり、建設中の建物

に直接的な被害は少なかったものの、作業者

の確保や資材調達面に苦労するなど、全体の

㈱つくばネクストパートナーズ
次世代に向かって飛躍する筑波大学附属病院の
ベストパートナーを目指します

社員一同（完成間近のけやき棟をバックに）

平成22年（2010）6 月24日（木）起工式の様子
（TNP石田社長、新井現場所長他）
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研修会に参加し、全国の病院ボランティアと
活動状況について、情報を交換できるように
なりました。
平成13年（2001）11月　第１回茨城県南病院
ボランティア懇談会開催。
　県南の５つの病院で構成し、ボランティア
活動についての意見交換の場として機能し、
以後、毎年１回、各病院の輪番制で開催して
います。
平成16年（2004）４月　TV放映「小児医療は
今」の中で、小児病棟でのボランティア活動
の一端が紹介されました。
平成17年（2005）10月　本学医療科学類看護学
専攻１年生を対象とした「看護ふれあい実習」。
　平成17年（2005）～平成20年（2008）に、本
院ボランティアによる小児病棟でのボラン
ティア活動の紹介を行いました。
平成20年（2008）11月　男女共同参画社会の
形成促進の功績により、茨城県知事から表彰
を受けました。
平成20年（2008）11月　平成20年度男（ひと）
と女（ひと）・ハーモニー功労賞団体の部に
て茨城県から表彰を受けました。
平成21年（2009）10月　つくば市社会福祉協
議会ボランティアセンター主催の「ボランティ
アフェスタ2009」に参加。
　この催しは、つくば市内でボランティア活
動をしている団体および個人が集い、それぞ
れが所定のブースで活動内容を写真やイラス
ト等で展示し、活動に関心を持たれた方に、
活動内容を説明しているもので、会場近隣の
方も多数来場しています。以後、毎年参加し
ています。
平成22年（2010）６月　本院へのボランティ
ア応募者の各種抗体検査、予防接種料金を本
院負担としました。
　ボランティア活動を開始するにあたり、各
種抗体検査料金の自己負担が発生することを
理由に、活動を断念する方もいたため、本院
が料金を負担し、希望する方がボランティア
活動を行えるように配慮しました。

　一方、活動するにあたり、ボランティアとし
ての資質の向上を図ることも大切なことです。
活動開始以来、ほぼ毎年研修を実施していま
す。本院と研修内容を協議し、医療の基礎的
な知識や当時の医療関係で時宜を得たテーマ
の選択を行い、研修は主に、毎年１回開催し
ている本院ボランティア懇談会において、本
院の医師、看護師等から各テーマに応じた講
演の形式で行われてきました。活動者は研修
を受けるごとに、ボランティア活動の意義を
再確認でき、研修は活動の充実化に大いに寄
与しています。

　ボランティア活動に大きな衝撃を与えたの
は、平成23年（2011）３月11日に発生した東
日本大震災でした。
　小児病棟で活動中に大震災に遭遇した活動
者は、何をどうしていいのかわからず、ただ、
入院中の子どもの手を握り「だいじょうぶだ
よ」と寄り添っていることで精いっぱいでし
た。不安で泣き出す子もいた小児病棟で、子
どもの手を握り、寄り添っていたことは、ボ
ランティアとして、最善の行動であったと思
います。
　しかし、本院の活動者は、その行動に満足
せず、大震災を契機に、災害時に病院ボラン
ティアに何ができるか、また、本院の災害対
策マニュアルをみて、自分たちの立ち位置は
どうなのか、何に協力できるのか、思いをめ
ぐらせています。
　東日本大震災時の本院ボランティアの活動
と、自宅などで震災に遭遇したボランティア
が、自分や家族のこと、また活動の場である
附属病院をどのように思ったのか、そして、
病院ボランティアとして、これでいいのか、
これからどのようなことができるか等につい
て、平成24年（2012）２月21日に仙台市で行
われた日本病院ボランティア協会主催の研修
会にて、本院ボランティア活動代表者が発表
しました。当日は、日本病院ボランティア協
会に加入し、東北地方各地の病院で活動して
いるボランティアの方々も出席し、傾聴しま
した。この発表による反響が大きく、その後、
平成24年（2012）２月29日に関東病院ボラン
ティアの会加入病院のボランティア研修会で、
さらに平成24年（2012）６月には、聖路加国
際病院で発表しました。
　このような中、本院ボランティア活動は、
平成４年（1992）12月の活動開始以来、20周年
を迎えることができました。平成24年（2012）
３月には山田学長をお招きし、「筑波大学附
属病院ボランティア活動20年記念式」を開催
しました。また、「筑波大学附属病院ボラン
ティア20年のあゆみ」と題した記念誌を発行
し、学内はもとより、全国国立大学附属病院
に発送し、本院のボランティア活動状況を紹
介しました。
　現在の本院ボランティア活動は31名で行わ
れていて、平成４年（1992）12月の活動開始
以来、変わらぬ活動を続けております。
　病院スタッフではなかなか気づかないこと
に対処し、地域や家庭の風を届け、ご自分の
体験、患者さんへの思い、社会復帰等々の思
いをボランティア活動を通してそそいでくれ
る病院ボランティアに対し、今後も支援を継
続していく所存です。

文責：坂本泰敏
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成人病棟での身の周りのお世話 ボランティア20年のあゆみ外来での総合案内

　本院のボランティア活動は、平成２年（1990）
６月、小児病棟で地域のお話サークルによ
る「読み聞かせ」を始めたことをきっかけに、
平成４年（1992）12月に国立大学病院として
初めて組織化され、以来、20年にわたり延べ
約400名のボランティアが活動されてきまし
た。
　以下に、活動の概観をご紹介します。

平成２年（1990）６月　小児病棟において「読
み聞かせ」開始（地域のお話サークルの方々
により　毎週火・金11:00～12:00小児病棟プ
レイルーム他）。
平成４年（1992）12月　ボランティア活動開始

（発足式）。国立大学附属病院初の導入。
　外来棟での総合案内、成人病棟での簡単な
身の周りのお世話や話し相手、小児病棟での
遊び相手や話し相手等。
　活動開始の当初は手探りの状態で、患者さ
んにどのように接していいのかわからず、不
安もありましたが、看護師さんたちの温かい
言葉に励まされ、次第に活動を円滑に行える
ようになっていったという苦労話を、当時か
ら活動を継続しているボランティアの方から
伺いました。
平成８年（1996）３月　名称を「筑
波大学附属病院ボランティアの会」
としました。
平成８年（1996）４月　会則制定。
　「筑波大学附属病院ボランティア
の会」の活動の拠り所にするため会
則を制定しました。会員相互の交
流、親睦等を図り、ボランティア
活動の推進に資することを目的と
して、ボランティア総会を年１～２
回開催することとしました。

平成８年（1996）11月　関東地区病院ボラン
ティアの会に加入。
　病院ボランティアとしての活動内容のさら
なる充実化を図るために加入しました。
平成９年（1997）７月　活動マニュアル作成。
ボランティアの会ニュースNo１発行。
　ボランティアの活動内容の広範化、複雑化
により、マニュアルの取りまとめを行い、活
動しやすくしました。
　また、ボランティアの会ニュースNo１を
発行し、会員間の交流や親睦および意見交換
等を行い、ボランティア間の連携を図りまし
た。以後、ボランティアニュースは毎年、定
期的に発行されています。
平成11年（1999）10月　茨城県社会福祉協議
会より、多年にわたるボランティア活動によ
る地域社会の福祉の増進に貢献したことに対
し、表彰を受けました。
平成11年（1999）11月　日本病院ボランティ
ア協会に加入。
　病院ボランティアとしての活動内容のさら
なる充実化を図るため、日本病院ボランティ
ア協会に加入しました。これにより、筑波大
学附属病院ボランティアの会が全国の病院ボ
ランティアに周知され、協会の主催する各種

筑波大学附属病院ボランティア活動
患者さんに寄り添い、付き添い、心の支えの一助に
患者さんの１日も早い症状の改善のために、地域の風、家庭の風をそそぎます

ボランティア活動20年記念式

大型絵本の読み聞かせ 小児病棟での子どもの遊び相手
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しました。「そよかぜ保育所」は原則として
利用者を医療従事者に限定して運用していま
す。公募により、㈱サクセスアカデミー（事
業者）に保育業務を委託し、給食の提供につ
いては栄養管理室が行い、本院職員とそよか
ぜ保育所施設長で保育所の運営について検討
する保育所部会を設置するなど、病院と事業
者の協働による運営を進めています。また、
病院雇用の看護師および事務職員を配置して、

「そよかぜ保育所」の運営をサポートしてい
ます。看護師を配置していることから、通常
の保育所内の衛生管理や体調不良となった子
ども（病児・病後児ではない）の家族が迎え
にくるまでの間の保育支援を行っています。
　「そよかぜ保育所」の名称は、院内公募を
行って本院職員により命名されました。つく
ばは、木や緑が多い町並みで、筑波山からの
厳しい風が降りてはくるのですが、その風が
そよかぜになるよう、やさしいお子さんを養
育する育ちの保育所となって欲しいという思
いからつけられました。また、そよかぜのよ
うに、肩を張らずに子育てして欲しいという
家族へのメッセージも入っています。
　「そよかぜ保育所」は、周辺環境の保育事
情を勘案して、０～１歳児を安全に受け入れ、
成長を見守れるよう、“りんたく”の要素を
入れ、ゆったりとした空間を作りました。２
階にあり、また専用の園庭をもたない環境で
はありますが、周辺の公園等の自然環境を活
用した保育を実施しています。また、看護学
類の小児看護実習の受け入れ等、本学の教育
への貢献もしてくれています。
　平成23年（2011）３月11日の東日本大震災
では、保育士のチームワークにより、避難場

所まで安全に整然と避難ができ、子どもたち
の安全が確保できました。たまたま通りか
かった写真愛好家の方が、避難した際の姿に
感動して、写真とお褒めの言葉をお送りくだ
さったのが、今でも、「そよかぜ保育所」の
保育士の励みになっています。また、震災の
影響で他の保育所に預けられない医療従事者
の子どもの臨時的な受け入れの要望にも応じ
ていただき、感謝に堪えません。

保育と子育て支援のこれから

　そよかぜ保育所では利用者が増加していて、
平成24年度（2012）中には定員の60人近くに
達する予定です。しかも、年齢構成としては
０～２歳児程度の年少前の子どもたちで占め
る形になります。この利用者数を考えると、

「そよかぜ保育所」が本院の医療従事者の職
場復帰に大きく貢献しているといえます。
　今後も、育児をしながら職場に復帰し、頑
張る医療従事者の姿が多く見られ、子どもた
ちが健やかに成長できる環境整備の一助に

「そよかぜ保育所」が貢献できるようにと考
えていますので、保育所運営経費につきまし
ては、大学として支援を続けていただけるよ
う、よろしくお願いします。
　保育所だけでは、両立支援には限界があり
ます。職場の理解、子育てと仕事の両立を経
験してきた教職員が、未来のパパとママの応
援団になり、子どもの笑顔を大切にしなが
ら、育児によるキャリアをあきらめることな
く頑張れる、そんな環境づくりが附属病院で
できればと考えています。

文責：岡島隆治
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東日本大震災発生時に避難する保育士と子どもたち

そよかぜ保育所の看板を設置する山田学長、五十嵐病院長ら
（平成23年（2011）1 月11日の開所式にて）

附属病院の保育環境を振り返る

　平成15年度（2003）に看護部から「保育所設
置の要望書」が提出され、学内保育所の企画
検討が進み、平成18年度（2006）に本学初の
保育所「ゆりのき保育所」が設置されました。
㈱サクセスアカデミーを委託事業者として選
定し、大学教職員の子どもを対象とした保育
所として60人の定員規模で運用が始まりまし
た。
　平成17年（2005）につくばエクスプレスが
開業してから、つくば市など沿線の人口が増
加し、併せて、年少人口も増加してきました。
このため、つくば市等の保育所では、０～１
歳児が保育所に入りにくい状況が起こり、「ゆ
りのき保育所」においても、０～１歳児を中

心とした年齢定員がいっぱいになり、乳幼児
の収容能力に限界がきました。
　そこで本院では、平成20年度（2008）にB
棟２階看護部管理室近くの会議室を改装して、
当時一番困っていた０～１歳児を中心とした乳
幼児を保育するために、附属病院臨時託児施
設、通称“りんたく”を設置しました。定員は10
名。会議室スペースとはいえ、保育環境の工
夫と、小さいが故の温かみのある託児所だっ
たことを記憶しています。この“りんたく”は
約１年運用して、「ゆりのき保育所」の乳幼
児定員が落ち着いたところで閉所しました。

そよかぜ保育所誕生

　しかし、つくば市でも“保活”といわれる
ように、子どもを保育所に入れるのに多大な
努力を必要とする状況が続いている中、本院
でも医療従事者の育児休業取得者の増加とと
もに保育所の必要性が増してきました。この
ため、大学執行部が検討を重ね、平成23年

（2011）１月に、筑波大学春日プラザ（旧つく
ば市春日庁舎）の２階を改修し、本学２ヶ所
目の保育所として「そよかぜ保育所」を開設

そよかぜ保育所
“いってらっしゃい”“おかえりなさい”…。子どもたちとともに、キャリアと
子育ての両立を頑張るあなたを応援しています。心安らぐおうちでありたい。

サンタさんが保育所に来てくれたので、はい　チーズ

附属病院臨時託児所「通称“りんたく”」の様子
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診療報酬請求額の推移 外来診療報酬請求額及び診療単価の推移

入院診療報酬請求額及び診療単価の推移 診療７区分別診療報酬請求額
（総表）� （単位：千円）
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年度
診　　療　　報　　酬　　請　　求　　額

基本診療料 投薬料 注射料 処置及び手術料 検査料 画像診断料 諸　収 計
S51 104,173 29,820 32,191 21,324 73,543 23,935 2,388 287,374
S52 521,886 197,266 177,836 147,690 378,397 89,748 17,566 1,530,389
S53 1,066,491 361,953 338,655 306,670 687,238 128,284 37,149 2,926,440
S54 1,341,598 523,973 479,064 419,800 897,134 154,999 43,196 3,859,763
S55 1,363,418 670,189 628,634 483,182 1,011,672 221,962 42,207 4,421,264
S56 1,498,249 685,800 608,337 579,024 975,404 228,985 58,731 4,634,529
S57 1,776,359 829,533 782,020 765,840 1,165,417 247,865 96,612 5,663,645
S58 2,039,738 982,019 860,556 918,351 1,361,180 263,612 121,537 6,546,994
S59 2,273,679 1,005,530 644,892 1,168,415 1,418,332 277,638 139,824 6,928,310
S60 2,405,464 1,110,805 731,970 1,147,121 1,349,198 405,130 146,136 7,295,823
S61 2,601,932 1,322,502 747,490 1,135,228 1,402,429 440,356 164,906 7,814,842
S62 2,613,950 1,490,778 846,028 1,264,904 1,690,011 472,421 197,610 8,575,701
S63 2,590,652 1,531,030 1,097,975 1,129,876 1,491,874 498,551 309,921 8,649,879
H元 2,665,637 1,718,875 1,172,364 1,094,734 1,514,756 541,194 270,565 8,978,125
H2 2,837,202 1,729,369 1,126,602 1,187,149 1,532,511 569,029 292,948 9,274,809
H3 2,898,658 1,654,536 1,361,757 1,230,094 1,614,672 625,047 359,226 9,743,990
H4 3,244,325 1,581,272 1,308,840 1,535,505 1,629,666 640,668 386,485 10,326,762
H5 3,437,693 1,400,194 1,157,685 1,577,626 1,458,749 636,601 397,018 10,065,567
H6 3,493,149 1,304,610 1,190,712 1,764,694 1,525,574 661,096 452,069 10,391,903
H7 3,823,805 1,327,761 1,343,447 1,859,175 1,578,532 744,853 461,586 11,139,159
H8 4,022,099 1,283,249 1,324,326 1,990,113 1,569,173 747,162 534,749 11,470,871
H9 4,080,896 1,259,151 1,323,522 2,021,855 1,609,223 733,726 625,318 11,653,690

H10 4,300,232 1,177,397 1,154,709 2,052,548 1,584,215 702,087 670,627 11,641,815
H11 4,255,130 1,219,835 1,243,506 2,152,636 1,587,277 751,593 713,073 11,923,049
H12 4,430,723 1,120,454 1,170,967 2,281,112 1,525,646 728,928 774,719 12,032,549
H13 4,720,284 438,701 1,386,606 2,476,834 1,630,078 797,077 940,634 12,390,215
H14 4,739,348 500,534 1,534,338 2,704,131 1,589,799 761,511 944,707 12,774,368
H15 6,583,687 388,364 920,446 2,911,301 1,171,879 524,587 996,157 13,496,421
H16 7,272,332 324,962 880,836 3,304,096 1,080,680 514,793 994,938 14,372,638
H17 7,613,712 390,530 1,146,331 3,513,337 1,207,580 577,347 1,093,451 15,542,288
H18 7,633,337 392,145 1,093,327 3,833,574 1,205,524 580,137 1,258,540 15,996,583
H19 7,632,454 443,546 1,249,697 3,953,631 1,262,487 594,696 1,441,548 16,578,058
H20 8,319,516 379,589 1,125,401 4,416,590 1,264,474 637,331 1,809,763 17,952,664
H21 8,693,428 441,324 1,306,666 4,700,497 1,397,364 704,649 2,325,024 19,568,952
H22 9,284,215 466,265 1,601,253 5,331,387 1,503,755 714,100 2,515,925 21,416,900
H23 9,199,395 513,750 2,020,096 5,622,279 1,586,461 736,611 2,503,537 22,182,129
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診療７区分別診療報酬請求額
（入院）� （単位：千円）

診療７区分別診療報酬請求額
（外来）� （単位：千円）

初診・再診外来患者数の推移

年度
診　　療　　報　　酬　　請　　求　　額

基本診療料 投薬料 注射料 処置及び手術料 検査料 画像診断料 諸　収 計
S51 90,642 8,122 31,774 19,750 36,084 9,023 2,111 197,506
S52 458,296 37,431 173,805 135,545 198,388 36,258 15,615 1,055,339
S53 963,260 79,457 327,099 287,601 413,995 62,509 29,355 2,163,277
S54 1,218,199 113,034 464,971 395,455 571,620 85,869 33,092 2,882,240
S55 1,221,505 130,326 606,030 454,508 631,300 131,257 32,936 3,207,862
S56 1,346,061 126,956 585,658 542,635 597,214 139,483 39,189 3,377,197
S57 1,620,304 167,012 760,219 741,021 756,968 169,593 63,032 4,278,148
S58 1,867,115 187,255 837,319 892,327 914,188 186,371 80,741 4,965,314
S59 2,082,721 190,975 609,742 1,135,327 936,639 195,019 84,759 5,235,183
S60 2,198,784 198,615 688,932 1,108,915 870,145 294,040 88,267 5,447,698
S61 2,375,033 229,316 693,470 1,094,867 884,499 311,090 95,982 5,684,257
S62 2,380,212 243,410 782,676 1,218,343 1,081,490 318,626 110,055 6,134,812
S63 2,345,163 245,214 1,045,109 1,076,291 878,493 334,834 142,505 6,067,609
H元 2,416,361 270,147 1,121,956 1,038,774 894,220 365,960 111,340 6,218,758
H2 2,577,152 283,911 1,077,538 1,142,842 886,812 397,930 98,945 6,465,129
H3 2,641,592 304,998 1,290,116 1,182,714 942,094 439,487 104,868 6,905,869
H4 2,993,384 276,555 1,250,481 1,475,572 898,205 452,732 121,687 7,468,617
H5 3,187,246 276,202 1,094,372 1,500,928 763,160 430,773 116,588 7,369,270
H6 3,222,706 274,927 1,119,348 1,676,040 802,658 433,019 131,048 7,659,747
H7 3,560,581 308,594 1,239,713 1,775,771 858,593 511,503 125,976 8,380,730
H8 3,723,786 285,656 1,217,838 1,902,717 832,114 490,894 150,135 8,603,139
H9 3,788,978 277,873 1,204,475 1,946,905 897,807 480,571 205,586 8,802,195

H10 4,010,631 266,954 1,033,781 1,969,550 922,482 444,409 228,263 8,876,070
H11 3,965,780 264,064 1,102,213 2,057,636 906,138 464,073 234,594 8,994,497
H12 4,189,521 243,087 998,294 2,187,575 803,128 427,335 244,428 9,093,369
H13 4,471,922 287,584 1,158,546 2,374,474 870,073 468,658 303,916 9,935,173
H14 4,503,818 301,905 1,284,569 2,596,948 803,477 440,025 337,575 10,268,317
H15 6,331,862 190,194 638,177 2,791,033 324,936 157,788 370,243 10,804,232
H16 6,999,330 162,009 561,809 3,188,098 245,373 112,869 362,359 11,631,847
H17 7,325,738 199,755 675,223 3,383,360 279,634 127,221 395,044 12,385,977
H18 7,377,486 196,125 518,194 3,676,009 241,338 104,947 442,863 12,556,962
H19 7,367,123 198,218 586,386 3,787,688 245,051 104,398 488,547 12,777,412
H20 8,060,409 190,362 447,759 4,206,024 230,822 102,403 624,610 13,862,390
H21 8,433,685 210,208 540,011 4,459,305 265,474 118,563 908,081 14,935,328
H22 9,010,397 208,242 494,094 5,093,394 278,250 98,942 926,493 16,109,813
H23 8,925,081 219,606 532,467 5,376,905 284,949 103,919 894,606 16,337,532

年度
診　　療　　報　　酬　　請　　求　　額

基本診療料 投薬料 注射料 処置及び手術料 検査料 画像診断料 諸　収 計
S51 13,531 21,698 417 1,574 37,459 14,912 277 89,868
S52 63,590 159,835 4,031 12,146 180,008 53,490 1,951 475,050
S53 103,230 282,496 11,556 19,069 273,243 65,775 7,794 763,163
S54 123,400 410,939 14,093 24,345 325,514 69,129 10,103 977,523
S55 141,913 539,864 22,604 28,674 380,372 90,706 9,271 1,213,402
S56 152,187 558,844 22,678 36,389 378,190 89,501 19,542 1,257,332
S57 156,055 662,521 21,801 24,820 408,449 78,272 33,580 1,385,498
S58 172,623 794,765 23,237 26,025 446,993 77,242 40,796 1,581,680
S59 190,958 814,555 35,150 33,088 481,693 82,618 55,064 1,693,127
S60 206,681 912,190 43,037 38,206 479,053 111,090 57,869 1,848,125
S61 226,899 1,093,186 54,020 40,361 517,929 129,266 68,923 2,130,585
S62 233,739 1,247,368 63,352 46,560 608,520 153,795 87,555 2,440,889
S63 245,489 1,285,816 52,867 53,585 613,381 163,717 167,416 2,582,270
H元 249,277 1,448,728 50,408 55,960 620,536 175,234 159,225 2,759,367
H2 260,050 1,445,458 49,064 44,307 645,700 171,100 194,003 2,809,680
H3 257,066 1,349,539 71,641 47,380 672,578 185,560 254,358 2,838,121
H4 250,941 1,304,718 58,359 59,933 731,461 187,936 264,798 2,858,145
H5 250,447 1,123,992 63,313 76,698 695,589 205,828 280,430 2,696,297
H6 270,443 1,029,683 71,364 88,653 22,916 228,077 321,020 2,732,156
H7 263,224 1,019,167 103,734 83,404 719,939 233,351 335,610 2,758,429
H8 298,313 997,593 106,488 87,396 737,059 256,268 384,614 2,867,732
H9 291,918 981,277 119,046 74,950 711,415 253,156 419,732 2,851,495

H10 289,601 910,443 120,928 82,998 661,733 257,677 442,364 2,765,745
H11 289,350 955,771 141,293 95,000 681,138 287,520 478,480 2,928,552
H12 241,202 877,366 172,673 93,537 722,518 301,593 530,290 2,939,179
H13 248,363 151,116 228,060 102,360 760,004 328,420 636,719 2,455,041
H14 235,530 198,629 249,769 107,183 786,322 321,485 607,132 2,506,051
H15 251,826 198,170 282,268 120,267 846,943 366,800 625,914 2,692,188
H16 273,002 162,953 319,027 115,998 835,308 401,924 632,580 2,740,792
H17 287,974 190,775 471,108 129,977 927,946 450,125 698,407 3,156,311
H18 255,851 196,020 575,133 157,564 964,185 475,190 815,677 3,439,620
H19 265,331 245,328 663,311 165,943 1,017,436 490,298 953,001 3,800,647
H20 259,107 189,227 677,641 210,566 1,033,652 534,928 1,185,153 4,090,274
H21 259,742 231,116 766,654 241,193 1,131,890 586,086 1,416,942 4,633,624
H22 273,818 258,023 1,107,160 237,993 1,225,505 615,158 1,589,431 5,307,087
H23 274,314 294,143 1,487,629 245,374 1,301,512 632,692 1,608,931 5,844,597
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延べ入院患者数及び稼働率の推移
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入院・外来患者数 手術室における手術手技点数別件数の推移

手術室における手術人数の推移 手術室における手術人数及び手術手技点数別件数

年度
入　　　院 外　　　来

新入院（人） 退院（人） 延入院（人） 日平均（人） 稼動率（％） 新来（人） 再来（人） 計（人） 診療日（日） 日平均（人）
S51 616 457 18,432 109 34 6,811 13,444 20,255 142 143 
S52 2,087 2,018 76,426 209 65 21,076 79,606 100,682 295 341 
S53 3,537 3,404 138,897 381 64 26,373 121,153 147,526 295 500 
S54 4,085 4,087 176,448 482 80 28,440 152,006 180,446 294 614 
S55 4,180 4,084 178,001 488 81 31,346 176,605 207,951 294 707 
S56 4,030 4,070 178,828 490 61 32,939 174,617 207,556 295 704 
S57 5,264 5,129 207,655 569 71 32,648 178,035 210,683 297 709 
S58 5,904 5,879 235,497 643 80 34,169 198,135 232,304 298 780 
S59 6,180 6,151 243,029 666 83 34,771 202,429 237,200 296 801 
S60 6,020 6,058 241,858 663 83 34,940 212,332 247,272 297 833 
S61 6,353 5,748 244,905 671 84 36,753 229,766 266,519 296 900 
S62 5,783 5,756 246,319 673 84 37,554 238,379 275,933 298 926 
S63 5,820 5,842 245,471 673 84 39,092 245,993 285,085 295 966 
H元 5,936 5,958 247,546 678 85 39,088 251,888 290,976 295 986 
H2 5,971 5,938 247,619 678 85 37,830 250,498 288,328 293 984 
H3 5,877 5,881 250,929 686 86 37,958 243,893 281,851 246 1,146 
H4 5,900 5,876 250,962 688 86 28,215 254,900 283,115 247 1,146 
H5 6,328 6,292 252,628 692 87 28,231 255,280 283,511 244 1,162 
H6 6,538 6,605 252,997 693 87 27,882 262,202 290,084 245 1,184 
H7 6,520 6,476 254,111 694 87 15,883 274,874 290,757 246 1,182 
H8 6,572 6,622 253,342 694 87 15,545 276,826 292,371 245 1,193 
H9 6,925 6,875 254,510 697 87 15,047 269,433 284,480 245 1,161 

H10 7,139 7,204 255,026 699 87 15,679 262,697 278,376 245 1,136 
H11 7,155 7,122 251,496 687 86 15,370 264,894 280,264 244 1,149 
H12 7,307 7,307 245,195 672 84 14,740 271,977 286,717 245 1,170 
H13 8,040 8,048 252,176 691 86 14,889 278,267 293,156 245 1,197 
H14 8,645 8,658 247,423 678 85 16,015 267,016 283,031 245 1,155 
H15 9,826 9,803 242,744 663 83 17,262 273,838 291,100 246 1,113
H16 10,692 10,637 256,973 704 88 18,361 280,550 298,911 243 1,230 
H17 11,553 11,541 269,280 738 92 19,811 295,878 315,689 244 1,294 
H18 12,222 12,287 262,809 720 90 20,639 309,348 329,987 245 1,347 
H19 12,544 12,559 260,079 711 89 21,004 319,671 340,675 245 1,391 
H20 12,982 12,940 246,482 675 84 19,989 320,870 340,859 243 1,403 
H21 13,661 13,659 254,437 697 87 20,266 321,351 341,617 242 1,412 
H22 13,897 13,927 255,930 701 88 20,659 339,175 359,834 243 1,481 
H23 13,515 13,562 252,662 690 86 20,243 349,662 369,905 244 1,516 
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手術件数／件

20,000点以上

15,000～19,999点

10,000～14,999点

10,000点未満

年度 手術人数（人）
手　　術　　件　　数　（件）

10,000点未満 10,000～14,999点 15,000～19,999点 20,000点以上 手術件数計

S58 3,227 2,731 298 81 100 3,210 

S59 3,398 2,838 306 113 133 3,390 

S60 3,187 2,396 498 124 169 3,187 

S61 3,147 2,259 605 133 150 3,147 

S62 3,196 2,358 549 104 185 3,196 

S63 3,415 2,344 550 250 271 3,415 

H元 3,276 2,119 610 237 310 3,276 

H2 3,273 2,150 483 298 342 3,273 

H3 3,134 2,092 434 260 398 3,184 

H4 3,241 1,555 443 405 837 3,240 

H5 3,351 1,506 479 442 923 3,350 

H6 3,437 1,371 567 516 980 3,434 

H7 3,449 1,298 501 565 1,081 3,445 

H8 3,416 1,293 494 587 1,042 3,416 

H9 3,460 1,689 490 566 1,054 3,799 

H10 3,429 2,357 599 683 1,021 4,660 

H11 3,386 2,217 575 600 1,053 4,445 

H12 3,551 3,013 598 377 1,162 5,150 

H13 3,658 2,628 634 411 1,216 4,889 

H14 4,004 2,990 610 551 1,515 5,666 

H15 4,736 3,482 699 609 1,676 6,466 

H16 4,973 3,228 681 675 1,664 6,248 

H17 5,428 3,232 678 668 1,987 6,565 

H18 5,591 2,097 1,550 659 2,065 6,371 

H19 5,592 1,938 1,581 722 2,050 6,291 

H20 6,217 1,895 1,989 614 2,272 6,770 

H21 6,051 1,870 1,692 683 2,350 6,595 

H22 6,360 1,609 1,855 621 2,807 6,892 

H23 6,695 1,623 2,063 529 2,979 7,194 

注）手術人数は、中央手術室において実施した実患者数です。
　　手術件数は、中央手術室において実施した、診療報酬点数上の手術（Kコード）の件数です。
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臨床検査件数の推移 生理機能検査件数の推移

検体検査件数の推移 内視鏡検査件数の推移
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分娩件数の推移（妊娠12週以降）
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分娩件数／件

分娩件数
� （単位：件）

年度
正常分娩 異常分娩 計

成熟児 未熟児 計 成熟児 未熟児 計 成熟児 未熟児 計
S51 24 2 26 0 2 2 24 4 28 
S52 132 5 137 44 9 53 176 14 190 
S53 220 15 235 51 3 54 271 18 289 
S54 358 16 374 74 9 83 432 25 457 
S55 375 22 397 98 19 117 473 41 514 
S56 321 14 335 107 17 124 428 31 459 
S57 394 35 429 111 13 124 505 48 553 
S58 432 38 470 115 21 136 547 59 606 
S59 437 43 480 115 34 149 552 77 629 
S60 521 26 547 89 23 112 610 49 659 
S61 452 27 479 104 25 129 556 52 608 
S62 402 32 434 99 26 125 501 58 559 
S63 328 32 360 122 27 149 450 59 509 
H元 354 52 406 82 25 107 436 77 513 
H2 328 41 369 110 42 152 438 83 521 
H3 324 54 378 83 36 119 407 90 497 
H4 324 44 368 83 38 121 407 82 489 
H5 306 54 360 79 33 112 385 87 472 
H6 322 43 365 87 48 135 409 91 500 
H7 266 39 305 74 50 124 340 89 429 
H8 297 53 350 85 40 125 382 93 475 
H9 288 69 357 75 35 110 363 104 467 

H10 342 70 412 93 52 145 435 122 557 
H11 321 51 372 85 57 142 406 108 514 
H12 292 62 354 100 55 155 392 117 509 
H13 282 60 342 84 21 105 366 81 447
H14 288 66 354 110 45 155 398 111 509
H15 333 84 417 100 77 177 433 161 594
H16 334 91 425 130 62 192 464 153 617
H17 311 81 392 110 73 183 421 154 575
H18 399 93 492 167 97 264 566 190 756
H19 489 93 582 162 100 262 651 193 844
H20 381 90 471 124 110 234 505 200 705
H21 406 106 512 164 100 264 570 206 776
H22 404 119 523 179 111 290 583 230 813
H23 418 89 507 149 90 239 567 179 746

臨床検査件数
S51～H2年度� （単位：件）

年度 一般検査 血液学的
検査

微生物学
的検査

血清学的
検査

臨床化学
検査

病理学的
検査

生　理　機　能　検　査 採血・
採液等

内視鏡
検査

ラジオ・
アイソトープ

検査

分類コード
に未収載の

もの

その他各科
特有のもの 合計

心電図 心音図 筋電図 脳波 基礎代謝 呼吸機能 その他 小計

S51 34,120 24,892 991 12,078 78,812 695 2,192 80 1 61 20 388 3,414 6,156 500 652 786 1 159,683

S52 143,670 119,654 9,142 48,678 351,447 2,867 6,676 111 125 658 35 1,484 3,260 12,349 1,937 3,013 8,083 9,132 709,972

S53 167,393 182,087 19,918 69,636 529,067 4,552 8,316 129 307 1,050 20 2,734 4,509 17,065 1,380 4,262 16,398 15,594 1,027,352

S54 219,464 261,824 24,939 79,375 715,234 5,917 9,056 218 268 1,198 14 3,485 6,904 21,143 1,782 5,266 21,504 16,297 1,372,745

S55 273,051 307,865 36,522 85,898 815,783 7,951 10,371 210 840 1,266 18 9,365 7,098 29,168 2,386 5,704 32,969 22,828 1,620,125

S56 188,317 325,747 36,338 105,417 767,690 8,688 9,858 184 986 1,592 12 8,207 6,488 27,327 4,354 5,004 35,312 32,583 1,536,777

S57 225,227 241,184 20,594 181,472 655,438 9,079 8,977 100 226 1,792 11 2,184 14,219 27,509 1,701 4,460 22,715 36,387 1,425,766

S58 418,842 436,722 49,481 123,277 1,068,010 12,394 10,231 160 362 1,957 8 2,841 41,542 57,101 0 4,644 31,593 55,621 2,257,685

S59 471,418 493,228 65,523 130,741 1,152,760 12,284 9,981 281 591 2,584 2 2,240 42,697 58,376 26 4,734 37,602 62,000 2,488,692

S60 524,534 516,209 66,288 126,521 1,188,917 13,711 10,156 311 907 2,398 3 25,390 12,755 51,920 72 4,983 43,880 60,023 2,597,058

S61 300,181 302,173 56,919 128,114 1,253,050 12,179 10,609 314 1,021 1,924 19 25,933 13,556 53,376 143 4,947 53,368 63,414 2,227,864

S62 308,343 333,327 56,686 134,702 1,495,211 13,204 11,501 310 992 1,935 9 27,730 13,873 56,350 173 4,949 46,404 73,158 2,522,507

S63 317,499 323,120 53,407 131,552 1,456,377 12,926 10,721 238 780 1,923 10 27,447 13,615 54,734 227 5,022 63,610 79,495 2,497,969

H元 313,929 344,133 55,276 138,893 1,518,000 12,128 10,548 274 797 1,942 6 23,371 14,691 51,629 215 4,893 43,517 80,246 2,562,859

H2 328,150 390,191 60,688 148,736 1,671,022 13,473 10,582 170 790 1,953 22 15,657 15,345 44,519 215 4,985 44,738 80,899 2,787,616

H3～H23年度� （単位：件）

年度 一般検査 血液学的
検査

生化学的
検査

内分泌学
的検査

免疫学的
検査

微生物学
的検査

病理学的
検査

その他の
検体検査

生　理　機　能　検　査
採血・
採液等

内視鏡
検査 合計循環器

機能
脳・神経

機能 呼吸機能 前庭・聴力
機能

眼科関連
機能 超音波 その他 小計

H3 157,041 449,645 1,907,317 23,186 163,819 66,374 13,246 33,111 10,767 2,945 4,266 3,089 56,627 12,812 30,981 121,487 269 6,321 2,941,816

H4 164,727 447,730 1,912,247 23,651 165,445 55,018 14,105 38,131 10,626 2,921 16,892 3,254 58,045 13,014 16,095 120,847 204 6,201 2,948,306

H5 127,243 382,637 1,664,968 22,572 149,920 46,098 14,809 17,115 10,793 2,998 14,459 3,545 66,813 16,557 16,289 131,454 405 6,518 2,563,739

H6 125,848 282,575 1,637,574 22,719 162,168 40,430 15,768 14,507 10,987 3,204 13,375 3,934 73,512 16,888 16,475 138,375 423 6,925 2,447,312

H7 122,783 299,322 1,669,583 24,896 167,294 42,462 15,883 15,325 11,023 3,377 13,980 3,431 78,651 15,163 16,764 142,389 464 6,912 2,507,313

H8 119,056 299,169 1,638,489 25,414 172,540 42,150 16,264 15,526 14,393 3,887 14,299 3,955 75,723 14,772 13,973 141,002 9,868 6,943 2,486,421

H9 109,412 288,472 1,571,925 31,744 184,637 59,148 16,715 18,370 14,919 4,109 15,941 3,299 67,071 14,140 22,202 141,681 9,119 6,531 2,437,754

H10 120,646 287,483 1,504,283 30,234 203,421 48,905 16,216 2,307 14,258 4,593 17,482 3,138 62,090 14,583 37,372 153,516 9,781 6,579 2,383,371

H11 184,653 300,416 1,408,470 48,385 178,925 45,835 16,794 1,622 22,250 3,969 52,766 3,077 60,354 11,506 207 154,129 10,848 6,815 2,356,892

H12 175,801 286,747 1,536,255 53,241 183,695 46,991 15,551 1,518 20,210 3,916 54,333 3,251 65,017 12,898 210 159,835 9,991 7,163 2,476,788

H13 189,428 320,739 1,679,726 61,538 202,042 47,738 16,059 1,565 21,820 3,670 60,323 3,301 67,097 14,408 285 170,904 10,749 7,117 2,707,605

H14 189,096 331,350 1,679,566 63,643 209,177 46,785 17,433 1,148 21,369 3,336 42,476 3,339 67,156 16,786 379 154,841 9,263 6,989 2,709,291

H15 179,147 356,661 1,810,034 71,979 214,590 47,419 18,228 1,215 22,758 3,296 33,120 3,213 78,612 17,782 438 159,219 7,487 7,008 2,872,987

H16 160,019 373,804 1,826,142 72,282 222,303 44,640 18,360 1,511 24,331 3,075 27,871 3,131 72,613 16,998 515 148,534 5,280 7,571 2,880,446

H17 158,049 422,597 1,988,375 81,151 240,484 47,370 19,712 3,580 28,508 3,440 33,251 2,151 73,158 18,716 531 159,755 6,243 8,127 3,135,443

H18 169,247 461,991 2,109,087 87,961 257,829 46,688 19,663 2,905 30,570 3,631 44,514 2,215 79,400 20,417 514 181,261 4,679 8,421 3,349,732

H19 168,526 467,548 2,138,601 94,673 261,226 51,438 19,995 2,228 32,974 3,777 55,896 1,984 89,953 20,689 672 205,945 4,812 8,391 3,423,383

H20 146,499 475,580 2,255,425 56,036 266,355 46,209 17,949 0 21,387 3,698 4,239 3,101 100,225 24,446 63,121 220,217 89,600 7,820 3,581,690

H21 162,639 535,305 2,458,731 66,442 303,126 44,560 18,030 0 25,763 3,793 5,910 3,131 109,634 25,782 68,725 242,738 93,802 9,582 3,934,955

H22 163,316 550,809 2,514,798 74,263 311,362 47,310 21,633 15,412 28,104 3,458 5,794 3,675 116,539 27,132 74,270 258,972 97,938 10,326 4,066,139

H23 157,517 575,716 2,551,550 77,314 319,867 49,928 19,156 0 28,283 3,089 6,105 3,975 122,474 28,793 80,631 273,350 100,878 10,594 4,135,870

死亡患者数・病理解剖件数及び剖検率の推移
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死亡患者数・病理解剖件数

組織診断及び細胞診断検体数
� （単位：件）

年度
死亡患者数（人） 病理解剖件数（件）

剖検率（％）
男 女 計 男 女 計

S51 10 3 13 3 1 4 30.7
S52 57 28 85 29 19 48 56.4
S53 96 70 166 56 44 100 60.2
S54 155 104 259 80 55 135 52.1
S55 130 71 201 66 35 101 50.2
S56 116 78 194 71 52 123 63.4
S57 153 92 245 87 42 129 52.6
S58 173 116 289 91 72 163 56.4
S59 169 116 285 86 64 150 52.7
S60 165 103 268 79 43 122 45.5
S61 167 115 282 79 62 141 50.0
S62 176 96 272 67 59 126 46.3
S63 200 119 319 91 53 144 45.1
H元 187 111 298 74 49 123 41.3
H2 173 105 278 91 43 134 48.2
H3 211 119 330 78 57 135 40.9
H4 176 108 284 69 42 111 39.1
H5 153 106 259 59 40 99 38.2
H6 132 82 214 41 28 69 32.2
H7 129 102 231 55 46 101 43.7
H8 155 88 243 64 35 99 40.7
H9 152 93 245 48 36 84 34.3

H10 139 120 259 45 36 81 31.3
H11 159 83 242 36 18 54 22.3
H12 151 101 252 22 18 40 15.9
H13 171 75 246 35 9 44 17.9
H14 152 119 271 25 28 53 19.6
H15 146 122 268 31 16 47 17.5
H16 168 122 290 30 14 44 15.2
H17 165 136 301 18 19 37 12.3
H18 166 102 268 26 13 39 14.6
H19 193 137 330 38 25 63 19.1
H20 174 125 299 39 23 62 20.7
H21 193 134 327 31 21 52 15.9
H22 177 127 304 23 14 37 12.2
H23 201 146 347 35 19 54 15.6

年度
組　　織　　診　　断 細胞診断

手術 生検 件数計 件数
S51 87 330 418 259 
S52 537 1,410 1,947 947 
S53 898 2,058 2,956 1,711 
S54 1,051 2,584 3,635 2,447 
S55 1,123 3,195 4,318 2,972 
S56 1,144 3,422 4,566 3,758 
S57 1,090 4,128 5,218 4,581 
S58 1,443 3,080 4,523 5,356 
S59 1,561 4,384 5,945 5,177 
S60 1,646 4,533 6,179 5,262 
S61 1,644 4,627 6,271 5,393 
S62 1,683 4,827 6,510 6,007 
S63 1,871 4,528 6,399 5,900 
H元 1,694 4,334 6,028 5,853 
H2 1,693 4,713 6,406 6,477 
H3 1,593 4,522 6,115 6,852 
H4 1,633 4,892 6,525 7,322 
H5 1,672 4,924 6,596 7,550 
H6 1,779 4,781 6,560 8,306 
H7 1,773 4,709 6,482 8,679 
H8 1,822 4,718 6,540 9,027 
H9 2,075 4,406 6,481 9,487 

H10 1,959 4,347 6,306 9,442 
H11 1,823 4,434 6,258 9,087 
H12 1,845 4,274 6,119 8,209 
H13 1,795 4,561 6,356 8,403 
H14 1,992 4,315 6,307 9,702 
H15 2,366 4,008 6,374 10,308 
H16 3,102 3,432 6,534 10,633 
H17 3,324 3,795 7,119 11,188 
H18 3,417 3,826 7,243 11,490 
H19 3,527 3,935 7,462 11,890 
H20 3,047 4,030 7,077 11,521 
H21 3,407 4,427 7,834 11,127 
H22 3,416 4,744 8,160 10,715 
H23 3,623 4,790 8,413 10,669 

組織診検体数の推移

細胞診検体数の推移
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MRI撮影患者数の推移

X線CT撮影患者数の推移
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放射線検査・治療患者数
� （単位：人）

年度
一般撮影（単純） 一般撮影（造影） 血管造影検査 X線CT検査

入院 外来 計 入院 外来 計 入院 外来 計 入院 外来 計

H14 39,828 23,412 63,240 888 813 1,701 986 0 986 4,926 3,414 8,340 

H15 36,597 24,854 61,451 917 1,070 1,987 1,052 0 1,052 4,394 3,645 8,039 

H16 27,960 23,615 51,575 1,146 1,141 2,287 1,137 0 1,137 4,076 4,841 8,917 

H17 31,396 26,524 57,920 1,095 1,070 2,165 1,182 0 1,182 4,139 5,824 9,963 

H18 29,799 28,786 58,585 1,062 1,094 2,156 1,248 0 1,248 4,263 6,441 10,704 

H19 31,075 30,147 61,222 1,022 1,090 2,112 1,285 0 1,285 4,095 7,172 11,267 

H20 34,724 28,879 63,603 1,016 1,067 2,083 1,587 0 1,587 4,563 7,785 12,348 

H21 39,364 31,148 70,512 1,050 1,103 2,153 1,652 0 1,652 5,436 8,506 13,942 

H22 39,309 36,898 76,207 1,121 1,079 2,200 2,555 0 2,555 5,865 9,701 15,566 

H23 37,677 40,058 77,735 1,121 940 2,061 2,758 0 2,758 5,949 10,629 16,578 

	 （単位：人）

年度
MRI検査 核医学検査 放射線治療

入院 外来 計 入院 外来 計 入院 外来 計

H14 3,516 3,792 7,308 1,844 1,380 3,224 8,317 2,202 10,519 

H15 3,209 3,839 7,048 1,599 1,408 3,007 8,972 2,728 11,700 

H16 2,893 4,496 7,389 1,531 1,593 3,124 9,238 2,227 11,465 

H17 3,135 4,610 7,745 1,715 1,819 3,534 9,063 3,436 12,499 

H18 3,095 4,795 7,890 1,659 1,957 3,616 9,626 4,016 13,642 

H19 3,163 4,787 7,950 1,560 1,959 3,519 8,675 4,647 13,322 

H20 2,951 5,440 8,391 1,421 1,766 3,187 7,318 7,276 14,594 

H21 3,621 6,155 9,776 1,609 1,656 3,265 6,550 8,379 14,929 

H22 3,623 6,441 10,064 1,396 1,646 3,042 6,998 9,449 16,447 

H23 3,666 6,653 10,319 1,268 1,743 3,011 6,451 8,422 14,873 

入院調剤薬処方枚数の推移
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院外処方せん発行率の推移
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発行率

調剤薬処方枚数・処方件数・処方剤数

年度

調　　　剤
院外

処方率

注　　　射
入　院 外　来 合　計

院外
処方枚数

入　院 外　来 合　計 院外
処方
枚数処方枚数 処方件数 処方剤数 処方枚数 処方件数 処方剤数 処方枚数 処方件数 処方剤数 処方

枚数 処方件数 処方剤数 処方
枚数

処方
件数

処方
剤数

処方枚
数 処方件数 処方剤数

S51 6,495 10,197 46,015 9,740 14,746 169,111 16,235 24,943 215,126 
S52 26,323 43,696 197,945 56,394 83,209 1,098,601 82,717 126,905 1,296,546 
S53 44,504 79,555 358,580 88,293 145,542 1,907,961 132,797 225,097 2,266,541 
S54 58,419 108,840 545,839 112,325 192,008 2,545,388 170,744 300,848 3,091,227 
S55 62,967 121,319 566,803 130,021 236,339 3,066,134 192,988 357,658 3,632,937 
S56 64,637 125,248 603,695 123,238 239,255 3,365,864 187,875 364,503 3,969,559 
S57 80,034 147,831 853,811 126,911 245,002 3,276,499 206,945 392,833 4,130,310 
S58 84,575 150,036 867,232 139,562 274,058 3,653,675 224,137 424,094 4,520,907 
S59 84,991 143,380 882,003 135,902 261,938 4,667,948 220,893 405,318 5,549,951 
S60 88,455 149,494 739,094 147,782 291,324 5,169,743 236,237 440,818 5,908,837  53 0.04%
S61 91,221 165,785 1,041,743 162,392 339,805 6,192,705 253,613 505,590 7,234,448  46 0.03%
S62 89,706 157,640 1,146,147 169,863 362,590 6,513,889 259,569 520,230 7,660,036  20 0.01% 7,643 24,505 89,089 2,324 2,577 4,800 9,967 27,082 93,889  - 
S63 90,813 165,516 1,216,667 175,637 396,430 7,316,932 266,450 561,946 8,533,599  63 0.04% 9,034 23,078 81,650 2,133 4,856 6,127 11,167 27,934 87,777  - 
H元 93,642 183,678 1,202,044 180,311 403,680 7,442,986 273,953 587,358 8,645,030  25 0.01% 7,932 23,205 100,521 2,091 4,641 7,089 10,023 27,846 107,610  - 
H2 90,954 180,944 1,195,381 177,673 398,929 7,978,193 268,627 579,873 9,173,574  182 0.10% 8,259 23,826 101,535 2,855 4,236 7,185 11,114 28,062 108,720  - 
H3 97,604 194,431 1,286,321 159,454 361,031 7,273,842 257,058 555,462 8,560,163  14,795 8.49% 12,880 27,573 112,321 2,756 3,179 10,003 15,636 30,752 122,324  - 
H4 95,848 182,696 1,207,148 151,189 367,752 7,599,606 247,037 550,448 8,806,754  23,544 13.47% 12,758 27,463 96,848 2,660 4,068 12,726 15,418 31,531 109,574  - 
H5 94,861 192,539 1,500,454 126,899 323,592 6,456,245 221,760 516,131 7,956,699  45,990 26.60% 13,278 28,525 83,849 2,264 3,463 10,831 15,542 31,988 94,680  - 
H6 97,241 194,394 1,428,422 119,186 320,610 6,279,696 216,427 515,004 7,708,118  56,486 32.15% 18,493 48,944 146,950 2,061 3,152 9,860 20,554 52,096 156,810  - 
H7 97,510 192,095 1,413,398 112,749 306,125 5,974,998 210,259 498,220 7,388,396  63,495 36.03% 17,394 47,955 160,550 1,951 2,306 11,919 19,345 50,261 172,469  - 
H8 98,823 192,418 1,324,693 112,395 303,736 5,867,547 211,218 496,154 7,192,240  63,320 36.04% 18,264 53,383 157,507 2,645 2,976 14,085 20,909 56,359 171,592  - 
H9 104,338 184,803 1,259,214 108,319 283,742 5,199,269 212,657 468,545 6,458,483  58,319 35.00% 17,100 48,600 152,458 1,629 1,935 11,705 18,729 50,535 164,163  - 

H10 108,696 189,435 1,409,037 109,724 282,166 5,712,034 218,420 471,601 7,121,071  55,946 33.77% 21,081 48,437 147,354 1,428 1,660 9,996 22,509 50,097 157,350  - 
H11 107,834 167,932 1,356,576 112,489 297,433 6,343,538 220,323 465,365 7,700,114 57,646 33.88% 22,821 61,326 184,927 1,206 1,402 8,442 24,027 62,728 193,369 618 
H12 107,603 186,322 1,210,146 98,906 267,812 5,137,449 206,509 454,134 6,347,595 73,361 42.59% 27,434 68,921 201,381 2,234 2,579 18,348 29,668 71,500 219,729 1,478 
H13 118,924 239,440 1,509,942 15,695 55,444 890,559 134,619 294,884 2,400,501 149,776 90.51% 39,768 101,368 235,685 1,587 1,676 18,843 41,355 103,044 254,528 3,202 
H14 118,781 235,611 1,494,360 18,061 57,723 925,620 136,842 293,334 2,419,980 138,063 88.43% 55,307 153,646 462,118 1,374 1,452 14,250 56,681 155,098 476,368 3,233 
H15 115,184 222,699 1,316,457 18,808 41,873 718,169 133,992 264,572 2,034,626 148,282 88.74% 59,878 181,787 492,380 1,087 1,560 7,915 60,965 183,347 500,295 3,276 
H16 120,616 225,352 1,471,113 18,053 44,041 958,203 138,669 269,393 2,429,316 147,978 89.13% 63,858 209,811 519,200 1,034 1,206 10,550 64,892 211,017 529,750 3,744 
H17 122,752 254,483 1,708,898 19,346 53,139 973,021 142,098 307,622 2,681,919 153,297 88.79% 67,786 231,355 503,556 1,138 1,534 11,189 68,924 232,889 514,745 3,848 
H18 120,727 243,156 1,725,855 20,455 50,808 890,391 141,182 293,964 2,616,246 156,576 88.45% 71,931 251,384 591,234 1,203 1,730 8,808 73,134 253,114 600,042 4,940 
H19 123,758 23,869 147,627 159,676 87.00% 77,608 1,139 78,747 
H20 143,592 16,764 160,356 158,941 90.46% 84,566 331 84,897 
H21 137,748 15,156 152,904 161,453 91.42% 86,391 66 86,457 
H22 145,802 16,085 161,887 168,193 91.27% 93,945 0 93,945 
H23 143,282 15,926 159,208 172,448 91.55% 95,954 0 95,954 
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あとがき

　「けやき棟」―　およそ病院らしからぬ、しかし大きな期待と希望が込められた名前を持

つ新棟が、この秋竣工いたしました。それに遡ること約 1年前、開院35周年にあたる2011年

夏に「35年のあらまし、移り変わり等を記録に残し、今後の筑波大学附属病院の歴史につ

なげる」ことを目的として、記念誌制作委員会が組織されました。

　筑波大学附属病院において記念誌が発刊されるのは、10周年記念誌に次いで2冊目となり

ます。その25年の間にも大小さまざまな出来事があり、病院を取り巻く世の中も、また病院

自体も大きく様相を変えてきました。

　国立大学法人化、附属病院再開発計画、そしてまだ記憶に新しい東日本大震災の発生など、

既成概念が大きく揺らぐ事象も相次ぎました。

　そのような中においても、筑波大学附属病院は状況を見極め的確な対応を施し、先へと進

む道筋をたてて挑戦し続けてきました。それらの記録や記憶が、この記念誌には多くの方々

の視点から綴られております。

　10周年記念誌は、開院前の黎明期から草創期に活躍された皆様のたいへんな努力の軌跡や

変遷を書き留めている記録集の色合いが濃くなっているのに比べ、35周年記念誌は歴史の記

録とともに、未来への挑戦の意志が随所に散りばめられております。

　この記念誌を手に取られた皆様が、筑波大学附属病院の35年間を懐かしむとともに、病院

の未来へと思いを馳せていただけましたら、幸いに存じます。

　最後になりましたが、本誌制作にあたり、寄稿等いただいた皆様、作成にご協力いただい

た病院職員の皆様、また、編集に携わった総務課の皆様に深く感謝いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35周年記念誌制作委員会委員長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 原　尚人
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